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Ⅵ-2-12 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する 

影響評価結果 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「4.1 地震力の算定法 (2) 動的

地震力」及びⅥ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」

に基づき，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，施設が有する耐震性に及ぼす

影響について評価した結果を説明するものである。 

2. 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる地震動

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価には，基準地震動Ｓｓを用い

る。基準地震動Ｓｓは，Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」

による。 

 ここで，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震動 

Ｓｓは，複数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係を，施設の特性による

影響も考慮したうえで確認し，本影響評価に用いる。 

3. 各施設における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価結果

3.1 建物・構築物 

3.1.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

(1) 耐震評価上の構成部位の整理

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，各建物・構築物において，

該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認した。確認した結果を表 3－1－1 に

示す。 

(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特性の整理

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平 2 方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響が想定される応答特性を整理した。応答特性は，荷重の組合

せによる影響が想定されるもの及び 3 次元的な建物挙動から影響が想定されるもの

に分けて整理した。整理した結果を表 3－1－2 及び表 3－1－3 に示す。 

 なお，隣接する上位クラスの建物・構築物への波及的影響防止のための建物・構

築物の評価は，上位クラスの建物・構築物との相対変位による衝突の有無の判断が

基本となる。そのため，せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式構造では

耐震壁（ラーメン構造では柱，はり）を主たる評価対象部位とし，その他の構成部

位については抽出対象に該当しない。 

(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出

表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，表 3－1－2 に示す荷重の組合せ

による応答特性により，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定
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される部位を抽出した。抽出した結果を表 3－1－4 に示す。 

 応答特性①-1「直交する水平 2 方向の荷重が，応力として集中」する部位として，

排気筒及び 1 号機排気筒の柱（隅部）並びに原子炉建物，制御室建物，タービン建

物，廃棄物処理建物，排気筒，緊急時対策所及びガスタービン発電機建物の基礎（矩

形）を抽出した。 

 また，応答特性①-2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」す

る部位としては，燃料プールの壁（一般部）並びに原子炉建物，タービン建物，廃棄

物処理建物，1 号機原子炉建物，1 号機タービン建物及び 1 号機廃棄物処理建物の壁

（地下部）を抽出した。 

(4) 3 次元的な応答特性が想定される部位の抽出

表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，荷重の組合せによる応答特性が

想定される部位として抽出されなかった部位について，表 3－1－3 に示す 3 次元的

な応答特性により，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される部

位を抽出した。抽出した結果を表 3－1－5 に示す。 

 応答特性②-1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」可能性があ

る部位として，原子炉建物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）を抽出した。 

 応答特性②-2「加振方向以外の方向に励起される振動」が発生する可能性がある

部位として，抽出する部位はなかった。 
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表 3－1－1(1) 各建物・構築物における耐震評価上の構成部位 

耐震性評価部位 

原子炉建物 

制御室建物 

タービン建物
廃棄物 

処理建物 
排気筒 

緊急時 

対策所 

ガスタービン 

発電機建物 
燃料 

プール 
上部鉄骨 上部鉄骨 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 S造，RC造 RC造 
S造，SRC造，

RC造 

柱 

一般部 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ 
○（筒身， 

補助柱） 
○ ○ 

隅部 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○（主柱材） ○ ○ 

地下部 ○ － － － ○ － ○ － － － 

はり 

一般部 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○（水平材） ○ ○ 

地下部 ○ － － － ○ － ○ － － － 

鉄骨 

トラス
－ － ○ － － ○ － － － － 

壁 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 

円筒部 ○ － － － － － － － － － 

地下部 ○ － － － ○ － ○ － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ － － － － － － ○（斜材） － － 

床・ 

屋根 
一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 

基礎 
矩形 ○ － － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ○：対象の構造部材あり，－：対象の構造部材なし 
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表 3－1－1(2) 各建物・構築物における耐震評価上の構成部位 

耐震性評価部位 

１号機原子炉建物 １号機タービン建物 １号機 

廃棄物 

処理建物 

サイトバンカ

建物

サイトバンカ

建物(増築部) 

１号機 

排気筒 

排気筒 

モニタ室

燃料移送ポンプ

エリア竜巻防護

対策設備
上部鉄骨 上部鉄骨 

RC造 
S造, 

RC造 
RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 
S造，SRC造，

RC造 
RC造 S造，RC造 RC造 S造 

柱 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（筒身） － ○ 

隅部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（主柱材） － ○ 

地下部 ○ － ○ － ○ － － － － － 

はり 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（水平材） ○ ○ 

地下部 ○ － ○ － ○ － － － － － 

鉄骨 

トラス
－ ○ － ○ － － － － － － 

壁 

一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 

円筒部 ○ － － － － － － － － － 

地下部 ○ － ○ － ○ － － － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ ○ － － － － － ○（斜材） － ○ 

床・ 

屋根 
一般部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 

基礎 
矩形 ○ － ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ○：対象の構造部材あり，－：対象の構造部材なし 
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表 3－1－2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性 

（荷重の組合せによる応答特性） 

荷重の組合せによる 

応答特性 
影響想定部位 

①-1

直交する水平 

2 方向の荷重

が，応力とし

て集中 

応力の集中する隅柱等 

（例） 

①-2

面内方向の 

荷重を負担 

しつつ， 

面外方向の 

荷重が作用 

土圧を負担する地下耐震壁等 

水圧を負担するプール壁等 

（例） 

荷重 

荷重 

荷重 

荷重 

応力が集中 

壁 

（隅柱）   （円筒壁） 

x 

y 

x 

y 

応力が集中 
荷重 

荷重 

水平荷重 水平荷重 

x y 
z 

（矩形の基礎スラブ） 

x 

y 

面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 

耐震壁 

x 

y 
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表 3－1－3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性 

（3 次元的な応答特性） 

3次元的な応答特性 影響想定部位 

②-1

面内方向の 

荷重に加え， 

面外慣性力 

の影響が大 

きい 

大スパン又は吹き抜け部に設置された部位 

（例） 

②-2

加振方向以 

外の方向に 

励起される 

振動 

塔状構造物等を含む，ねじれ挙動が想定される建物・構築物 

（例） 

 

 

（耐震構造部材） 

面内荷重 

面外慣性力 

耐震構造部材 

x 

y 

（鉄骨トラス） 

面内荷重 
面外慣性力 

x 
y z

x 
y 

z 

x 

y 

（壁） （鉄骨架構） 

面内荷重 
柱 ブレース 

x 

y 

（床・屋根） （ブレース） 

耐震構造部材 

荷重 

x 

y 

荷重 
スラブ

壁 
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表 3－1－4(1) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（荷重の組合せによる応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

原子炉建物 

制御室建物 

タービン建物
廃棄物 

処理建物 
排気筒 

緊急時 

対策所 

ガスタービン 

発電機建物 
燃料 

プール 
上部鉄骨 上部鉄骨 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 S造，RC造 RC造 
S造，SRC造，

RC造 

柱 

一般部 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

隅部 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 要①-1 該当なし 該当なし 

地下部 該当なし － － － 該当なし － 該当なし － － － 

はり 

一般部 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

地下部 該当なし － － － 該当なし － 該当なし － － － 

鉄骨 

トラス
－ － 該当なし － － 該当なし － － － － 

壁 

一般部 該当なし 要①-2 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし 該当なし 

円筒部 該当なし － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － － － 要①-2 － 要①-2 － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ － － － － － － 該当なし － － 

床・ 

屋根 
一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし 該当なし 

基礎 
矩形 要①-1 － － 要①-1 要①-1 － 要①-1 要①-1 要①-1 要①-1 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要 ・不要：評価不要

・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」 ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」
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表 3－1－4(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（荷重の組合せによる応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

１号機原子炉建物 １号機タービン建物 １号機 

廃棄物 

処理建物 

サイトバンカ

建物

サイトバンカ

建物(増築部) 

１号機 

排気筒 

排気筒 

モニタ室

燃料移送ポン

プエリア竜巻

防護対策設備 
上部鉄骨 上部鉄骨 

RC造 
S造, 

RC造 
RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 
S造，SRC造，

RC造 
RC造 S造，RC造 RC造 S造 

柱 

一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし 

隅部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 要①-1 － 該当なし 

地下部 該当なし － 該当なし － 該当なし － － － － － 

はり 

一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

地下部 該当なし － 該当なし － 該当なし － － － － － 

鉄骨 

トラス
－ 該当なし － 該当なし － － － － － － 

壁 

一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし － 

円筒部 該当なし － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － 要①-2 － 要①-2 － － － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ 該当なし － － － － － 該当なし － 該当なし 

床・ 

屋根 
一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし － 

基礎 
矩形 不要＊ － 不要＊ －  不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ － 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要 ・不要：評価不要

・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」 ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」

注記＊：上位クラスの建物・構築物への波及的影響防止のための評価対象建物及び 1号機排気筒は，上部躯体を評価対象としているため，基礎は対象外とする。 
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表 3－1－5(1) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（3 次元的な応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

原子炉建物 

制御室建物 

タービン建物 
廃棄物 

処理建物 
排気筒 

緊急時 

対策所 

ガスタービン 

発電機建物  
燃料 

プール 
上部鉄骨  上部鉄骨 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 S造，RC造 RC造 
S造，SRC造，

RC造 

柱 

一般部 不要 － 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

隅部 不要 － 不要 不要 不要 不要 不要 要①-1 不要 不要 

地下部 不要 － － － 不要 － 不要 － － － 

はり 

一般部 不要 － 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

地下部 不要 － － － 不要 － 不要 － － － 

鉄骨 

トラス 
－ － 不要 － － 不要 － － － － 

壁 

一般部 要②-1 要①-2 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 不要 

円筒部 不要 － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － － － 要①-2 － 要①-2 － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ － － － － － － 不要 － － 

床・ 

屋根 
一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 不要 

基礎 
矩形 要①-1 － － 要①-1 要①-1 － 要①-1 要①-1 要①-1 要①-1 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要又は荷重組の合せによる応答特性でのスクリーニングで抽出済み ・不要：評価不要 

 ・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」       ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

 ・「②-1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 ・「②-2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」 
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表 3－1－5(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（3 次元的な応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

１号機原子炉建物 １号機タービン建物 １号機 

廃棄物 

処理建物 

サイトバンカ

建物

サイトバンカ

建物(増築部) 

１号機 

排気筒 

排気筒 

モニタ室

燃料移送ポンプ

エリア竜巻防護

対策設備
上部鉄骨 上部鉄骨 

RC造 
S造, 

RC造 
RC造 

S造， 

SRC造 

RC造 

RC造 
S造，SRC造，

RC造 
RC造 S造，RC造 RC造 S造 

柱 

一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 

隅部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 要①-1 － 不要 

地下部 不要 － 不要 － 不要 － － － － － 

はり 

一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

地下部 不要 － 不要 － 不要 － － － － － 

鉄骨 

トラス
－ 不要 － 不要 － － － － － － 

壁 

一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 － 

円筒部 不要 － － － － － － － － － 

地下部 要①-2 － 要①-2 － 要①-2 － － － － － 

鉄骨 

ブレース 
－ 不要 － － － － － 不要 － 不要 

床・ 

屋根 
一般部 不要 不要 不要 不要 不要 不要 不要 － 不要 － 

基礎 
矩形  不要＊ － 不要＊ － 不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ 不要＊ － 

杭基礎 － － － － － － － － － － 

凡例 ・要：評価必要又は荷重の組合せによる応答特性でのスクリーニングで抽出済み ・不要：評価不要

・「①-1」：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」 ・「①-2」：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」

・「②-1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 ・「②-2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」

注記＊：上位クラスの建物・構築物への波及的影響防止のための評価対象建物及び 1号機排気筒は，上部躯体を評価対象としているため，基礎は対象外とする。 
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(5) 3 次元ＦＥＭモデルによる精査方法 

 上記(4)で抽出した 3 次元的な応答特性が想定される部位について，3 次元ＦＥＭ

モデルにより精査を行う。精査方法を表 3－1－6 に示す。 

 応答特性②-1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」可能性があ

る部位については，原子炉建物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）に対して 3 次

元ＦＥＭモデルによる精査を行う。 

 また，原子炉建物の耐震評価部位全般に対し，局所的な応答について，3 次元ＦＥ

Ｍモデルによる精査を行う。精査は，地震応答解析により水平 2 方向及び鉛直方向

入力時の影響を評価することで行う。 

 

(6) 3 次元ＦＥＭモデルによる精査結果 

 3 次元ＦＥＭモデルによる精査の結果，建物・構築物の有している耐震性への影響

が小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価が必要な部

位は抽出されなかった。精査した結果を表 3－1－6 に示す。 

 ただし，原子炉建物の燃料取替階レベルの東西面の壁には面外方向に大きな加速

度が生じていることから，詳細評価を実施することとする。具体的には，原子炉建

物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）に対して，面外慣性力による応答が面内応答

へ及ぼす影響検討を実施する。 
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表 3－1－6 3 次元ＦＥＭモデルによる精査 

耐震評価部位 
対象 

建物・構築物 
3 次元的な応答特性 

3 次元ＦＥＭモデルによる 

精査方法 

3 次元ＦＥＭモデルによる 

精査結果 

壁 

（一般部） 

原子炉建物 

（燃料取替階レベル） 

②-1

「面内方向の荷重に加え，面外

慣性力の影響が大きい」 

水平 2 方向及び鉛直方向入力

時の応答の水平 1 方向入力時

の応答に対する増分が小さい

ことを確認する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せによる左記の対象

の耐震性への影響が想定され

ないため抽出しない。 

耐震評価部位 

全般 
原子炉建物 局所的な応答 同上 

水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せによる左記の対象

の耐震性への影響が想定され

ないため抽出しない。 
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3.1.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出結果 

(1) 建物・構築物における影響評価部位の抽出結果

建物・構築物において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想

定されるとして抽出した部位を表 3－1－7 に示す。 

 応答特性①-1「直交する水平 2 方向の荷重が，応力として集中」する部位のうち，

重要設備である非常用ガス処理系用排気筒を支持する排気筒の主柱材及び建物規模が比

較的大きく，重要な設備を多く内包している等の留意すべき特徴を有している原子

炉建物の基礎を代表として，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評

価を行う。 

 応答特性①-2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

として施設の重要性，建物規模及び構造特性を考慮し，上部に床等の拘束がなく，

面外荷重（水圧）が作用する原子炉建物（燃料プール）の壁（一般部）を代表とし

て，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。 

(2) 機器・配管系への影響が考えられる部位の抽出結果

建物・構築物において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象

として抽出した耐震評価上の構成部位について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる応答値への影響の観点から，機器・配管系への影響の可能性がある部

位について検討した。 

 原子炉建物の基礎及び排気筒の主柱材については，水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せにより応力集中する部位であり，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる応答値への影響がないため，機器・配管系への影響の可能性はない。 

 原子炉建物（燃料プール）の壁（一般部）については，面内方向の荷重を負担しつ

つ，面外方向の荷重が作用する部位であり，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる応答値への影響がないため，機器・配管系への影響の可能性はない。 
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表 3－1－7 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位の抽出結果 

応答 

特性 
耐震評価部位 

対象 

建物・構築物 
代表評価部位 

①-1

柱 隅部 
・排気筒

・１号機排気筒

重要設備である非常用ガス

処理系用排気筒を支持する

排気筒の隅柱（主柱材）を

代表として評価する。 

基礎 矩形 

・原子炉建物

・制御室建物

・タービン建物

・廃棄物処理建物

・排気筒

・緊急時対策所

・ガスタービン発電機建物

建物規模が比較的大きく，

重要な設備を多く内包して

いる等の留意すべき特徴を

有している原子炉建物の基

礎を代表として評価する。 

①-2 壁 
一般部 

地下部 

・燃料プール

・原子炉建物

・タービン建物

・廃棄物処理建物

・１号機原子炉建物

・１号機タービン建物

・１号機廃棄物処理建物

上部に床等の拘束がなく，

面外荷重（水圧）が作用す

る燃料プールの壁を代表と

して評価する。 

凡例 ①-1：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」 

①-2：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」

注：下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 
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3.1.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位として抽出された

部位について，基準地震動Ｓｓを用い，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響を評価する。評価は，従来設計手法に基づいた各部位の解析モデルによる水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果を用いる。また，影響評価は，

水平 2 方向及び鉛直方向を同時入力する時刻歴応答解析による評価又は基準地震

動Ｓｓの各方向地震成分により個別に計算した最大応答値を用い，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力を組み合わせる方法として，米国 Regulatory Guide 1.92＊の「2. 

Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を

参考に，組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）に基づいた評価により実施する。 

 

注記＊： Regulatory Guide 1.92“Combining modal responses and spatial 

components in seismic response analysis” 
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3.1.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

(1) 排気筒の主柱材の評価

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，直交する水平 2 方向

の荷重が応力として集中する部位である排気筒の主柱材について評価を行う。 

 評価にあたっては，基準地震動Ｓｓを用い，水平 2 方向及び鉛直方向を同時に入

力（以下「3 方向同時入力」という。）する時刻歴応答解析に基づき，主柱材（鉄塔

脚部を含む）の断面算定結果（検定値）が，1.0 を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」

（以下「排気筒の地震応答計算書」という。）及びⅥ-2-2-14「排気筒の耐震性につ

いての計算書」（以下「排気筒の耐震計算書」という。）に示すものと同一である。 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

排気筒の概要図を図 3－1－1 に，解析モデルを図 3－1－2 に示す。 

排気筒の地震応答解析モデルへの入力地震動は，基準地震動Ｓｓを用いて評価を

行うが，基準地震動Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ１については，水平方向成分に直交する

方向の地震動に位相特性の異なる地震波を入力する。 

地震動の入力方法は，排気筒の地震応答計算書に基づくものとする。 

 鋼材の許容応力度及び使用材料の物性値は，排気筒の耐震計算書に示す内容と同

一である。 

3 方向同時入力時及び排気筒の耐震計算書に記載のケース（以下「工認ケース」と

いう。）における主柱材の評価結果を表 3－1－8 に，鉄塔脚部の評価結果を表 3－1

－9 に示す。 

 評価の結果，工認ケースの検定値と比較し，3 方向同時入力時の検定値は増加傾向

にあるが，主柱材及び鉄塔脚部の検定値が 1.0 を超えないことを確認した。 

 以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，排気筒の主柱材が有

する耐震性への影響がないことを確認した。 
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図 3－1－1 排気筒の概要図（単位：m） 
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図 3－1－2 排気筒の地震応答解析モデル 

【凡例】 

：質点 

：曲げせん断ビーム要素 

：剛体要素 

EL  8.5 

EL 23.9 

EL 34.5 

EL 53.5 

EL 62.2 

EL 83.0 

EL 89.2 

EL 94.5 

EL104.5 

EL113.5 

(m) 

EL 69.5 

Ｘ（ＥＷ） 

Ｙ（ＮＳ） 

Ｚ 

（制震装置（粘性ダンパ）設置平面） EL109.4 

EL 99.9 

EL 76.8 

EL 45.0 

第 4 支持点 

第 3 支持点 

第 2 支持点 

第 1 支持点 

制震装置（粘性ダンパ）（8 箇所） 

第 4 支持点 

(EL 113.5m) 

EL 3.5 

EL 2.0 

EL 8.8 

K1 K2 
K3 

第 1 支持点 

(EL 34.5m) 

第 2 支持点 

(EL 62.2m) 

第 3 支持点 

(EL 89.2m) 

EL128.5 
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表 3－1－8 主柱材の評価結果 

高さ 

EL 区間 
使用部材 

(mm) 
工認ケース 3 方向同時入力＊ 

(m) 

113.5-104.5 Ｂ-Ｄ φ267.4× 6.6 0.18 0.20 

104.5- 94.5 Ｄ-Ｆ φ267.4× 6.6 0.48 0.52 

 94.5- 83.0 Ｆ-Ｈ φ355.6× 6.4 0.49 0.56 

 83.0- 69.5 Ｈ-Ｊ φ406.4× 7.9 0.48 0.65 

 69.5- 53.5 Ｊ-Ｌ φ508.0× 9.5 0.50 0.77 

 53.5- 34.5 Ｌ-Ｎ φ609.6×12.7 0.42 0.65 

 34.5-  8.5 Ｎ-Ｐ φ711.2×12.7 0.34 0.52 

注：下線部は検定値が最大となる値を示す。 

注記＊：風荷重との重畳を考慮する。 

表 3－1－9 鉄塔脚部の評価結果 

評価部位 応力分類 工認ケース 3方向同時入力＊ 

コンクリート（せん断プレート側面） 圧縮 0.39 0.55 

せん断プレート 曲げ 0.18 0.25 

コンクリート（ベースプレート下面） 圧縮 0.18 0.25 

フランジプレート，ベースプレート及び

ウェブプレートから成る合成断面

曲げ 0.19 0.32 

せん断 0.23 0.41 

組合せ 0.30 0.52 

ベースプレート 曲げ 0.46 0.66 

リブプレート 圧縮 0.20 0.29 

アンカー部（アンカー材） 引張 0.09 0.15 

アンカー部（アンカーボルト） せん断 0.27 0.47 

注：下線部は検定値が最大となる値を示す。 

注記＊：風荷重との重畳を考慮する。 
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(2) 燃料プールの壁の評価 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，面内方向の荷重を負

担しつつ，面外方向の荷重が作用する燃料プールの壁について評価を行う。 

 評価にあたっては，Ｓｓ地震時に対して，3 次元ＦＥＭモデルの応力解析結果を用

いた断面の評価について，許容値を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-4-2-1「燃料プール（キャスク置

場を含む）の耐震性についての計算書」（以下「燃料プールの耐震計算書」という。）

に示すものと同一である。 

 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図及び概略断面図を図

3－1－3 及び図 3－1－4 に，燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図及び概

略断面図を図 3－1－5 及び図 3－1－6 に示す。 

 荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 コンクリート及び鉄筋の許容限界は，燃料プールの耐震計算書の「3.3 許容限界」

に示す内容と同一である。 

 解析モデルの概要図を図 3－1－7 に示す。解析モデルの詳細は，燃料プールの耐

震計算書の「3.4 解析モデル及び諸元」に示す内容と同一である。 

 Ｓｓ地震時の応力は，燃料プールの耐震計算書の「3.5.1 応力解析方法」に示す

次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 
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 燃料プールの壁の評価は，燃料プールの耐震計算書の「3.5.2 断面の評価方法」

に示す方法と同一である。 

 断面の評価結果を記載する要素は，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力によ

る鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断力度並びに

面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小とな

る要素とする。 

 選定した要素の位置を図 3－1－8 及び図 3－1－9 に，評価結果を表 3－1－10 及び

表 3－1－11 に示す。 

 Ｓｓ地震時における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにおいて，水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果と水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せに対する評価結果を比較すると，水平 2 方向の地震力の影響により発生値

は増加傾向にあり，一部最大となる要素が変わるものもあるが，軸力，曲げモーメ

ント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力

度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度が各許容値を超えないことを確認し

た。 

 以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，燃料プールの壁が有

する耐震性への影響がないことを確認した。 
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図 3－1－3 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図 

（EL 34.8m） 
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（Ａ－Ａ断面，ＥＷ方向） 
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（単位：m） 

図 3－1－5 燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図 

（単位：m） 

図 3－1－6 燃料プール及びキャスク置場周りの概略断面図 

（Ｂ－Ｂ断面） 
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Ｂ 
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(a) 全体鳥瞰図

(b) 燃料プール要素分割図

図 3－1－7 解析モデルの概要図 
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(a) 南側壁

(b) 西側壁

図 3－1－8 選定した要素の位置 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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(a) 南側壁

(b) 西側壁

図 3－1－9 選定した要素の位置 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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表 3－1－10 燃料プールの壁の評価結果 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート

圧縮ひずみ

（×10-3）

鉛直 128 3-20 0.180 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
水平 122 3-8 1.46 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 139 3-8 3.55 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 107 3-20 2.58 4.39 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 74 3-17 0.557 1.41 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート

圧縮ひずみ

（×10-3）

鉛直 449 3-19 0.270 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 3-19 1.78 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
水平 469 3-12 1.38 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 475 3-19 1.34 3.04 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 440 3-17 0.695 1.22 
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表 3－1－11 燃料プールの壁の評価結果 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート

圧縮ひずみ

（×10-3）

鉛直 128 2-12 0.170 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 85 2-10 1.40 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 139 2-4 3.31 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 107 2-12 2.37 4.39 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 74 2-9 0.550 1.42 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート

圧縮ひずみ

（×10-3）

鉛直 449 2-11 0.261 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 2-11 1.68 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
水平 469 2-6 1.38 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 475 2-9 1.31 3.02 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 440 2-11 0.694 1.22 
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(3) 原子炉建物基礎スラブの評価

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，直交する水平 2 方向

の荷重が応力として集中する部位である原子炉建物基礎スラブについて評価を行う。 

 評価にあたっては，Ｓｓ地震時に対して，3 次元ＦＥＭモデルの応力解析結果を用

いた断面の評価について，許容値を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-9-3-4「原子炉建物基礎スラブの

耐震性についての計算書」（以下「基礎スラブの耐震計算書」という。）に示すもの

と同一である。 

原子炉建物基礎スラブの概略平面図及び概略断面図を図 3－1－10 及び図 3－1－

11 に示す。 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

コンクリート及び鉄筋の許容限界は，基礎スラブの耐震計算書の「4.3 許容限界」

に示す内容と同一である。 

解析モデルの概要図を図 3－1－12 に示す。解析モデルの詳細は，基礎スラブの耐

震計算書の「4.4 解析モデル及び諸元」に示す内容と同一である。 

Ｓｓ地震時の応力は，基礎スラブの耐震計算書の「4.5.1 応力解析方法」に示す

次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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 基礎スラブの評価は，基礎スラブの耐震計算書の「4.5.2 断面の評価方法」に示

す方法と同一である。 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコン

クリートのひずみ並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対する許容

値の割合が最小となる要素とする。 

 選定した要素の位置を図 3－1－13 及び図 3－1－14 に，評価結果を表 3－1－12 及

び表 3－1－13 に示す。 

 Ｓｓ地震時における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにおいて，水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果と水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せに対する評価結果を比較すると，水平 2 方向の地震力の影響により発生値

は増加傾向にあり，一部最大となる要素が変わるものもあるが，軸力及び曲げモー

メントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力が各許容値を超え

ないことを確認した。 

以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，原子炉建物基礎スラ

ブが有する耐震性への影響がないことを確認した。 
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図 3－1－10 原子炉建物基礎スラブの概略平面図（EL 1.3m） 
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(a) Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向

図 3－1－11(1) 原子炉建物基礎スラブの概略断面図 
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(a) 全体鳥瞰図

(b) 全体鳥瞰断面図（Ａ－Ａ’断面）

図 3－1－12(1) 解析モデルの概要図 
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(c) 基礎スラブ要素分割図 

図 3－1－12(2) 解析モデルの概要図 
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図 3－1－13 選定した要素の位置 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

図 3－1－14 選定した要素の位置 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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表 3－1－12 原子炉建物基礎スラブの評価結果 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 609 3-9 0.376 3.00 

鉄筋圧縮ひずみ 

（×10-3） 
放射 435 3-10 0.317 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 526 3-10 13.0 16.7 

 

表 3－1－13 原子炉建物基礎スラブの評価結果 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 640 1-2 0.297 3.00 

鉄筋圧縮ひずみ 

（×10-3） 
放射 491 1-2 0.221 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 491 1-1 7.79 10.4 
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3.1.5 原子炉建物 3 次元ＦＥＭモデルによる面外応答の耐震壁への影響検討結果 

 3 次元ＦＥＭモデルの面外応答による影響検討対象として，原子炉建物燃料取替

階レベルの壁を抽出し，面外応答による影響検討を行った結果，原子炉建物の燃料

取替階レベルの東西面の壁には面外方向に大きな加速度が生じていることから，当

該壁に対して，面外慣性力に対する断面の評価を行う。 

Ｓｓ地震時の耐震壁の評価については，「Ⅵ-2-9-3-1 原子炉建物原子炉棟（二

次格納施設）の耐震性についての計算書」において，面内に生じるせん断ひずみが

許容限界である 2.0×10-3 を超えないことを確認している。そこで，原子炉建物燃

料取替階レベルの壁に対する面外慣性力の検討にあたっては，Ｓｓ地震時の面外慣

性力により鉄筋に生じる応力度が弾性範囲内であることを確認することで，面内に

生じるせん断ひずみの評価に対して面外慣性力の影響が小さいことを確認する。 

原子炉建物燃料取替階上部の概略平面図を図3－1－15に，解析モデルを図3－1－

16に示す。解析モデルは，柱，はり及び床を境界条件として固定する。 

評価結果を記載する部位は，面外慣性力によって生じる鉄筋応力度及び面外せん

断力が最大となる部位とする。 

評価結果を表3－1－14に示す。Ｓｓ地震時の面外慣性力に対する原子炉建物燃料

取替階レベルの壁の断面評価の結果，鉄筋に生じる応力度が弾性範囲内であり，面

内に生じるせん断ひずみの評価に対して面外慣性力の影響は小さいことを確認し

た。 
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(b) EL 51.7m

：検討対象の壁を示す 

図 3－1－15 原子炉建物燃料取替階上部の概略平面図 
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Ｓｓ地震時の面外方向加速度

（面外慣性力）

＝3次元FEMモデルのＳｄ地震時面外方向最大応答加速度

×応答補正比率

：固定端とする部分を示す

PN

Ｙ

Ｘ

図 3－1－16 原子炉建物 3 次元ＦＥＭモデルによる面外応答の影響検討の解析モデル 

面外慣性力 
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表 3－1－14 耐震壁の評価結果 

（Ｓｓ地震時，面外慣性力） 

検討ケース Ｓｓ地震時 

検討位置 東面壁(R3 通り) 西面壁(R11 通り) 

厚さｔ(mm) 

×幅ｂ（mm） 
×1000 ×1000 ×1000 ×1000 

有効せいｄ（mm） 

配
筋

縦筋 

（鉄筋断面積） 

D29＠200 

（3210 mm2/m） 

D35＠200 

（4785 mm2/m） 

D29＠200 

（3210 mm2/m） 

D35＠200 

（4785 mm2/m） 

横筋 

（鉄筋断面積） 

D25＠200 

（2535 mm2/m） 

D32＠200 

（3970 mm2/m） 

D25＠200 

（2535 mm2/m） 

D32＠200 

（3970 mm2/m） 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 

発生曲げ 

モーメント

Ｍ（kN・m/m） 

283.8 155.5 217.9 195.8 

許容限界 

（kN・m/m） 
462.3 1105.9 462.3 1105.9 

検定値 0.62 0.15 0.48 0.18 

面
外
せ
ん
断
力

方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

発生せん断力 

Ｑ（kN/m） 
368.2 257.4 304.3 288.0 

許容限界 

（kN/m） 
867.9 1587.6 956.3 1587.6 

検定値 0.43 0.17 0.32 0.19 

判定 可 可 可 可 
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3.2 機器・配管系 

3.2.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価設備の抽出 

評価対象設備を機種ごとに分類した結果を表 3－2－1 に示す。機種ごとに分類し

た設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から水平 2 方向の地震力による

影響を以下の項目により検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。 

 

(1) 水平 2 方向の地震力が重畳する観点 

水平 1 方向の地震力に加えて，更に水平直交方向に地震力が重畳した場合，水平

2 方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要とな

る可能性のある設備を抽出する。以下の場合は，水平 2 方向の地震力による影響が

軽微な設備であると整理した。 

なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生応力への影響に着

目し，その増分が１割程度以下となる機器を分類しているが，水平 1 方向地震力に

よる裕度が 1.1 未満の設備については，個別に検討を行うこととする。 

 

a. 水平 2 方向の地震力を受けた場合でも，その構造により水平 1 方向の地震力し 

 か負担しないもの 

制御棒・破損燃料貯蔵ラックのサポートや横置きの容器等は，水平 2 方向の地震

力を想定した場合，水平 1 方向を拘束する構造であることや水平各方向で振動特性

及び荷重の負担断面が異なる構造であることにより，特定の方向の地震力の影響を

受ける部位であるため，水平 1 方向の地震力しか負担しないものとして分類した。

その他の設備についても，同様の理由から水平 1 方向の地震力しか負担しないもの

を分類した。 

 

b. 水平 2 方向の地震力を受けた場合，その構造により最大応力の発生箇所が異なる 

もの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平 2 方向の地震力を想定した場合，そ

れぞれの水平方向地震力に応じて応力が最大となる箇所があることから，最大応

力の発生箇所が異なり，水平 2 方向の地震力を組み合わせても影響が軽微である

ものとして分類した。その他の設備についても同様の理由から最大応力の発生箇

所が異なり，水平 2 方向の地震力を組み合わせても影響が軽微であるものを分類

した。 

 

c. 水平 2 方向の地震力を組み合わせても水平 1 方向の地震による応力と同等とい

えるもの 

原子炉圧力容器スタビライザ，原子炉格納容器スタビライザ及びシヤラグは，



44 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

周方向 8 箇所を支持する構造で配置され，水平 1 方向の地震力を 6 体で支持する

設計としており，水平 2 方向の地震力を想定した場合，地震力を負担する部位が

増え，また，最大反力を受けもつ部位が異なることで，水平 1 方向の地震力によ

る荷重と水平 2 方向の地震力を想定した場合における荷重が同等になるものであ

り，水平 2 方向の地震力を組み合わせても 1 方向の地震による応力と同等のもの

と分類した。その他の設備についても，同様の理由から水平 2 方向の地震を組み

合わせても 1 方向の地震による応力と同等のものと分類した。 

d. 保守性（水平 2 方向の考慮を含む）を考慮した評価を行っているもの

蒸気乾燥器支持ブラケット等は，従来評価において，水平 2 方向地震を考慮し

た評価を行っているため，水平 2 方向の影響を考慮しても影響がないものとして

分類した。その他の設備についても，同様の理由から保守性を考慮した評価を実

施しており，水平 2 方向の影響を考慮しても影響がないものを分類した。 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じ

る可能性のある設備を抽出する。 

機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して均等な構造となっている

機器は，評価上有意なねじれ振動は発生しない。 

一方，3 次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体として考えた場合，有意なねじ

れ振動が発生する可能性がある。しかし，水平方向とその直交方向が相関する振動

モードが想定される設備は，従来設計より 3 次元のモデル化を行っており，その振

動モードは適切に考慮した評価としているため，この観点から抽出される設備はな

かった。 

(3) 水平 1 方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力の増分の

観点 

(1)(2)において影響の可能性がある設備について,水平 2 方向の地震力が各方向

1:1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め,従来の水平 1 方向及び鉛直

方向地震力の設計手法による発生値を比較し,その増分により影響の程度を確認し,

耐震性への影響が懸念される設備を抽出した。 

水平 1 方向に対する水平 2 方向の地震力による発生値の増分の検討は,機種ごと

の分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さい設備(部位)を対象とする。

水平 2方向の地震力の組合せは米国 Regulatory Guide 1.92の「2.Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として最大応答の

非同時性を考慮した Square-Root-of-the-Sum-of-the-Squares 法（以下「SRSS 法」
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という。）又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）により組み合わせ,発生値の増分を算

出する。増分の算出は,従来の評価で考慮している保守性により増分が低減又は包絡

されることも考慮する。算出の方法を以下に示す。  

・従来の評価データを用いた簡易的な算出では,地震・地震以外の応力に分離可能な

ものは地震による発生値のみ組み合わせた後,地震以外による応力と組み合わせて

算出する。

・設備(部位)によっては解析等で求められる発生荷重より大きな設計荷重を用いて

いるものもあるため,上記組合せによる発生値を設計荷重が上回ることを確認した

ものは,水平2方向の地震力による発生値の増分はないものとして扱う。

・応答軸が明確な設備で,設備の応答軸の方向あるいは厳しい応力が発生する向きへ

地震力を入力している場合は,耐震性への影響が懸念されないものとして扱う。
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3.2.2 建物・構築物，屋外重要土木構造物等，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視

設備の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の抽出 

3.1 項，3.3 項及び 3.4 項における建物・構築物，屋外重要土木構造物等，津波防

護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の影響評価において機器・配管系への影響を

検討した結果，耐震性への影響が懸念される部位は抽出されなかった。 

 

3.2.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価設備の抽出結果 

3.2.1 項で検討した,水平 2方向の地震力が重畳する観点,水平方向とその直行方向

が相関する振動モード(ねじれ振動等)が生じる観点,水平 1 方向及び鉛直方向地震力

に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力増分の観点で,水平 2 方向の地震力による影

響の可能性がある設備を抽出した結果を表 3－2－2 に示す。 

 

3.2.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

3.2.1 項の観点から抽出される設備について,水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想

定した発生値を以下の方法により算出する。 

発生値の算出における水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せは,米国 Regulatory 

Guide 1.92 の「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an 

Earthquake」を参考として最大応答の非同時性を考慮した SRSS 法又は組合せ係数法

を適用する。 

 

(1) 従来評価データを用いた算出 

従来の水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた評価結果を用いて,以下の

条件により水平 2 方向及び鉛直方向地震力に対する発生値を算出することを基本と

する。 

・水平各方向及び鉛直方向地震力をそれぞれ個別に用いて従来の発生値を算出して

いる設備は,水平2方向及び鉛直方向地震力を組み合わせて水平2方向を考慮した発

生値の算出を行う。 

・水平1方向と鉛直方向の地震力を組み合わせたうえで従来の発生値を各方向で算出

している設備は,鉛直方向を含んだ水平各方向別の発生値を組み合わせて水平2方

向を考慮した発生値の算出を行う。 

・水平方向を包絡した地震力と鉛直方向地震力を組み合わせたうえで従来の発生値

を算出している設備は,鉛直方向を含んだ水平各方向同一の発生値を組み合わせて

水平2方向を考慮した発生値の算出を行う。 

また,算出にあたっては必要に応じて以下も考慮する。 

・発生値が地震以外の応力成分を含む場合,地震による応力成分と地震以外の応力成

分を分けて算出する。 
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3.2.5 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

3.2.1 項の観点から 3.2.3 項で抽出した以下の設備に対して, 3.2.4 項の影響評価

条件で算出した発生値に対して設備が有する耐震性への影響を確認した。評価した内

容を設備ごとに以下に示し,その影響評価結果については重大事故時等の状態も考慮

した結果を表 3－2－3 に示す。 

(1) 制御棒挿入性

工認耐震計算書では，地震応答解析により算定される水平 1 方向の燃料集合体の

相対変位を用いて評価を実施している。水平 2 方向地震力による評価は，組合せ係

数法（1.0：0.4）を用いて燃料集合体相対変位を算出し，許容値を満足するため，

耐震性への影響がないことを確認した。 

3.2.6 まとめ 

機器・配管系において,水平 2 方向の地震力の影響を受ける可能性がある設備(部

位)について,従来設計手法における保守性も考慮したうえで抽出し,従来の水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を評価した。その結果,工認

耐震計算書の発生値を超えて耐震性への影響が懸念される設備については,水平 2 方

向及び鉛直方向地震力を想定した発生値が許容値を満足し,設備が有する耐震性に影

響のないことを確認した。 

本影響評価は,水平 2 方向及び鉛直方向地震力により設備が有する耐震性への影響

を確認することを目的としている。そのため, 工認耐震計算書の発生値をそのまま

用いて水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを評価しており,以下に示す保守側と

なる要因を含んでいる。 

・工認耐震計算書の発生値(水平1方向及び鉛直方向地震力による応力成分と圧力等

の地震以外の応力成分の組合せ)に対して,係数(√2)を乗じて水平2方向及び鉛直

方向地震力を想定した発生値として算出しているため,係数を乗じる必要のない鉛

直方向地震力による応力成分と圧力等の地震以外の応力成分についても係数を乗

じている。

・工認耐震計算書において水平各方向を包絡した床応答スペクトルを各方向に入力

している設備は各方向の大きい方の地震力が水平2方向に働くことを想定した発生

値として算出している。

以上のことから,水平 2 方向及び鉛直方向地震力については,機器・配管系が有す

る耐震性に影響がないことを確認した。 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（1/11） 

設備 部位 

燃料集合体 燃料被覆管 

炉
心
支
持
構
造
物

炉心シュラウド 

上部胴 

下部胴 

中間胴 

上部格子板支持面 

炉心支持板支持面 

シュラウドサポート

レグ

シリンダ

プレート 

下部胴 

上部格子板 グリッドプレート 

炉心支持板 

補強ビーム 

支持板 

スタッド

燃料支持金具 
中央燃料支持金具 

周辺燃料支持金具 

制御棒案内管 
下部溶接部 

長手中央部 

原
子
炉
圧
力
容
器

円筒胴 円筒胴 

下鏡 

下鏡 

下鏡と円筒胴の接合部 

原子炉圧力容器支持スカートと円筒胴の接

合部 

制御棒貫通孔 
ハウジング

スタブチューブ

原子炉中性子計装孔 原子炉中性子計装ハウジング 

ノズル 各部位 

ブラケット類 

スタビライザブラケット

蒸気乾燥器支持ブラケット 

炉心スプレイブラケット 

給水スパージャブラケット 

原子炉圧力容器基礎ボルト 基礎ボルト 

原子炉圧力容器支持スカート 支持スカート 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（2/11） 

設備 部位 

原
子
炉
圧
力
容
器
付
属
構
造
物

原子炉圧力容器スタビライザ 
ロッド

ブラケット 

原子炉格納容器スタビライザ 

パイプ 

フランジボルト

ガセットプレート 

制御棒駆動機構ハウジング支持金

具 

レストレントビーム一般部

レストレントビーム端部

レストレントビーム結合ボルト

ジェットポンプ計測配管貫通部シ

ール 
貫通部シール 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（テ

ィーよりN11ノズルまでの外管） 
差圧検出管 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物

蒸気乾燥器 

蒸気乾燥器ユニット 

耐震用ブロック 

気水分離器及びスタンドパイプ 

シュラウドヘッド

原子炉中性子計装案内管 

各部位 

スパージャ

炉内配管 
各部位 

ジェットポンプ 

ライザ

ディフューザ 

ライザブレース

使用済燃料貯蔵ラック 

ラック部材

（板，シートプレート及びラックベース） 

ラック取付ボルト

基礎ボルト 

制御棒・破損燃料貯蔵ラック 

ラック

サポート

底部基礎ボルト 

サポート部基礎ボルト

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 
架構 

基礎ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（3/11） 

設備 部位 

燃料プール水位（ＳＡ） 
検出器保護管 

検出器架台基礎ボルト 

燃料プール監視カメラ 
基礎ボルト 

取付ボルト 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 取付ボルト 

アキュムレータ
胴板 

脚 

残留熱除去系熱交換器 

胴板 

ラグ

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 

立形ポンプ 

コラムパイプ

バレルケーシング 

基礎ボルト 

取付ボルト 

ＥＣＣＳストレーナ 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

各部位（フランジ，取付ボルト以外） 

フランジ

ボルト 

ＥＣＣＳストレーナ部ティー 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティ

ー 

ティー

フランジ

ＥＣＣＳストレーナ取付部コネクタ 
コネクタ

フランジ

ＥＣＣＳストレーナ取付部サポート 

サポートパイプ

サポートパイプ溶接部

サポートプレート

サポートボルト

横形ポンプ 

補機海水ストレーナ 

ポンプ駆動用タービン 

空調ファン 

空調ユニット 

基礎ボルト 

取付ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（4/11） 

設備 部位 

原子炉補機冷却系熱交換器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

連結板 

横置円筒形容器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

たて置円筒形容器（スカート支持） 

胴板 

スカート

基礎ボルト 

制御棒駆動機構 フランジ

水圧制御ユニット 
フレーム

取付ボルト 

平底たて置円筒形容器 
胴板 

基礎ボルト 

核計測装置 各部位 

伝送器（矩形床置） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

伝送器（矩形壁掛） 
基礎ボルト 

溶接部 

伝送器（サポート鋼材固定） 
取付ボルト 

溶接部 

制御盤，電気盤（矩形床置） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

制御盤，電気盤（矩形壁掛） 取付ボルト 

モニタリング設備（矩形床置） 取付ボルト 

モニタリング設備（矩形壁掛）
基礎ボルト 

取付ボルト 

通信連絡設備（アンテナ類）（矩形床置） 基礎ボルト 

通信連絡設備（アンテナ類）（矩形壁掛） 基礎ボルト 

中央制御室空調換気系配管 

ダクト本体（矩形） 

ダクト本体（円形） 

サポート
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（5/11） 

設備 部位 

中央制御室待避室遮蔽 

構造フレーム（鉄骨，鋼板） 

基礎ボルト 

遮蔽パネル接合部ボルト 

構造フレーム接合部高力ボルト 

遮蔽パネル 

気密用鋼板 

原
子
炉
格
納
容
器

ドライウェル 

ドライウェル上ふた球形部とナックル部の接

合部 

円筒部とナックル部の接合部 

ナックル部と球形部の接合部

球形部の板厚変化部 

球形部と円筒部の接合部 

円筒部と球形部の接合部 

円筒部 

基部 

サプレッションチェンバ

サプレッションチェンバ胴中央部上部

サプレッションチェンバ胴中央部下部

サプレッションチェンバ胴中央部内側

サプレッションチェンバ胴中央部外側

サプレッションチェンバ胴エビ継部上部

サプレッションチェンバ胴エビ継部下部

サプレッションチェンバ胴エビ継部内側

サプレッションチェンバ胴エビ継部外側

サプレッションチェンバ胴と内側サポート補

強板との接合部 

サプレッションチェンバ胴と外側サポート補

強板との接合部 

ベント管 

ヘッダ接続部

ベント管円筒部 

ベント管とドライウェルとの接合部 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（6/11） 

設備 部位 

原
子
炉
格
納
容
器 

サプレッションチェンバサポー

ト 

サポート 

ベースとベースプレートの接合部 

シアキー 

ベースプレート 

シアプレート 

コンクリート 

ボルト 

基礎ボルト 

シヤラグ 

内側メイルシヤラグ 

外側メイルシヤラグ 

内側フィメイルシヤラグ 

内側フィメイルシヤラグリブ付根部 

外側フィメイルシヤラグ 

内側メイルシヤラグ接触部 

外側メイルシヤラグ接触部 

内側フィメイルシヤラグ接触部 

外側フィメイルシヤラグ接触部 

コンクリート（ベースプレート部，シヤプレー

ト部） 

基礎ボルト 

ベースプレート 

シヤプレート 

内側シヤラグサポート 

シヤラグ取付部 

ハッチ類 
ハッチ円筒胴 

ハッチ本体と補強板との結合部 

原子炉格納容器配管貫通部 原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

原子炉格納容器電気配線貫通部 ドライウェルとスリーブとの結合部 

真空破壊装置 
スリーブ 

スリーブとベント管との結合部 

ダウンカマ 
ダウンカマ 

ベントヘッダとダウンカマの結合部 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（7/11） 

設備 部位 

ベントヘッダ 

ベントヘッダ 

ベントヘッダ強め輪取付部 

ベントヘッダサポート 

強め輪 

ピン 

ドライウェルスプレイ管 

上部スプレイ管案内管 

上部スプレイ管ティー部 

上部スプレイ管案内管サポート 

下部スプレイ管 

下部スプレイ管案内管 

下部スプレイ管ティー部 

下部スプレイ管サポート 

サプレッションチェンバスプレイ管

スプレイ管

スプレイ管えび状の管部

スプレイ管ティー部

スプレイ管案内管

スプレイ管サポート

ブローアウトパネル閉止装置 

シャフト

コネクタ

軸受取付ボルト 

駆動部取付ボルト 

取付ボルト 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 
ブレース 

ベース取付溶接部 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置 基礎ボルト 

静的触媒式水素処理装置 

静的触媒式水素処理装置本体 

架台 

取付ボルト 

基礎ボルト 

遠隔手動弁操作設備 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ディーゼル発電機 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ガスタービン発電機 
基礎ボルト 

取付ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（8/11） 

設備 部位 

その他電源設備 
基礎ボルト 

取付ボルト 

配管本体，サポート（多質点はりモデル

解析） 
配管，サポート 

防波壁通路防波扉 

（１号機北側，２号機北側） 

ヒンジ部（ヒンジ板）

ヒンジ部（ヒンジピン）

ヒンジ部（ヒンジボルト）

カンヌキ部

アンカーボルト

１号機取水槽流路縮小工 
縮小板 

ボルト 

屋外排水路逆止弁 
扉体 

固定部 

取水槽除じん機エリア水密扉（北） 

ヒンジ部

締付装置 

アンカーボルト

取水槽除じん機エリア水密扉（東） 

取水槽除じん機エリア水密扉（西） 

壁部 

固定部 

アンカーボルト

水密扉（建物内，燃料移送ポンプエリア） 

ヒンジ部

カンヌキ部

アンカーボルト

パネル部（パネル板） 

パネル部（パネル芯材） 

パネル部（柱，はり） 

パネル部（アンカーボルト） 

床ドレン逆止弁 

弁本体 

フロートガイド

基礎ボルト 

漏えい検知器 基礎ボルト 

堰（柱支持型） 

鋼板 

はり材 

柱材 

アンカーボルト
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（9/11） 

設備 部位 

堰（鋼板折曲げ型） 
鋼板 

アンカーボルト 

堰（鉄筋コンクリート製） 

アンカー筋 

主筋 

堰底部のコンクリート 

防水板 

鋼板 

芯材 

アンカーボルト 

貫通部止水処置 
モルタル 

電路貫通部金属ボックスのアンカーボルト 

取水槽水位計 取付ボルト 

津波監視カメラ 据付ボルト 

原子炉本体の基礎 

円筒部 

たてリブ 

基礎ボルト 

ベースプレート 

建物開口部竜巻防護対策設備（竜巻防護

ネット対策設備） 

フレーム 

アンカーボルト 

建物開口部竜巻防護対策設備（竜巻防護

鋼板対策設備） 

フレーム 

アンカーボルト 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設

備 

鋼板 

架構 

アンカーボルト 

取水槽海水ポンプエリア竜巻防護対策

設備 

鋼板 

架構 

アンカーボルト 

原子炉建物天井クレーン 

クレーン本体ガーダ 

落下防止ラグ 

トロリストッパ 

トロリ 

吊具 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（10/11） 

設備 部位 

燃料取替機 

燃料取替機構造物フレーム 

ブリッジ脱線防止ラグ（本体） 

トロリ脱線防止ラグ（本体）

走行レール 

横行レール 

ブリッジ脱線防止ラグ（取付ボルト） 

トロリ脱線防止ラグ（取付ボルト）

吊具（ワイヤロープ） 

吊具（先端金具） 

チャンネル着脱装置

ガイドレール 

カート

固定ボルト 

ローラチェーン

チャンネル取扱ブーム

ブーム 

回転ポスト 

固定ポスト 

基礎ボルト 

制御棒貯蔵ハンガ 

制御棒落下防止ポール 

ポール支持金具 

基礎ボルト 

原子炉浄化系補助熱交換器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 

中央制御室天井照明 

補強材 

支持鋼材 

補強斜材 

取付ボルト（照明ボルト） 

継手ボルト 

基礎ボルト 

溶接部 

タービン補機冷却系熱交換器

脚 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（11/11） 

設備 部位 

主排気ダクト 

ダクト本体 

支持構造物部材 

支持装置 

取水槽ガントリクレーン 

ガーダ 

脚 

転倒防止装置 

トロリ

吊具 

制震ダンパ 

除じん機 

フレーム取付ボルト

フレーム耐震サポート

フレーム耐震ピン

アジャストボルト

尾軸受取付ボルト 

原子炉ウェルシールドプラグ 
シールドプラグ本体

支持部 

耐火障壁 
フレーム部材

基礎ボルト 

ガンマ線遮蔽壁 
胴基部 

開口集中部 
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表3－2－2 水平2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果 

(1) 構造強度評価

対象設備なし

(2) 機能維持評価

（凡例）○：影響の可能性あり 

△：影響軽微

設備 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.2.1 項(1)水平 2 方向の地震力が重

畳する観点及び(2)の観点水平方向と

その直交方向が相関する振動モード

（ねじれ振動等）が生じる観点 

3.2.1 項(3)水平 1 方向及び鉛直方

向地震力に対する水平2方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 
検討結果 

制御棒挿入性 ○ ○ 影響評価結果は表 3－2－3参照 
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表3－2－3 水平2方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果 

(1) 構造強度評価

対象設備なし 

(2) 機能維持評価
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3.3 屋外重要土木構造物等 

3.3.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

(1) 構造形式の分類

図 3－3－1 に屋外重要土木構造物等＊の配置図を示す。

屋外重要土木構造物等は，その構造形式より 1)箱型構造物，2)線状構造物，3)円

筒状構造物，4)直接基礎，5)管路構造物及び 6)鉄骨構造の 6 つに大別される。 

屋外重要土木構造物等の構造形式を表 3－3－1 に示す。 

注記＊：屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土木構造物及び波及的

影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設のうち土木構造物を「屋外重

要土木構造物等」という。 

図 3－3－1 屋外重要土木構造物等 配置図 
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表 3－3－1 屋外重要土木構造物等の構造形式 

構造物名称 

要求機能 

1)箱型

構造物 

2)線状

構造物 

3)円筒状

構造物 

4)直接

基礎 

5)管路

構造物 

6)鉄骨

構造

取水槽 ○ 

屋外配管ダクト 

（タービン建物～排気筒）
○ 

Ｂ－ディーゼル燃料 

貯蔵タンク格納槽 
○ 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディ

ーゼル燃料貯蔵タンク 

～原子炉建物） 

○ 

屋外配管ダクト 

（タービン建物～放水槽）
○ 

取水管 ○ 

取水口 ○ 

第１ベントフィルタ格納槽 ○ 

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 
○ 

緊急時対策所用 

燃料地下タンク 
○ 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク基礎 
○ 

屋外配管ダクト（ガスター

ビン発電機用軽油タンク 

～ガスタービン発電機） 

○ 

免震重要棟遮蔽壁 ○ 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 ○ 

１号機取水槽ピット部及び

１号機取水槽漸拡ダクト部

底版 

○ 

仮設耐震構台 ○
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(2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理

表 3－3－2 に従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧及び動水

圧，摩擦力，慣性力が挙げられる。 

表 3－3－2 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ＊ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価

対象断面に対して，平行に配

置される構造部材に作用す

る動土圧及び動水圧 

②摩擦力

周辺の埋戻土と躯体間で生

じる相対変位に伴い発生す

る摩擦力 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 

注記＊：作用荷重のイメージ図は平面図を示す。 
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(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出

表 3－3－3 に，3.3.1(1)で整理した構造形式ごとに，3.3.1(2)で整理した荷重作

用による影響程度を示す。 

評価対象構造物の地震時の挙動は，躯体が主に地中に埋設されることから，周辺

地盤の挙動に大きく影響される。3.3.1(2)で整理した荷重のうち「②摩擦力」や「③

慣性力」は，「①動土圧及び動水圧」と比較するとその影響は小さいことから，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象とする構造物の抽出では，

「①動土圧及び動水圧」による影響を考慮する。ただし，「3)円筒状構造物」及び

「4)直接基礎」のうち，地上に設置されている構造物の場合，「③慣性力」の影響

が大きくなることから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象

とする構造物の抽出では，「③慣性力」による影響を考慮する。 

「1)箱型構造物」は，妻壁（評価対象断面に対して平行に配置される壁部材）等

を有することから，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する「①動土

圧及び動水圧」が作用する。 

「2)線状構造物」については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻壁（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象断面に

対して直交する「①動土圧及び動水圧」は作用しない。 

「3)円筒状構造物」及び「4)直接基礎」については，従来設計手法における評価

対象断面に対して直交する「①動土圧及び動水圧」が作用し，図 3－3－2 に示すよ

うに水平 2 方向入力による応力の集中が考えられる。同様に，「3)円筒状構造物」

及び「4)直接基礎」のうち地上に設置されている構造物については，従来設計手法

における評価対象断面に対して直交する「③慣性力」が作用することによる応力の

集中が考えられる。 

「5)管路構造物」については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象断面に

対して直交する「①動土圧及び動水圧」は作用しない。一方，取水管は延長が長い

構造であることから，従来設計手法において，管軸方向と管軸直角方向の応力を合

成した応力評価を実施しており，水平 2 方向及び鉛直方向の地震力を同時に作用さ

せて評価を行っている。 

「6)鉄骨構造」については，その構造上の特徴として，直交する水平 2 方向の荷

重が応力として集中する部位として支持杭が考えられる。 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式として，「1)

箱型構造物」，「3)円筒状構造物」，「4)直接基礎」，「5)管路構造物」及び「6)

鉄骨構造」を抽出する。 
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図 3－3－2 円筒状構造物及び直接基礎にかかる応答特性 

円筒状構造物 

（例：取水口） 

応力が集中 

荷重 

荷重 x 

y 
直接基礎 

（ガスタービン発電機

用軽油タンク基礎） 
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表 3－3－3(1) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

構造形式の分類 

1)箱型構造物

・取水槽

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格

納槽

・第１ベントフィルタ格納槽

・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

・緊急時対策所用燃料地下タンク

・１号機取水槽ピット部及び１号機

取水槽漸拡ダクト部底版

2)線状構造物

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

・屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯

蔵タンク～原子炉建物）

・屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

・屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用

軽油タンク～ガスタービン発電機）

・免震重要棟遮蔽壁

3)円筒状構造物

・取水口

・復水貯蔵タンク遮蔽壁

荷重の作用状況 

 

①動土圧及び動水圧 妻壁に作用 ①動土圧及び動水圧 作用しない ①動土圧及び動水圧 作用する 

②摩擦力 側壁に作用 ②摩擦力 側壁，頂版に作用 ②摩擦力 作用しない 

③慣性力
全ての部材に
作用 ③慣性力 全ての部材に作用 ③慣性力

全ての部材に
作用 

従来設計手法における評価断

面に対して直交する荷重の影

響程度 

従来設計手法における評価対象断面
に対して平行に配置される構造部材
（妻壁）を有し，「①動土圧及び動水
圧」による荷重が作用するため影響
大。 

従来設計手法における評価対象断面に対し
て平行に配置される構造部材を有さず，「①
動土圧及び動水圧」による荷重が作用しな
いため影響小。 

従来設計手法における耐震評価に対
して，直交する荷重として「①動土圧
及び動水圧」又は「③慣性力」による
荷重が作用するため影響大。 

抽出結果 ○ × ○ 

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

従来設計手法における評価対象断面 

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

従来設計手法における評価対象断面 

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

従来設計手法における評価対象断面 
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表 3－3－3(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

構造形式の分類 
4)直接基礎

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

5)管路構造物

取水管

6)鉄骨構造

仮設耐震構台 

荷重の作用状況 

応力の集中する支持杭 

①動土圧及び動水圧 作用しない ①動土圧及び動水圧 作用しない ①動土圧及び動水圧 作用しない 

②摩擦力 作用しない ②摩擦力 側壁，頂版に作用 ②摩擦力 作用しない 

③慣性力 全ての部材に作用 ③慣性力 全ての部材に作用 ③慣性力
全 て の 部 材 に
作用 

従来設計手法にお

ける評価断面に対

して直交する荷重

の影響程度 

従来設計手法における耐震評価に対し
て，直交する荷重として「①動土圧及び
動水圧」又は「③慣性力」による荷重が
作用するため影響大。 

従来設計手法における評価対象断面に対し
て平行に配置される構造部材を有さず，①
動土圧及び動水圧による荷重が作用しない

ため影響小。 
また，管軸方向と管軸直角方向の応力を合
成した応力評価を実施しており，従来設計

手法において水平 2 方向及び鉛直方向の地
震力の組合せが考慮されている。 

従来設計手法における耐震評価に
対して，直交する荷重として「③慣
性力」による荷重が作用するため
影響大。 

抽出結果 ○ ○ ○ 

管軸方向（強軸方向）

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

管軸直角方向（弱軸方向）

従来設計手法における評価対象断面 

（注）③慣性力は全ての構造部材に作用  

荷重 

荷重 
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(4) 従来設計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇

所の抽出 

(3)で抽出しなかった構造形式である線状構造物について，構造物ごとの平面図

及び断面図を以下に示す。各構造物の構造，地盤条件等を考慮したうえで，従来設

計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇所を抽出

する。 

 

a. 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

図 3－3－3～3－3－7 に屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の平面図及び

断面図を示す。屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，構造目地を設けるた

め，独立した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定され

ず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

図 3－3－3 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

  

Ｂ 

Ｂ Ａ 

Ａ 

Ｃ Ｃ 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） 

 
至 タービン 

建物 

至 排気筒 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～排気筒） 

Ｄ Ｄ 

至 放水槽 

：構造目地
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図 3－3－4 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－5 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽）

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 
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図 3－3－6 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

 

図 3－3－7 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

 

 

  

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） （単位:mm） 

（単位:mm） 

：構造目地
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b. 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

図 3－3－8～3－3－13 に屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）の平面図及び断面図を示す。屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク～原子炉建物）は，構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接している

のみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

組合せの影響は小さい。 

図 3－3－8 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

平面図 

\\

￥

\\

￥
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図 3－3－9 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－10 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－11 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－3－12 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

 

 

図 3－3－13 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｅ－Ｅ断面） 

 

  

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

原子炉建物

E→←W

▽EL+15000

単位：㎜

折
れ

点

折
れ

点

（単位:mm） 

：構造目地
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c. 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

図 3－3－14～3－3－18 に屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の平面図及

び断面図を示す。屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）は，構造目地を設ける

ため，独立した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定さ

れず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

図 3－3－14 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 平面図 

\\

￥

\\

￥

\\

￥
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図 3－3－15 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－16 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－17 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－18 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

（単位:mm） 

Ｓ Ｗ 

：構造目地
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d. 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

図 3－3－19 及び図 3－3－20 に屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タン

ク～ガスタービン発電機）の平面図及び断面図を示す。屋外配管ダクト（ガスター

ビン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，構造目地を設けるため，独立

した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

図 3－3－19 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

  

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 

：構造目地
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図 3－3－20 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

（単位:mm） 
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e. 免震重要棟遮蔽壁 

免震重要棟遮蔽壁については，図 3－3－21 の平面図に示すとおり，屋外の上位

クラスの施設である緊急時対策所に波及的影響を及ぼす範囲に屈曲部や隅角部は

存在しないことから，3 次元的な応答特性が想定される箇所としては対象外である。 

 

 

図 3－3－21 免震重要棟遮蔽壁 平面図 

 

線状構造物として分類した屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管

ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（タービ

ン建物～放水槽），屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスター

ビン発電機）及び免震重要棟遮蔽壁について，各構造物の構造，地盤条件等を考慮

したうえで，従来設計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定

される箇所を確認した。 

その結果，これらの構造物については，従来設計手法における評価対象断面以外

の 3 次元的な応答特性が想定される箇所がないことを確認した。 

 

  

対象範囲 

単位：m 

免震重要棟遮蔽壁 

：構造目地
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(5) 従来設計手法の妥当性の確認

図 3－3－22 に示すとおり，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版の

一部が屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂板の一部と一体化している部

位については，妻壁に相当する部位があり，3 次元的な拘束効果が発生するため，

従来設計では評価していない配力鉄筋への影響を確認する必要がある。よって，屋

外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

との一体化部については，弱軸方向への変形により発生する軸方向の引張力が配力

鉄筋に与える影響を確認するため，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

影響評価を実施する。 

図 3－3－22 屋外配管ダクト(タービン建物～排気筒)と屋外配管ダクト（タービン建物

～放水槽）との一体化部イメージ 

イメージ図方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

Ｎ 

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

タービン建物
東

西
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3.3.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.3.1 の検討を踏まえ，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価

を検討すべき構造形式として，構造及び作用荷重の観点から，箱型構造物及び線状

構造物を抽出した。以下に，構造形式ごとの選定結果を示す。 

(1) 箱型構造物

箱型構造物については，取水槽，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽，第１ベ

ントフィルタ格納槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，緊急時対策所用燃料地下

タンク，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版)の全ての構造

物に対して，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。箱形

構造物の平面図及び断面図を図 3－3－23～図 3－3－47 に示す。 

 

図 3－3－23 取水槽 平面図 

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ 

Ｃ Ａ Ｂ Ｅ 

Ｄ 

Ｄ 

（単位:mm） 
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図 3－3－24 取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面) 

図 3－3－25 取水槽 断面図(Ｂ－Ｂ断面) 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－26 取水槽 断面図(Ｃ－Ｃ断面) 

図 3－3－27 取水槽 断面図(Ｄ－Ｄ断面) 

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ 

Ｃ Ａ Ｂ Ｅ 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－28 取水槽 断面図(Ｅ－Ｅ断面) 

（単位:mm） 
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図 3－3－29 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 平面図 

図 3－3－30 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

\\

￥
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図 3－3－31 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－32 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－3－33 第 1 ベントフィルタ格納槽 平面図 

図 3－3－34 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－35 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－36 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－37 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 3－3－38 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 
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図 3－3－39 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－40 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－41 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－42 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－43 緊急時対策所用燃料地下タンク 平面図 

図 3－3－44 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－45 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 

Ｂ Ｂ 
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平面図 

図 3－3－46 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版平面図 

図 3－3－47 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版断面図 

（Ａ－Ａ断面） 

対象箇所位置 

Ａ 

\\

￥

Ａ 

\\

￥
（単位:m） 

漸拡ダクト部底版 

取水槽ピット部 
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(2) 線状構造物 

線状構造物については，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版の一部

が屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂板の一部と一体化している部位に，

妻壁に相当する部位があり，3 次元的な拘束効果が発生するため，一体化部に対し

て水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。屋外配管ダクト

（タービン建物～排気筒）の平面図及び断面図を図 3－3－48～図 3－3－50 に示す。

断面図は一体化部が関係するＢ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面のみ示す。断面図には，一

体化部として影響評価を行う屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版を示

す。 

 

 

図 3－3－48 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

  

Ｂ 

Ｂ Ａ 

Ａ 

Ｃ Ｃ 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） 

 
至 タービン 

建物 

至 排気筒 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～排気筒） 

 

Ｄ Ｄ 

至 放水槽 

：構造目地

一体化部 
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図 3－3－49 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

 

 

図 3－3－50 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

  

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） （単位:mm） 

一体化部 
（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）底板） 

一体化部 
（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）底板） 

（単位:mm） 

：構造目地
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(3) 円筒状構造物

円筒状構造物については，取水口及び復水貯蔵タンク遮蔽壁に対して，水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。円筒状構造物の平面図及び

断面図を図 3－3－51～図 3－3－55 に示す。 

図 3－3－51 取水口 平面図 

N 取水口Ⅰ 

取水口Ⅱ 
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図 3－3－52 取水口 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－53 取水口 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－54 復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

図 3－3－55 復水貯蔵タンク遮蔽壁 断面図（Ａ－Ａ断面） 
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(4) 直接基礎

直接基礎については，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎に対して，水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。ガスタービン発電機用軽油

タンク基礎の平面図及び断面図を図 3－3－56～図 3－3－58 に示す。

図 3－3－56 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

図 3－3－57 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（Ａ－Ａ断面） 

N 

ガスタービン発電機用軽油タ
ンク基礎

Ａ 

Ａ 

Ｂ Ｂ 

（単位:mm） 
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図 3－3－58 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 



101 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

(5) 管路構造物

管路構造物については，取水管に対して，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる影響評価を行う。取水管の平面図及び断面図を図 3－3－59～図 3－3－62

に示す。 

図 3－3－59 取水管 平面図 

Ａ 

Ａ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｂ Ｂ 

N 
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図 3－3－60 取水管 断面図（Ａ－Ａ断面） 

Ｂ Ｂ 

Ｃ Ｃ 
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図 3－3－61 取水管 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－62 取水管 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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(6) 鉄骨構造

鉄骨構造については，仮設耐震構台の支持杭に対して，水平 2 方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる影響評価を行う。仮設耐震構台の平面図及び断面図を図 3－

3－63～65 に示す。 

（単位：mm）

図 3－3－63 仮設耐震構台 平面図 

（単位：mm） 

図 3－3－64 仮設耐震構台 断面図（Ａ－Ａ断面） 
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（単位：mm） 

図 3－3－65 仮設耐震構台 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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3.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

(1) 箱型構造物

a. 評価方法

箱型構造物のうち，本書においては，矩形の構造物のうち構造が単純で水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価が明確なＢ－ディーゼル燃料貯蔵

タンク格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽及び

緊急時対策所用燃料地下タンクの評価結果を示す。 

なお，取水槽については，Ⅵ-2-2-19「取水槽の耐震性についての計算書」におい

て，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版については，Ⅵ-2-

11-2-4「１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の耐震性につい

ての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評

価を実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構造物

の弱軸方向断面及び強軸方向断面におけるそれぞれの 2 次元地震応答解析にて，互

いに干渉し合う断面力や応力を選定し，弱軸方向加振における部材照査において，

強軸方向加振の影響を考慮し評価する。 

強軸方向加振については，箱型構造物の隔壁・側壁が，強軸方向加振にて耐震壁

としての役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，「鉄筋コンクリー

ト構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」（以下「Ｒ

Ｃ規準」という。）に準拠し耐震評価を実施する。 

ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリート

のみで負担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいずれか大き

い方を鉄筋コンクリートのせん断耐力として設定する。したがって，壁部材に生じ

るせん断力がコンクリートのみで負担できるせん断力以下であれば，鉄筋によるせ

ん断負担はなく鉄筋には応力が発生しないものとして取り扱う。 

一方，強軸方向加振にて生じるせん断力を，箱型構造物の隔壁・側壁のコンクリ

ートのみで負担できず，鉄筋に負担させる場合，図 3－3－66 に示すとおり，強軸

方向加振にて発生する側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸方向における構造部材

の照査に影響を及ぼす可能性がある。 

したがって，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価において

は，強軸方向加振にて発生する応力を，弱軸方向における構造部材の照査に付加す

ることで，その影響の有無を検討する。 

弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地震動Ｓｓを

用いる。 

図 3－3－67に水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フローを示す。 
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図 3－3－66 強軸方向加振及び弱軸方向加振において発生する断面力・応力 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 備考

My (y軸まわりの曲げモーメント) △ ×

Mx (x軸まわりの曲げモーメント) × ○

Nz (鉛直方向軸力) ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

Nzx (zx平面面内せん断) ○ ×

Qz (z方向面外せん断) × ○

主筋 ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

配力筋 ○ ×

せん断補強筋 × ○

（○：発生する可能性あり，△：発生する可能性があるが極めて軽微，×：発生しない）

断面力

応力

z 

y 
z 

x 

y 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振
（左図赤線断面）

主筋 
配力筋 
せん断補強筋 

地震力の向き 地震力の向き 
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図 3－3－67 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価フロー 

 

 

○強軸方向での地震応答解析及び部材照査

基準地震動Ssによる縦断方向の地震応答解析

壁部材に発生する面内せん断力

発生応力をコンクリート
のみで負担可能

壁部材の鉄筋には応力が発生しない

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響なし

NO
部材照査

：両加振の耐震評価の関連性 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ考慮した部材照査

構造部材の曲げ照査

・変形量照査
(層間変形角)

・鉄筋の発生応力
(鉄筋が降伏しないか)

構造部材のせん断照査
Vyd=Vcd+Vsd

Vyd：せん断耐力
Vcd：コンクリートが

負担するせん断耐力
Vsd：鉄筋が負担する

せん断耐力

Vcd =ｆ （f’cd ,As ,Md ,N,・・・）

部材照査

構造部材の断面力・発生応力

基準地震動Ssによる弱軸方向の地震応答解析

○弱軸方向での地震応答解析及び部材照査

強軸方向加振による
発生応力を考慮

YES

強軸方向加振による 

発生応力を考慮
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b. 評価条件

箱型構造物の評価条件については，各構造物それぞれに対応する地震応答計算書

に記載の解析手法，解析モデルの設置，解析ケース及び地震動とする。 

c. 許容限界

許容限界は，ＲＣ規準を参考に，以下の式で求まるコンクリートの許容せん断力

（Ｑ１）から算定する短期許容せん断応力度τＡとする。 

Ｑ１＝ｔ・ｌ・ｆｓ 

ここで， 

ｔ：壁の厚さ 

ｌ：壁部材の幅 

ｆｓ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

（（Ｆｃ/30 かつ 0.5＋Ｆｃ/100 以下）の 1.5 倍） 
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d. 評価結果

(a) Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

強軸方向断面（Ｂ－Ｂ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－4 に

示すとおり最大で 0.47（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による許容限界であ

る短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を下回ることか

ら強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の耐震評価に影

響を与えることはない。 

表 3－3－4 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.39 

1.11 

0.36 

－＋ 0.34 0.31 

＋－ 0.40 0.37 

－－ 0.34 0.31 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.26 0.24 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.29 0.27 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.33 0.30 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.28 0.26 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.28 0.25 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.37 0.34 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.47 0.43 

注：評価位置を図 3－3－68 に示す。 

図 3－3－68 評価位置図 
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(b) 第１ベントフィルタ格納槽

強軸方向断面（Ｃ－Ｃ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－5～

表 3－3－8 に示すとおり最大で 0.76（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による

許容限界である短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を

下回ることから強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の

耐震評価に影響を与えることはない。 

表 3－3－5 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.20 

1.11 

0.18 

－＋ 0.20 0.19 

＋－ 0.20 0.18 

－－ 0.18 0.16 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.16 0.15 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.14 0.13 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.13 0.13 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.13 0.12 

－＋ 0.13 0.12 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.12 0.11 

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.13 0.12 

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.14 0.13 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.21 0.19 

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.21 0.19 

注：評価位置を図 3－3－69 に示す。 

図 3－3－69 評価位置図 
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表 3－3－6 面内せん断に対する照査結果（対象部位②） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.53  

1.11 

0.48  

－＋ 0.45  0.41  

＋－ 0.52  0.47  

－－ 0.45  0.41  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.38  0.34  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.35  0.32  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.36  0.33  

－＋ 0.39  0.36  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.34  0.31  

－＋ 0.34  0.31  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.35  0.32  

－＋ 0.33  0.30  

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.39 0.36  

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.39 0.36 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.44 0.40  

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.44 0.40  

注：評価位置を図 3－3－70 に示す。 

 

 

図 3－3－70 評価位置図 

 

  



113 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

表 3－3－7 面内せん断に対する照査結果（対象部位③） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.61 

1.11 

0.55 

－＋ 0.57 0.52 

＋－ 0.59 0.54 

－－ 0.57 0.52 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.44 0.40 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.42 0.38 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.37 0.34 

－＋ 0.46 0.41 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.37 0.34 

－＋ 0.37 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.35 0.32 

－＋ 0.39 0.36 

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.41 

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.46 0.42 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.45 

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.45 

注：評価位置を図 3－3－71 に示す。

図 3－3－71 評価位置図 
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表 3－3－8 面内せん断に対する照査結果（対象部位④） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.76 

1.11 

0.69 

－＋ 0.66 0.60 

＋－ 0.75 0.68 

－－ 0.71 0.64 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.51 0.46 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.55 0.50 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.48 0.44 

－＋ 0.56 0.50 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.47 0.43 

－＋ 0.47 0.43 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.47 0.43 

－＋ 0.45 0.41 

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.55 0.50 

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.57 0.52 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.59 0.53 

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.58 0.53 

注：評価位置を図 3－3－72 に示す。

図 3－3－72 評価位置図 
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(c) 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

強軸方向断面（Ｃ－Ｃ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－9～

表 3－3－13 に示すとおり最大で 0.96（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による

許容限界である短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を

下回ることから強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の

耐震評価に影響を与えることはない。 

表 3－3－9 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.44 

1.11 

0.40 

－＋ 0.35 0.32 

＋－ 0.29 0.27 

－－ 0.37 0.34 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.24 0.22 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.26 0.24 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.23 0.22 

－＋ 0.23 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.23 0.21 

－＋ 0.21 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.21 0.19 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.29 0.27 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.29 0.27 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.40 0.37 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.40 0.37 

注：評価位置を図 3－3－73 に示す。 

図 3－3－73 評価位置図 
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表 3－3－10 面内せん断に対する照査結果（対象部位②） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.13 

1.11 

0.12 

－＋ 0.11 0.11 

＋－ 0.10 0.09 

－－ 0.13 0.12 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.08 0.08 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.09 0.09 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.08 0.08 

－＋ 0.08 0.08 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.07 0.07 

－＋ 0.06 0.06 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.07 0.07 

－＋ 0.07 0.07 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.10 0.09 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.10 0.09 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.11 0.11 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.11 0.10 

注：評価位置を図 3－3－74 に示す。 

図 3－3－74 評価位置図 
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表 3－3－11 面内せん断に対する照査結果（対象部位③） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.61 

1.11 

0.55 

－＋ 0.57 0.51 

＋－ 0.56 0.51 

－－ 0.58 0.53 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.42 0.38 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.47 0.43 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.40 0.37 

－＋ 0.46 0.42 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.39 0.36 

－＋ 0.38 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.36 0.33 

－＋ 0.38 0.35 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.52 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.52 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.69 0.63 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.70 0.63 

注：評価位置を図 3－3－75 に示す。 

図 3－3－75 評価位置図 
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表 3－3－12 面内せん断に対する照査結果（対象部位④） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.88 

1.11 

0.80 

－＋ 0.96 0.87 

＋－ 0.88 0.80 

－－ 0.94 0.85 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.65 0.59 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.74 0.67 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.63 0.58 

－＋ 0.67 0.60 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.59 0.53 

－＋ 0.61 0.55 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.59 0.53 

－＋ 0.58 0.53 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.88 0.80 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.88 0.80 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.93 0.84 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.93 0.84 

注：評価位置を図 3－3－76 に示す。 

図 3－3－76 評価位置図 
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表 3－3－13 面内せん断に対する照査結果（対象部位⑤） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.65  

1.11 

0.59  

－＋ 0.68  0.61  

＋－ 0.55  0.50  

－－ 0.70  0.63  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.45  0.41  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.59  0.53  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.54  0.49  

－＋ 0.37  0.34  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.47  0.43  

－＋ 0.42  0.38  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.45  0.41  

－＋ 0.42  0.38  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.56  0.51  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.51  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.71 0.64  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.70 0.64  

注：評価位置を図 3－3－77 に示す。 

 

 

図 3－3－77 評価位置図 
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(d) 緊急時対策所用燃料地下タンク

強軸方向断面（Ｂ－Ｂ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－14 に

示すとおり最大で 0.23（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による許容限界であ

る短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を下回ることか

ら強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の耐震評価に影

響を与えることはない。 

表 3－3－14 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.22 

1.11 

0.20 

－＋ 0.20 0.18 

＋－ 0.23 0.21 

－－ 0.20 0.18 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.01 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.01 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.19 0.17 

－＋ 0.20 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.15 0.14 

－＋ 0.18 0.17 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.16 0.14 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.23 0.20 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.22 0.20 

注：評価位置を図 3－3－78 に示す。 

図 3－3－78 評価位置図 

①
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(2) 線状構造物

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）については，Ⅵ-2-2-21「屋外配管ダク

ト（タービン建物～排気筒）の耐震性についての計算書」において，水平 2 方向及

び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強度を有して

いることを確認している。 

(3) 円筒状構造物

取水口については，Ⅵ-2-2-29「取水口の耐震性についての計算書」において，復

水貯蔵タンク遮蔽壁については，Ⅵ-2-11-2-12「復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性に

ついての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐

震評価を実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 

(4) 直接基礎

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎については，Ⅵ-2-2-36「ガスタービン発

電機用軽油タンク基礎の耐震性についての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直

方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強度を有しているこ

とを確認している。 

(5) 管路構造物

取水管については，Ⅵ-2-2-28「取水管の耐震性についての計算書」において，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強

度を有していることを確認している。 

(6) 鉄骨構造

仮設耐震構台の支持杭

(a) 評価内容

仮設耐震構台の支持杭の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影

響評価については，弱軸方向における構造解析にて評価した断面力を用いる

ことで,照査値が基準値以下であることを確認する。 

(b) 評価対象

評価対象は，Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に

示す評価対象部位である水平材，斜材及び支持杭のうち，直交する水平2方

向の荷重が応力として集中する部位である南側及び北側の支持杭を対象とす

る。 

仮設耐震構台の支持杭の評価対象部位を図3－4－1に示す。 
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（単位：mm）

（単位：mm） 

図 3－4－1 仮設耐震構台の支持杭の評価対象部位 

北側 南側 

評価対象部位（支持杭） 

）
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の評価方法

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査は，従来の水平 1 方向及び

鉛直方向地震力が各方向１：１で入力された場合に，評価対象部位である支

持杭に作用する荷重や応力を考慮し，(d) 評価条件に示す②発生応力度／許

容限界の基準値で設定する値を用いて影響を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査方法，解析ケースについて

は，Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に示す方法と

同様とする。 

(d) 評価条件

①評価項目

地震応答解析は，Ⅵ-2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算

書」に示す，地震応答解析により得られる評価対象部位の曲げ軸力及びせん

断応力とする。 

②発生応力度／許容限界の基準値

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの裕度の基準値については，Ⅵ-

2-11-2-13「仮設耐震構台の耐震性についての計算書」に示す発生応力度／

許容限界の照査値 1.0 以下に対し，水平 2 方向の地震力を考慮した基準値と

して 1/√2(≒0.70)以下とする。 
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(e) 評価結果

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3－4－

－1 に示す。支持杭に発生する曲げ軸力及びせん断力の照査値は基準値 0.70 

以下であることを確認した。 

表 3－4－1(1) 影響評価結果（曲げ軸力に対する照査値） 

地震動＊ 部位 

断面力 

照査値 曲げ 

モーメント

（kN・m）

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 
支持杭 

（南側） 
333 -1814 0.49＜0.7 

注記＊：発生応力度が最大となる地震動を示す。 

表 3－4－1(2) 影響評価結果（せん断力に対する照査値） 

地震動＊ 部位 

発生応力

度 

（N/mm2） 

許容応力

度 

（N/mm2） 

照査値 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 
支持杭 

（南側） 
28 120 0.24＜0.7 

注記＊：発生応力度が最大となる地震動を示す。 
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3.3.4 機器・配管系への影響 

屋外重要土木構造物等において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

評価対象として抽出した構造物について，機器・配管系への影響の可能性について 

検討した。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響については，構造

物にねじれが発生する場合，応答に影響を与えると考えられる。 

(1) 箱型構造物

箱型構造物については，鉄筋コンクリート部材の底版や側壁が厚く，全体の剛性

が大きいことから，地震力によるねじれが発生し難い構造となる。そのため，直交

するそれぞれの方向の加振の影響は互いに顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

(2) 線状構造物

線状構造物のうち，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象とし

て抽出した屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の一体化部については，直交

するダクトが交差する箇所であり，剛性が大きいことから，地震力によるねじれが

発生し難い構造となる。そのため，直交するそれぞれの方向の加振の影響は互いに

顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

(3) 円筒状構造物

円筒状構造物である取水口及び復水貯蔵タンク遮蔽壁については，機器・配管系

を支持していないことから影響はない。 

(4) 直接基礎

直接基礎であるガスタービン発電機用軽油タンク基礎については，鉄筋コンクリ

ート部材の底版が厚く，全体の剛性が大きい。また，鉛直部材が左右対称に配置さ

れており，地震力によるねじれが発生し難い構造となる。そのため，直交するそれ

ぞれの方向の加振の影響は互いに顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

(5) 管路構造物

管路構造物である取水管については，機器・配管系を支持していないことから影

響はない。 

(6) 鉄骨構造

鉄骨構造である仮設耐震構台については，機器・配管系を支持していないこと

から影響はない。 
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3.3.5 まとめ 

屋外重要土木構造物等において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける

可能性がある施設（部位）について，従来設計手法における保守性も考慮したうえ

で抽出し，水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を評価

した。その結果，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定した発生応力が許容値を満

足し，施設が有する耐震性に影響のないことを確認した。 
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3.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

3.4.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

(1) 評価対象となる施設の整理

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を実施する対象設備は，津波

防護施設である防波壁，防波壁通路防波扉及び１号機取水槽流路縮小工，浸水防止

設備である防水壁，屋外排水路逆止弁，水密扉，床ドレン逆止弁，隔離弁，貫通部

止水処置，ポンプ及び配管，津波監視設備である津波監視カメラ及び取水槽水位計

とする。各構造物の位置図を図 3.4.1－1 に，評価対象施設を表 3.4.1－1 に示す。 

図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（1／5） 

２号炉

復水器エリア防水壁 

貫通部止水処置 

復水器エリア水密扉 

タービン建物床ドレン逆止弁 Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原子炉建物） 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

凡例 
津波防護施設 

津波監視設備 

設計基準対象施設（重大事故等対処 

設備を含む）の津波防護対象設備を 

内包する建物・区画

浸水防止設備 

(外郭防護) 

浸水防止設備 

(内郭防護)＊ 

重大事故等対処施設の津波防護対象 

設備を内包する建物・区画

注記＊：基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機能保持のみを要求する機器・配管を除く。 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

１号機取水槽流路縮小工 

取水槽水位計 

取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア水密扉 

取水槽床ドレン逆止弁 

貫通部止水処置 

隔離弁 

貫通部止水処置 

防波壁 

第４保管エリア（EL 8.5m）
屋外排水路逆止弁 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

隔離弁 

排気筒 

津波監視カメラ 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽 

原子炉建物 

防波壁通路防波扉 
取水槽海水ポンプエリア， 

取水槽循環水ポンプエリア 

第３保管エリア（EL 13.0～33.0m）

津波監視カメラ 

津波監視カメラ 

EL 6.5m 

EL 8.5m 

EL 44.0m 

EL 15.0m Ａ-非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）

第２保管エリア（EL 44.0m）

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

タービン建物

屋外排水路逆止弁 

屋外排水 

路逆止弁 
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図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（2／5） 

図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（3／5） 
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図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（4／5） 
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図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（5／5） 
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表 3.4.1－1 評価対象施設 

設備名称 施設分類 

防波壁 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

津波防護施設 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁通路防波扉 防波壁通路防波扉（１号機北側） 

防波壁通路防波扉（２号機北側） 

防波壁通路防波扉（荷揚場南） 

防波壁通路防波扉（３号機東側） 

１号機取水槽流路縮小工 

防水壁 取水槽除じん機エリア防水壁 

浸水防止設備 

復水器エリア防水壁 

屋外排水路逆止弁 

水密扉 取水槽除じん機エリア水密扉 

復水器エリア水密扉 

床ドレン逆止弁 取水槽床ドレン逆止弁 

タービン建物床ドレン逆止弁

隔離弁 タービン補機海水系隔離システム

（電動弁，漏えい検知器，制御盤） 

逆止弁 

ポンプ及び配管 

貫通部止水処置 

津波監視カメラ 

津波監視設備 

取水槽水位計 
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津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響評価は，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関す

る影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」，「4.3 屋外重要土木構造物等」に分

類し評価を行っていることから，その分類を表 3.4.1－2 に示す。 

浸水防止設備及び津波監視設備のうち，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」に基づき，「3.2 機

器・配管系」にて評価結果を示している施設については，本章では評価は省略する。

浸水防止設備の間接支持構造物のうち，「3.1 建物・構築物」及び「3.3 屋外重

要土木構造物等」にて評価結果を示している施設についても，本章では評価は省略

する。 
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表 3.4.1－2 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の分類 

分類 名称 区分 

津波防護施設 

防波壁 

「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。 

防波壁通路 

防波扉 

１号機北側 「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.4.4」に整理する。 ２号機北側 

荷揚場南 「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。 ３号機東側 

１号機取水槽流路縮小工 

「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.3.4」に整理する。 

浸水防止設備 

防水壁 

「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。なお，間接支持

構造物の影響評価は，「3.1.4」及び

「3.3.4」に整理する。 

屋外排水路逆止弁 

「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.1.4」，「3.3.4」又は「3.4.4」

に整理する。 

水密扉 

床ドレン逆止弁 

隔離弁 

ポンプ及び配管 

貫通部止水処置 

津波監視設備 

津波監視カメラ 「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.3.4」又は「3.4.4」に整理

する。 取水槽水位計 
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(2) 構造形式の分類

本章における評価対象構造物である津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設

備並びにその間接支持構造物の構造形式の分類を表 3.4.1－3 に示す。 

構造形式により線状構造物及び鋼管杭基礎の 2 つの構造形式に分類される。 
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表 3.4.1－3 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

並びにその間接支持構造物の構造形式の分類 

分
類 

構造物 線状構造物 鋼管杭基礎 

津
波
防
護
施
設 

防波壁 

多重鋼管杭式擁壁 
〇 

（上部工） 

〇 

（鋼管杭） 

逆Ｔ擁壁 
〇 

（上部工） 
 

波返重力擁壁 
〇 

（上部工・下部工） 
 

防波壁通路 

防波扉 

１号機北側 

○ 

（防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）＊１） 

 

２号機北側 

○ 

（防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）＊１） 

 

荷揚場南 
〇 

（上部工＊２） 

〇 

（鋼管杭） 

３号機東側 
〇 

（上部工＊２） 
 

浸
水
防
止
設
備 

防水壁 

取水槽除じん機 

エリア防水壁 

○ 

（防水壁） 
 

復水器エリア 

防水壁 

○ 

（防水壁） 
 

津
波
監
視
設
備 

津波監視カメラ 

〇 

（防波壁（波返重力擁

壁）＊１） 

 

注記＊1：間接支持構造物を示す。なお，本表に示している設備以外の浸水防止設備及び

津波監視設備の間接支持構造物については「3.1 建物・構築物」及び「3.3 屋

外重要土木構造物」にて評価結果を示していることから，本章では評価は省略

する。 
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＊2：主たる止水構造である防波扉（鋼製扉体）については，従来設計手法における

評価対象断面に対して直交方向（強軸方向）の断面係数が相対的に大きいため，

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さいことから評価は省略す

る。一方，防波扉（鋼製扉体）を支持する左右のＲＣ支柱については，線状構

造物である防波壁と一体構造であり，強軸方向の慣性力等の荷重が作用するこ

とで，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定されるため，評価

対象とする。 
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従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

摩
擦
力

従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

慣
性
力

従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

動土圧・動水圧

(3) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理

表 3.4.1－4 に従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧，動水圧，

摩擦力及び慣性力が挙げられる。 

表 3.4.1－4 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ 

①動土圧

及び

動水圧

従来設計手法における評価

対象断面に対して，平行に

配置される構造部材に作用

する動土圧及び動水圧 

②摩擦力 周辺の埋戻土と躯体間で生

じる相対変位に伴い発生す

る摩擦力 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 
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(4) 荷重の組合せによる応答特性が想定される箇所 

表 3.4.1－5 に，3.4.1(2)で整理した構造形式，3.4.1(3)で整理した荷重作用に

よる影響程度と，各構造物の概略図と特徴を示す。 

また，荷重の組合せによる応答特性が想定される箇所として，鋼管杭基礎の防波

壁（多重鋼管杭式擁壁）及び防波壁通路防波扉（荷揚場南）の下部工を抽出する。 
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構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物

（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁

）
上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る

荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交

方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁

）
の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な
水

平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い

こ
と
及
び
面
内
荷
重

と
し
て
強
軸
方
向
の
慣
性
力
に
よ
り
発
生
す
る
応
力
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出
結
果

×

埋
戻
土

岩
盤

鋼
管
杭

埋
戻
土

捨
石

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

加
振
方
向

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式

擁
壁
）
の
上
部
工

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
（

多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
の
上
部
工

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

1
／

1
0
）
 



140 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
防

波
壁

（
逆

Ｔ
擁

壁
）

上
部

工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

波
壁

（
逆

Ｔ
擁

壁
）

の
上

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
上

部
工

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

埋
戻
土

岩
盤

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー

鋼
管
杭

改
良
地
盤

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

加
振

方
向

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
の

上
部

工

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
の

上
部

工

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

2
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

上
部

工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

側
面

に
作

用
す

る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

の
上

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
上

部
工

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

岩
盤

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー

護
岸

消
波
ブ
ロ
ッ
ク

埋
戻
土

（
掘
削
ズ
リ
）

改
良
地
盤

砂
礫
層

加
振

方
向

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

上
部

工防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

上
部

工

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

3
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

下
部

工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

側
面

に
作

用
す

る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・
従

来
設

計
手

法
に

お
け

る
評

価
対

象
断

面
に

対
し

て
直

交
方

向
（

強
軸

方
向

）
に

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

影
響

の
程

度
が

小
さ

い
。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

の
下

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
下

部
工

は
強

軸
方

向
の

慣
性

力
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

の
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か
ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出

結
果

×

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

岩
盤

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー

護
岸

消
波
ブ
ロ
ッ
ク

埋
戻
土

（
掘
削
ズ
リ
）

改
良
地
盤

砂
礫
層

加
振

方
向

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

下
部

工

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

下
部

工

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

4
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物

（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る

荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交

方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な

水
平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い

こ
と
及
び
面
内
荷
重

と
し
て
強
軸
方
向
の
慣
性
力
に
よ
り
発
生
す
る
応
力
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出
結
果

×

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁

通
路
防
波
扉
（

荷
揚
場
南
）

の
上

部
工

：
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る

評
価
対
象
断
面

加
振
方
向

防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

の
上
部
工
（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
と
一
体
構
造
）

防
波
壁
（
多
重

鋼
管
杭
式
擁
壁
）

防
波
壁
（
多
重

鋼
管
杭
式
擁
壁
）

防
波
壁
通
路
防
波
扉

（
鋼
製
扉
体
）

折れ点

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

5
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物
（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（

３
号
機
東
側
）

上
部
工

）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交
方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
３
号
機
東
側
）

の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な

水
平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い
こ
と
及
び
強
軸
方
向
の

慣
性

力
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

の
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か

ら
，
水
平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出
結
果

×

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
通
路
防
波
扉

（
３
号
機
東
側
）
の
上
部
工

加
振
方
向

防
波
壁

（
逆
Ｔ
擁
壁
）

防
波
壁
通
路
防
波
扉

（
鋼
製
扉
体
）：
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る

評
価
対
象
断
面

防
波
壁

（
逆
Ｔ
擁
壁
）

防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
３
号
機
東
側
）

の
上
部
工
（
防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）
と
一
体
構
造
）

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

２
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

6
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物
（

取
水

槽
除

じ
ん

機
エ

リ
ア

防
水

壁
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

水
壁

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
防

水
壁

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
水

壁

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面 加

振
方

向
加
振
方

向

固
定
ボ
ル
ト鋼
板

Ｈ
形
鋼
支
柱

基
礎
ボ
ル
ト

ベ
ー
ス
プ
レ
ー
ト

水
圧

作
用
方
向

取
水
槽
躯
体

AA

鋼
板

Ｈ
形
鋼
支
柱

梁 基
礎
ボ
ル
ト

取
水
槽
躯
体

鋼
板
下
端
固
定
材

Ａ
－
Ａ
断
面

は
り

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

7
／

1
0
）
 



146 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
復

水
器

エ
リ

ア
防

水
壁

）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

水
壁

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
防

水
壁

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
水

壁

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

加
振
方

向

正
面

図
断

面
図

は
り

柱

胴
縁

鋼
板

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト

加
振
方

向

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

8
／

1
0
）
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構
造
形
式
の
分
類

鋼
管
杭
基
礎
（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
下
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し

て
直

交
す

る
荷

重
の

作
用

状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
す
る

②
摩

擦
力

作
用

す
る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

胴
体

部
に

お
い

て
，

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

，
③

慣
性

力
に

よ
る

荷
重

が
作

用
す

る
た

め
影

響
の

程
度

が
大

き
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
鋼

管
杭

基
礎

で
あ

る
防

波
壁

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁

壁
）

の
下

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

応
力

の
集

中
が

考
え

ら
れ

る
。

・
下

部
工

で
は

，
上

部
工

法
線

方
向

の
水

平
地

震
力

に
よ

る
動

土
圧

及
び

動
水

圧
と

上
部

工
か

ら
の

荷
重

に
よ

る
発

生
応

力
，

並
び

に
上

部
工

法
線

直
交

方
向

の
水

平
地

震
力

に
よ

る
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

発
生

応
力

が
足

し
合

わ
さ
れ
る
た
め
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
が

想
定

さ
れ

る
。

抽
出
結
果

○

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

鋼
管

杭
 

①

②
埋
戻
土

岩
盤

埋
戻
土

捨
石

下
部

工
（

鋼
管

杭
基

礎
）

加
振

方
向

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

9
／

1
0
）
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構
造
形
式
の
分
類

鋼
管
杭
基
礎
（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）
下
部
工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
す

る

②
摩

擦
力

作
用

す
る

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

胴
体

部
に

お
い

て
，

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

，
上

部
工

か
ら

の
荷

重
が

作
用

す
る

た
め

影
響

の
程

度
が

大
き

い
。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
鋼

管
杭

基
礎

で
あ

る
防

波
壁

通
路

防
波

扉
（

荷
揚

場
南

）
の

下
部

工
に

は
，

左
記

に
示

す
よ

う
な

水
平

2方
向

入
力

に
よ

る
応

力
の

集
中

が
考

え
ら

れ
る

。
・

下
部

工
で

は
，

上
部

工
法

線
方

向
の

水
平

地
震

力
に

よ
る

動
土

圧
及

び
動

水
圧
と
上
部
工
か
ら
の
荷
重
に
よ
る
発
生
応
力
，
並
び
に
上
部
工
法
線

直
交
方

向
の

水
平

地
震

力
に

よ
る

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
発

生
応

力
が

足
し

合
わ

さ
れ

る
た

め
，

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

組
合

せ
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

。

抽
出

結
果

○

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

鋼
管
杭

 

①

②

下
部

工
（

鋼
管

杭
基

礎
）

埋
戻
土

（
掘
削
ズ
リ
）

埋
戻
土

（
粘
性
土
）

E
L
+

1
5
.0

m

扉
幅
約

5
m

岩
盤

防
波
扉

N
S

改
良
地
盤

鋼
管
杭

加
振

方
向

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

1
0
／

1
0
）
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：構造目地

Ｎ

屈曲部

屈曲部

屈曲部

隅角部

隅角部

隅角部

防波扉部

防波扉部A

A

A-A 断面

鋼管杭（単管）

GL EL 8.5

埋戻土
鋼管杭（多重管）

埋戻土
（粘性土）

砂礫層改良地盤

捨石

捨石

被覆石

消波ブロック

EL 15.0

上部工

下部工

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

(5) 従来設計手法における評価対象以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇所の

抽出

(4)で抽出しなかった線状構造物のうち，防波壁（多重鋼管杭式擁壁，逆Ｔ擁壁，

波返重力擁壁）の上部工及び防波壁（波返重力擁壁）の下部工は，構造物の配置上，

屈曲部や隅角部を有する。また，浸水防止設備のうち取水槽除じん機エリア防水壁

及び復水器エリア防水壁は隅角部を有する。 

以上の構造物の構造等を考慮したうえで，従来設計手法における評価対象断面以

外の 3 次元的な応答特性を以下に示す。 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工

図 3.4.1－2 に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造目地の平面図を示す。防

波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅角部では，妻壁に相当する部

位を有する。 

図 3.4.1－2 防波壁(多重鋼管杭式擁壁)の構造目地(平面図)
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表 3.4.1－6 に示すとおり，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は下部工と

一体構造であることから，これを適切にモデル化し，上部工を鉛直方向のはりと

して設計する。屈曲部や隅角部では，妻壁側も同様に設計するが，妻壁と交差す

る壁は妻壁側を固定端とし，上部工が下部工と一体構造であることを適切にモデ

ル化し，上部工を水平方向のはりとして設計する。

したがって，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せを考慮した設計を行っていることから，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せに関する影響評価は不要と判断する。 

表 3.4.1－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の設計概要図 

一般部 隅角部（屈曲部）

鋼管杭（多重管）

上部工

鉛直方向の
はりとして設計

隅角部（屈曲部）

水平方向の
はりとして設計

固定端

妻壁
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Ｎ

：構造目地

隅角部

屈曲部

防波扉部

A

A

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

EL 8.5m

EL 15.0m

鋼管杭*

改良地盤

下部工

上部工

注記＊:鋼管杭の効果を
期待しない

A-A 断面

b. 防波壁（逆Ｔ擁壁）の上部工

図 3.4.1－3 に，防波壁（逆Ｔ擁壁）の構造目地の平面図を示す。

防波壁（逆Ｔ擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の面積が小さ

く，慣性力の影響も小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響は小さい。 

隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接

しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響は小さい。 

図 3.4.1－3 防波壁(逆Ｔ擁壁)の構造目地(平面図) 
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隅角部

：構造目地

Ｎ

A

A

隅角部

屈曲部

岩盤

ＭＭＲ

EL 15.0m

EL 8.5m
上部工

下部工

A-A 断面

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

c. 防波壁（波返重力擁壁）の上部工及び下部工

図 3.4.1－4 に，防波壁（波返重力擁壁）の構造目地の平面図を示す。

防波壁（波返重力擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の面積が

小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響は小さい。 

隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接

しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響は小さい。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の下部工の屈曲部や隅角部では，独立した線状

構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向

及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

図 3.4.1－4 防波壁(波返重力擁壁)の構造目地(平面図)
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固定ボルト

鋼板

Ｈ形鋼支柱

基礎ボルト

ベースプレート

水圧
作用方向

取水槽躯体

Ｎ

隅角部

A

A

d. 取水槽除じん機エリア防水壁の隅角部

図 3.4.1－5 に，取水槽除じん機エリア防水壁の平面図及び断面図を示す。

防水壁の隅角部では，妻壁に相当する部位を有することから，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向のせん断変形や強軸方向の曲げ

変形への影響が懸念される。 

平面図 

Ａ－Ａ断面図 

図 3.4.1－5 取水槽除じん機エリア防水壁平面図及び断面図 



154 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

ｅ. 復水器エリア防水壁の隅角部 

図 3.4.1－6 に，復水器エリア防水壁の設置位置図及び断面図を示す。 

復水器エリア防水壁の隅角部では，妻壁に相当する部位を有することから，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向のせん断変形や強

軸方向の曲げ変形への影響が懸念される。 

設置位置図 

断面図 

図 3.4.1－6 復水器エリア防水壁の設置位置図及び断面図 

はり 

柱 

アンカーボルト

鋼板 

凡例 

〇 隅角部 

― 防水壁 
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3.4.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.4.1 の検討を踏まえ，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造

物の抽出結果を以下に示す。 

(1)線状構造物

構造及び作用荷重の観点から，取水槽除じん機エリア防水壁及び復水器エリア

防水壁の隅角部を抽出する。また，従来の設計手法で対応している防波壁（多重

鋼管杭式擁壁）の上部工についても，その妥当性を確認する。 

(2)鋼管杭基礎

構造及び作用荷重の観点から，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及び防波壁通路防波

扉（荷揚場南）の下部工を抽出する。 

ここで，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は防波壁通路防波扉（荷揚場南）

の上部工よりも重量があり慣性力がより大きくなることで相対的に影響が大きい

と考えられることから，鋼管杭基礎は防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工を代表

に評価する。 
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3.4.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

(1) 線状構造物

a. 取水槽除じん機エリア防水壁の隅角部

(a) 評価内容

取水槽除じん機エリア防水壁の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる影響評価については，弱軸方向における構造解析にて評価した断面力を

用いることで,発生値／許容限界値が基準値以下であることを確認する。 

(b) 評価対象

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す全

区間の鋼板，柱，水平材及びアンカーボルトの発生値／許容限界値のうち，

最も厳しい区間の隅角部に位置する柱及びアンカーボルトを選定する。取水

槽除じん機エリア防水壁の評価対象を図3.4.3－1に示す。 

隅角部位置図    柱平面図（Ａ－Ａ断面）  アンカーボルト配置図

図 3.4.3－1 取水槽除じん機エリア防水壁 構造概要図（隅角部） 

〰〰
〰〰
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の評価方法

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査は，従来の水平１方向及び

鉛直方向地震力が各方向１：１で入力された場合に，評価対象部位である柱

及びアンカーボルトにかかる荷重や応力を考慮し，(d) 評価条件の②発生

値／許容限界値の基準値で設定する値を用いて影響を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査の算定式はⅥ-2-10-2-8「防

水壁の耐震性についての計算書」に示す方法と同様とする。 

柱及びアンカーボルトに作用する荷重を図 3.4.3－2 に示す。 

柱に作用する荷重       アンカーボルトに作用する荷重

図 3.4.3－2 柱及びアンカーボルトに作用する荷重 

(d) 評価条件

①地震応答解析

地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示

すとおり水平方向の設計震度を 1.8，鉛直方向の設計震度を 0.9 とする。 

②発生値／許容限界値の基準値

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの裕度の基準値については，Ⅵ-

2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」の発生値／許容限界値 1.0 以

下に対し，水平 2 方向の地震力を考慮した発生値／許容限界値の基準値とし

て 1/√2(0.70)以下とする。 

柱 

荷重 
荷重 
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③評価結果

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3.4.3－1

に示す。発生値／許容限界値は基準値 0.70 以下であることを確認した。 

表 3.4.3－1 耐震評価結果（取水槽除じん機エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

柱 

曲げ 45 N/mm2 235 N/mm2 0.20＜0.70 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08＜0.70 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張） 
－ － － － 0.19＜0.70 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮） 
－ － － － 0.20＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 
48 N/mm2 235 N/mm2 0.21＜0.70 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張 

＋せん断） 

49 N/mm2 235 N/mm2 0.21＜0.70 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮 

＋せん断） 

50 N/mm2 235 N/mm2 0.22＜0.70 

アンカーボルト

引張 21 kN 40 kN 0.53＜0.70 

せん断 3 kN 35 kN 0.09＜0.70 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.26＜0.70 
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b. 復水器エリア防水壁の隅角部

(a) 評価内容

復水器エリア防水壁の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響

評価については，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す水

平１方向及び鉛直方向地震力に対する発生値／許容限界値が基準値 1/√2 

(0.70)以下であることを確認する。 

(b) 評価対象

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す復水

器エリア防水壁のうち，発生値／許容限界値が最も大きい柱及びアンカーボル

トを選定する。
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(c) 評価結果

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3.4.3－

2 に示す。発生値／許容限界値は基準値 0.70 以下であることを確認した。 

表 3.4.3－2 耐震評価結果（復水器エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

柱 

曲げ（強軸） 6 N/mm2 304 N/mm2 0.02＜0.70 

曲げ（弱軸） 42 N/mm2 325 N/mm2 0.13＜0.70 

せん断 4 N/mm2 187 N/mm2 0.03＜0.70 

圧縮 2 N/mm2 217 N/mm2 0.01＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.16＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力 ） 

51 N/mm2 325 N/mm2 0.16＜0.70 

アンカーボルト

引張 24 kN 71 kN 0.34＜0.70 

せん断 1 kN 49 kN 0.03＜0.70 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.12＜0.70 
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弱軸方向の応答

強軸方向の応答

一般部における

評価断面

屈曲部・隅角部

における評価断面

c. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工における屈曲部や隅角部における妻壁に

ついて，図 3.4.3－3 に示すように，一般部と同様に鉛直方向のはりとしての設

計する場合は弱軸方向の応答を用いており，妻壁と交差する壁は妻壁側を固定端

とし，上部工を水平方向のはりとして設計する場合は強軸方向の応答を用いてい

る。 

弱軸方向及び強軸方向の最大加速度を表 3.4.3－3 に示す。防波壁（多重鋼管

杭式擁壁）の上部工における屈曲部や隅角部における妻壁について，強軸方向と

比較して弱軸方向の加速度が大きくなること，弱軸方向の応答を用いて評価する

一般部のうち最も厳しい結果であった曲げ軸力の照査値は 0.23 であることから，

一般部と同様に設計することで照査値に十分な裕度があるため，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力の組合せを考慮した設計となっていることを確認した。 

図 3.4.3－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工における 

屈曲部や隅角部の設計イメージ 

表 3.4.3－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

弱軸方向及び強軸方向の最大加速度 

地震動 
弱軸方向 

加速度(m/s2） 

強軸方向 

加速度(m/s2） 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

（②－②断面）

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
24.78 13.83 
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：構造目地

Ｎ

屈曲部

隅角部

防波扉部

防波扉部

(2) 鋼管杭基礎

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工

(a) 評価内容

鋼管杭基礎の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価につ

いては，弱軸方向（評価対象断面）と強軸方向（評価対象断面に直交する断

面）におけるそれぞれの 2 次元動的有限要素法解析（有効応力解析）にて評

価した同部位及び同時刻の断面力を組み合わせて用いる。これにより算定し

た水平 2 方向及び鉛直方向地震力による発生応力が許容限界以下であること

を確認する。 

(b) 評価対象

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性について

の計算書」に示す評価対象断面のうち，改良地盤部（②－②断面）及びその強

軸方向断面を選定する。 

改良地盤部（②－②断面）において，図 3.4.3－4 に示すように隣接するブ

ロックは屈曲部又は隅角部であるが，妻壁による効果を考慮せず強軸方向断面

をモデル化することで，強軸方向断面の断面力を保守的に算定し，水平 2 方向

及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。本断面における水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価の程度を踏まえ，他断面の水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を実施する。 

図 3.4.3－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②断面）モデル化範囲 
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の算定方法

本評価においては，鋼管杭基礎の水平 1 方向照査において最も厳しい結果

であった曲げ軸力照査にて水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影

響評価を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した曲げ軸力照査の算定式を以下に

示す。 

𝑅𝑚𝑎𝑥 = 𝑚𝑎𝑥 (
𝜎(𝑡)1
𝜎𝑎

,
𝜎(𝑡)2
𝜎𝑎

) 

𝜎(𝑡)1 = √(
1.0 × (𝑀(𝑡)弱)

𝑍
)

2

+ (
1.0 × (𝑀(𝑡)強)

𝑍
)

2

+
1.0 × (𝑁(𝑡)弱)

𝐴

𝜎(𝑡)2 = √(
1.0 × (𝑀(𝑡)弱)

𝑍
)

2

+ (
1.0 × (𝑀(𝑡)強)

𝑍
)

2

+
1.0 × (𝑁(𝑡)強)

𝐴

M(t)弱：時刻 t における弱軸方向の曲げモーメント 

M(t)強：時刻 t における強軸方向の曲げモーメント 

N(t)弱：時刻 t における弱軸断面の軸力 

N(t)強：時刻 t における強軸断面の軸力 

Ｚ：鋼管杭の断面係数  Ａ：鋼管杭の断面積 

σ(t)：時刻 t における曲げ軸応力  σa：短期許容応力度 

Rmax：時刻歴最大照査値 
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(d) 評価条件

①地震応答解析

地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性につ

いての計算書」に示す方法と同様とする。 

②検討ケース

水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく耐震評価において，最も照

査値が厳しい地震動を対象に，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対す

る検討を行う。 

表 3.4.3－4 に示す改良地盤部（②－②断面）の曲げ軸力照査結果より，地震

動はＳｓ－Ｄ（－＋）を選定する。 

表 3.4.3－4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを 

実施する地震動の選定（②－②断面） 

評価部位 地震動 
照査値 

（曲げ軸力照査） 
選定結果 

鋼管杭 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.62 

Ｓｓ－Ｄ（－＋） 0.85 ○ 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） 0.68 

Ｓｓ－Ｄ（－－） 0.81 

Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 0.19 

Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 0.23 

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 0.51 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 0.51 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 0.31 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 0.48 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 0.46 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 0.34 
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③評価結果

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）鋼管杭に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力

を考慮した曲げ軸力照査結果を表 3.4.3－5 に示す。水平 2 方向及び鉛直方向地

震力を考慮した場合でも鋼管杭の発生応力が許容限界以下であることを確認し

た。また，水平 1 方向及び鉛直方向地震力において最も厳しい照査値 0.85 に対

し，水平 2 方向及び鉛直方向地震力では照査値が 0.86 となった。よって，水平

2 方向及び鉛直方向地震力による鋼管杭への影響は，水平 1 方向及び鉛直方向

地震力の照査と比較して約 1.0％となった。 

表 3.4.3－5 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（改良地盤部（②－②断面)） 

地震動 解析ケース 

発生断面力 
降伏曲げ 

モーメント

(kN・m)

照査値 
曲げ 

モーメント

(kN・m)

軸力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 

弱軸方向の軸力を用

いた場合 
75783 795 89056 0.85 

強軸方向の軸力を用

いた場合 
75783 2326 88320 0.86 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における評価対象断面のうち，最も照査結果が

厳しい施設護岸前出し部（③－③断面）においても水平 2 方向の影響を確認す

る。施設護岸前出し部（③－③断面）の鋼管杭における水平１方向及び鉛直方

向地震力の照査値に，水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響を考慮しても

照査値は許容限界以下であることを確認した（表 3.4.3－6）。 

表 3.4.3－6 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（施設護岸前出し部（③－③断面）） 

水平 1 方向及び 

鉛直方向地震力 

水平 2 方向及び 

鉛直方向地震力 

(a) (a) × 1.01

照査値 0.94 0.95 
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3.4.4 機器・配管系への影響 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響に対する評価対象構造物のうち，

間接支持構造物である防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工について，隅角部又は

屈曲部に支持される機器・配管系を支持していないことから影響はない。 

3.4.5 まとめ 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備において，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の影響を受ける可能性がある施設（部位）について，従来設計手法におけ

る保守性も考慮したうえで抽出し，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

設計に対して影響を評価した。その結果，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定し

た発生応力が許容値を満足し，施設が有する耐震性に影響のないことを確認した。 
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Ⅵ-2-別添 1-1 火災防護設備の耐震計算の基本方針 
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1. 概要 

 本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第 11 条，第 52 条及びそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則の解釈」にて適合することを要求している「実用発電用原子炉及びその附属施設の

火災防護に係る審査基準（令和 2年 3月 31日原子力規制委員会制定）」（以下「火災防護に係る審

査基準」という。）に適合する設計とするため，Ⅵ-1-1-8「発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書」（以下「Ⅵ-1-1-8」という。）に示す火災感知設備及び消火設備が，火災防護上重要な機

器等の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区分に応じた地震力に対して耐震性を有することを

確認するための耐震計算方針について説明するものである。 

火災防護設備の計算結果は，Ⅵ-2-別添 1-2-1「火災感知器の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-

別添 1-2-2「火災受信機盤の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 1-3-1「ボンベラックの耐震性

についての計算書」，Ⅵ-2-別添 1-3-2「選択弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 1-3-3「制

御盤の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-別添 1-3-4「管の耐震性についての計算書（消火設備）」

に示すとともに，動的地震力の水平２方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備の影響評価結果

をⅥ-2-別添 1-4「火災防護設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価」に

示す。 
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2. 一般事項 

2.1 評価方針 

応力評価は，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに

許容応力に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した

固有周期に基づく設計用地震力による応力が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，機能維持評価は，地震時の応答加速度が機

能確認済加速度以下であることを「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。 

耐震評価フローを図2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 耐震評価フロー 

 

2.2 評価対象設備 

評価対象設備は，Ⅵ-1-1-8のうち「5.1 火災感知設備について」に示す火災感知設備のう

ち火災感知器及び火災受信機盤及び「5.2 消火設備について」に示す消火設備のうちボンベ

ラック，選択弁，制御盤（全域ガス消火設備）及び配管（消火設備）を対象とする。 

火災感知設備の構造計画を表2－1から表2－2に，消火設備の構造計画を表2－3から表2－6に

示す。  

固有値解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

機能維持評価 

解析モデルの設定 

地震応答解析 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（1/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器① 

火災感知器①は，丸形露出ボックスに取り

付け，丸形露出ボックスに接続された電線

管を配管クランプにてチャンネルに固定す

る。チャンネルは，基礎ボルトにて天井に

固定する。 

・煙感知器 

・熱感知器 

図 2－2 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

煙感知器 0.125 

熱感知器 0.137 

 

図 2－2 火災感知器①の概要図 

  

正面図 側面図 

600 

基礎ボルト 

天井 

火災感知器 

1
2
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火災感知器 120 

電線管 配管クランプ 

丸形露出ボックス 

チャンネル 



 

4 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-別

添
1-
1 
R0
 

 

 

表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（2/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器② 

火災感知器②は，基礎ボルトにて，天井に

固定する。 

・煙感知器

(防爆) 

・熱感知器

(防爆) 

図 2－3 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

煙感知器（防爆） 3.0 

熱感知器（防爆） 2.5 

 

図2－3 火災感知器②の概要図  

天井 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（3/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器③ 

火災感知器③は，取付ボルトにて支持架台

に取付け，支持架台を基礎ボルトにて壁に

固定する。 

・炎感知器 

図 2－4 

 

 

  

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

炎感知器 0.65 

 

図2－4 火災感知器③の概要図 

  

火災感知器 

取付ボルト 

基礎ボルト 

支持架台 

火災感知器 

側面図 正面図 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（4/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器④ 
火災感知器④は，取付ボルトにて架台に取

付け，架台を基礎ボルトにて壁に固定する。 

・煙吸引式検

出設備 
図 2－5 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

煙吸引式検出設備 2.0 

 

図 2－5 火災感知器④の概要図  

正面図 側面図 

1
8
0 

1
8
0 

取付ボルト 

火災感知器 

上面図 
基礎ボルト 火災感知器 
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基礎ボルト 

壁 

壁 
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255 
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架台 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（5/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器⑤ 

火災感知器⑤は，取付ボルトにて支持架台

に取付け，支持架台を基礎ボルトにて壁に

固定する。 

・熱感知カメ

ラ 図 2－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

熱感知カメラ 5.0 

 

 

図 2－6 火災感知器⑤の概要図 

  

正面図 側面図 
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表 2－2 火災防護設備のうち火災受信機盤の構造計画（1/3） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災受信機盤① 

火災受信機盤①は，取付ボルトにてチャン

ネルベースに設置する。チャンネルベース

は溶接にて基礎に埋め込まれた金物に固定

する。 

直立形 

（鋼材及び

鋼板を組み

合わせた自

立閉鎖型の

盤） 

図 2－7 

 

 

 

図 2－7 火災受信機盤①の概要図 

  

溶接 
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表 2－2 火災防護設備のうち火災受信機盤の構造計画（2/3） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災受信機盤② 

火災受信機盤②は，取付ボルトにてチャン

ネルベースに設置する。チャンネルベース

は溶接にて基礎架台に固定され，基礎架台

は基礎ボルトにて基礎に設置する。 

直立形 

（鋼材及び

鋼板を組み

合わせた自

立閉鎖型の

盤） 

図 2－8 

 

 

 

図 2－8 火災受信機盤②の概要図  

溶接 

盤 

取付ボルト 

チャンネルベース 
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側面図 正面図 

800 800 (30) 30 50 50 
900 

1000 

23
00

 
15
0
 

20
0
 

15
0
 

5
0 

50
 

23
00

 

床 

（単位：mm） 

基礎架台 



 

10 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-別

添
1-
1 
R0
 

 

表 2－2 火災防護設備のうち火災受信機盤の構造計画（3/3） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災受信機盤③ 

火災受信機盤③は，取付ボルトにてチャン

ネルベースに設置する。チャンネルベース

は基礎ボルトにて基礎に設置する。 

直立形 

（鋼材及び

鋼板を組み

合わせた自

立閉鎖型の

盤） 

図 2－9 

 

 

 

 

 

 

図 2－9 火災受信機盤③の概要図 

  

チャンネルベース 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（1/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（68ℓ 2 列 6本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定する。

ガスボンベは，ボンベラックに固定し，ボ

ンベラックは基礎ボルトにて基礎に設置す

る。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（直立形） 

図 2－10 

 

 

 

図 2－10 ボンベラック（68ℓ 2 列 6本用）の概要図 

  

（単位：mm） 

2100 

21
25
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0 

68ℓ 2列 6本用ボンベラック外観図 

ボンベラック平面図 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

容器弁 

容器弁（全域ガス消火設備用）外観図 

ガスボンベ 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（2/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（68ℓ 1 列 6本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定する。

ガスボンベは，ボンベラックに固定し，ボ

ンベラックは基礎ボルトにて基礎に設置す

る。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（直立形） 

図 2－11 

 

 

 

図 2－11 ボンベラック（68ℓ 1 列 6本用）の概要図 

  

（単位：mm） 

2100 

21
25
 

50
0 

ボンベラック平面図 

容器弁 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

 

68ℓ 1列 6本用ボンベラック外観図 

容器弁（全域ガス消火設備用）外観図 

ガスボンベ 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（3/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（24ℓ 壁掛 5 本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定す

る。ガスボンベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは基礎ボルトにて壁に

設置する。なお，容器弁の形状が全域ガ

ス消火設備用とケーブルトレイ消火用

で異なるが，ガスボンベ及びボンベラッ

クは同じ構造である。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（壁掛形） 

図 2－12 

 

 

 

図 2－12 ボンベラック（24ℓ 壁掛 5本用）の概要図 

 

  

（単位：mm） 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（4/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（24ℓ 1 列 2 本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定す

る。ガスボンベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは基礎ボルトにて基礎

に設置する。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（直立形） 

図 2－13 

 

 

 

図 2－13 ボンベラック（24ℓ 1 列 2本用）の概要図 

  

（単位：mm） 
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0 
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24ℓ 1列 2本用ボンベラック外観図 

ボンベラック平面図 

基礎ボルト 
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ガスボンベ 

容器弁 

容器弁（全域ガス消火設備用）外観図 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（5/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（68ℓ 2 列 5 本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定す

る。ガスボンベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは基礎ボルトにて基礎

及び壁に設置する。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（壁支持を

含む直立

形） 

図 2－14 

 

 

図 2－14 ボンベラック（68ℓ 2 列 5本用）の概要図 

  

（単位：mm） 

1800 16
50
 

85
0 

ボンベラック平面図 

ガスボンベ 基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

容器弁 

68ℓ 2列 5本用ボンベラック外観図 

容器弁（全域ガス消火設備用）外観図 

壁 
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表 2－4 火災防護設備のうち選択弁の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

選択弁 

選択弁は，集合管に取り付けて固定する。

集合管は，選択弁ラックに固定し，選択弁

ラックは基礎ボルトにて基礎に設置する。 

選択弁， 

集合管及び 

選択弁ラック 

（直立形） 

図 2－15 

 

 

 

図 2－15 選択弁の概要図 

  

（単位：mm） 選択弁ラック外観図 

選択弁ラック平面図 選択弁外観図 

選択弁(65A) 

基礎ボルト 

  (ケミカルアンカ) 

集合管 

選択弁(40A) 

選択弁ラック 

300 1000 

90
0 

30
0 
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表 2－5 火災防護設備のうち制御盤（全域ガス消火設備）の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

制御盤 

（全域ガス消火

設備） 

制御盤（全域ガス消火設備）は，チャンネ

ルベースに取付ボルトで設置する。チャン

ネルベースは基礎ボルトにて壁に設置す

る。 

壁掛形 

（鋼材及び鋼板を

組み合わせた壁掛

形の盤） 

図 2－16 

 

 

 

 

機器名称 
制御盤（全域ガス消火設備） 

自動 3回線 

制御盤（全域ガス消火設備） 

自動 9回線 

たて 200 200 

横 550 700 

高さ 950 1400 

図 2－16 制御盤（全域ガス消火設備）の概要図＊ 

注記＊：制御盤（全域ガス消火設備）のうち自動 9回線の制御盤（全域ガス消火設備）を代表に記載する。

高
さ 

正面図 

横 

 

たて チャンネルベース 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ）
基礎ボルト 

取付ボルト 

側面図 （単位：mm） 
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表 2－6 火災防護設備のうち配管（消火設備）の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

配管 

（ケーブルトレイ消火設備） 

配管（ケーブルトレイ消火設備）はケ

ーブルトレイ外において，配管の自在

性を活かすために，ＵボルトやＵバン

ド等にて支持することなくパンチン

グトレイ内に設置する。 

配管 図 2－17 

 

 

図 2－17 配管（ケーブルトレイ消火設備）の概要図 

ケーブルトレイ 

ステンレスバンド 

不燃シート固定用バンド 

噴射ノズル 

フレキシブル管 

パンチングトレイ 

感知チューブ 

ガスボンベ 

ボンベラック 

配管 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005年度版（2007年追補

版を含む））（以下「設計・建設規格」という。） 

・鋼構造設計基準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 
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2.4 記号の説明 

表 2－7 火災感知器①の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ， 

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ  
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表 2－8 火災感知器②の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ， 

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ  
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表 2－9 火災感知器③の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ａｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｂｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

３ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（側面方向）＊1  ― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（正面方向）＊1  ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ａｉ，ｂｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτ

ｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 
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＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 
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表 2－10 火災感知器④の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ａｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｂｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

３ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（側面方向）＊1  ― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（正面方向）＊1  ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ａｉ，ｂｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτ

ｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 
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＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 
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表 2－11 火災感知器⑤の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ａｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｂｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

３ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（側面方向）＊1  ― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（正面方向）＊1  ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ａｉ，

ｂｉ，３ｉ，ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，
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σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 
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表 2－12 火災受信機盤の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

ｍｉ 盤の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（直立形）＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ， 

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 
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表2－13 ボンベラックの応力評価に用いる記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ ボンベラック部材の断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓｘ ボンベラック部材のせん断断面積（ｘ方向） mm2 

Ａｓｙ ボンベラック部材のせん断断面積（ｙ方向） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｏ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｘ ボンベラック部材のせん断力（ｘ方向） N 

Ｆｙ ボンベラック部材のせん断力（ｙ方向） N 

Ｆｓｂ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｆｔ ボンベラック部材の軸力 N 

Ｆｔｂ 基礎ボルトの引張力 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔｍ ボンベラック部材の許容引張応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｊ ボンベラック部材のねじり定数 mm4 

Ｍｘ ボンベラック部材の曲げモーメント（ｘ方向） N･mm 

Ｍｙ ボンベラック部材の曲げモーメント（ｙ方向） N･mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の MPa 

 40℃における値  

Ｔ ボンベラック部材のねじりモーメント N･mm 

ｔ ボンベラック部材の最大板厚 mm 

Ｚｘ ボンベラック部材の断面係数（ｘ方向） mm3 

Ｚｙ ボンベラック部材の断面係数（ｙ方向） mm3 

σｂ ボンベラック部材に生じる曲げ応力 MPa 

σｆ ボンベラック部材に生じる組合せ応力 MPa 

σｆa ボンベラック部材に生じる軸応力と曲げ応力の和 MPa 

σｔ ボンベラック部材に生じる軸応力 MPa 

σｔｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

τ ボンベラック部材に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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表2－14 選択弁の応力評価に用いる記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 選択弁ラック部材の断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓｘ 選択弁ラック部材のせん断断面積（ｘ方向） mm2 

Ａｓｙ 選択弁ラック部材のせん断断面積（ｙ方向） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｏ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｘ 選択弁ラック部材のせん断力（ｘ方向） N 

Ｆｙ 選択弁ラック部材のせん断力（ｙ方向） N 

Ｆｓｂ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｆｔｍ 選択弁ラック部材の軸力 N 

Ｆｔｂ 基礎ボルトの引張力 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔ 選択弁ラック部材の許容引張応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｊ 選択弁ラック部材のねじり定数 mm4 

Ｍｘ 選択弁ラック部材の曲げモーメント（ｘ方向） N･mm 

Ｍｙ 選択弁ラック部材の曲げモーメント（ｙ方向） N･mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の MPa 

 40℃における値  

Ｔ 選択弁ラック部材のねじりモーメント N･mm 

ｔ 選択弁ラック部材の最大板厚 mm 

Ｚｘ 選択弁ラック部材の断面係数（ｘ方向） mm3 

Ｚｙ 選択弁ラック部材の断面係数（ｙ方向） mm3 

σｂ 選択弁ラック部材に生じる曲げ応力 MPa 

σｆ 選択弁ラック部材に生じる組合せ応力 MPa 

σｆa 選択弁ラック部材に生じる軸応力と曲げ応力の和 MPa 

σｔ 選択弁ラック部材に生じる軸応力 MPa 

σｔｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

τ 選択弁ラック部材に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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表 2－15 制御盤（全域ガス消火設備）の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 盤の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（側面方向）
（壁掛形）＊1 

― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（正面方向）
（壁掛形）＊1 

― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτ

ｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 



 

32 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-別

添
1-
1 
R0
 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 
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表 2－16 配管（消火設備）の応力評価に用いる記号の定義（1/2） 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数（一次応力の計算

に使用するもの） 

― 

Ｃ２，Ｃ２ｂ， 

Ｃ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数（一次＋二次応力

の計算に使用するもの） 

― 

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1に規定する縦弾性係

数 

MPa 

ｉ１ 応力係数で設計・建設規格 PPC-3810に規定する値又は 1.33の

いずれか大きい方の値 

― 

ｉ２ 応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.0 の

いずれか大きい方の値 

― 

Ｋ２，Ｋ２ｂ， 

Ｋ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数（ピーク応力の計

算に使用するもの） 

― 

Ｍａ 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により生じ

るモーメント 

N･mm 

Ｍｂ 耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震を含めた短期的荷

重）により生じるモーメント 

N･mm 

Ｍｂ⚹ 地震による慣性力により生じるモーメントの全振幅 N･mm 

Ｍｂｐ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る分岐管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により生じ

るモーメント 

N･mm 

Ｍｂｓ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る分岐管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメン

トの全振幅 

N･mm 

Ｍｃ 耐震性についての計算：地震による相対変位により生じるモーメ

ントの全振幅 

N･mm 

Ｍｉｐ 耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震による慣性力を含

む。)により生じるモーメント 

N･mm 

Ｍｉｓ 耐震性についての計算：管の地震による慣性力と相対変位により

生じるモーメントの全振幅 

N･mm 

Ｍｒｐ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る主管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により生じる

モーメント 

N･mm 
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表 2－16 配管（消火設備）の応力評価に用いる記号の定義（2/2） 

記号 記号の説明 単位 

Ｍｒｓ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る主管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメント

の全振幅 

N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 iの実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 繰返し荷重 i に対し，設計・建設規格 PPB-3534 に従って算出

された許容繰返し回数 
回 

Ｐ 耐震性についての計算：地震と組合せるべき運転状態における圧

力 
MPa 

Ｓ 最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表

5 に規定する材料の許容引張応力 
MPa 

Ｓℓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1に規定する材料の設

計応力強さ 
MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｔ ねじりによる応力 MPa 

Ｓｔ＋Ｓｂ 曲げとねじりによる応力 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に規定する材料の設

計降伏点 
MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に規定する材料の設

計引張強さ 
MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｕ 運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係数 ― 

ＵＳｄ Ｓｄ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

ＵＳｓ Ｓｓ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

Ｚ，Ｚｉ 管の断面係数 mm3 

Ｚｂ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 mm3 

εｅ Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解析によ

り計算したときのひずみであり，次の計算式により計算した値 

εｅ＝σ⚹／Ｅ 

σ⚹：弾性解析によるミーゼス相当応力 

― 

εｅｐ Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の応力－

ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの 1.5倍の値とした弾完全塑

性体とした弾塑性解析により計算したときのひずみであり，次の

計算式により計算した値 

εｅｐ＝σ／Ｅ＋εｐ 

σ：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

εｐ：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 

― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表2－17から表2－22に示すとおりである。 

 

表 2－17 火災感知器の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  
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表2－18 火災受信機盤の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  
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表 2－19 ボンベラックの表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長
さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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表 2－20 選択弁の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長
さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 

  



 

39 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-別

添
1-
1 
R0
 

表 2－21 制御盤（全域ガス消火設備）の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  
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表 2－22 配管（消火設備）の表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

縦弾性係数 MPa 小数点第 1位＊2 四捨五入 整数位＊2 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊3 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

減衰定数 ％ ― ― 小数点第 1位 

解析結果

及び評価 

固有周期 s 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

震度 ― 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

刺激係数 ― 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

計算荷重及び反力 kN 小数点第 1位 切上げ 整数位＊4 

モーメント kN・m 小数点第 1位 切上げ 整数位＊4 

許容荷重 kN 小数点第 1位 切捨て 整数位＊4 

疲労累積係数 ― 小数点第 5位 切上げ 小数点第 4位 

機能維持評価用 

加速度 
×9.8m/s2 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点第 2位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：必要に応じて処理桁を有効数字 4桁，表示桁を有効数字 3桁とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法 

により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊4：必要に応じて小数点第 1位表示とする。  
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3. 評価部位 

火災防護設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，以下について

評価を実施する。 

 

(1) 火災感知器 

a. 基礎ボルト及び取付ボルト 

火災感知器は，耐震性を有する原子炉建物等にボルト等で固定し，主要な構造部材が火災

防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に感

知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とすることを構造強度上の性能目標とし，具

体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

火災感知器は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期に感

知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，火災感知器を固定する基礎ボルト及び取付ボルトの許容限界は，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留

まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としている。

これを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下

とすることを許容限界として設定する。 

 

(2) 火災受信機盤 

a. 基礎ボルト及び取付ボルト 

火災受信機盤は，耐震性を有する廃棄物処理建物等にボルトで固定し，主要な構造部材が

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期

に感知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とすることを構造強度上の性能目標とし，

具体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

火災受信機盤は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期に

感知する機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，火災受信機盤を固定する火災受信機盤の基礎ボルト及び取付ボルトの許容限

界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が

微小なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評

価方針としている。これを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態

ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(3) ボンベラック 

a. ボンベラック及び基礎ボルト 

ボンベラックは，耐震性を有する原子炉建物等にボルトで固定し，主要な構造部材が火災

防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消

火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とすることを構造強度上の性能目標とし，具
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体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

ボンベラックは，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期に

消火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，ボンベラックの構成品であるボンベラック部材及び基礎ボルトの許容限界は，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小な

レベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針

としていることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許

容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(4) 選択弁 

a. 選択弁ラック及び基礎ボルト 

選択弁ラックは，耐震性を有する原子炉建物等にボルトで固定し，主要な構造部材が火災

防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消

火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とすることを構造強度上の性能目標とし，具

体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

選択弁は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期に消火す

る機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，選択弁の構成品である選択弁ラック及び基礎ボルトの許容限界は，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに

とどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としてい

ることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力

以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(5) 制御盤（全域ガス消火設備） 

a. 基礎ボルト及び取付ボルト 

制御盤（全域ガス消火設備）は，耐震性を有する原子炉建物等に支持構造物を介してボル

トで固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火

災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とするこ

とを構造強度上の性能目標とし，具体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

制御盤（全域ガス消火設備）は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材

が，火災を早期に消火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，制御盤（全域ガス消火設備）を固定する制御盤（全域ガス消火設備）の基礎

ボルト及び取付ボルトの許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生

じる場合であっても，その量が微小なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有す

ることを計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 
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(6） 配管（消火設備） 

a. 管及び支持構造物 

配管（ケーブルトレイ消火設備を除く。）は，耐震性を有する原子炉建物等に支持構造物

を介してボルトで固定し，主要な構造部材が，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を維持可能な構造強度を有す

る設計とする。 

したがって，管及び支持構造物の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性

ひずみを生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有することを計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設

定する。 

配管のうちケーブルトレイ消火設備は，配管の自在性を活かすために，配管をＵボルトや

Ｕバンド等にて支持することなく，パンチングトレイ内に設置することで基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対し，主要な構造部材が火災を早期に消火する機能を維持可能な構造強度を有

する設計とする。 
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4. 固有周期 

火災感知設備及び消火設備の固有周期は，振動試験，３次元多質点系はりモデル又は，はり・

シェルモデルによる解析により求める。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

5.1.1 火災感知器 

（1）火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量は重心に集中しているものとする。 

（2）地震力は火災感知器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，水平

方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

（3）火災感知器は，取付ボルトにて固定金具又は支持架台に取付けられている。固定金具又

は支持架台は，基礎ボルトにて建物躯体部に固定されているため，固定金具又は支持架

台と建物躯体部との固定部を固定端とする。 

（4）天井取付型の火災感知器については，図 5-1及び図 5-2における長辺方向及び短辺方向

について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

（5）壁掛型の火災感知器については図 5-3 から図 5-5における左右方向及び前後方向につい

て検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

（6）火災感知器及び固定金具又は支持架台の重心位置については，転倒方向を考慮して，実

機での重心位置又は計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行

う。 

（7）耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.2 火災受信機盤 

火災受信機盤の構造強度評価は，VI-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

5.1.3 ボンベラック 

（1）ボンベラックについては，３次元多質点系はりモデル又は，はり・シェルモデルによる

地震応答解析から求めた荷重を用いて構造強度評価を実施する。 

（2）ガスボンベは，ボンベラックに固定され，ボンベラックは，基礎ボルトにより建物躯体

である壁若しくは床に固定される。 

（3）動的地震力による解析は固有値解析の結果，１次固有振動数が20Hz以上の場合は剛構造

として最大応答加速度の1.2倍の加速度による静的解析を行い，20Hz未満の場合は柔構造

としてスペクトルモーダル解析を行う。 

（4）耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.4 選択弁 

（1）選択弁ラックについては，３次元多質点系はりモデルによる地震応答解析から求めた荷
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重を用いて構造強度評価を実施する。 

（2）選択弁は，集合管に固定され，選択弁ラックは，基礎ボルトにより建物躯体である床に

固定される。 

（3）動的地震力による解析は固有値解析の結果，１次固有振動数が20Hz以上の場合は剛構造

として最大応答加速度の1.2倍の加速度による静的解析を行い，20Hz未満の場合は柔構造

としてスペクトルモーダル解析を行う。 

（4）耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.5 制御盤（全域ガス消火設備） 

制御盤（全域ガス消火設備）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-９ 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき行う。 

 

5.1.6 配管（消火設備） 

（1）配管及び支持構造物の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-６ 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき行う。 

（2）ケーブルトレイ消火設備の配管については，配管の自在性を活かした設置方法であり，

解析による評価が困難であることから，加振試験を行い，加振試験後の外観検査及び気

密試験による健全性の確認及び設置位置での加速度と加振台の最大加速度との比較によ

り，耐震評価を実施する。 

耐震評価に用いる設置位置での加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とし，評価対象フロアは各配管

の中で最上階に設置されたフロアを対象とするが，配管は建物壁に支持されていること

から，評価対象フロアの上下階のうちいずれか大きい方の応答加速度を適用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の種類 

荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す荷重を用いる。 

 

5.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，火災起因の荷重は発生しないため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

の「3.1 構造強度上の制限」に示す，機器，配管系の荷重の組合せを用いる。 

評価対象部位ごとの荷重の組合せを表5－1に示す。 

 

5.2.3 許容応力 

許容限界は，Ⅵ-1-1-8の「5.1 火災感知設備について」及び「5.2 消火設備につい

て」に示す設備ごとの構造強度上の性能目標に従い，評価対象部位ごとに設定する。 
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各評価項目の許容限界を表5－2から表5－5に示す。 

 

5.2.4 ボルト許容引張応力 

ボルトの許容引張応力ƒｔｓを次式に示す。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] ･･･････････････････････････ （5.2.4.1） 

 

許容引張応力ƒｔo は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

𝐹 ＊

2
∙ 1.5 
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表 5－1 設備ごとの荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設分類 機器名称 
耐震重要度

分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

ＤＢ 

火災感知器 Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

火災受信機盤 Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

ボンベラック Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

選択弁 Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

制御盤 

（全域ガス消

火設備） 

Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

配管 

（消火設備） 
Ｃ クラス３管 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 5－2 火災感知器の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－3 火災受信機盤の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－4 ボンベラックの許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（部材） 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f  t ＊ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－5 選択弁の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（部材） 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f  t ＊ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－6 制御盤（全域ガス消火設備）の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f  t ＊ 1.5・f  s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－7 配管（消火設備）の許容限界 

許容応力状態 

許容限界 

一次応力 

（曲げ応力含む） 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅣＡＳ 0.9・Ｓｕ 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析＊を行い，疲労累

積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓy以下であれば，疲労解析は行わない。 

注記＊：2・Ｓyを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，

(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2/3・Ｓyと読み替える）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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5.3 設計用地震力 

地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づく地震力又はそれを上回

る地震力を設定する。 

 

5.4 計算方法 

5.4.1 火災感知器①の計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによって生じる引張

応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－1に示す。 

 

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 火災感知器①の計算モデル 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－1で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

 

Ｆｂｉ＝                     ･････････････････ (5.4.1.1) 

 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.2) 

ℓ11 ℓ21 
ℓ11 ℓ21 

ｈ１ 

 

転倒方向 転倒方向 

天井 
天井 

ｍi・（１＋ＣＶ）・2i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（1i＋2i） 

ｍ１・g 

転倒支点となる 
ボルト列 転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 
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ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.3) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.4) 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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5.4.2 火災感知器②の計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによって生じる引張

応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－2に示す。 

  

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 火災感知器②の計算モデル 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－2で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

 

Ｆｂｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.2.1) 

 

ｈ１ 

 

ℓ11 ℓ21 

ℓ21 

ℓ11 

ｍi・（１＋ＣＶ）・2i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（1i＋2i） 

転倒方向 

転倒方向 

ｍ１・g 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 
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引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.2.2) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.2.3) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ････････････････････････････････････････････････ (5.4.2.4) 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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5.4.3 火災感知器③の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－3に示す。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）  

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向)  

 

 

 

 

取付ボルト（ｉ＝2）  

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向)  

 

 

 

 
 

図 5－3 火災感知器③の計算モデル 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－3で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.3.1) 

 

Ｆｂ２ｉ＝                       ････････････････ (5.4.3.2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ･･････････････････････････････････････ (5.4.3.3) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.3.4) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.3.5) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g ････････････････････････････････････････････ (5.4.3.6) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2  ･･･････････････････････････････････ (5.4.3.7) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝       ･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.3.8) 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 

√ 

＋ 
ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

 
ｎfＶi・ｂi ｎｆＨi・ａi 

ｍi・CH・ｈi・g 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ３i・g 

 ｎfＶi・ｂi 
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引張を受ける 
ボルト列 
 

5.4.4 火災感知器④の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張応力とせん断力について計算する。計算モデルを図 5－4に示す。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）  

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向)  

 

 

 

 

取付ボルト（ｉ＝2）  

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向)  

 

 

 

 

 

図 5－4 火災感知器④の計算モデル 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－4で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.4.1) 

 

 

Ｆｂ２ｉ＝                       ････････････････ (5.4.4.2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ･･････････････････････････････････････ (5.4.4.3) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.4.4) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.4.5) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g ･･････････････････････････････････････････ (5.4.4.6) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2 ･･･････････････････････････････････ (5.4.4.7) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.4.8) 

 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 

＋ ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

 
ｎfＶi・ｂi ｎｆＨi・ａi 

ｍi・CH・ｈi・g 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ３i・g 

 ｎfＶi・ｂi 
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5.4.5 火災感知器⑤の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－5に示す。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）  

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向)  

 

 

 

 

取付ボルト（ｉ＝2）  

正面 

(正面方向)  

側面 

(側面方向) 

 

 

 

図 5－5 火災感知器⑤の計算モデル 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－5で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

基礎ボルト（ｉ＝1）の引張力 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.5.1) 

 

Ｆｂ２ｉ＝                       ････････････････ (5.4.5.2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ････････････････････････････････････････ (5.4.5.3) 

 

取付ボルト（ｉ＝2）の引張力 

（重心がボルト間の外にある場合） 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･････････････ (5.4.5.4) 

 

（重心がボルト間の内にある場合） 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･････････････ (5.4.5.5) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･････････････････････････････････････････････････････････(5.4.5.6) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）のせん断力 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.5.7) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g ････････････････････････････････････････････ (5.4.5.8) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2   ･･････････････････････････････････ (5.4.5.9) 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ３i・g 

ｎfＶi・ｂi 

＋ ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

 
ｎfＶi・ｂi ｎｆＨi・ａi 

ｍi・CH・ｈi・g 

ｍi・（１＋ＣＶ）・1i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（2i－1i） 

√ 

ｍi・（１＋ＣＶ）・1i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（2i＋1i） 
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取付ボルト（ｉ＝2）のせん断力 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.5.10) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.11) 

 

 

5.4.1 火災受信機盤の計算方法 

火災受信機盤の計算方法は，VI-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-

9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

 

5.4.2 ボンベラックの計算方法 

ボンベラックについては，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析から求めた荷重を用

いて構造強度評価を実施する。 

また，「2.2 評価対象設備」の表2－2に示すとおり，容器弁は，ガスボンベにねじ込

み固定し，ガスボンベは，ボンベラックに固定し，ボンベラックを基礎ボルトにより据え

付けるため，ボンベラック及び基礎ボルト，それぞれに対し構造強度評価を実施する。 

 

（1）ボンベラックの構造強度評価 

a．ボンベラック部材に発生する組合せ応力の算出 

地震応答解析結果から求めたボンベラック部材の軸応力，曲げ応力及びせん断

応力を用いて，以下の式によりボンベラックの組合せ応力を算出する。 

 

軸応力 

   σt =
Ｆｔ

Ａ
 ････････････････････････････････････････････ (5.4.2.1) 

 

曲げ応力 

   σｂ =
Ｍｘ

Ｚｙ
+
Ｍｙ

Ｚｘ
  ･･･････････････････････････････････ (5.4.2.2) 

 

せん断応力 

     τ =
Ｆｘ

Ａsｘ
+

Ｆｙ

Ａsｙ
+
Ｔ・ｔ

Ｊ 
 ････････････････････････････ (5.4.2.3) 

 

ボンベラックの組合せ応力 

      σf = √σfa2 + 3∙τ2 ･････････････････････････････････ (5.4.2.4) 

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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ここで， 

   σfa = σt  + σｂ ････････････････････････････････････ (5.4.2.5) 

 

（2）基礎ボルトの構造強度評価 

a．基礎ボルトに発生する引張応力の算出 

基礎ボルトの引張力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボ

ルトの引張応力を算出する。 

σｔｂ =
Ｆｔｂ

Ａｂ
  ･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.6) 

 

b．基礎ボルトに発生するせん断応力の算出 

基礎ボルトのせん断力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎

ボルトのせん断応力を算出する。 

τb =
Ｆｓｂ

Ａｂ
 ･･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.7) 

 

5.4.3 選択弁ラックの計算方法 

選択弁ラックについては，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析から求めた荷重を用

いて構造強度評価を実施する。 

また，「2.2 評価対象設備」の表2－3に示すとおり，選択弁を取り付けた集合管を選

択弁ラックに固定し，選択弁ラックを基礎ボルトにより据え付けるため，選択弁ラック及

び基礎ボルト，それぞれに対し構造強度評価を実施する。 

 

（1）選択弁ラックの構造強度評価 

a．選択弁ラック部材に発生する組合せ応力の算出 

地震応答解析結果から求めた選択弁ラック部材の軸応力，曲げ応力及びせん断

応力を用いて，以下の式により選択弁ラックの組合せ応力を算出する。 

 

軸応力 

   σt =
Ｆｔ

Ａ
 ･････････････････････････････････････････････ (5.4.3.1) 

 

曲げ応力 

   σｂ =
Ｍｘ

Ｚｙ
+
Ｍｙ

Ｚｘ
  ････････････････････････････････････ (5.4.3.2) 

せん断応力 
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     τ =
Ｆｘ

Ａsｘ
+

Ｆｙ

Ａsｙ
+
Ｔ・ｔ

Ｊ 
 ･････････････････････････････ (5.4.3.3) 

 

選択弁ラックの組合せ応力 

      σf = √σfa2 + 3∙τ2 ･････････････････････････････････ (5.4.3.4) 

ここで， 

   σfa = σt  + σｂ ････････････････････････････････････ (5.4.3.5) 

 

（2）基礎ボルトの構造強度評価 

a．基礎ボルトに発生する引張応力の算出 

基礎ボルトの引張力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボ

ルトの引張応力を算出する。 

σｔｂ =
Ｆｔｂ

Ａｂ
  ･･････････････････････････････････････････ (5.4.3.6) 

 

b．基礎ボルトに発生するせん断応力の算出 

基礎ボルトのせん断力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎

ボルトのせん断応力を算出する。 

τb =
Ｆｓｂ

Ａｂ
 ････････････････････････････････････････････ (5.4.3.7) 

 

5.4.4 制御盤（全域ガス消火設備）の計算方法 

制御盤（全域ガス消火設備）の計算方法は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-９ 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に

基づき行う。 

 

5.4.5 配管（消火設備）の計算方法 

配管（消火設備）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-６ 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。（ケーブルトレイ消火設備の配管については，配管の自在性を活かした設置方法で

あり，解析による評価が困難であるため加振試験により耐震評価を行う。） 

 

6. 機能維持評価 

火災感知設備及び消火設備は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地

震時又は地震後の動的機能及び電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準地

震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 
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機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加速

度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.1 火災感知器 

火災感知器は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震

後の電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.2 火災受信機盤 

火災受信機盤は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地

震後の電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.3 ボンベラック 

ボンベラックのうち容器弁は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，

地震時又は地震後の動的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.4 選択弁 

選択弁は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の

動的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度又は配管の応答解析により定まる選択弁の応答加速度のい

ずれか大きい値を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.5 制御盤（全域ガス消火設備） 

制御盤（全域ガス消火設備）は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較によ
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り，地震時又は地震後の電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 



Ⅵ-2-別添 1-2 火災感知設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-別添 1-2-1 火災感知器の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-別添 1-1「火災防護設備の耐震計算の基本方針」(以下「Ⅵ-2-別添 1-1」と

いう。) に示すとおり，火災感知器が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有しており，火災を早期に感知する機能を維持することを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

火災感知器の構造計画を表 2－1から表 2－5に示す。 
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表 2－1 火災感知器①の構造計画 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器①は，丸形露出ボックスに取り付け，丸形露出

ボックスに接続された電線管を配管クランプにてチャンネ

ルに固定する。チャンネルは，基礎ボルトにて天井に固定

する。 

・煙感知器 

・熱感知器 
図 2－1 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 質量（kg） 

煙感知器 0.125 

熱感知器 0.137 

 

図 2－1 火災感知器①の概要図 

  

正面図 側面図 
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天井 
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表 2－2 火災感知器②の構造計画 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器②は，基礎ボルトにて，天井に固定する。 ・煙感知器(防爆) 

・熱感知器(防爆) 
図 2－2 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 質量（kg） 

煙感知器（防爆） 3.0 

熱感知器（防爆） 2.5 

 

図 2－2 火災感知器②の概要図  

天井 
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表 2－3 火災感知器③の構造計画 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器③は，取付ボルトにて支持架台に取付け，支持架台

を基礎ボルトにて壁に固定する。 

・炎感知器 
図 2－3 

 

 

  

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 質量（kg） 

炎感知器 0.65 

 

図 2－3 火災感知器③の概要図  
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表 2－4 火災感知器④の構造計画 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器④は，取付ボルトにて架台に取付け，架台を基礎

ボルトにて壁に固定する。 

・煙吸引式検出設

備 
図 2－4 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 質量（kg） 

煙吸引式検出設備 2.0 

 

図 2－4 火災感知器④の概要図 
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表 2－5 火災感知器⑤の構造計画 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器⑤は，取付ボルトにて支持架台に取付け，支持架台

を基礎ボルトにて壁に固定する。 

・熱感知カメラ 
図 2－5 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 質量（kg） 

熱感知カメラ 5.0 

図 2－5 火災感知器⑤の概要図表 

  

正面図 側面図 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認方法 

火災感知器の固有周期は，Ⅵ-2-別添 1-1の「4. 固有周期」に示す算出方法に基づき，振

動試験（加振試験）の結果算定された固有周期を使用する。 

 

3.2 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

火災感知器の固有周期は，火災感知器①～⑤共に 0.05秒以下であり，剛構造であることを

確認した。 

表3－1 固有周期           (単位：s) 

機器名称 方 向 固有周期 

火災感知器① 
水平 0.030 以下 

鉛直 0.030 以下 

火災感知器② 
水平 0.020 以下 

鉛直 0.020 以下 

火災感知器③ 
水平 0.020 以下 

鉛直 0.020 以下 

火災感知器④ 
水平 0.020 以下 

鉛直 0.020 以下 

火災感知器⑤ 
水平 0.030 以下 

鉛直 0.020 以下 

  



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
1-
2-
1 
R0

 

8 

3.3 設計用地震力 

火災感知器の評価に用いる「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答ス

ペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

火災感知器の構造強度評価は，Ⅵ-2-別添 1-1の「5.1 構造強度評価方法」に示す評価方針

に従い，構造強度評価を実施する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

構造強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-別添 1-1の「5.2 荷重の組合せ及び

許容応力」に示す荷重及び荷重の組合せを使用する 

 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

構造強度評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態を火災受信機盤の評価対象部位ご

とに設定する。荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力及び許容応力評価条件 

火災感知器の基礎ボルト及び取付ボルトにおける許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき表 4－2に示す。また，基礎ボルト及び取付ボルトの許容応力評価条件

を表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の以下項目の設計条件及び機器要目に示す。 

【火災感知器①の耐震性についての計算結果】 

【火災感知器②の耐震性についての計算結果】 

【火災感知器③の耐震性についての計算結果】 

【火災感知器④の耐震性についての計算結果】 

【火災感知器⑤の耐震性についての計算結果】 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 

発電用原子炉

の附属施設 

火災 

防護設備 
火災感知器 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
⚹ 1.5・ｆｓ

⚹ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト SWRCH8A＊ 周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト 

SWRCH8A＊ 周囲環境温度 40 235 400 ― 

SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

注記＊：SS400相当(16mm＜径≦40mm) 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

火災感知器はⅥ-2-別添 1-1の「6. 機能維持評価」に示す評価方法に従い，機能維持評価

を実施する。 

火災感知器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，実機の据付

状態を模擬したうえで，正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の

最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

火災感知器① 
水平 7.0 

鉛直 4.0 

火災感知器② 
水平 7.0 

鉛直 4.0 

火災感知器③ 
水平 6.0 

鉛直 3.0 

火災感知器④ 
水平 6.0 

鉛直 3.0 

火災感知器⑤ 
水平 7.3 

鉛直 1.6 
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6. 評価結果 

火災感知器の構造強度評価結果及び機能維持評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しており，

火災を早期に感知する機能を維持することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【火災感知器①の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

火災感知器① C 
第１ベントフィルタ格納槽＊1 

EL 17.4＊2 0.030以下 0.030以下 － － ＣＨ＝4.20＊3 ＣＶ＝3.12＊3 40 

注記＊1：最も設計震度が大きい据付場所における基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用いる。 

＊2：基準床レベルを示す。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

1.2 機器要目 

部材 

ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ

(mm) 

Ａｂｉ

(mm2) 

ｎｉ

Ｓｙｉ

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
5 126 

10 

（M10） 
78.54 4 

235 

(16mm＜径≦40mm) 
400 

部材 

１ｉ＊

(mm) 

２ｉ＊

(mm) 

ｎｆｉ＊ Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ
⚹

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

60 60 2 
－ 280 － 長辺方向転倒 

300 300 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 158.6 － 205.9 

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SWRCH8A 

引張 － － σｂ１＝3 ƒｔｓ１＝168＊ 

せん断 － － τｂ１＝1 ƒｓｂ１＝128 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

火災感知器① 

水平方向 3.50 7.0 

鉛直方向 2.60 4.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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火災感知器① 

 

 

側面 

（短辺方向） 

 

正面 

（長辺方向） 

 

基礎ボルト 

天井 天井 

ｍ１・g 

ℓ11 ℓ21 ℓ11 ℓ21 

ｈ１ 

 

転倒方向 転倒方向 
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【火災感知器②の耐震性についての計算結果】 

2. 設計基準対象施設 

2.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

火災感知器② C 

Ｂ－ディーゼル燃料 

貯蔵タンク格納槽＊1 

EL 18.3＊3
 

Ｂ－ディーゼル燃料 

貯蔵タンク格納槽＊2 

EL 15.3＊3
 

0.020以下 0.020以下 － － ＣＨ＝3.57＊4
 ＣＶ＝4.29＊4

 40 

注記＊1：最も水平方向設計震度が大きい据付場所における基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用いる。 

＊2：最も鉛直方向設計震度が大きい据付場所における基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用いる。 

＊3：基準床レベルを示す。 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
4 100 

6 
（M6） 

28.27 4 
235 

(16mm＜径≦40mm) 
400 

 

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊

 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
⚹
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

55 55 1 
－ 280 － 長辺方向転倒 

55 55 1 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 231.1 － 140.0 

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SWRCH8A 

引張 － － σｂ１＝9 ƒｔｓ１＝168＊ 

せん断 － － τｂ１＝2 ƒｓｂ１＝128 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

火災感知器② 

水平方向 2.97 7.0 

鉛直方向 3.57 4.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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火災感知器② 

 

 

 

 

 

 

正面 

（長辺方向） 

 

 

側面 

（短辺方向） 

 

 

ℓ11 

ℓ11 ℓ21 

ℓ21 

ｍ１・g 

ｈ1 

 

天井 

転倒方向 
転倒方向 

基礎ボルト 

天井 
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【火災感知器③の耐震性についての計算結果】 

3. 設計基準対象施設 

3.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

火災感知器③ C 

ガスタービン 

発電機建物＊1 

EL 54.5 

（EL 61.5＊3） 

原子炉建物＊2 

EL 42.8 

（EL 51.7＊3） 
0.020以下 0.020以下 － － ＣＨ＝3.72＊4

 ＣＶ＝2.46＊4
 40 

注記＊1：最も水平方向設計震度が大きい据付場所における基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用いる。 

＊2：最も鉛直方向設計震度が大きい据付場所における基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用いる。 

＊3：基準床レベルを示す。 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

 

3.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
7 253 

8 
（M8） 

50.27 4 
235 

(16mm＜径≦40mm) 
400 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
2 87 

5 
（M5） 

19.63 4 205 520 

 

部材 
aｉ＊ 

(mm) 

bｉ＊ 

(mm) 

３ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆＶｉ＊

 ｎｆＨｉ＊
 Ｆｉ (MPa) Ｆｉ

⚹
 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

76 76 84.50 2 2 
－ 280 － 正面方向転倒 

76 76 84.50 2 － 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

69.9 69.9 34.95 2 2 
－ 205 － 正面方向転倒 

69.9 69.9 34.95 2 － 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。  
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3.3 計算数値 

3.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 820.4 － 348.7 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 87.64 － 99.64 

 

3.4 結論 

3.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SWRCH8A 

引張 － － σｂ１＝17 ƒｔｓ１＝168＊ 

せん断 － － τｂ１＝2 ƒｓｂ１＝128 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SUS304 

引張 － － σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝153＊ 

せん断 － － τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝117 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

3.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

火災感知器③ 

水平方向 3.11 6.0 

鉛直方向 2.06 3.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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火災感知器③ 

 

 

    

正面 

（長辺方向） 

 

 

側面 

（短辺方向） 

正面 

（長辺方向） 

 

側面 

（短辺方向） 

 

転倒方向 

 
ℓa1 

ℓb1 

ℓ31 

ｍ１・g 

ｈ
１
 

 

ｍ１・g 

転倒方向 

 

転倒方向 

取付ボルト 基礎ボルト 

ℓa1 

ℓ
b
1
 

ℓ
3
1
 

ｍ2・g ｍ2・g 

転倒方向 

 

壁 壁 

壁 壁 

ｈ
2 
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【火災感知器④の耐震性についての計算結果】 

4. 設計基準対象施設 

4.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

火災感知器④ C 

原子炉建物＊1 

EL 15.3 

（EL 23.8＊2） 

0.020以下 0.020以下 － － ＣＨ＝1.73＊3
 ＣＶ＝2.07＊3

 40 

注記＊1：最も設計震度が大きい据付場所における基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用いる。 

＊2：基準床レベルを示す。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

 

4.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
11 195 

8 
（M8） 

50.27 4 
235 

(16mm＜径≦40mm) 
400 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
3 95 

6 
（M6） 

28.27 4 
235 

(16mm＜径≦40mm) 
400 

 

部材 
aｉ＊ 

(mm) 

bｉ＊ 

(mm) 

３ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆＶｉ＊

 ｎｆＨｉ＊
 Ｆｉ (MPa) Ｆｉ

⚹
 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

255 180 90 2 2 
－ 280 － 側面方向転倒 

255 180 90 2 － 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

275 180 90 2 2 
－ 280 － 側面方向転倒 

275 180 90 2 － 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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4.3 計算数値 

4.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 250.7 － 380.1 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 36.56 － 103.7 

 

4.4 結論 

4.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SWRCH8A 

引張 － － σｂ１＝5 ƒｔｓ１＝168＊ 

せん断 － － τｂ１＝2 ƒｓｂ１＝128 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 － － σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 － － τｂ２＝1 ƒｓｂ２＝160 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

4.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

火災感知器④ 

水平方向 1.44 6.0 

鉛直方向 1.73 3.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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火災感知器④ 

 

 

 

 

 

側面 

（短辺方向） 

 

 

正面 

（長辺方向） 

 

 

正面 

（長辺方向） 

 

 

側面 

（短辺方向） 

 

 

基礎ボルト 

壁 

壁 

ℓb2 
ℓb1 

ℓ31 ℓ32 
ｍ１・g 

ｍ２・g 

ℓa1 ℓa2 

転倒方向 

転倒方向 

転倒方向 

転倒方向 

ｈ１ 
ｈ２ 

取付ボルト 

壁 

壁 
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【火災感知器⑤の耐震性についての計算結果】 

5. 設計基準対象施設 

5.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

火災感知器⑤ C 

ガスタービン発電機建物＊1 

EL 54.5 

（EL 61.5＊2） 

0.023 0.020以下 － － ＣＨ＝3.72＊3
 ＣＶ＝1.47＊3

 40 

注記＊1：最も設計震度が大きい据付場所における基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用いる。 

＊2：基準床レベルを示す。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

 

5.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
17 624 

10 
（M10） 

78.54 4 
235 

(16mm＜径≦40mm) 
400 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
8 191 

6 
（M6） 

28.27 4 
235 

(16mm＜径≦40mm) 
400 

 

部材 
aｉ＊ 

(mm) 

bｉ＊ 

(mm) 

３ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆＶｉ＊

 ｎｆＨｉ＊
 Ｆｉ (MPa) Ｆｉ

⚹
 (MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

100 100 285 2 2 
－ 280 － 長辺方向転倒 

100 100 285 2 － 

 

部材 
１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 
ｎｆｉ＊1

 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
⚹
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

48 48 2 
－ 280 － 長辺方向転倒 

202 258 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。  
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5.3 計算数値 

5.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓ
ｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 3.220×103 － 744.4 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 847.2 － 291.8 

 

5.4 結論 

5.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SWRCH8A 

引張 － － σｂ１＝42 ƒｔｓ１＝168＊ 

せん断 － － τｂ１＝3 ƒｓｂ１＝128 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 － － σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 － － τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝160 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

5.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

火災感知器⑤ 

水平方向 3.11 7.3 

鉛直方向 1.22 1.6 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-別添 1-2-1 R0E 

27 

火災感知器⑤ 

 

 

 

壁 壁 

壁 壁 

ｈ１ 

ｈ２ 

ℓb1 

ℓ31 

ℓa1 

ℓ22 ℓ12 

ℓ12 

ℓ22 

転倒方向 

正面 

（長辺方向） 

 

側面 

（短辺方向） 

 

転倒方向 

 
転倒方向 

 

正面 

（長辺方向） 

 

 

側面 

（短辺方向） 

 

転倒方向 

 

ｍ１・g 

ｍ２・g 

取付ボルト 基礎ボルト 
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1. 概要 

  本計算書は，Ⅵ-2-別添 1-1「火災防護設備の耐震計算の基本方針」（以下「Ⅵ-2-別添 1-1」と

いう。）にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，管及び支持構造物が設計

用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。 

 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデ

ル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値 (以下「裕

度」という。) が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す

る。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を 4.2.3に記載する。 

(2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとに反力が最大となる支持点の評価結

果を代表として記載する。 

(3) 耐震評価 

消火配管のうち，ケーブルトレイ消火設備については、基準地震動Ｓｓによる耐震性を有し

ていることを消火配管設置位置での加速度と加振台の最大加速度との比較による評価する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

記 号 内 容 

(太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

(太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

(細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

計算書記載範囲の管 

  (破線） 工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

のうち他系統の管であって，系統の概略を示すために

表記する管 

 鳥瞰図番号（代表モデル） 

 鳥瞰図番号（代表モデル以外） 

 アンカ 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

  クラス１管 

  クラス２管 

  クラス３管 

  クラス４管 

  重大事故等クラス２管 

  重大事故等クラス３管 

  重大事故等クラス２管であってクラス１管 

 重大事故等クラス２管であってクラス２管 

 重大事故等クラス２管であってクラス３管 

  重大事故等クラス２管であってクラス４管 

 

キャップ 

 ハロン容器 
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2.2 鳥瞰図 

    評価結果記載の解析モデル図を添付する。鳥瞰図に示す記号例を下表に示す。 

 

 

  

記   号 内    容 

 

   （太線） 工事計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設 

 計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。） 

   （細線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

範囲の管 

   （破線） 
工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち，他

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

 質点 

 
アンカ 

 

 レストレイント（斜め拘束の場合） 

 

 スナッバ 

 

スナッバ（斜め拘束の場合） 

 

 ハンガ 

 

リジットハンガ 

 

 
拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（ * は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，      内に変

位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による変

位量のみを記載する。） 

 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。 
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3. 計算条件

3.1 計算方法 

 管の構造強度評価は，Ⅵ-2-別添 1-1に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，「ＭＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確

認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1 
設備分類 

機器等 

の区分 

耐震重要度 

分類 
荷重の組合せ＊2, ＊3 

許容応力 

状態 

その他発電用原

子炉の附属施設 
火災防護設備 消火系 ＤＢ ― クラス３管 Ｃ 

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅣＡＳ

ⅡＬ＋Ｓｓ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設を示す。 

  ＊2：運転状態の添字Ｌは荷重が作用している状態を示す。 

  ＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

3.3 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥  瞰  図 R-F1(L) 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

(MPa) 
最高使用温度 

(℃) 
外径 
(mm) 

厚さ 
(mm) 

材料 
耐震重要度 

分類 
縦弾性係数 

(MPa) 

1 501～ 201 5.20 40 34.0 3.4 STPG370 Ｃ 202000

2 202～ 402 5.20 40 27.2 2.9 STPG370 Ｃ 202000
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配管の付加質量 

鳥  瞰  図 R-F1(L)

質量 対応する評価点 

－ － 

フランジ部等の質量

鳥  瞰  図 R-F1(L)

質量 対応する評価点 

501, 502, 503 

弁部の質量 

鳥  瞰  図 R-F1(L)

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

－ － － － 

弁部の寸法 

鳥  瞰  図 R-F1(L)

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

－ － － － 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥  瞰  図 R-F1(L) 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

801 

802 

803 

804 

805 

806 

807 

808 

809 

810 

811 

812 

813 
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3.4 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

3.5 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトルを下 

表に示す。 

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き設定したものを用いる。減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数

を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定したものを用い

る。 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ 

STPG370 40 ― 215 370 ― 

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 
減衰定数 

(%) 

等価繰り返し回数 

Ｓｄ Ｓｓ 

R-F1(L) 原子炉建物 

EL 15.3m 0.5 ― ― 

EL 10.1m 0.5 ― ― 

EL 8.8m 0.5 ― ― 
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4． 解析結果及び評価 

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥  瞰  図 R-F1(L) 

注記＊1：固有周期が 0.050ｓ以上のモードを示す。 0.020ｓ以上 0.050ｓ未満のモードに対しては，

最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が 0.050s未満であ

る場合は，１次モードのみを示す。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上

回る設計用床応答スペクトルより得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊4：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

各モードに対応する刺激係数 

鳥  瞰  図 R-F1(L)

注記＊：刺激係数はモードベクトルの最大値を１として正規化して算出した値を示す。 

代表的振動モード図 

振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図示し，次

頁以降に示す。 

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ 

モード＊1
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 応答鉛直震度＊2 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1次 0.060 8.37 12.19 11.51 

2次 0.054 6.41  9.81  7.57 

動的震度＊3，＊4 1.73  1.74  1.58 

モード
固 有 周 期    

（s） 

刺  激  係  数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1次 0.060  0.003 -1.324 -0.019

2次 0.054  0.984 -0.006 -0.075
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Ｒ－Ｆ１（Ｌ） 鳥瞰図 

代表的振動モード図（1次） 
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Ｒ－Ｆ１（Ｌ） 鳥瞰図 

代表的振動モード図（2次） 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス２以下の管

許容応力 

状態 
最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大応力 

評価点 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
疲労累積係数 

ⅣＡＳ

一次応力(0.9・Ｓｕ) R-F1(L) 1 159 333 ― 

一次＋二次応力(2・Ｓｙ) R-F1(L) 1 292 430 ― 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

荷重評価結果 

計算荷重 

(kN) 

許容荷重(kN) 

一次評価＊1 二次評価＊2 

― ― ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価 

  ＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で 

     新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。 

 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(kN) モーメント(kN･m) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

PS-005 レストレイント Ｕボルト SS400 40 1 0 1 ― ― ― 組合せ 63 258 
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4.2.3 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を

記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

クラス２以下の管

No 鳥瞰図番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

疲労 

累積 

係数 

代表 

1 R-A1,D1,D2-1 2001 33 468 14.18 ― 2001 28 410 14.64 ― ― ― ― 

2 R-A1,D1,D2-2 225 40 468 11.70 ― 225 39 410 10.51 ― ― ― ― 

3 R-B1,B2,B4,B5,B6 2011 49 468 9.55 ― 2011 57 410 7.19 ― ― ― ― 

4 R-C1,C2,C3,C5,C7,C8 24 67 468 6.98 ― 24 88 410 4.65 ― ― ― ― 

5 R-E1,E2,E3,E4,E5,E7 4001 146 468 3.20 ― 4001 246 410 1.66 ― ― ― ― 

6 R-F1,F2 21 51 468 9.17 ― 24 61 410 6.72 ― ― ― ― 

7 R-G1,G2,G3,G4,G6-1 4071 56 468 8.35 ― 4071 55 410 7.45 ― ― ― ― 

8 R-G1,G2,G3,G4,G6-2 8126 31 468 15.09 ― 8126 15 410 27.33 ― ― ― ― 

9 R-G1,G2,G3,G4,G6-3 436 39 468 12.00 ― 436 19 410 21.57 ― ― ― ― 

10 R-G1,G2,G3,G4,G6-4 6010 27 468 17.33 ― 6010 11 410 37.27 ― ― ― ― 

11 R-I1 9 41 468 11.41 ― 9 51 410 8.03 ― ― ― ― 

12 R-U1,U3,Z1-1 2022 36 468 13.00 ― 2022 32 410 12.81 ― ― ― ― 

13 R-U1,U3,Z1-2 8903 22 333 15.13 ― 30 17 410 24.11 ― ― ― ― 
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No 鳥瞰図番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

疲労 

累積 

係数 

代表 

14 R-U1,U3,Z1-3 213 79 468 5.92  ― 8504 228 410 1.79  ― ― ― ― 

15 R-U1,U3,Z1-4 8159 33 468 14.18  ― 8159 26 410 15.76  ― ― ― ― 

16 R-U1,U3,Z1-5 621 88 468 5.31  ― 8008 213 410 1.92  ― ― ― ― 

17 R-H1-1-1 2001 32 468 14.62  ― 2001 25 410 16.40  ― ― ― ― 

18 R-J1-1 2 32 468 14.62  ― 2 26 410 15.76  ― ― ― ― 

19 R-J1-2 4021 35 468 13.37  ― 4021 19 410 21.57  ― ― ― ― 

20 R-J1-3 83 30 468 15.60  ― 83 9 410 45.55  ― ― ― ― 

21 R-J1-4 74 34 468 13.76  ― 74 17 410 24.11  ― ― ― ― 

22 R-J1-5 8021 41 468 11.41  ― 8021 30 410 13.66  ― ― ― ― 

23 R-J1-6 6003 33 468 14.18  ― 6002 12 410 34.16  ― ― ― ― 

24 R-J1,J10-1 6001 22 468 21.27  ― 6001 4 410 102.50  ― ― ― ― 

25 R-J1-7 8001 28 468 16.71  ― 8001 5 410 82.00  ― ― ― ― 

26 R-J1-10 601 25 468 18.72  ― 601 7 410 58.57  ― ― ― ― 

27 R-J1,J10-2 6001 26 468 18.00  ― 6001 2 410 205.00  ― ― ― ― 

28 R-J1,J10-3 174 46 468 10.17  ― 174 30 410 13.66  ― ― ― ― 

29 R-J1,J10-4 222 44 468 10.63  ― 222 29 410 14.13  ― ― ― ― 

30 R-J1,J10-5 2162 47 468 9.95  ― 2162 41 410 10.00  ― ― ― ― 

31 R-J1,J10-6 260 54 468 8.66  ― 260 49 410 8.36  ― ― ― ― 
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No 鳥瞰図番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

疲労 

累積 

係数 

代表 

32 R-J1-11 8001 24 468 19.50  ― 8001 4 410 102.50  ― ― ― ― 

33 R-J1-13 2001 39 468  12.00  ― 2001 38 410 10.78  ― ― ― ― 

34 R-J1-14 2021 51 468 9.17  ― 2021 59 410 6.94  ― ― ― ― 

35 R-J1-15 4021 57 468 8.21  ― 4021 62 410 6.61  ― ― ― ― 

36 R-J1-16 232 52 468 9.00  ― 232 54 410 7.59  ― ― ― ― 

37 R-J1-17 2091 41 468 11.41  ― 2091 43 410 9.53  ― ― ― ― 

38 R-J1-18 2111 69 468 6.78  ― 2111 99 410 4.14  ― ― ― ― 

39 R-J1-19 4081 45 468 10.40  ― 4081 40 410 10.25  ― ― ― ― 

40 R-J1-20 2141 58 468 8.06  ― 2141 76 410 5.39  ― ― ― ― 

41 R-J1-21 2181 67 468 6.98  ― 2181 95 410 4.31  ― ― ― ― 

42 R-J1-22 1142 49 468 9.55  ― 1142 51 410 8.03  ― ― ― ― 

43 R-J1-23 8001 22 468 21.27  ― 8001 2 410 205.00  ― ― ― ― 

44 R-J1-24 8008 34 468 13.76  ― 11 24 410 17.08  ― ― ― ― 

45 R-J1-25 8001 26 468 18.00  ― 8001 2 410 205.00  ― ― ― ― 

46 R-J1-26 8087 33 468 14.18  ― 8087 16 410 25.62  ― ― ― ― 

47 R-J1-27 8160 34 468 13.76  ― 8160 18 410 22.77  ― ― ― ― 

48 R-K1,K2,K3 278 47 468 9.95  ― 278 61 410 6.72  ― ― ― ― 

49 R-L1-1 8003 40 468 11.70  ― 8003 38 410 10.78  ― ― ― ― 
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No 鳥瞰図番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

疲労 

累積 

係数 

代表 

50 R-M1,M2,M3,M4,M6 8162 59 468 7.93  ― 8162 85 410 4.82  ― ― ― ― 

51 R-N1,N6,N7,N8 857 144 468 3.25  ― 857 236 410 1.73  ― ― ― ― 

52 R-O2 3 40 468 11.70  ― 3 37 410 11.08  ― ― ― ― 

53 R-P1,P2,P3,P4-1 176 61 468 7.67  ― 176 81 410 5.06  ― ― ― ― 

54 R-X1 3 41 468 11.41  ― 3 53 410 7.73  ― ― ― ― 

55 R-Y1 6 36 468 13.00  ― 3 44 410 9.31  ― ― ― ― 

56 R-Q2,Q3,Q4,Q5,Q6 326 77 468 6.07  ― 326 127 410 3.22  ― ― ― ― 

57 R-R3 3 41 468 11.41  ― 3 47 410 8.72  ― ― ― ― 

58 R-S1 5 34 468 13.76  ― 8025 26 410 15.76  ― ― ― ― 

59 R-T1,T2,T5,T6,T8 4031 57 468 8.21  ― 2011 72 410 5.69  ― ― ― ― 

60 R-W1,W2 4021 79 468 5.92  ― 4021 95 410 4.31  ― ― ― ― 

61 T-A1,A2-1 4031 46 468 10.17  ― 44 60 410 6.83  ― ― ― ― 

62 T-B1,B2,B3 2181 45 468 10.40  ― 2162 50 410 8.20  ― ― ― ― 

63 T-C1,C2,C3,C4-1 4031 66 468 7.09  ― 4031 90 410 4.55  ― ― ― ― 

64 T-D1,D2 4011 59 468 7.93  ― 4011 69 410 5.94  ― ― ― ― 

65 T-F1 8006 35 468 13.37  ― 8003 22 410 18.63  ― ― ― ― 

66 T-I1 8003 52 468 9.00  ― 8003 66 410 6.21  ― ― ― ― 

67 RW-A1,A2,A3,A4 6008 41 468 11.41  ― 6003 46 410 8.91  ― ― ― ― 
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No 鳥瞰図番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

疲労 

累積 

係数 

代表 

68 RW-B2,B3,B4,B5,B6, 

B7,B8,B9,B10 
213 60 468 7.80  ― 213 92 410 4.45  ― ― ― ― 

69 RW-C1-1 8009 58 468 8.06  ― 8009 66 410 6.21  ― ― ― ― 

70 RW-C1-2 304 65 468 7.20  ― 304 85 410 4.82  ― ― ― ― 

71 RW-I1 9 35 468 13.37  ― 9 36 410 11.38  ― ― ― ― 

72 RW-K1 3 39 468 12.00  ― 3 37 410 11.08  ― ― ― ― 

73 RW-E1 3 30 468 15.60  ― 3 25 410 16.40  ― ― ― ― 

74 RW-L1,L2,L3 184 71 468 6.59  ― 184 105 410 3.90  ― ― ― ― 

75 C-A1 3 60 468 7.80  ― 3 85 410 4.82  ― ― ― ― 

76 LOT-A1,A2-1 4011 47 468 9.95  ― 4011 53 410 7.73  ― ― ― ― 

77 LOT-A1,A2-2-1 62 53 468 8.83  ― 62 76 410 5.39  ― ― ― ― 

78 LOT-A1,A2-3 98 89 468 5.25  ― 98 143 410 2.86  ― ― ― ― 

79 K-1F-001,002,003-1 4021 86 468 5.44  ― 4021 126 410 3.25  ― ― ― ― 

80 K-1F-001,002,003-2 217 48 468 9.75  ― 217 68 410 6.02  ― ― ― ― 

81 C-B1(L),B2(L)-2 4101 65 468 7.20  ― 4101 86 410 4.76  ― ― ― ― 

82 R-A1(L),A2(L)-1 8505 119 333 2.79  ― 8505 193 430 2.22  ― ― ― ― 

83 R-B1(L),C1(L)-1 8608 127 333 2.62  ― 8608 196 430 2.19  ― ― ― ― 
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No 鳥瞰図番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 評価点 

疲労 

累積 

係数 

代表 

84 R-B1(L),C1(L)-2 700 135 333 2.46  ― 700 228 430 1.88  ― ― ― ― 

85 R-D1(L) 8509 133 333 2.50  ― 8509 224 430 1.91  ― ― ― ― 

86 R-E1(L)-1 2502 110 333 3.02  ― 2502 180 430 2.38  ― ― ― ― 

87 R-F1(L) 1 159 333 2.09  ○ 1 292 430 1.47  ○ ― ― ― 

88 RW-A1(L),A2(L)-1 2021 49 333 6.79  ― 2021 62 430 6.93  ― ― ― ― 

89 G-A1 8030 134 468 3.49  ― 8030 241 410 1.70  ― ― ― ― 

90 G-A2 676 118 468 3.96  ― 676 195 410 2.10  ― ― ― ― 

91 G-A3 39 90 468 5.20  ― 36 137 410 2.99  ― ― ― ― 

92 G-A4 28 110 468 4.25  ― 28 179 410 2.29  ― ― ― ― 

93 G-A5 7 92 468 5.08  ― 7 142 410 2.88  ― ― ― ― 

94 G-A6 7 35 468 13.37  ― 7 26 410 15.76  ― ― ― ― 

95 G-B1 54 149 468 3.14  ― 54 262 410 1.56  ― ― ― ― 

96 G-B2 8014 106 468 4.41  ― 8014 180 410 2.27  ― ― ― ― 

97 G-B3 25 136 468 3.44  ― 25 233 410 1.75  ― ― ― ― 

98 G-B4 8004 46 468 10.17  ― 8004 41 410 10.00  ― ― ― ― 

99 G-B5 617 75 468 6.24  ― 617 106 410 3.86  ― ― ― ― 

100 G-B6 7 35 468 13.37  ― 7 26 410 15.76  ― ― ― ― 
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4.2.4 ケーブルトレイ消火設備耐震評価結果 

設置位置での加速度と加振台の最大加速度 

 設置位置での加速度 加振台の最大加速度 

消火配管 

（原子炉建物*1 

EL 42.8m） 

水平方向 2.93*2 5.0 

鉛直方向 2.06*2 3.0 

注記*1：消火配管は建物壁に設置されるため、評価対象フロアの上下階のうち、いずれか大きい方の基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を用い

る。 

*2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 
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Ⅵ-2-別添 1-4 火災防護設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ 
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1. 概要 

 本資料は，Ⅵ-2-別添 1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「Ⅵ-2-別添 1-1」という。）

にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，火災防護設備ついて設計用地震力

に対して十分な構造強度及び電気的機能及び動的機能を有することを確認するため，動的地震力

の水平２方向及び鉛直方向の組合せに関する影響評価について説明するものである。 

 

2. 影響評価 

2.1 基本方針 

火災防護設備に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，

Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配

管系」の評価方針及び評価方法を踏まえて，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

2.2 評価条件及び評価方法 

Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設

における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」を踏まえて，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法における水平

１方向及び鉛直方向地震力の組み合わせた耐震計算（以下「従来の計算」という。）に対して，

設備の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるもの

を抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。影響評価フローを図2－1に示す。 

 

（１） 評価対象となる設備の整理 

火災防護設備のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその機能が維持でき

ることを確認する設備を評価対象とする。（図2－1①） 

 

（２） 構造上の特徴による抽出 

構造上の特徴から水平２方向の地震力が重畳する観点，若しくは応答軸方向以外

の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力に

よる影響の可能性がある設備を抽出する。（図2－1②） 

 

（３） 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方向の地震

力が各方向１：１で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平

１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念され

る設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，機器・配管系への影響

の可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性へ
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の影響が懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さ

い設備（部位）を対象とする。（図2－1③） 

 

（４） 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

（３)の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有する耐震性への影響

を検討する。（図2－1④） 
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図 2－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した影響評価フロー  

従来の設計手法で水平２方向及

び鉛直方向地震力は対応可能 

① 評価対象となる設備の整理 

水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮し

た発生荷重等を用いた検討 

②構造上，水平２方向及び鉛直方向地震

力の影響の可能性がある設備か 

③水平２方向及び鉛直方向地震力を考

慮した発生値が従来の発生値と比べて

影響があるか 

④水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響評価（水平２方向及び鉛直方向

地震力に対し，耐震性を有していること

への影響があるか） 

 

従来の設計手法に加えて更なる

設計上の配慮が必要な設備 

建物・構築物及び屋外

重要土木構築物の検討

による機器・配管系へ

の影響検討結果 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 
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3. 評価結果 

3.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備を表 3－1 に示す。VI-2-1-8「水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価設備（部

位）の抽出方法を踏まえ，評価対象設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から，水

平２方向の地震力による影響を以下の項目により検討し，影響の可能性がある設備の抽出結果

を表 3－2に示す。 

 

(1)  水平２方向の地震力が重畳する観点 

評価対象設備は，水平１方向の地震に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重畳した

場合，水平２方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要

となる可能性があるものとして抽出した。 

 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じる可能

性がある設備を抽出した。 

 

(3) 水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び鉛直方向地震力の増分の観点 

(1)及び(2)にて影響の可能性がある設備について，水平２方向の地震力が各方向１：１

で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の計算による発生値と比較し，

その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出した。 

 

3.2 建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討による機器・配管系への影響の検討結果 

建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討において，火災防護設備への影響を検討した結

果，耐震性への影響が懸念されるものは抽出されなかった。 

 

3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 3－2 にて抽出された設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力をⅥ-2-1-8「水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の方法にて

算出した。 

 

3.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

「3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価」の影響評価条件にて算出した

発生値に対して，設備が有する耐震性への影響を評価した。影響評価結果を表 3－3に示す。 
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3.5 まとめ 

火災防護設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力を想定した場合でも火災防護設備が

有する耐震性への影響がないことを確認したため，従来の水平１方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる設計手法に加えて更なる設計上の配慮が必要な設備はない。 

 

 

表 3－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備 

設備名称 評価部位 

火災感知器 
基礎ボルト 

取付ボルト 

火災受信機盤 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ボンベラック 
ボンベラック部材 

基礎ボルト 

選択弁 
選択弁ラック部材 

基礎ボルト 

制御盤（全域ガス消火設備） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

消火配管 消火配管 
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 表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（1/4） 

(1) 構造強度評価 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)水平２方向の地震

力が重畳する観点（以下

「重畳の観点」という。） 

 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)水平方向とその直

交方向が相関する振動モ

ード（ねじれ振動等）が生

じる観点（以下「ねじれ振

動等の観点」という。） 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)水平１方向及び鉛

直方向地震力に対する水

平２方向及び鉛直方向地

震力の増分の観点（以下

「増分の観点」という。） 

〇：影響あり 

―：該当なし 

抽出結果 

火災感知器 

△ 

(基礎ボルト） 

一次応力（引張）＊ 

× ― 
火災感知器は，従来評価にて水平２方向

及び鉛直方向地震力を考慮済みである。 

火災受信機盤 

△ 

(基礎ボルト） 

一次応力（引張）＊ 

× ― 

火災受信機盤は，従来評価にて水平２方

向及び鉛直方向地震力を考慮済みであ

る。 

ボンベラック 

△ 

(ボンベラック部材） 

一次応力（組合せ）＊ 

× ― 

ボンベラックは，従来評価にて水平２方

向及び鉛直方向地震力を考慮済みであ

る。 

選択弁 

（選択弁ラック） 

△ 

(選択弁ラック部材） 

一次応力（組合せ）＊ 

× ― 

選択弁ラックは，従来評価にて水平２方

向及び鉛直方向地震力を考慮済みであ

る。 

注記＊：VI-2-別添 1-2-1～2，VI-2-別添 1-3-1～4の各耐震計算書のうち，評価上厳しい応力を記載する。 
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 表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（2/4） 

(1) 構造強度評価（続き） 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)水平２方向の地震

力が重畳する観点（以下

「重畳の観点」という。） 

 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)水平方向とその直

交方向が相関する振動モ

ード（ねじれ振動等）が生

じる観点（以下「ねじれ振

動等の観点」という。） 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)水平１方向及び鉛

直方向地震力に対する水

平２方向及び鉛直方向地

震力の増分の観点（以下

「増分の観点」という。） 

〇：影響あり 

―：該当なし 

抽出結果 

制御盤（全域ガス消

火設備） 

△ 

(基礎ボルト） 

一次応力（引張）＊ 

× ― 

制御盤（全域ガス消火設備）は，従来評

価にて水平２方向及び鉛直方向地震力

を考慮済みである。 

消 

火 

配 

管 

ハロン 

消火配管 

△ 

(配管本体） 

一次+二次応力＊ 

〇 ― 

ハロン消火配管は，従来評価にて水平２

方向及び鉛直方向地震力を考慮済であ

る。 

配管系は，三次元モデルを用いた解析に

より，従来評価よりねじれモードを考慮

した耐震評価を実施しているため，水平

方向とその直交方向が相関する振動モ

ードによる影響は考慮済みである。 

ケーブルトレイ 

消火配管 

〇 

(配管本体） 
〇 〇 影響評価結果は表 3－3を参照。 

注記＊：VI-2-別添 1-2-1～2，VI-2-別添 1-3-1～4の各耐震計算書のうち，評価上厳しい応力を記載する。  
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 表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（3/4） 

(2) 機能維持評価 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)重畳の観点 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)ねじれ振動等

の観点 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)増分の観点 

 

〇：影響あり 

―：該当なし 

検討結果 

火災感知器 △ × ― 
火災感知器は，従来評価にて水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮済みである。 

火災受信機盤 △ × ― 

盤内に取付けられている電気品は，基本的に一次元的

な接点の ON-OFF に関わる比較的単純な構造をしてい

る。加えて，基本的には全て梁，扉等の強度部材に強

固に固定されているため，器具の非線形応答はないと

考えられる。したがって，電気品は水平１方向の地震

力を負担し，他の水平方向の地震力は負担しないた

め，水平２方向入力の影響は軽微である。 
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 表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力による構造強度評価結果（4/4） 

(2) 機能維持評価（続き） 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)重畳の観点 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)ねじれ振動等

の観点 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)増分の観点 

 

〇：影響あり 

―：該当なし 

検討結果 

容器弁 △ × ― 
容器弁は，従来評価にて水平２方向及び鉛直方向地震

力を考慮済みである。 

選択弁 △ 〇 ― 

選択弁は，従来評価にて水平２方向及び鉛直方向地震

力を考慮済みである。 

選択弁は配管系の三次元モデルを用いた解析により，

従来評価よりねじれモードを考慮した耐震評価を実

施しているため，水平方向とその直交方向が相関する

振動モードによる影響は考慮済みである。 

制御盤（全域ガ

ス消火設備） 
△ × ― 

盤内に取付けられている電気品は，基本的に一次元的

な接点の ON-OFF に関わる比較的単純な構造をしてい

る。加えて，基本的には全て梁，扉等の強度部材に強

固に固定されているため，器具の非線形応答はないと

考えられる。したがって，電気品は水平１方向の地震

力を負担し，他の水平方向の地震力は負担しないた

め，水平２方向入力の影響は軽微である。 
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表 3－3 水平２方向及び鉛直方向地震力の構造強度評価結果 

(1) 構造強度評価 

(×9.8m/s2) 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

加速度 

評価部位 
設置位置 

水平方向加速度 

１方向入力 

発生加速度 ２方向想定 

発生加速度 

影響確認済 

加速度 
判定 

NS方向 EW方向 

消 

火 

配 

管 

ケーブルトレイ 

消火配管 
配管本体 

原子炉建物＊１ 

EL 42.8m 
2.27 2.40 3.40＊２ 5.0 〇 

発生加速度はすべて影響確認済加速度以下とする。 

注記＊１：機器の設置位置のうち最も加速度が大きい階の基準値振動Ｓｓにより定める応答加速度を用いる。 

＊２：「１方向入力発生加速度」のうち大きいものに対して，√２を乗じたものを記載している。 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」の「2. 耐震評価の基本

方針」に基づき，溢水源となり得る流体を内包する機器のうち溢水源として設定しない機器（以

下「Ｂ，Ｃクラス機器」という。）が，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，十分な耐震性を有

することを説明するものである。その耐震評価は，応力評価により行う。 

Ｂ，Ｃクラス機器は，設計基準対象施設においてはＢクラス施設又はＣクラス施設に分類され

る。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

2. 機器・配管系の評価

2.1 一般事項 

2.1.1 配置概要 

Ｂ，Ｃクラス機器は，原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物，制御室建物，取水

槽，ガスタービン発電機建物及び屋外に設置する。各機器の具体的な設置建物及び設置

高さは，表 2.3－1に示し，据付場所及び床面高さに応じた評価を行う。 

2.1.2 構造計画 

Ｂ，Ｃクラス機器のうち，熱交換器等（以下「容器類」という。），ポンプ（以下「ポン

プ類」という。），配管，弁及び支持構造物の構造は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法」を適用できる構造である。 

2.1.3 評価方針 

Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方

針」の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.2 許容限界」にて設定している荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，Ｂ，Ｃクラス機器の評価対象部位に作用する

応力が許容限界内にあることを，「2.3 地震応答解析及び構造強度評価」に示す方法に

より計算し，「2.4 評価結果」にて確認する。 

Ｂ，Ｃクラス機器の容器類，ポンプ類，配管，弁及び支持構造物については，Ⅵ-2-1-

14「機器・配管系の計算書作成の方法」にて示している構造と同様であることから，Ⅵ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に示している各機器の許容応力状態ⅣＡＳにおける荷重の

組合せを踏まえて，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」等の評価式及び解析

方法を用いて評価する。 

2.1.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 
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(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ ＳＮＣ１－2005/2007

（（社）日本機械学会，2005/2007） 

(5) 機械工学便覧（（社）日本機械学会）

(6) 日本産業規格（ＪＩＳ）

2.2 評価部位 

Ｂ，Ｃクラス機器のうち，容器類及びポンプ類については，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計

算書作成の方法」等により，胴板，脚，支持構造物及びボルト等を評価部位とする。 

配管，弁及び支持構造物については，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」によ

り配管，弁及び支持構造物を評価部位とする。 

評価結果は，発生応力と許容応力を踏まえ，評価上厳しい箇所の結果について記載する。 

2.3 地震応答解析及び構造強度評価 

2.3.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震応答解析方法

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定す

る。 

Ｂ，Ｃクラス機器の地震応答解析は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の

方針」の「4.1 地震応答解析」にて設定している評価方針に従い実施する。なお，図 2.3

－1(1)～(3)に３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンク

（以下「屋外タンク」という。）の地震応答解析に用いた解析モデル図について３号復水

貯蔵タンクを代表で示す。 

表 2.3－1にＢ，Ｃクラス容器類及びポンプ類の設計震度を示す。 
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表 2.3－1 Ｂ，Ｃクラス容器類及びポンプ類の設計震度 

注記＊：地震応答解析に基づく断面力を用いて応力評価を実施することから算出は不要 

評価対象設備 据付場所 
床面高さ 

EL(m) 

設計震度 固有周期(s) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

再循環ポンプ MGセット空気

冷却器（電動機用） 
原子炉建物 15.3 3.17 1.50 

0.05 

以下

0.05 

以下

再循環ポンプ MGセット空気

冷却器（発電機用） 
原子炉建物 15.3 1.10 1.16 

0.05 

以下

0.05 

以下

再循環ポンプ MGセット油冷

却器 
原子炉建物 15.3 1.10 1.16 

0.05 

以下

0.05 

以下

再循環ポンプ MGセット室冷

却機 
原子炉建物 15.3 3.17 1.50 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

原子炉浄化循環ポンプ 原子炉建物 23.8 3.00 1.95 
0.05 

以下 

0.05 

以下 

原子炉浄化ろ過脱塩 

装置ホールディングポンプ 
原子炉建物 30.5 3.61 2.23 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

復水輸送ポンプ 原子炉建物 8.8 2.13 0.99 
0.05 

以下 

0.05 

以下 

原子炉浄化補助ポンプ 原子炉建物 8.8 2.13 0.99 
0.05 

以下 

0.05 

以下 

制御棒駆動水圧ポンプ油冷

却器 
原子炉建物 8.8 1.06 0.77 

0.05 

以下 

0.05 

以下 

CRDポンプ室冷却機 原子炉建物 8.8 1.71 0.77 
0.05 

以下 

0.05 

以下 

RCICポンプ室冷却機 原子炉建物 8.8 1.71 0.77 
0.05 

以下 

0.05 

以下 

３号復水貯蔵タンク 屋外 7.0 解析値 1.00 －＊
0.05 

以下 

３号補助復水貯蔵タンク 屋外 7.0 解析値 1.00 －＊
0.05 

以下 

１号復水貯蔵タンク 屋外 15.0 解析値 1.10 －＊ 
0.05 

以下 
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図 2.3－1(1) ３号復水貯蔵タンク地震応答解析モデル（水平方向（ＮＳ方向）） 

図 2.3－1(2) ３号復水貯蔵タンク地震応答解析モデル（水平方向（ＥＷ方向）） 

単位：m
CST 遮蔽壁

EL 19.195
EL 19.000

EL 17.015
EL 16.700

EL 14.515
EL 14.200

EL 12.015
EL 11.700

EL 9.515
EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

Kθ，Cθ KH，CH

3225

 824.2

 20900

 966.3

 38750

 40400

 71750

1953

613.7

102.9

2852

3187

1007

1498

14520

 593200

22530

 369000

 70230

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

342.2
11200

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

8.390
1233

8.390
1233

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m
2
)せん断断面積（m

2
）

断面二次モーメント（m4）

単位：m
CST 遮蔽壁

EL 19.195
EL 19.000

EL 17.015
EL 16.700

EL 14.515
EL 14.200

EL 12.015
EL 11.700

EL 9.515
EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

Kθ，Cθ KH，CH

1953

613.7

102.9

 593200

 62640

102200

 40400

 824.2

 20900

 38750

 966.3

  22530

3225

1498

 414100

14520

2852

1007

3187

18.17
1095

18.17
1095

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

342.2
13520

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m2)せん断断面積（m2）

断面二次モーメント（m4）
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図 2.3－1(3) ３号復水貯蔵タンク地震応答解析モデル（鉛直方向） 

(2) 構造強度評価方法

Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方

針」の「4.2 耐震評価」にて設定している評価方針を踏まえ，応力評価を実施する。 

Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，「2.2 評価部位」に示す評価部位に対し，「2.3.2 荷

重及び荷重の組合せ」及び「2.3.3 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界を踏まえ，「2.3.4 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

単位：m
遮蔽壁

EL 19.000

EL 16.700

EL 14.200

EL 11.700

EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

KV，CV

 38020

 14520

1498

 824.2

 966.3

1007

1953

7

6

8

9

12

11

10

37.28

2.826

2.826

1.929

1.678

1.823

質点重量（kN)

軸ばね定数（×10
8
kN/m）
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2.3.2 荷重及び荷重の組合せ 

応力評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐

震計算の方針」の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合せ

を用いる。 

(1) 荷重の種類

応力評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。

a. 常時作用する荷重（Ｄ）

常時作用する荷重は，持続的に生じる荷重であり，自重とする。

b. 内圧荷重（ＰＤ）

内圧荷重は，当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重とする。

c. 機械的荷重（ＭＤ）

当該設備に設計上定められた機械的荷重。

d. 地震荷重（Ｓｓ）

地震荷重は，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力とする。

e. 積雪荷重（ＰＳ）

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測され

た観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35を考

慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量

１㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

f. 風荷重（Ｐｋ）

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定する。

(2) 荷重の組合せ

応力評価に用いる荷重の組合せは，各機器の評価部位ごとに設定する。荷重の組合せを

表 2.3－2，表 2.3－3 及び表 2.3－4に示す。なお，ポンプ類の評価部位はボルトのみの

ため，荷重の組合せは表 2.3－4による。 
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表 2.3－2 容器類の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＳ＊＋ＰＫ＊ 胴板 

注記＊：屋外タンクについて考慮する。ただし，３号復水貯蔵タンク及び３号補助復水貯蔵タ

ンクは遮蔽壁が設置されていることから，風荷重は考慮不要とする。

表 2.3－3 配管の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 
配管 

弁 

表 2.3－4 支持構造物の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＳ＊＋Ｐｋ＊ 

脚 

支持構造物 

ボルト等 

注記＊：屋外タンクについて考慮する。ただし，３号復水貯蔵タンク及び３号補助復水貯蔵タ 

ンクは遮蔽壁が設置されていることから，風荷重は考慮不要とする。

2.3.3 許容限界 

Ｂ，Ｃクラス機器の評価の許容限界は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算

の方針」の「3.2 許容限界」にて設定している許容限界に従って，「2.2 評価部位」に

て設定している評価部位ごとに，許容応力状態ⅣＡＳの許容応力を用いる。 

各機器の評価部位ごとの許容限界を表 2.3－5，表 2.3－6 及び表 2.3－7 に，使用材料

及び使用材料の許容応力評価条件を表 2.3－8に示す。 
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表
2.
3－

5 
容
器
類
の
許
容
限
界
 

区
分
 

耐
震
重
要
度

分
類
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1,
 ＊

2  

一
次
一
般
膜
応
力
 

一
次
膜
応
力
＋
 

一
次
曲
げ
応
力
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
＋
 

ピ
ー
ク
応
力
 

容
器
類
 

Ｂ
，
Ｃ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ

＋
Ｐ

Ｓ
＊

4 ＋
Ｐ
ｋ

＊
4  

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

0.
6・

Ｓ
ｕ
 

左
欄
の

1
.
5
倍
の
値
 

＊
3 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
の
み
に
よ
る
疲
労
解
析
を

行
い
，
疲
労
累
積
係
数
が

1
.0

以
下
で
あ
る

こ
と
。
た
だ
し
，
地
震
動
の
み
に
よ
る
一
次
応

力
＋
二
次
応
力
の
変
動
値
が

2・
Ｓ
ｙ
以
下
で

あ
れ
ば
疲
労
解
析
は
不
要
。
 

注
記
＊
1：

座
屈
に
対
す
る
評
価
が
必
要
な
場
合
に
は
，
ク
ラ
ス
Ｍ
Ｃ
容
器
の
座
屈
に
対
す
る
評
価
式
に
よ
る
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

＊
3：

2・
Ｓ
ｙ
を
超
え
る
場
合
は
弾
塑
性
解
析
を
行
う
。
こ
の
場
合
，
設
計
・
建
設
規
格

PV
B-
33
00
（

PV
B-
33
1
3
を
除
く
。
Ｓ
ⅿ
は

2／
3・

Ｓ
ｙ
と
読
み
替
え
る
。）

の
簡
易
弾
塑
性
解
析
を
用
い
る
。
 

＊
4：

屋
外
タ
ン
ク
に
つ
い
て
考
慮
す
る
。
た
だ
し
，
３
号
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
及
び
３
号
補
助
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
は
遮
蔽
壁
が
設
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
風
荷
重
は

考
慮
不
要
と
す
る
。
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表
2
.3
－

6 
配
管
の
許
容
限
界
 

区
分
 

耐
震
重
要
度

分
類
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

一
次
応
力
 

（
曲
げ
応
力
含
む
）
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
＋
 

ピ
ー
ク
応
力
 

配
管
 

Ｂ
，
Ｃ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

0.
6
・
Ｓ
ｕ

＊
1  

左
欄
の

1
.
5
倍
の
値
 

＊
2

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
の
み
に
よ
る
疲
労
解
析

を
行
い
，
疲
労
累
積
係
数
が

1
.
0
以
下
で

あ
る
こ
と
。
た
だ
し
，
地
震
動
の
み
に
よ

る
一
次
応
力
＋
二
次
応
力
の
変
動
値
が

2・

Ｓ
ｙ
以
下
で
あ
れ
ば
疲
労
解
析
は
不
要
。
 

注
記
＊
1：

軸
力
に
よ
る
全
断
面
平
均
応
力
に
つ
い
て
は
，
許
容
応
力
状
態
Ⅲ

Ａ
Ｓ
の
一
次
一
般
膜
応
力
の
許
容
値
の

0.
8
倍
の
値
と
す
る
。

 

＊
2：

2・
Ｓ
ｙ
を
超
え
る
場
合
は
弾
塑
性
解
析
を
行
う
。
こ
の
場
合
，
設
計
・
建
設
規
格

PP
B-
35
36
(1

)，
(
2)
，
(4
)
及
び

(5
)（

た
だ
し
，
Ｓ
ⅿ
は

2／
3
・
Ｓ
ｙ

と
読
み
替
え
る
。）

の
簡
易
弾
塑
性
解
析
を
用
い
る
。
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表
2.
3－

7 
支
持
構
造
物
の
許
容
限
界
 

区 分
 

耐
震
 

重
要
度
 

分
類
 

荷
重
の
 

組
合
せ
 

許
容
 

応
力
 

状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，
＊
2，

＊
3
，
＊
9
 

（
ボ
ル
ト
等
以
外
）
 

許
容
限
界

＊
2
，
＊
4，

＊
9

（
ボ
ル
ト
等
）
 

形
式
試
験
 

に
よ
る
場
合
 

一
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

一
次
応
力
 

許
容
 

荷
重
 

引
張
 

せ
ん

断
 

圧
縮
 

曲
げ
 

支
圧
 

引
張
 

圧
縮
 

せ
ん
断
 

曲
げ
 

支
圧
 

座
屈

＊
5  

引
張
 

せ
ん
断
 

3・
ｆ
ｔ
 

3・
 

ｆ
ｓ
 

3
・

ｆ
ｂ
 

支
 

持
 

構 造 物
 

Ｂ
，
Ｃ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ

＋
Ｍ

Ｄ

＋
Ｓ
ｓ
 

＋
Ｐ

Ｓ
＊
10

＋
Ｐ

ｋ
＊
10
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

 

ｆ
ｔ
 

1.
5・

 

ｆ
ｓ
 

1.
5・

 

ｆ
ｃ
 

1.
5・

 

ｆ
ｂ
 

1.
5・

 

ｆ
ｐ
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
の
み
に
よ

る
応
力
振
幅
に
つ
い
て
評
価

す
る
。
 

1
.
5・

 

ｆ
ｐ
 

＊
7，

＊
8
 

1
.
5・

 

ｆ
ｂ
，
 

1
.
5・

ｆ
ｓ
 

又
は
 

1
.
5・

ｆ
ｃ
 

1
.
5・

 

ｆ
ｔ
 

1
.
5・

 

ｆ
ｓ
 

Ｔ
L
・
0
.6
 

注
記
＊
1：

鋼
構
造
設
計
規
準
（
20
02

年
 
日
本
建
築
学
会
）
等
の
幅
厚
比
の
制
限
を
満
足
さ
せ
る
。
 

＊
2：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
3：

耐
圧
部
に
溶
接
等
に
よ
り
直
接
取
り
付
け
ら
れ
る
支
持
構
造
物
で
あ
っ
て
耐
圧
部
と
一
体
の
応
力
解
析
を
行
う
も
の
に
つ
い
て
は
，
耐
圧
部
と
同
じ
許
容
応
力
と
す
る
。
 

＊
4：

コ
ン
ク
リ
ー
ト
に
埋
込
ま
れ
る
ア
ン
カ
ボ
ル
ト
で
地
震
応
力
の
占
め
る
割
合
が
支
配
的
な
も
の
で
あ
っ
て
，
ト
ル
ク
管
理
，
材
料
の
照
合
等
を
行
わ
な
い
も
の
に
つ
い

て
は
，
材
料
の
品
質
，
据
付
状
態
等
の
ば
ら
つ
き
等
を
考
慮
し
て
，
Ⅲ

Ａ
Ｓ
の
許
容
応
力
を
一
次
引
張
応
力
に
対
し
て
は
ｆ
ｔ
，
一
次
せ
ん
断
応
力
に
対
し
て
は
ｆ
ｓ
と

し
て
，
ま
た
，
Ⅳ

Ａ
Ｓ
→
Ⅲ

Ａ
Ｓ
と
し
て
応
力
評
価
を
行
う
。

 

＊
5：

薄
肉
円
筒
形
状
の
も
の
の
座
屈
の
評
価
に
あ
っ
て
は
，
ク
ラ
ス
Ｍ
Ｃ
容
器
の
座
屈
に
対
す
る
評
価
式
に
よ
る
。
 

＊
6：

す
み
肉
溶
接
部
に
あ
っ
て
は
最
大
応
力
に
対
し
て

1.
5・

ｆ
ｓ
と
す
る
。
 

＊
7：

設
計
・
建
設
規
格
 
SS
B－

31
21
.1
(4
)
に
よ
り
求
め
た
ｆ
ｂ
と
す
る
。
 

＊
8：

自
重
，
熱
膨
張
等
に
よ
り
常
時
作
用
す
る
荷
重
に
，
地
震
動
に
よ
る
荷
重
を
重
ね
合
わ
せ
て
得
ら
れ
る
応
力
の
圧
縮
最
大
値
に
つ
い
て
評
価
す
る
。
 

＊
9：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

＊
10
：
屋
外
タ
ン
ク
に
つ
い
て
考
慮
す
る
。
た
だ
し
，
３
号
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
及
び
３
号
補
助
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
は
遮
蔽
壁
が
設
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
風
荷
重
は

考
慮
不
要
と
す
る
。
 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ ＊
8
 

＊
6

＊
7
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表 2.3－8 使用材料及び使用材料の許容応力評価条件 (1/2) 

評価対象設備 評価部位 材料 

温度 

条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

再循環ポンプ MGセット空気冷却器（電

動機用） 
サポート S20C 50 241 391 

再循環ポンプ MGセット空気冷却器（発

電機用） 
取付ボルト SS400 50 211 394 

再循環ポンプ MGセット油冷却器 

胴板 SM400B 66 234 385 

脚 SS400 50 241 394 

基礎ボルト 
S30CN 

(S30C相当) 
50 328 526 

再循環ポンプ MGセット室冷却機 

基礎ボルト 
SS41 

(SS400相当) 

50 211 394 ファン取付ボルト
SWRCH10R 

(SS400相当) 

原動機取付ボルト 
SWCH8R 

(SS400相当) 

原子炉浄化循環ポンプ 

基礎ボルト SS400 55 209 391 

ポンプ取付ボルト SCM435 66 730 868 

原動機取付ボルト SS400 55 209 391 

原子炉浄化ろ過脱塩装置ホールディング

ポンプ 

基礎ボルト

SS400 50 231 394 
ポンプ取付ボルト

復水輸送ポンプ 

基礎ボルト SS400 55 229 391 

ポンプ取付ボルト SCM435 66 730 868 

原動機取付ボルト SS400 55 229 391 

原子炉浄化補助ポンプ 

基礎ボルト SS400 50 211 394 

ポンプ取付ボルト SCM435 302 591 847 

原動機取付ボルト SS400 50 211 394 

制御棒駆動水圧ポンプ油冷却器 

胴板 
STPT42 

(STPT410相当) 
85 224 406 

脚 
SS41 

(SS400相当) 
55 239 391 

取付ボルト 
SS41 

(SS400相当) 
85 199 377 
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表 2.3－8 使用材料及び使用材料の許容応力評価条件 (2/2) 

評価対象設備 評価部位 材料 

温度 

条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

CRDポンプ室冷却機 

基礎ボルト 
SS41 

(SS400相当) 

55 209 391 ファン取付ボルト
SWCH10R 

(SS400相当) 

原動機取付ボルト 
SWCH8R 

(SS400相当) 

RCICポンプ室冷却機 

基礎ボルト
SS41 

(SS400相当) 

55 209 391 ファン取付ボルト
SS41 

(SS400相当) 

原動機取付ボルト 
SWCH8R 

(SS400相当) 

３号復水貯蔵タンク 
胴板 SUS304 66 188 479 

基礎ボルト SCM435 50 764 906 

３号補助復水貯蔵タンク 
胴板 SUS304 66 188 479 

基礎ボルト SCM435 50 764 906 

１号復水貯蔵タンク 

胴板
SS41 

(SS400相当) 
40 245 400 

基礎ボルト
S15CN 

（S15C相当） 
50 231 362 
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2.3.4 計算方法 

(1) 溢水防護として要求する機能を踏まえ，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計

算の方針」の「3.2 許容限界」より，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性が確

保され溢水に至らないことを確認するために，許容応力状態ⅣＡＳで，許容限界を満足す

ることを確認する。また，支持装置については，Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震

計算について」に基づき，使用される支持装置の許容荷重以下となることを確認する。

(2) 減衰定数については，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」の「4.1.3

設計用減衰定数」に示す値を適用する。

(3) 評価に用いる解析コード及びその適用機器並びに使用目的を以下に記す。

屋外タンクの地震応答解析に用いる「ＳＨＡＫＥ」，「ｄｍａｉｎ２」及び「ＤＹＮ

Ａ２Ｅ」の検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。配管，弁及び支持構造物の固有値解析等に用いる「ＨＩＳＡ

Ｐ」及び「ＡｕｔｏＰＩＰＥ」の検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 
R0
 

2.
3
.5
 
計
算
条
件
 

三
次
元
は
り
モ
デ
ル
解
析
に
よ
り
応
力
計
算
を
行
っ
た
配
管
に
つ
い
て
，
解
析
モ
デ
ル
図
を
図

2.
3－

2
に
示
し
，
配
管
諸
元
の
一
覧
表
を
表

2.
3－

9
に
示
す
。
 

な
お
，
図

2.
3－

2
及
び
表

2.
3－

9
は
，
表

2.
4－

2
で
評
価
結
果
を
示
す
原
子
炉
補
機
冷
却
系
を
代
表
で
示
す
。
 

図
2.
3－

2 
解
析
モ
デ
ル
図
 (
1/
2)
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図
2.
3－

2 
解
析
モ
デ
ル
図
 (
2/
2)
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表
2.
3－

9 
配
管
諸
元
 

鳥
瞰
図
 
RC
W-
W-
6 

管
番
号
 

対
応
す
る
評
価
点
 

最
高
使
用
圧
力
 

最
高
使
用
温
度
 

外
径
 

厚
さ
 

材
料
 

耐
震
 

重
要
度
分
類
 

縦
弾
性
係
数
 

（
MP
a）

 
（
℃
) 

（
mm
）
 

（
mm
）
 

（
M
P
a
) 

  
1 

  
 1

A～
22
,2
3～

28
 

1.
37
 

85
 

31
8.
5 

10
.3
 

S
T
P
G
3
8 

Ｃ
 

2
0
1
2
6
7 
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 
R0
 

2.
4 

評
価
結
果
 

表
2.
4－

1
及
び
表

2.
4－

2
に
示
す
と
お
り
Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
機
器
が
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
よ
る
地
震
力
に
対
し
，
耐
震
性
を
有
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
 

な
お
，
表

2.
4－

1
及
び
表

2.
4－

2
に
お
い
て
は
，
算
出
応
力
と
許
容
応
力
を
踏
ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
箇
所
の
結
果
に
つ
い
て
記
載
す
る
。
 

表
2.
4－

1 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
容
器
類
・
ポ
ン
プ
類
の
応
力
評
価
結
果
 (
1
/2
)
 

区 分
評
価
対
象
設
備

 

耐
震
重

要
度

 

分
類

 

設
置

 

建
物

 

設
置
高
さ

 
評
価
対
象

 

部
位

 

応
力
の

 

種
類

 

算
出
応
力

 
許
容
応
力

 

EL
 (
m)
 

(
M
P
a
) 

(
M
P
a
) 

容 器 類 ・ ポ ン プ 類  

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
空
気
 

冷
却
器
（
電
動
機
用
）
 

Ｃ
 

原
子
炉
建
物
 

15
.3
 

サ
ポ
ー
ト

組
合
せ
 

（
圧
縮
，
曲
げ
）
 

0
.
1
6＊

1  
1
＊

1  

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
空
気
 

冷
却
器
（
発
電
機
用
）
 

Ｃ
 

原
子
炉
建
物
 

15
.3
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

1
3 

1
8
9＊

2  

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
油
冷
却
器
 

Ｃ
 

原
子
炉
建
物
 

15
.3
 

胴
板
 

一
次
＋
二
次
 

3
3
1 

4
6
9 

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
室
冷
却
機
 

Ｃ
 

原
子
炉
建
物
 

15
.3
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
 

1
4
0 

1
5
9＊

2  

原
子
炉
浄
化
循
環
ポ
ン
プ
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
物
 

23
.8
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
 

5
9 

1
8
8＊

2  

原
子
炉
浄
化
ろ
過
脱
塩
装
置
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ポ
ン
プ
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
物
 

30
.5
 

ポ
ン
プ
取
付
 

ボ
ル
ト
 

引
張
 

2
7 

2
0
7＊

2  

復
水
輸
送
ポ
ン
プ
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
物
 

8.
8 

ポ
ン
プ
取
付
 

ボ
ル
ト
 

引
張
 

6
1 

4
5
5＊

2  

原
子
炉
浄
化
補
助
ポ
ン
プ
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
物
 

8.
8 

基
礎
ボ
ル
ト
 

せ
ん
断
 

3
2 

1
4
6 

注
記
＊
1：

評
価
式
に
て

1
以
下
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
て
お
り
，
単
位
は
「
－
（
無
次
元
）」

と
す
る
。
 

＊
2：

ƒ
ｔ
ｓ
＝
Mi
n[
1.
4・

ƒ
ｔ
o－

1.
6・

τ
ｂ
，

 
ƒ
ｔ
o]
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 Ⅵ
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表
2.
4－

1 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
容
器
類
・
ポ
ン
プ
類
の
応
力
評
価
結
果
 (
2
/2
)
 

区 分
評
価
対
象
設
備
 

耐
震
重

要
度
 

分
類
 

設
置
 

建
物
 

設
置
高
さ
 

評
価
対
象
 

部
位
 

応
力
の
 

種
類
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

EL
 (
m)
 

(
M
P
a
) 

(
M
P
a
) 

容 器 類 ・ ポ ン プ 類  

制
御
棒
駆
動
水
圧
ポ
ン
プ
油
冷
却
器
 

Ｂ
 

原
子
炉
建
物
 

8.
8 

胴
板
 

一
次
一
般
膜
 

1
6 

2
4
3 

CR
D
ポ
ン
プ
室
冷
却
機
 

Ｃ
 

原
子
炉
建
物
 

8.
8 

基
礎
ボ
ル
ト
 

せ
ん
断
 

2
5 

1
4
5 

RC
IC

ポ
ン
プ
室
冷
却
機
 

Ｃ
 

原
子
炉
建
物
 

8.
8 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
 

6
7 

1
8
8＊

2  

３
号
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

Ｂ
 

屋
外
 

7.
0 

基
礎
ボ
ル
ト
 

せ
ん
断
 

2
2
6 

3
6
6 

３
号
補
助
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

Ｂ
 

屋
外
 

7.
0 

基
礎
ボ
ル
ト
 

せ
ん
断
 

2
2
6 

3
6
6 

１
号
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

Ｂ
 

屋
外
 

15
.0
 

胴
板
 

座
屈
 

0
.
6
6＊

1  
1
＊

1  

注
記
＊
1：

評
価
式
に
て

1
以
下
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
て
お
り
，
単
位
は
「
－
（
無
次
元
）」

と
す
る
。
 

＊
2：

ƒ
ｔ
ｓ
＝
Mi
n[
1.
4・

ƒ
ｔ
o－

1.
6・

τ
ｂ
，

 
ƒ
ｔ
o]
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 
R0
 

表
2.
4－

2 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
配
管
，
弁
及
び
支
持
構
造
物
の
応
力
評
価
結
果
 
(
1
/4
) 

区
分
 

評
価
対
象
系
統
 

設
置
 

建
物
 

設
置
 

高
さ
 

耐
震
 

重
要
度
分
類
 

評
価
対
象
 

部
位
 

応
力
の
 

種
類
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

EL
 (
m
) 

(M
P
a)
 

(
M
P
a
) 

配 管 ・ 弁 及 び 支 持 構 造 物

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
0
7 

3
1
6 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

1
5
8 

2
5
2 

原
子
炉
浄
化
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

4
9
0 

(
0
.
6
6
08
) 

4
6
2 

(
1
.
0
) 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

1
4
1 

1
4
6 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

5
0
3 

(
0
.
0
5
73
)
＊
 

3
5
4 

(
1
.
0
) 

支
持
構
造
物
 

一
次
 

6
3 

6
7 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

2
9
7 

4
6
2 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

2
3
3 

2
6
9 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

2
8
1 

3
7
6 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

1
3
0 

1
4
2 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

2
1
9 

3
7
6 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

1
3
3 

1
5
5 

液
体
廃
棄
物
処
理
系
（
機

器
ド
レ
ン
系
）
 

原
子
炉
建
物
 

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
9
3 

4
6
2 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

2
3
4 

2
6
9 

注
記
＊
：
本
疲
労
評
価
は
，
個
別
に
設
定
し
た
等
価
繰
返
し
回
数

15
0
回
を
適
用
し
評
価
を
実
施
し
て
い
る
。
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表
2.
4－

2 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
配
管
，
弁
及
び
支
持
構
造
物
の
応
力
評
価
結
果
 
(
2
/4
) 

区
分
 

評
価
対
象
系
統
 

設
置
 

建
物
 

設
置
 

高
さ
 

耐
震
 

重
要
度
分
類
 

評
価
対
象
 

部
位
 

応
力
の
 

種
類
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

EL
 (
m)
 

(M
P
a)
 

(
M
P
a
) 

配 管 ・ 弁 及 び 支 持 構 造 物

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
2
7 

3
5
4 

支
持
構
造
物
 

一
次
 

9
6 

1
2
2 

空
調
換
気
設
備
冷
却
水
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

4
8
1 

(
0
.
8
4
75
)＊

1  

4
4
8 

(
1
.
0
) 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

1
1
8 

1
2
2 

復
水
輸
送
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
8
1 

(
0
.
3
1
78
)＊

1  

3
7
8 

(
1
.
0
) 

支
持
構
造
物
 

一
次
 

1
1
9 

1
3
0 

消
火
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
8
4 

(
0
.
1
5
66
)＊

2  

3
7
8 

(
1
.
0
) 

支
持
構
造
物
 

一
次
 

2
5
0 

2
6
9 

補
給
水
系
 

原
子
炉
建
物
 

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

4
5
1 

(
0
.
2
6
09
)＊

1  

4
1
0 

(
1
.
0
) 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

2
7
0 

2
8
0 

注
記
＊
1：

本
疲
労
評
価
は
，
個
別
に
設
定
し
た
等
価
繰
返
し
回
数

1
50

回
を
適
用
し
評
価
を
実
施
し
て
い
る
。
 

 
 
＊
2：

本
疲
労
評
価
は
，
個
別
に
設
定
し
た
等
価
繰
返
し
回
数

1
60

回
を
適
用
し
評
価
を
実
施
し
て
い
る
。
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表
2.
4－

2 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
配
管
，
弁
及
び
支
持
構
造
物
の
応
力
評
価
結
果
 
(3
/4
) 

区
分
 

評
価
対
象
系
統
 

設
置
 

建
物
 

設
置
 

高
さ
 

耐
震
 

重
要
度
分
類
 

評
価
対
象
 

部
位
 

応
力
の
 

種
類
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

EL
 (
m)
 

(M
P
a)
 

(
M
P
a
) 

配 管 ・ 弁 及 び 支 持 構 造 物

復
水
給
水
系
 

タ
ー
ビ
ン

建
物

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

1
2
8 

4
5
8 

支
持
構
造
物
 

荷
重

＊
 

 
 2
1
2＊

 
 
 
2
4
0＊

 

タ
ー
ビ
ン
ヒ
ー
タ

ド
レ
ン
系

タ
ー
ビ
ン

建
物

Ｂ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

2
5
1 

4
1
0 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

1
2
0 

1
3
1 

タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系

タ
ー
ビ
ン

建
物

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
3
8 

3
7
0 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

2
5
5 

2
6
8 

補
給
水
系
 

タ
ー
ビ
ン

建
物

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
12
 

4
1
0 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

99
 

1
6
1 

消
火
系
 

タ
ー
ビ
ン

建
物

Ｃ
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
 

3
3
0 

3
7
8 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
 

2
5
6 

2
6
9 

注
記
＊
：
支
持
装
置
の
評
価
は
定
格
荷
重
≧
発
生
荷
重
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
た
め
，
応
力
の
種
類
は
荷
重
と
し
，
単
位
は

kN
と
す
る
。
 



22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 
R0
 

表
2.
4－

2 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
配
管
，
弁
及
び
支
持
構
造
物
の
応
力
評
価
結
果
 
(4
/4
) 

区
分
 

評
価
対
象
系
統
 

設
置
 

建
物
 

設
置
 

高
さ
 

耐
震
 

重
要
度
分
類
 

評
価
対
象
 

部
位
 

応
力
の
 

種
類
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

EL
 (
m)
 

(M
P
a)
 

(
M
P
a
) 

配 管 ・ 弁 及 び 支 持 構 造 物

原
子
炉
補
機
冷
却
系
，
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
，
 

空
調
換
気
設
備
冷
却
系
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3. 土木構造物の評価

3.1 復水貯蔵タンク遮蔽壁 

3.1.1 一般事項 

本章では復水貯蔵タンク遮蔽壁の構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を

実施する。構造部材の健全性評価にあたっては，地震応答解析により得られた水平方向及

び鉛直方向の荷重を用い，線形シェル要素による３次元静的ＦＥＭ解析により応答値を算

定し，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して発生応力が許容限界を下回ることを確認する。

基礎地盤の支持性能評価にあたっては，地震応答解析により得られた基礎地盤の接地圧が，

許容限界を下回ることを確認する。 

(1) 配置概要

復水貯蔵タンク遮蔽壁の位置図を図 3.1－1に示す。

図 3.1－1 復水貯蔵タンク遮蔽壁 位置図 

PN

復水貯蔵タンク

遮蔽壁 

補助復水貯蔵タンク

遮蔽壁 

トーラス水受入

タンク遮蔽壁

輪谷貯水槽（西側） 輪谷貯水槽（東側） 

非常用ろ過水タンク 
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(2) 構造計画

復水貯蔵タンク遮蔽壁の平面図を図 3.1－2に，断面図を図 3.1－3に，耐震補強箇所を

図 3.1－4に，耐震補強鋼材を図 3.1－5に，概略配筋図を図 3.1－6に示す。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁は，鉄筋コンクリート造であり，基礎は，幅 22m（東西）×22m

（南北），遮蔽壁は，内径 17.5m，壁厚 0.3～0.5m，高さ 12mの円筒状の地上構造物で，

十分な支持性能を有する岩盤に直接設置している。 

なお，復水貯蔵タンク遮蔽壁については，せん断破壊に対する耐震補強として，耐震補

強鋼材及び後施工せん断補強工法（ポストヘッドバー工法）（以下「PHb工法」とい

う。）による補強を行っている。 
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図 3.1－2 復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

 

 

図 3.1－3 復水貯蔵タンク遮蔽壁 断面図（A－A断面，東西） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：PHbによる補強箇所 

図 3.1－4 復水貯蔵タンク遮蔽壁 PHbによる耐震補強箇所（展開図） 
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図 3.1－5 復水貯蔵タンク遮蔽壁 開口補強鋼材による耐震補強（正面図） 

 

 

    

 

       

      ①部               ②部             ③部 

 

図 3.1－6 復水貯蔵タンク遮蔽壁 概略配筋図 
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遮蔽壁 

遮蔽壁 



 

27 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

2-
2 
R0
 

(3) 評価方針 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震評価フローを図 3.1－7に示す。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震評価は，地震応答解析及び３次元構造解析により得られた

解析結果に基づき，表 3.1－1(1)の復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（構造部材）に示す

とおり，構造部材の健全性評価を行う。また，地震応答解析により得られた解析結果に基

づき，表 3.1－1(2)の復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（基礎地盤）に示すとおり，基礎

地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有す

ることを確認する。 

構造部材の健全性評価については，「3.1.3 地震応答解析及び構造強度評価」より得

られた，水平方向及び鉛直方向の荷重を用いて，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する評価を行い，照査用応答値が許容限界を

下回ることを確認する。なお，せん断破壊に対する補強として PHb 工法を用いているた

め，構造部材に対して PHb 工法の適用条件を満たしていることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，「3.1.3 地震応答解析及び構造強度評価」より

得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する接地圧が許容限界を下回るこ

とを確認する。 
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図 3.1－7 復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震評価フロー 
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表 3.1－1(1) 復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（構造部材） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材

の健全性 

曲げ軸力，

せん断力に

対する発生

応力が許容

限界以下で

あることを

確認 

遮蔽壁 

曲げ軸力 終局耐力＊ 

せん断力 短期許容応力度 

基礎 

曲げ軸力 終局耐力＊ 

せん断力 短期許容応力度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

 

表 3.1－1(2) 復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（基礎地盤） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

基礎地盤の

支持性能 

発生する応力

（接地圧）が許

容限界以下であ

ることを確認 

基礎地盤 接地圧 極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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 (4) 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005

年） 

・道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会，平成 14年 3

月） 

・コンクリ－ト標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定） 
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3.1.2 評価部位 

構造部材の健全性評価に係る評価対象部位は，遮蔽壁及び基礎とする。評価対象部位を

図 3.1－8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1－8 評価対象部位 
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3.1.3 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 地震応答解析及び構造強度評価方法 

a. 地震応答解析方法 

(a) 解析方法 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」の

うち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施す

る。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐

次時間積分の時刻歴非線形解析により行う。復水貯蔵タンク遮蔽壁は，施設周辺に地

下水位以深の液状化対象層が存在しないことから，解析手法は全応力解析とする。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－ド）

の概要」に示す。 
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(b) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

イ. 荷重 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(イ) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

(ロ) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，土圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(ハ) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35を考慮し 35.0㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則

により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定す

る。 

(ニ) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定す

る。 

(ホ) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

ロ. 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.1－2に示す。 

 

表 3.1－2 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重（積雪荷重Ｐｓを含む。） 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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(c) 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3.1－9 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード

「ＳＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ

-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

図 3.1－9 入力地震動算定の概念図 

  

地震応答解析モデル 

（復水貯蔵タンク遮蔽壁） 
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(d) 解析モデル及び諸元 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析モデルを図 3.1－10に示す。 

 

                  

 

 

図 3.1－10 復水貯蔵タンク遮蔽壁 地震応答解析モデル図 

  

N S 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 
復水貯蔵タンク 

復水貯蔵タンク基礎 
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ロ. 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3.1－3に，材料の物性値を表 3.1－4に示す。 

 

表 3.1－3 使用材料 

材料 仕様 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 
コンクリート 設計基準強度 23.5N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3.1－4 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

復水貯蔵タンク 

遮蔽壁 
2.48×104 24.0 0.2 
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(e) 地震応答解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，すべての基準地震動Ｓｓに対する応答

加速度分布図のうち遮蔽壁の耐震性に最も影響を及ぼすものを図 3.1－11に示す。 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋），10.10秒，水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋），10.10秒，鉛直 

 

 

 

図 3.1－11 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図 
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  b. 構造強度評価方法 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析として，遮蔽壁をシェル要素でモデル化した 3次元

静的ＦＥＭ解析を行う。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析は，「3.1.3 (1) a. (e) 地震応答解析結果」より

遮蔽壁の耐震性に最も影響を及ぼす地震動（Ｓｓ－Ｄ（－＋））から求めた震度（水

平・鉛直）を躯体重量に掛け合わせ，3次元静的ＦＥＭ解析の解析モデルに作用させる

慣性力を算定する。慣性力については，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせて

検討する。 

 

(a) 解析方法 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析は，「3.1.3 (1) a. (e) 地震応答解析結果」に

て得られた荷重を考慮する。 

応力解析には「NX NASTRAN」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認等の概

要については，添付書類Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 (b) 解析モデル及び諸元 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の３次元構造解析モデルを図 3.1－12及び図 3.1－13に，各

部材の要素座標系を図 3.1－14に示す。 
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図 3.1－12 ３次元構造解析モデル図（鳥瞰図，北東側から望む） 

 

 

図 3.1－13 ３次元構造解析モデル図（鳥瞰図，南東側から望む） 
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遮蔽壁（本体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（本体）拡大 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（開口部頂版） 

 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（開口部南壁）    遮蔽壁（開口部北壁） 

黒：全体座標系を示す 

赤：要素座標系を示す 

 

図 3.1－14 各部材の要素座標系（遮蔽壁） 
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 (c) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

イ. 荷重 

復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち遮蔽壁の応力解析において，考慮する荷重を以下に

示す。 

 

(イ) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

(ロ) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則

により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

   (ハ) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定する。 

   (ニ) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。なお，躯体重量に 2次元有限要素解析

で求めた震度（水平・鉛直）を掛け合わせ，3 次元静的ＦＥＭ解析の解析モデル

に作用させる慣性力を算定する。 

 

(i) 地震荷重の作用方向 

          復水貯蔵タンク遮蔽壁は円筒状構造物であり，明確に強軸及び弱軸の区別が

できないため，応力解析を行う地震時荷重は，水平 2方向及び鉛直方向地震力

を組み合わる。なお，南北方向の水平地震力を保守的に東西方向にも設定し，

鉛直地震力は南北方向の水平地震力と同時刻の地震力を選定している。 

          表 3.1－5に水平 2方向の応力解析における検討ケースを示す。 

 

表 3.1－5 水平 2方向の応力解析における検討ケース 

 

ケース 
地震力の方向及び組合せ 

水平 鉛直 

ケースＡ 1.0Ｓｓｘ＋1.0Ｓｓｙ 1.0Ｓｓｚ 

ケースＢ -1.0Ｓｓｘ＋1.0Ｓｓｙ 1.0Ｓｓｚ 

 

 

  

PNＳｓｙ

Ｓｓｘ -Ｓｓｘ

Ｓｓｚ：鉛直方向

水平荷重作用方向
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ロ. 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.1－6に示す。 

 

表 3.1－6 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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(d) 解析ケース 

復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち遮蔽壁の応力解析を実施する解析ケースは，「3.1.3 

(1) a. (e) 地震応答解析結果」より，Ｓｓ－Ｄ（－＋）である。それぞれの解析ケ

ースについて，「3.1.3 (1) b. (c) イ. (ニ) (ⅰ) 地震荷重の作用方向」の表 3.1

－5に記載した 2ケースに分けて応力解析を行う。 
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(2) 許容限界 

a. 復水貯蔵タンク遮蔽壁の健全性に対する許容限界 

(a) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，コンクリート標

準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年）に基づき，曲げ耐力とする。 

 

(b) せん断破壊に対する許容限界 

復水貯蔵タンク遮蔽壁のせん断破壊に対する許容限界を表 3.1－7に示す。 

せん断破壊に対する許容限界は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土

木学会，2002年）に基づき，短期許容応力度とする。  

 

表 3.1－7 せん断破壊に対する許容限界 

確認項目 部位 許容限界（N/mm2） 

構造強度を有すること 

遮蔽壁 

短期許容応力度 

0.66 (2.97) ＊ 

基礎 0.66 

注記＊：（）内は，せん断補強筋を考慮する場合の数値を示す。 

    

b. 基礎地盤の健全性に対する許容限界 

      基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基

本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

      基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3.1－8に示す。 

 

表 3.1－8 復水貯蔵タンク遮蔽壁の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 
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3.1.4 評価結果 

構造部材の応力度に対する最大照査値を表 3.1－9～表 3.1－13に示す。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の照査用応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3.1－9 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

地震応答

解析 
応力解析 曲げモーメント 

Ⅿｄ 

（kN･m/m） 

軸力 

Ｎｄ 

（kN/m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

Ⅿｄ/Ｍｕ 
地震動 

解析 

ケース 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 101 -1070 139 0.73 

 

表 3.1－10 せん断破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

地震応答

解析 
応力解析 

せん断力 

Ⅴｄ(kN/m) 

許容せん断力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 
地震動 

解析 

ケース 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 91 241 0.38 

 

表 3.1－11 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（基礎） 

地震動 

曲げモーメント 

Ⅿｄ 

（kN･m/m） 

軸力 

Ｎｄ 

（kN/m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

Ⅿｄ/Ｍｕ 

Ｓｓ－Ｆ２

（＋＋） 
867 217 2310 0.38 

 

表 3.1－12 せん断破壊に対する最大照査値（基礎） 

地震動 
せん断力 

Ⅴｄ(kN/m) 

許容せん断力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
620 901 0.69 

     

表 3.1－13 支持性能に対する最大照査値（基礎地盤） 

地震動 
最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ）

（＋＋） 

0.39 9.8 0.04 
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3.2 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁，トーラス水受入タンク遮蔽壁 

3.2.1 一般事項 

本章では補助復水貯蔵タンク遮蔽壁及びトーラス水受入タンク遮蔽壁の構造部材の健全

性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施する。構造部材の健全性評価にあたっては，地

震応答解析により得られた水平方向及び鉛直方向の荷重を用い，線形シェル要素による３

次元静的ＦＥＭ解析により応答値を算定し，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して発生応

力が許容限界を下回ることを確認する。基礎地盤の支持性能評価にあたっては，地震応答

解析により得られた基礎地盤の接地圧が，許容限界を下回ることを確認する。  

なお，補助復水貯蔵タンク遮蔽壁及びトーラス水受入タンク遮蔽壁は，それぞれの遮蔽

壁の厚さ及び径，基礎の構造が同一であるため，開口部寸法の大きい補助復水貯蔵タンク

遮蔽壁を代表させて本検討を行う。 

 

(1) 配置概要 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁及びトーラス水受入タンク遮蔽壁の位置図を図 3.2－1に示

す。 

 

 

 

図 3.2－1 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁及びトーラス水受入タンク遮蔽壁 位置図 

PN

復水貯蔵タンク

遮蔽壁 

補助復水貯蔵タンク

遮蔽壁 

トーラス水受入 

タンク遮蔽壁 

輪谷貯水槽（西側） 輪谷貯水槽（東側） 

非常用ろ過水タンク 
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(2) 構造計画 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の平面図を図 3.2－2に，断面図を図 3.2－3に，耐震補強箇

所を図 3.2－4に，耐震補強鋼材を図 3.2－5に，概略配筋図を図 3.2－6に，トーラス水

受入タンク遮蔽壁の平面図を図 3.2－7に，断面図を図 3.2－8 に，耐震補強箇所を図 3.2

－9に，耐震補強鋼材を図 3.2－10に，概略配筋図を図 3.2－11に示す。 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁及びトーラス水受入タンク遮蔽壁は，鉄筋コンクリート造で

あり，基礎は，幅 18.5m（東西）×18.5m（南北），遮蔽壁は，内径 17.5m，壁厚 0.3m，

高さ 12mの円筒状の地上構造物で，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置している。 

なお，補助復水貯蔵タンク遮蔽壁及びトーラス水受入タンク遮蔽壁については，せん断

破壊に対する耐震補強として，耐震補強鋼材及び PHb工法による補強を行っている。 
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図 3.2－2 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

 

 

図 3.2－3 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 断面図（A－A断面，東西） 

 

 

 

 

：PHbによる補強箇所 

 

図 3.2－4(1) 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 PHbによる耐震補強箇所（展開図） 
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：PHbによる補強箇所 

 

図 3.2－4(2) 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁（開口部） PHbによる耐震補強箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2－5 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 開口補強鋼材による耐震補強（正面図） 
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①部 

 

図 3.2－6 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 概略配筋図 
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図 3.2－7 トーラス水受入タンク遮蔽壁 平面図 

 

 

図 3.2－8 トーラス水受入タンク遮蔽壁 断面図（A－A 断面，東西） 

 

 

 

：PHbによる補強箇所 

 

図 3.2－9(1) トーラス水受入タンク遮蔽壁 PHbによる耐震補強箇所 
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：PHbによる補強箇所 

 

図 3.2－9(2) トーラス水受入タンク遮蔽壁（開口部） PHbによる耐震補強箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2－10 トーラス水受入タンク遮蔽壁 開口補強鋼材による耐震補強（正面図） 
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①部 

 

図 3.2－11 トーラス水受入タンク遮蔽壁 概略配筋図 
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(3) 評価方針 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価フローを図 3.2－12に示す。 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震評価は，地震応答解析及び３次元構造解析により得ら

れた解析結果に基づき，表 3.2－1(1)の補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（構造部

材）に示すとおり，構造部材の健全性評価を行う。また，地震応答解析により得られた解

析結果に基づき，表 3.2－1(2)の補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（基礎地盤）に示

すとおり，基礎地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有す

ることを確認する。 

構造部材の健全性評価については，「3.2.3 地震応答解析及び構造強度評価」より得

られた，水平方向及び鉛直方向の荷重を用いて，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する評価を行い，照査用応答値が許容限界を

下回ることを確認する。なお，せん断破壊に対する補強として PHb 工法を用いているた

め，構造部材に対して PHb 工法の適用条件を満たしていることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，「3.2.3 地震応答解析及び構造強度評価」より

得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する接地圧が許容限界を下回るこ

とを確認する。 
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図 3.2－12 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震評価フロー 
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表 3.2－1(1) 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（構造部材） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材

の健全性 

曲げ軸力，

せん断力に

対する発生

応力が許容

限界以下で

あることを

確認 

遮蔽壁 

曲げ軸力 終局耐力＊ 

せん断力 短期許容応力度 

基礎 

曲げ軸力 終局耐力＊ 

せん断力 短期許容応力度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

 

表 3.2－1(2) 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（基礎地盤） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

基礎地盤の

支持性能 

発生する応力

（接地圧）が許

容限界以下であ

ることを確認 

基礎地盤 接地圧 極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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 (4) 適用規格・基準等 

 適用する規格・基準等を以下に示す。 

 ・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

 ・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005年） 

 ・道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会，平成 14年 3

月） 

 ・コンクリ－ト標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定） 
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3.2.2 評価部位 

構造部材の健全性評価に係る評価対象部位は，遮蔽壁及び基礎とする。評価対象部位を

図 3.2－13に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2－13 評価対象部位 
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3.2.3 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  a. 地震応答解析方法 

(a) 解析方法 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」

のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施

する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐

次時間積分の時刻歴非線形解析により行う。補助復水貯蔵タンク遮蔽壁は，施設周辺

に地下水位以深の液状化対象層が存在しないことから，解析手法は全応力解析とする。 

地震応答解析については，解析コ－ド「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コ－

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－ド）

の概要」に示す。 
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(b) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

イ. 荷重 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示

す。 

(イ) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

(ロ) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，土圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(ハ) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35を考慮し 35.0㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則

により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定す

る。 

(ニ) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定す

る。 

(ホ) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

ロ. 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.2－2に示す。 

 

表 3.2－2 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重（積雪荷重Ｐｓを含む。） 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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 (c) 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3. 2－14に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コ－ド

「ＳＨＡＫＥ」を使用する。解析コ－ドの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ

-5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要」に示す。 

 

 

図 3.2－14 入力地震動算定の概念図 

  

地震応答解析モデル 

（補助復水貯蔵タンク遮蔽壁） 
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(d) 解析モデル及び諸元 

 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析モデルを図 3.2－15に示す。 

 

                  

 

 

図 3.2－15 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 地震応答解析モデル図 

  

N S 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 
補助復水貯蔵タンク 

補助復水貯蔵タンク基礎 
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イ. 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3.2－3に，材料の物性値を表 3.2－4に示す。 

 

表 3.2－3 使用材料 

材料 仕様 

補助復水貯蔵タンク 

遮蔽壁 

コンクリート 設計基準強度 23.5N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3.2－4 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

補助復水貯蔵タンク 

遮蔽壁 
2.48×104 24.0 0.2 
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(e) 地震応答解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，すべての基準地震動Ｓｓに対する応答

加速度分布図のうち応力解析における影響が最も大きくなるものを図 3.2－16に示す。 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋），8.83秒，水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋），8.83秒，鉛直 

 

 

図 3.2－16 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図 
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  b. 構造強度評価方法 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析として，遮蔽壁をシェル要素でモデル化した 3

次元静的ＦＥＭ解析を行う。 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析は，「3.2.3 (1) a. (e) 地震応答解析結果」

より遮蔽壁の耐震性に最も影響を及ぼす地震動（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））から求めた震度

（水平・鉛直）を躯体重量に掛け合わせ，3次元静的ＦＥＭ解析の解析モデルに作用さ

せる慣性力を算定する。慣性力については，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わ

せて検討する。 

 

 (a) 解析方法 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析は，「3.2.3 (1) a. (e) 地震応答解析結果」

にて得られた荷重を考慮する。 

応力解析には「NX NASTRAN」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認等の概

要については，添付書類Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 (b) 解析モデル及び諸元 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の３次元構造解析モデルを図3.2－17及び図3.2－18に，

各部材の要素座標系を図 3.2－19に示す。 
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図 3.2－17 ３次元構造解析モデル図（鳥瞰図，北東側から望む） 

 

 

 

 

 

図 3.2－18 ３次元構造解析モデル図（鳥瞰図，南東側から望む） 

  

遮蔽壁（本体） 
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遮蔽壁（本体） 

遮蔽壁（開口部北壁） 

遮蔽壁（開口部頂版） 

遮蔽壁（開口部南壁） 

:完全固定 
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遮蔽壁（本体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（本体）拡大 

 

 

 

 

遮蔽壁（開口部頂版） 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（開口部南壁）      遮蔽壁（開口部北壁） 

 

黒：全体座標系を示す 

赤：要素座標系を示す 

 

図 3.2－19 各部材の要素座標系 
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(c) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

イ. 荷重の種類 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち遮蔽壁の応力解析において，考慮する荷重を以

下に示す。 

 

(イ) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

(ロ) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則

により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

   (ハ) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定する。 

   (ニ) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。なお，躯体重量に 2次元有限要素解析

で求めた震度（水平・鉛直）を掛け合わせ，3 次元静的ＦＥＭ解析の解析モデル

に作用させる慣性力を算定する。 

 

(i) 地震荷重の作用方向 

          補助復水貯蔵タンク遮蔽壁は円筒状構造物であり，明確に強軸及び弱軸の区

別ができないため，応力解析を行う地震時荷重は，水平 2方向及び鉛直方向地

震力を組み合わる。なお，南北方向の水平地震力を保守的に東西方向にも設定

し，鉛直地震力は南北方向の水平地震力と同時刻の地震力を選定している。 

          表 3.2－5に水平 2方向の応力解析における検討ケースを示す。 

 

表 3.2－5 水平 2方向の応力解析における検討ケース 

 

ケース 
地震力の方向及び組合せ 

水平 鉛直 

ケースＡ 1.0Ｓｓｘ＋1.0Ｓｓｙ 1.0Ｓｓｚ 

ケースＢ -1.0Ｓｓｘ＋1.0Ｓｓｙ 1.0Ｓｓｚ 

 

 

 

  

PNＳｓｙ

Ｓｓｘ --Ｓｓｘ

Ｓｓｚ：鉛直方向

水平荷重作用方向
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ロ. 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.2－6に示す。 

 

表 3.2－6 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

 

  



 

70 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

2-
2 
R0
 

(d) 解析ケース 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち遮蔽壁の応力解析を実施する解析ケースは，

「3.2.3 (1) a. (e) 地震応答解析結果」より，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）である。それぞれ

の解析ケースについて，「3.2.3 (1) b. (c) イ. (ニ) (ⅰ) 地震荷重の作用方向」

の表 3.2－5に記載した 2ケースに分けて応力解析を行う。 
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(3) 許容限界 

a. 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の健全性に対する許容限界 

(a) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，コンクリー

ト標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年）に基づき，曲げ耐力とす

る。 

 

(b) せん断破壊に対する許容限界 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁のせん断破壊に対する許容限界を表 3.2－7に示す。 

せん断破壊に対する許容限界は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土

木学会，2002年）に基づき，短期許容応力度とする。  

 

表 3.2－7 せん断破壊に対する許容限界 

確認項目 部位 許容限界（N/mm2） 

構造強度を有すること 

遮蔽壁 

短期許容応力度 

0.66 (2.97) ＊ 

基礎 0.66 

注記＊：（）内は，せん断補強筋を考慮する場合の数値を示す。 

    

b. 基礎地盤の健全性に対する許容限界 

      基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基

本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

      基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3.2－8に示す。 

 

表 3.2－8 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 
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3.2.4 評価結果 

構造部材の応力度に対する最大照査値を表 3.2－9～表 3.2－13に示す。 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁の照査用応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3.2－9 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

地震応答

解析 
応力解析 曲げ 

モーメント 

Ⅿｄ 

（kN･m/m） 

軸力 

Ｎｄ 

（kN/m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

Ⅿｄ/Ｍｕ 
地震動 

解析 

ケース 

Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
Ａ -42 142 103 0.41 

 

表 3.2－10 せん断破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

地震応答

解析 
応力解析 

せん断力 

Ⅴｄ(kN/m) 

許容せん断力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 
地震動 

解析 

ケース 

Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
Ａ 168 243 0.70 

 

表 3.2－11 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（基礎） 

地震動 

曲げ 

モーメント 

Ⅿｄ 

（kN･m/m） 

軸力 

Ｎｄ 

（kN/m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

Ⅿｄ/Ｍｕ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
775 -620 1518 0.52 

 

表 3.2－12 せん断破壊に対する最大照査値（基礎） 

地震動 
せん断力 

Ⅴｄ(kN/m) 

許容せん断力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
663 958 0.70 

 

表 3.2－13 支持性能に対する最大照査値（基礎地盤） 

地震動 
最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.60 9.8 0.07 
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3.3 非常用ろ過水タンク 

3.3.1 一般事項 

本章では非常用ろ過水タンクの構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実

施する。構造部材の健全性評価にあたっては，地震応答解析により得られた水平方向及び

鉛直方向の荷重を用い，線形シェル要素による３次元静的ＦＥＭ解析により応答値を算定

し，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して発生応力が許容限界を下回ることを確認する。

基礎地盤の支持性能評価にあたっては，地震応答解析により得られた基礎地盤の接地圧が，

許容限界を下回ることを確認する。 

 

(1) 配置概要 

非常用ろ過水タンクの位置図を図 3.3－1に示す。 

 

 

図 3.3－1 非常用ろ過水タンク 位置図 

 

  

復水貯蔵タンク

遮蔽壁 
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遮蔽壁 

トーラス水受入 

タンク遮蔽壁 

輪谷貯水槽（西側） 輪谷貯水槽（東側） 

非常用ろ過水タンク 

PN
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(2) 構造計画 

非常用ろ過水タンクの平面図を図 3.3－2に，断面図を図 3.3－3に，概略配筋図を図

3.3－4に， PC鋼材配置図を図 3.3－5に示す。 

非常用ろ過水タンクは，直径 20.4m，高さ 10.4mの鉄筋コンクリート及びプレストレス

トコンクリート造の円筒状の構造物であり，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置され

ている。 

 

 

図 3.3－2 非常用ろ過水タンク 平面図 

 

 

図 3.3－3 非常用ろ過水タンク 断面図 

グラウンドアンカ 

Ａ Ａ 

EL 50.0m 

EL 59.8m 

せん断キー 
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        屋根中央部              屋根端部    

 

側壁一般部 / 側壁ハンチ部 

 

        

       底版中央部                      底版端部 

 

図 3.3－4 非常用ろ過水タンク 概略配筋図 
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図 3.3－5 非常用ろ過水タンク PC鋼材配置図 
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(3) 評価方針 

非常用ろ過水タンクの評価フローを図 3.3－6に示す。 

非常用ろ過水タンクの耐震評価は，地震応答解析及び３次元構造解析により得られた解

析結果に基づき，表 3.3－1(1)の非常用ろ過水タンクの評価項目（構造部材）に示すとお

り，構造部材の健全性評価を行う。また，地震応答解析により得られた解析結果に基づ

き，表 3.3－1(2)の非常用ろ過水タンクの評価項目（基礎地盤）に示すとおり，基礎地盤

の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有す

ることを確認する。 

構造部材の健全性評価については，「3.3.3 地震応答解析及び構造強度評価」より得

られた，水平方向及び鉛直方向の荷重を用いて，３次元構造解析により応答値を算定し，

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，各部材ごとに定める照査項目に対する評価を

行い，照査用応答値が許容限界を下回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，「3.3.3 地震応答解析及び構造強度評価」より

得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する接地圧が許容限界を下回るこ

とを確認する。 
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図 3.3－6 非常用ろ過水タンク 耐震評価フロー 
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入力地震動の算定 

応力解析 

（３次元静的ＦＥＭ解析） 

許容限界の設定 
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表 3.3－1(1) 非常用ろ過水タンクの評価項目（構造部材） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材

の健全性 

発生する

応力又は

ひずみが

許容限界

を下回る

ことを確

認 

屋根 

側壁 

底版 

曲げ軸力 終局耐力＊ 

せん断力 短期許容応力度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

 

表 3.3－1(2)  非常用ろ過水タンクの評価項目（基礎地盤） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

基礎地盤の

支持性能 

発生する応力

（接地圧）が許

容限界以下であ

ることを確認 

基礎地盤 接地圧 極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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(4) 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・水道用プレストレストコンクリートタンク設計施工指針・解説 

（日本水道協会，1998年制定） 

・水道施設耐震工法指針（日本水道協会，1997年制定） 

・グラウンドアンカ設計・施工基準，同解説（地盤工学会，2012年制定） 

・建築物荷重指針（日本建築学会，2004年制定） 

・容器構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010年制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005

年） 

・道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会，平成 14年 3

月） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定） 
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3.3.2 評価部位 

非常用ろ過水タンクの評価対象部材は，屋根，側壁，底版とする。評価対象部材を図 3.3

－7に示す。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3－7 評価対象部材 

 

 

 

  

屋根 

底版 

側壁 
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3.3.3 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  a. 地震応答解析方法（質点系モデル） 

 (a) 解析方法 

非常用ろ過水タンクの地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のう

ち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる構造物－地盤連成モデルを

用いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動に対してそれぞれ

逐次時間積分の時刻歴応答解析を行う。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 
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(b) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

 イ. 荷重 

 非常用ろ過水タンクの地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

  (イ) 固定荷重（Ｇ） 

  固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

  (ロ) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，積雪荷重Ｐｓ及び「水道用プレストレストコンクリートタ

ンク設計施工指針」における上載荷重 0.5kN/m2を考慮する。 

  (ハ) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観

測された観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための

係数 0.35を考慮し 35.0㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施

行細則により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設

定する。 

  (ニ) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

  (ホ) 貯留水荷重（ＷＬ） 

貯留水荷重については，水の単位体積重量を 9.81kN/m3として考慮する。 

 

 ロ. 荷重の組合せ 

 荷重の組合せを表 3.3－2に示す。 

 

表 3.3－2 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ＋ＷＬ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

     ＷＬ：貯留水荷重 
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 (c) 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3.3－8 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード

「SHAKE」及び「micorSHAKE/3D」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概

要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

図 3.3－8 入力地震動算定の概念図 

 

  

▽EL 50.0m 

（基礎スラブ底面） 

地表面 
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 (d) 解析モデル及び諸元 

非常用ろ過水タンクの地震応答解析モデルを図 3.3－9及び図 3.1－10に示す。 

 

 

 

質点 No. 
レベル 

（ＧＬ＋ｍ） 

付加重量 

(kN) 

回転慣性重量 

(kN･m2) 

⑨ 10.000 4.238×103 1.340×105 

⑧ 6.750 2.239×103 1.018×105 

⑦・⑩ 5.698 * 8.356×103 * - 

⑥ 3.950 * 1.172×104 * - 

⑤ 3.500 1.433×103 6.490×104 

④ 2.600 6.543×102 2.937×104 

③ 1.700 8.893×102 4.050×104 

② 0.800 3.516×103 1.289×106 

① 0.000 3.513×103 1.069×105 

注記＊：スロッシングによる影響を考慮した貯留水の等価質量及び荷重作用高さ 

 

図 3.3－9 非常用ろ過水タンクの地震応答解析モデル（水平モデル） 
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質点 No. 
レベル 

（ＧＬ＋ｍ） 

付加重量 

(kN) 

⑨ 10.000 4.238×103 

⑧ 6.750 2.239×103 

⑦ 5.698 - 

⑥ 3.950 - 

⑤ 3.500 1.433×103 

④ 2.600 6.543×102 

③ 1.700 8.893×102 

② 0.800 2.805×104 

① 0.000 3.513×103 

 

図 3.3－10 非常用ろ過水タンクの地震応答解析モデル（鉛直モデル） 
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イ. 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3.3－3に，材料の物性値を表 3.3－4に示す。 

 

表 3.3－3 使用材料 

材料 仕様 

屋根及び底版 
コンクリート 設計基準強度 30.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

側壁 
コンクリート 設計基準強度 36.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3.3－4 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

屋根及び底版 2.80×104 24.5 0.2 

側壁 2.98×104 24.5 0.2 
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 (e) 地震応答解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，すべての基準地震動Ｓｓに対する応答

加速度分布図のうち応力解析における影響が最も大きくなるものを図 3.3－11に示す。 

 

 
 (a) Ｓｓ－Ｄ 水平 

 

 
(b) Ｓｓ－Ｄ 鉛直 

図 3.3－11 最大応答加速度分布図 
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b. 地震応答解析方法（屋根モデル） 

非常用ろ過水タンクの屋根部の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」 

のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施す

る。 

当該タンクの屋根について，屋根端部に対して屋根中央部の応答が大きくなるといっ

た現実的な挙動を再現するため，３次元有限要素法解析を用いて，基準地震動Ｓｓに基

づき設定した鉛直地震動に対して逐次時間積分の時刻歴応答解析を行う。 

なお，モデル化の対象は，側壁の屋根に対する影響を考慮するため，屋根及び側壁と

する。屋根及び側壁については，線形シェル要素でモデル化する。 

 

 (a) 解析方法 

非常用ろ過水タンクの屋根部の地震応答解析は，「3.3.3 (1) a. (e) 地震応答解

析結果」にて得られた応答を考慮する。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 

 

 (b) 解析モデル及び諸元 

非常用ろ過水タンクの屋根部の３次元地震応答解析モデルを図 3.3－12に示す。 
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図 3.3－12 3次元地震応答解析モデル図 

 

 

  

完全固定 
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     (c) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

イ. 荷重の種類 

非常用ろ過水タンクの応力解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

 

(イ) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

(ロ) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，水圧，積雪荷重Ｐｓ及び「水道用プレストレストコンクリー

トタンク設計施工指針」における上載荷重 0.5kN/m2を考慮する。 

(ハ) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則

により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

   (ニ) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。本荷重は，「3.3.3 (1) a. (a) 地震応

答解析方法（質点系モデル）」 の解析結果により得られる，側壁下端部に位置す

る質点系モデル（鉛直）の質点 2の応答加速度とする。 

図 3.3－13に，屋根モデルの入力地震動の概念図を示す。 

 

 

図 3.3－13 屋根モデルの入力地震動の概念図 

 

質点系モデル（鉛直モデル） 

入力地震動は側壁下端部に位置する 
質点系モデル（鉛直モデル）の質点 2 
の応答加速度とする。 

EL 50.0m 

EL 50.8m 

EL 60.0m 

側壁要素 

屋根要素 
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ロ. 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.3－5に示す。 

 

表 3.3－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ  ：積載荷重（積雪荷重Ｐｓを含む） 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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 (d) 地震応答解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，すべての基準地震動Ｓｓに対する応答

加速度分布図のうち応力解析における影響が最も大きくなるものを図 3.3－14に示す。 

 

 

 (a) Ｓｓ－Ｄ 鉛直 

 

図 3.3－14 最大応答加速度分布図 
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 c. 構造強度評価方法 

非常用ろ過水タンクの応力解析として，非常用ろ過水タンクをシェル要素でモデル化

した３次元静的ＦＥＭ解析を行う。 

非常用ろ過水タンクの応力解析は，「3.3.3 (1) a. (e) 地震応答解析結果」より，

非常用ろ過水タンクの耐震性に最も影響を及ぼす地震動（Ｓｓ－Ｄ）から求めた震度

（水平・鉛直）を躯体重量に掛け合わせ，3次元静的ＦＥＭ解析の解析モデルに作用さ

せる慣性力を算定する。 

慣性力については，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせて検討する。 

 

(a) 解析方法 

非常用ろ過水タンクの 3次元構造解析は，「3.3.3 (1) a. (e) 地震応答解析結果」

及び「3.3.3 (1) b. (d) 地震応答解析結果」により得られた応答値に基づき，水平

2 方向及び鉛直方向の地震荷重を設定し，各構造部材について，曲げ軸力及びせん断

力に対する照査を実施する。 

応力解析には「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認等の概

要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

(b) 解析モデルの諸元 

非常用ろ過水タンクの解析モデルを図 3.3－15に示す。 

 

 

図 3.3－15 解析モデル 

 

 

 

注：解析モデルの内，0°～180°範囲のみ表示している． 
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(c) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

イ. 荷重の種類 

非常用ろ過水タンクの耐震安全性評価において，考慮する荷重を以下に示す。 

 

(イ) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(ロ) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，水圧，積雪荷重Ｐｓ及び「水道用プレストレストコンクリー

トタンク設計施工指針」における上載荷重 0.5kN/m2を考慮する。 

(ハ) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35を考慮し 35.0㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則

により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定す

る。 

(ニ) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定す

る。 

(ホ) 地震荷重（Ｓｓ) 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

(ヘ) プレストレス力（ＰＳ） 

解析に入力するプレストレス力は，鉛直方向プレストレスは軸方向力として，

円周方向プレストレスは腹圧（タンク中心へ向かう方向の荷重）として入力す

る。なお，プレストレスの導入は，屋根を打設する前に行うため，プレストレス

力を載荷する際の解析モデルは，屋根をモデル化しないものとする。  

(ト) せん断キー荷重（ＳＫ） 

せん断キーによる非常用ろ過水タンクとの接続部に生じる反力として，せん断

力及び曲げモーメントを考慮することとし，「道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構

造編）」に基づき設定する。 

(チ) グラウンドアンカ力（ＧＡ） 

グラウンドアンカによる荷重は，1本あたり 1,300 kNとする。 
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ロ. 荷重の組合せ 

荷重の組合せを 3.3－6に示す。 

 

表 3.3－6(1) 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓs） Ｇ＋Ｐ＋Ｐｋ＋Ｓs＋ＰＳ＋ＳＫ＋ＧＡ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重（積雪荷重Ｐｓを含む） 

Ｐｋ：風荷重 

Ｓs：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

ＰＳ：プレストレス力 

ＳＫ：せん断キー荷重 

ＧＡ：グラウンドアンカ力 

 

表 3.3－6(2) 荷重の組合せ（解析ケース一覧） 

地震荷重の組合せ＊ 解析ケース番号 

H＋1.0，H＋0.4，V＋0.4 ①－１ 

H＋1.0，H＋0.4，V－0.4 ①－２ 

H＋0.4，H＋0.4，V＋1.0 ①－３ 

H＋0.4，H＋0.4，V－1.0 ①－４ 

注記＊：Hは水平地震動による荷重，Vは鉛直動による荷重を示す。 

          鉛直方向の符号は，＋が上向きの荷重，－が下向きの荷重を示す。 
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 (d) 許容限界 

イ. 非常用ろ過水タンクの健全性に対する許容限界 

(イ) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

非常用ろ過水タンクの曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，コンクリー

ト標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年）に基づき，曲げ耐力と

する。 

 

(ロ) せん断破壊に対する許容限界 

非常用ろ過水タンクのせん断破壊に対する許容限界を表 3.3－7に示す。せん

断破壊に対する許容限界は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土

木学会，2002年）に基づき，短期許容応力度とする。  

 

表 3.3－7 せん断破壊に対する許容限界 

確認項目 部位 許容限界（N/mm2） 

構造強度を有すること 

屋根及び底版 

短期許容応力度 

0.75 

側壁 0.76 

    

ロ. 基礎地盤の健全性に対する許容限界 

         基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

         基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3.3－8に示す。 

 

表 3.3－8 非常用ろ過水タンクの許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＬ級岩盤 3.9 
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3.3.4 評価結果 

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果（屋根，側壁及び底版） 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 3.3－9に，せん断破壊に対す

る各評価位置での最大照査値を表 3.3－10に示す。 

非常用ろ過水タンクの構造部材の発生応力度又は発生力が許容限界以下であることを確

認した。 

 

表 3.3－9  曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

評価位置＊ 
解析 

ケース 
地震動 

曲げモーメント 

(kN･m/m) 

曲げ耐力 

(kN･m/m) 

照査値 

 

屋根 １ ①－４ 
Ss-D 

（＋＋） 
88 139 0.64 

側壁 ２ ①－１ 
Ss-D 

（＋＋） 
636 884 0.72 

底版 ３ ①－２ 
Ss-D 

（＋＋） 
227 316 0.72 

注記＊：評価位置は図 3.3－16に示す。 

 

 表 3.3－10 せん断破壊に対する最大照査値  

評価位置＊ 
解析 

ケース 
地震動 

発生応力度 

(N/mm2) 

許容応力度 

(N/mm2) 

照査値 

 

屋根 １ ①－４ 
Ss-D 

（＋＋） 
0.40 0.75 0.54 

側壁 ２ ①－４ 
Ss-D 

（＋＋） 
0.64 0.76 0.85 

底版 ３ ①－1 
Ss-D 

（＋＋） 
0.55 0.75 0.74 

注記＊：評価位置は図 3.3－16に示す。 

 

 

図 3.3－16 評価位置 
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(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 3.3－11に示す。 

非常用ろ過水タンクの基礎地盤に発生する最大接地圧が，許容限界を下回ることを確認

した。 

 

表 3.3－11 基礎地盤の支持性能に対する照査結果 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

（N/mm2） 

極限支持力度 

（N/mm2） 
照査値 

①－２ 
Ss-D 

（＋＋） 
1.1 3.9 0.29 
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3.4 輪谷貯水槽（西側） 

3.4.1 一般事項 

本章では輪谷貯水槽（西側）の構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実

施する。構造部材の健全性評価にあたっては，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して発生

応力が許容限界を下回ることを確認する。基礎地盤の支持性能評価にあたっては，地震応

答解析により得られた基礎地盤の接地圧が，許容限界を下回ることを確認する。 

 

(1) 配置概要 

輪谷貯水槽（西側）の位置図を図 3.4－1に示す。 

 

 

図 3.4－1 輪谷貯水槽（西側） 位置図 
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(2) 構造計画 

輪谷貯水槽（西側）の平面図を図 3.4－2に，断面図を図 3.4－3に，概略配筋図を図

3.4－4に示す。 

輪谷貯水槽（西側）は，既設輪谷貯水槽内に新設された鉄筋コンクリート造の箱型構造物

である。 

 

 

図 3.4－2 輪谷貯水槽（西側） 平面図 

 

 

 

図 3.4－3(1) 輪谷貯水槽（西側） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

 

図 3.4－3(2) 輪谷貯水槽（西側） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 3.4－4 輪谷貯水槽（西側） 概略配筋図 

  

（単位:mm） 
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(2) 評価方針 

輪谷貯水槽（西側）の耐震評価フローを図 3.4－5に示す。 

輪谷貯水槽（西側）の耐震評価は，地震応答解析により得られた解析結果に基づき，表

3.4－1(1)の輪谷貯水槽（西側）の評価項目（構造部材）に示すとおり，構造部材の健全

性評価を行う。また，地震応答解析により得られた解析結果に基づき，表 3.4－1(2)の輪

谷貯水槽（西側）の評価項目（基礎地盤）に示すとおり，基礎地盤の支持性能評価を行

う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有す

ることを確認する。 

構造部材の健全性評価については，「3.4.3 地震応答解析及び構造強度評価」より得

られた，水平方向及び鉛直方向の荷重を用いて応答値を算定し，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する評価を行い，照査用応答

値が許容限界を下回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，「3.4.3 地震応答解析及び構造強度評価」より

得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する接地圧が許容限界を下回るこ

とを確認する。 

 

  



 

104 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

2-
2 
R0
 

 

図 3.4－5 輪谷貯水槽（西側）の耐震評価フロー 
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表 3.4－1(1) 輪谷貯水槽（西側）の評価項目（構造部材） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材 

の健全性 

曲げ軸力，

せん断力に

対する発生

応力が許容

限界以下で

あることを

確認 

頂版 

側壁 

隔壁 

底版 

曲げ軸力 
圧縮縁コンクリート

ひずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

 

表 3.4－1(2)  輪谷貯水槽（西側）の評価項目（基礎地盤） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

基礎地盤の

支持性能 

発生する応力

（接地圧）が許

容限界以下であ

ることを確認 

基礎地盤 接地圧 極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

 

 

 

  



 

106 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

2-
2 
R0
 

(4) 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005

年） 

・道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会，平成 14年 3

月） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定） 

・コンクリート標準示方書［設計編］（土木学会，2007年制定） 
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3.4.2 評価部位 

構造部材の健全性評価に係る評価対象部位は，頂版，側壁，隔壁及び底版とする。評価

対象部位を図 3.4－6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4－6 評価対象部位 
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3.4.3 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  a. 地震応答解析方法 

 (a) 解析方法 

輪谷貯水槽（西側）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」の

うち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施

する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を

用いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振によ

る逐次時間積分の時刻歴非線形解析により行う。輪谷貯水槽（西側）は，施設周辺

に地下水位以深の液状化対象層が存在しないことから，解析手法は全応力解析とす

る。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 
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 (b) 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3.4－7 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード

「ＳＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ

-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4－7 入力地震動作成の概念図 
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d. 解析モデル及び諸元 

輪谷貯水槽（西側）の地震応答解析モデルを図 3.4－8に示す。 

 

               

 

図 3.4－8(1) 輪谷貯水槽（西側） 地震応答解析モデル図（弱軸方向断面） 
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図 3.4－8(2) 輪谷貯水槽（西側） 地震応答解析モデル図（強軸方向断面） 
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イ. 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3.4－2に，材料の物性値を表 3.4－3に示す。 

 

表 3.4－2 使用材料 

材料 仕様 

輪谷貯水槽（西側） 
コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3.4－3 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

輪谷貯水槽（西側） 2.5×104 24.0 0.2 
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(2) 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

  a. 荷重の種類 

輪谷貯水槽（西側）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

 (a) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

 (b) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，土圧，水圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

 (c) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測され

た観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を

考慮し 35.0㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪

量１㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

 (d) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定する。 

     (e) 土石流堆積荷重（ＰＥｄ） 

       輪谷貯水槽（西側）周辺は，国土数値情報 土砂災害危険箇所データ（国土交通省国

土政策局）によると土石流危険区域にあることから，土石流堆積荷重を考慮する。 

 (f) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

  



 

114 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

2-
2 
R0
 

  b. 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.4－4に示す。 

 

表 3.4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｐｋ＋ＰＥｄ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重（積雪荷重Ｐｓを含む。） 

Ｐｋ ：風荷重 

ＰＥｄ：土石流堆積荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

  



 

115 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

2-
2 
R0
 

(3) 許容限界 

a. 輪谷貯水槽（西側）の健全性に対する許容限界 

(a) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

輪谷貯水槽（西側）の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外

重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）に基づき，

限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％）とする。 

 

(b) せん断破壊に対する許容限界 

輪谷貯水槽（西側）のせん断破壊に対する許容限界は，コンクリート標準示方書

［設計編］（土木学会，2007年）に基づき，棒部材式で求まるせん断耐力とする。  

    

b. 基礎地盤の健全性に対する許容限界 

      基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基

本方針」に基づき，基礎地盤の極限支持力度とする。 

      基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3.4－5に示す。 

 

表 3.4－5 輪谷貯水槽（西側）の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 埋戻土 1.2 
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3.4.4 評価結果 

弱軸方向断面の照査結果の最大照査値を表 3.4－6～表 3.4－8 に示す。また，強軸方向

断面の照査結果の最大照査値を表 3.4－9～表 3.4－11に示す。 

 

    (1) 弱軸方向断面 

表 3.4－6 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

地震動 
照査用ひずみ＊ 

εd（－） 

限界ひずみ 

εa（－） 

照査値 

εd/εa 

Ｓｓ－Ｆ２ 

（＋＋） 
897μ 10000μ 0.09 

注記＊：照査用ひずみεd＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

 

表 3.4－7 せん断破壊に対する最大照査値 

地震動 
せん断力＊ 

Ⅴｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

Ｓｓ－Ｎ１

（＋＋） 
363 653 0.57 

注記＊：照査用せん断力Ⅴｄ＝発生せん断力Ⅴ×構造解析係数γａ 

 

表 3.4－8 支持性能に対する最大照査値 

地震動 
最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

Ｓｓ－Ｆ２ 

（＋＋） 
0.76 1.2 0.64 
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(2) 強軸方向断面 

表 3.4－9 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

地震動 
照査用ひずみ＊ 

εd（－） 

限界ひずみ 

εa（－） 

照査値 

εd/εa 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
56μ 10000μ 0.01 

注記＊：照査用ひずみεd＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

 

表 3.4－10 せん断破壊に対する最大照査値 

地震動 
せん断力＊ 

Ⅴｄ(kN/m) 

せん断耐力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
130 844 0.16 

          注記＊：照査用せん断力Ⅴｄ＝発生せん断力Ⅴ×構造解析係数γａ 

 

表 3.4－11 支持性能に対する最大照査値 

地震動 
最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.75 1.2 0.63 
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3.5 輪谷貯水槽（東側） 

3.5.1 一般事項 

本章では輪谷貯水槽（東側）の構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実

施する。構造部材の健全性評価にあたっては，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して発生

応力が許容限界を下回ることを確認する。基礎地盤の支持性能評価にあたっては，地震応

答解析により得られた基礎地盤の接地圧が，許容限界を下回ることを確認する。 

 

(1) 配置概要 

輪谷貯水槽（東側）の位置図を図 3.5－1に示す。 

 

 

 

図 3.5－1 輪谷貯水槽（東側） 位置図 
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(2) 構造計画 

輪谷貯水槽（東側）の平面図を図 3.5－2に，断面図を図 3.5－3に，概略配筋図を図

3.5－4に示す。 

輪谷貯水槽（東側）は，鉄筋コンクリート造の箱型構造物である。 

 

 

図 3.5－2 輪谷貯水槽（東側） 平面図 

 

 

 

図 3.5－3(1) 輪谷貯水槽（東側） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

図 3.5－3(2) 輪谷貯水槽（東側） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 3.5－4 輪谷貯水槽（東側） 概略配筋図 

  



 

121 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

2-
2 
R0
 

(3) 評価方針 

輪谷貯水槽（東側）の耐震評価フローを図 3.5－5に示す。 

輪谷貯水槽（東側）の耐震評価は，地震応答解析により得られた解析結果に基づき，表

3.5－1(1)の輪谷貯水槽（東側）の評価項目（構造部材）に示すとおり，構造部材の健全

性評価を行う。また，地震応答解析により得られた解析結果に基づき，表 3.5－1(2)の輪

谷貯水槽（東側）の評価項目（基礎地盤）に示すとおり，基礎地盤の支持性能評価を行

う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有す

ることを確認する。 

構造部材の健全性評価については，「3.5.3 地震応答解析及び構造強度評価」より得

られた，水平方向及び鉛直方向の荷重を用いて応答値を算定し，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する評価を行い，照査用応答

値が許容限界を下回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，「3.5.3 地震応答解析及び構造強度評価」より

得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する接地圧が許容限界を下回るこ

とを確認する。 
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図 3.5－5 輪谷貯水槽（東側）の耐震評価フロー 
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表 3.5－1(1) 輪谷貯水槽（東側）の評価項目（構造部材） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材 

の健全性 

曲げ軸力，

せん断力に

対する発生

応力が許容

限界以下で

あることを

確認 

側壁 

底版 

曲げ軸力 
圧縮縁コンクリート

ひずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

 

表 3.5－1(2)  輪谷貯水槽（東側）の評価項目（基礎地盤） 

評価方針 評価項目 評価方法 部位 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

基礎地盤の

支持性能 

発生する応力

（接地圧）が許

容限界以下であ

ることを確認 

基礎地盤 接地圧 極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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(4) 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005

年） 

・道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会，平成 14年 3

月） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定） 

     ・コンクリート標準示方書［設計編］（土木学会，2007年制定） 
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3.5.2 評価部位 

構造部材の健全性評価に係る評価対象部位は，側壁及び底版とする。評価対象部位を図

3.5－6に示す。 
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   図 3.5－6 評価対象部位 
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3.5.3 地震応答解析及び構造強度評価 

(1) 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  a. 地震応答解析方法 

(a) 解析方法 

輪谷貯水槽（東側）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」の

うち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施

する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を

用いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振によ

る逐次時間積分の時刻歴非線形解析により行う。輪谷貯水槽（東側）は，施設周辺

に地下水位以深の液状化対象層が存在しないことから，解析手法は全応力解析とす

る。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 
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 (b) 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3.5－7 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード

「ＳＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ

-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5－7 入力地震動作成の概念図 
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d. 解析モデル及び諸元 

輪谷貯水槽（東側）の地震応答解析モデルを図 3.5－8に示す。 

 

 

図 3.5－8(1) 輪谷貯水槽（東側） 地震応答解析モデル図（弱軸方向断面） 
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図 3.5－8(2) 輪谷貯水槽（東側） 地震応答解析モデル図（強軸方向断面） 
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イ. 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3.5－2に，材料の物性値を表 3.5－3に示す。 

 

表 3.5－2 使用材料 

材料 仕様 

輪谷貯水槽（東側） 
コンクリート 設計基準強度 17.7N/mm2 

鉄筋 SR235 

 

表 3.5－3 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

輪谷貯水槽（東側） 2.19×104 24.0 0.2 
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(2) 荷重及び荷重の組合せ

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ－2－1－9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。

a. 荷重の種類

輪谷貯水槽（東側）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(a) 固定荷重（Ｇ）

固定荷重として，躯体自重を考慮する。

(b) 積載荷重（Ｐ）

積載荷重として，土圧，水圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。

(c) 積雪荷重（Ｐｓ）

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測され

た観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35を
考慮し35.0㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪

量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(d) 風荷重（Ｐｋ）

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定する。

(e) 地震荷重（Ｓｓ）

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。

b. 荷重の組合せ

荷重の組合せを表 3.5－4に示す。 

表 3.5－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重（積雪荷重Ｐｓを含む。） 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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(3) 許容限界 

a. 輪谷貯水槽（東側）の健全性に対する許容限界 

(a) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

輪谷貯水槽（東側）の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外

重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005年）に基づき，

限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％）とする。 

 

(b) せん断破壊に対する許容限界 

輪谷貯水槽（東側）のせん断破壊に対する許容限界は，コンクリート標準示方書

［設計編］（土木学会，2007年）に基づき，棒部材式で求まるせん断耐力とする。  

    

b. 基礎地盤の健全性に対する許容限界 

      基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基

本方針」に基づき，基礎地盤の極限支持力度とする。 

      基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3.5－5に示す。 

 

表 3.5－5 輪谷貯水槽（東側）の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 埋戻土 1.2 
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3.5.4 評価結果 

弱軸方向断面の照査結果の最大照査値を表 3.5－6～表 3.5－8 に示す。また，強軸方向

断面の照査結果の最大照査値を表 3.5－9～表 3.5－11に示す。 

 

(1) 弱軸方向断面 

表 3.5－6 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

地震動 
照査用ひずみ＊ 

εd（－） 

限界ひずみ 

εa（－） 

照査値 

εd/εa 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
473μ 10000μ 0.05 

         注記＊：照査用ひずみεd＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

 

表 3.5－7 せん断破壊に対する最大照査値 

地震動 
せん断力＊１ 

Ⅴｄ(kN/m) 

せん断耐力＊２ 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
20.8 39.6 0.53 

         注記＊１：照査用せん断力Ⅴｄ＝発生せん断力Ⅴ×構造解析係数γａ 

           ＊２：線形被害則によるせん断耐力 

 

表 3.5－8 支持性能に対する最大照査値 

地震動 
最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

Ｓｓ－Ｆ１ 

（＋＋） 
0.61 1.2 0.52 
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     (2) 強軸方向断面 

表 3.5－9 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

地震動 
照査用ひずみ＊ 

εd（－） 

限界ひずみ 

εa（－） 

照査値 

εd/εa 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
908μ 10000μ 0.10 

注記＊：照査用ひずみεd＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

 

表 3.5－10 せん断破壊に対する最大照査値 

地震動 
せん断力＊１ 

Ⅴｄ(kN/m) 

せん断耐力＊２ 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
1.2 31.4 0.04 

         注記＊１：照査用せん断力Ⅴｄ＝発生せん断力Ⅴ×構造解析係数γａ 

＊２：線形被害則によるせん断耐力 

 

表 3.5－11 支持性能に対する最大照査値 

地震動 
最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.67 1.2 0.56 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」の「2. 耐震評価の基本方

針」に基づき，溢水防護に関する施設及びＢ，Ｃクラス機器について，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して，溢水伝播を防止する機能を維持するために，耐震性を有することを確認している

ため，動的地震動の水平２方向及び鉛直方向の組合せに関する影響評価について説明するもので

ある。 

2. 機器・配管系の影響評価

2.1 基本方針 

溢水防護に関する施設及びＢ，Ｃクラス機器に関する水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる影響評価については，Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関す

る影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評価方法を踏まえて，設備が有す

る耐震性への影響を評価する。 

2.2 評価条件及び評価方法 

Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設

における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」を踏まえて，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法における

水平１方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算（以下「従来の計算」という。）に対

して，設備の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性があ

るものを抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。影響評価のフローを図 2－1

に示す。 

(1) 評価対象となる設備の整理

溢水防護に関する設備及びＢ，Ｃクラス機器のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

して構造強度又は機能維持及び波及的影響を確認する設備を評価対象とする。（図 2－1①） 

(2) 構造上の特徴による抽出

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重複する観点，若しくは応答軸方向

以外の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力に

よる影響の可能性がある設備を抽出する。（図 2－1②） 

(3) 発生値の増分による抽出

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方向の地震力が各

方向 1：1で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生

値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，機器・配管系への影響の可

1
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能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性への影響が

懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さい設備

（部位）を対象とする。（図 2－1③） 

(4) 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価

「(3) 発生値の増分による抽出」の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備

が有する耐震性への影響を確認する。（図 2－1④） 
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図 2－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した影響評価フロー 

3
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2.3 評価結果 

2.3.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

溢水防護に関する施設及びＢ，Ｃクラス機器の評価対象設備を表 2－1 に示す。Ⅵ-2-

1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配

管系」の評価設備（部位）の抽出方法を踏まえ，評価対象設備の各評価部位及び応力分類

に対し構造上の特徴から，水平２方向の地震力による影響を以下の項目により検討し影

響の可能性がある設備を抽出した。 

(1) 水平２方向の地震力が重複する観点

評価対象設備は，水平１方向の地震力に加えて，更に水平直交方向に地震力が重複し

た場合，水平２方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が

必要となる可能性があるものとして抽出した。抽出結果を表 2－2に示す。なお，ここで

の影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生応力への影響に着目し，その増分が 1

割程度以下となる設備を分類しているが，水平１方向地震力による裕度（許容応力／発

生応力）が 1.1未満の設備については，個別に検討を行うこととする。 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じる可

能性がある設備を抽出する。抽出結果を表 2－2に示す。 

(3) 水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び鉛直方向地震力の増分の観点

(1)及び(2)において影響の可能性がある設備について，水平２方向の地震力が各方向

1:1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直方

向地震力の設計手法による発生値を比較し，その増分により影響の程度を確認し，耐震

性への影響が懸念される設備を抽出した。抽出結果を表 2－2に示す。 

2.3.2 建物・建築物及び屋外重要土木構造物の検討による機器・配管系への影響の検討結果 

建物・建築物及び屋外重要土木構造物の検討において，溢水防護に関する施設及びＢ，

Ｃクラス機器への影響を検討した結果，耐震性への影響が懸念されるものは抽出されな

かった。 

2.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 2－2にて抽出された設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力を想定した発生

値を，Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 

機器・配管系」の方法にて算出した。 

2.3.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

「2.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価」の影響評価条件にて算

4
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出した発生値に対して，設備が有する耐震性への影響を評価した。影響評価結果を表 2－

3に示す。 

2.3.5 まとめ 

溢水防護に関する施設及びＢ，Ｃクラス機器について，水平２方向及び鉛直方向地震

力を想定した場合でも溢水防護に関する施設が有する耐震性への影響がないことを確認

したため，従来の水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計手法に加えて更な

る設計上の配慮が必要な設備はない。 

5



 

 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2-
8 
R0
 

表 2－1 水平２方向入力の影響検討対象設備 (1/2) 

(1) 構造強度評価対象設備 

設備名称  評価対象部位  

再循環ポンプ MGセット空気冷却器（電動機用） サポート 

再循環ポンプ MGセット空気冷却器（発電機用） 取付ボルト 

再循環ポンプ MGセット油冷却器 胴板 

再循環ポンプ MGセット室冷却機 基礎ボルト 

原子炉浄化循環ポンプ 基礎ボルト 

原子炉浄化ろ過脱塩装置ホールディングポンプ ポンプ取付ボルト 

復水輸送ポンプ ポンプ取付ボルト 

原子炉浄化補助ポンプ 基礎ボルト 

制御棒駆動水圧ポンプ油冷却器 胴板 

CRDポンプ室冷却機 基礎ボルト 

RCICポンプ室冷却機 基礎ボルト 

３号復水貯蔵タンク 基礎ボルト 

３号補助復水貯蔵タンク 基礎ボルト 

１号復水貯蔵タンク 胴板 

配管（制御棒駆動水圧系） 配管本体，支持構造物 

配管（原子炉浄化系） 配管本体，支持構造物 

配管（原子炉補機冷却系） 配管本体，支持構造物 

配管（燃料プール冷却系） 配管本体，支持構造物 

配管（高圧炉心スプレイ系） 配管本体，支持構造物 

配管（原子炉隔離時冷却系） 配管本体，支持構造物 

配管（液体廃棄物処理系（機器ドレン系）） 配管本体，支持構造物 

配管（ドライウェル冷却系） 配管本体，支持構造物 

配管（空調換気設備冷却水系） 配管本体，支持構造物 

配管（復水輸送系） 配管本体，支持構造物 

配管（消火系） 配管本体，支持構造物 

配管（復水給水系） 配管本体，支持構造物 

配管（タービンヒータドレン系） 配管本体，支持構造物 

配管（タービン補機冷却系） 配管本体，支持構造物 

配管（補給水系） 配管本体，支持構造物 

配管（中央制御室空調換気系） 配管本体，支持構造物 

配管（ガスタービン発電機建物消火系） 配管本体，支持構造物 

被水防護カバー 基礎ボルト 

通水扉 丁番，ラッチボルト 

6
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表 2－1 水平２方向入力の影響検討対象設備 (2/2) 

(2) 機能維持評価対象設備

設備名称 評価対象部位

大型タンク遮断弁 弁 

燃料プール冷却系弁 弁 

循環水ポンプ出口弁 弁 

復水器水室入口弁 弁 

復水器水室出口弁 弁 
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
1
/1
2）

 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1
) 

水
平
２

方
向
の
地
震
力
が
重

畳
す
る
観
点
（
以
下

「
重
畳
の
観
点
」
と

い
う
。
）
 

 
○
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す

る
振
動
モ
ー
ド
（
ね
じ
れ

振
動
等
）
が
生
じ
る
観
点

（
以
下
「
ね
じ
れ
振
動
等

の
観
点
」
と
い
う
。
）
 

×
：
発
生
し
な
い
 

○
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)
 
水
平
１
方
向

及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
に

対
す
る
水
平
２
方
向
及
び

鉛
直
方
向
地
震
力
の
増
分

の
観
点
（
以
下
「
増
分
の

観
点
」
と
い
う
。
）
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
 

空
気
冷
却
器
（
電
動
機
用
）
 

△
 

サ
ポ
ー
ト
 

組
合
せ
応
力
 

（
圧
縮
，
曲
げ

＊
）
 

×
 

－
 

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
空
気
冷
却
器
（
電
動
機

用
）
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方

向
地
震
力
を
考
慮
済
み
で
あ
る
。
 

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
 

空
気
冷
却
器
（
発
電
機
用
）
 

△
 

取
付
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
引
張

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２

方
向
入
力
に
よ
る
対
角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検

討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最
大
応
答
の

非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向

の
地
震
を
組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向

の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と
い
え
る
た
め
，
影
響

は
軽
微
と
な
る
。
 

注
記
＊
：「

Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 

溢
水
源
と
し
な
い
Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
機
器
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
書
」
の
表

2.
4－

1
及
び
表

2
.
4－

2
に
示
す
算
出
応
力
と
許
容
応
力
を
踏

ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
応
力
を
記
載
す
る
。
 

 

8



   

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
2/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
 

油
冷
却
器
 

△
 

胴
板
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

×
 

－
 

水
平
２
方
向
が
同
時
に
作
用
し
た
場
合
に
お
い
て
も
，
強
軸
と
弱
軸
の
関

係
が
明
確
で
あ
り
，
斜
め
方
向
に
変
形
す
る
の
で
は
な
く
，
支
持
構
造
物

の
強
軸
側
と
弱
軸
側
に
変
形
す
る
た
め
，
最
大
応
力
発
生
部
位
は
変
わ
ら

な
い
。
し
た
が
っ
て
，
水
平
２
方
向
入
力
の
影
響
は
軽
微
で
あ
る
。
 

再
循
環
ポ
ン
プ

MG
セ
ッ
ト
室
 

冷
却
機
 

△
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
引
張

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２
方
向
入
力
に
よ
る
対

角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検
討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最

大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向
の
地
震
を

組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向
の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と

い
え
る
た
め
，
影
響
は
軽
微
と
な
る
。
 

原
子
炉
浄
化
循
環

ポ
ン
プ
 

△
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
引
張

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２
方
向
入
力
に
よ
る
対

角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検
討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最

大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向
の
地
震
を

組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向
の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と

い
え
る
た
め
，
影
響
は
軽
微
と
な
る
。
 

注
記
＊
：
ボ
ル
ト
に
つ
い
て
は
，「

Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 

溢
水
源
と
し
な
い
Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
機
器
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
書
」
の
表

2
.
4－

1
及
び
表

2
.
4－

2
に
示
す
算
出

応
力
と
許
容
応
力
を
踏
ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
応
力
を
記
載
す
る
。
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
3/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

原
子
炉
浄
化
ろ
過

脱
塩
装
置
ホ
ー
ル

デ
ィ
ン
グ
ポ
ン
プ
 

△
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
引
張

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２
方
向
入
力
に
よ
る
対

角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検
討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最

大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向
の
地
震
を

組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向
の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と

い
え
る
た
め
，
影
響
は
軽
微
と
な
る
。
 

復
水
輸
送
ポ
ン
プ
 

△
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
引
張

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２
方
向
入
力
に
よ
る
対

角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検
討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最

大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向
の
地
震
を

組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向
の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と

い
え
る
た
め
，
影
響
は
軽
微
と
な
る
。
 

原
子
炉
浄
化
補
助

ポ
ン
プ
 

△
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
せ
ん
断

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２
方
向
入
力
に
よ
る
対

角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検
討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最

大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向
の
地
震
を

組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向
の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と

い
え
る
た
め
，
影
響
は
軽
微
と
な
る
。
 

注
記
＊
：
ボ
ル
ト
に
つ
い
て
は
，「

Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 

溢
水
源
と
し
な
い
Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
機
器
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
書
」
の
表

2
.
4－

1
及
び
表

2
.
4－

2
に
示
す
算
出

応
力
と
許
容
応
力
を
踏
ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
応
力
を
記
載
す
る
。
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
4/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

制
御
棒
駆
動
水
圧

ポ
ン
プ
油
冷
却
器
 

△
 

胴
板
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

×
 

－
 

水
平
２
方
向
が
同
時
に
作
用
し
た
場
合
に
お
い
て
も
，
強
軸
と
弱
軸
の
関

係
が
明
確
で
あ
り
，
斜
め
方
向
に
変
形
す
る
の
で
は
な
く
，
支
持
構
造
物

の
強
軸
側
と
弱
軸
側
に
変
形
す
る
た
め
，
最
大
応
力
発
生
部
位
は
変
わ
ら

な
い
。
し
た
が
っ
て
，
水
平
２
方
向
入
力
の
影
響
は
軽
微
で
あ
る
。
 

CR
D
ポ
ン
プ
室
 

冷
却
機
 

△
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
せ
ん
断

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２
方
向
入
力
に
よ
る
対

角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検
討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最

大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向
の
地
震
を

組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向
の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と

い
え
る
た
め
，
影
響
は
軽
微
と
な
る
。
 

RC
IC

ポ
ン
プ
室

冷
却
機
 

△
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
引
張

＊
）
 

×
 

－
 

評
価
対
象
の
ボ
ル
ト
は
矩
形
配
置
で
あ
り
，
水
平
２
方
向
入
力
に
よ
る
対

角
方
向
へ
の
転
倒
を
想
定
し
検
討
し
た
結
果
，
水
平
２
方
向
地
震
力
の
最

大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
平
２
方
向
の
地
震
を

組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
一
方
向
の
地
震
に
よ
る
応
力
と
同
等
と

い
え
る
た
め
，
影
響
は
軽
微
と
な
る
。
 

注
記
＊
：
ボ
ル
ト
に
つ
い
て
は
，「

Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 

溢
水
源
と
し
な
い
Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
機
器
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
書
」
の
表

2
.
4－

1
及
び
表

2
.
4－

2
に
示
す
算
出

応
力
と
許
容
応
力
を
踏
ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
応
力
を
記
載
す
る
。
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
5/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

３
号
復
水
貯
蔵
 

タ
ン
ク
 

△
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
せ
ん
断

＊
）
 

×
 

―
 

水
平
２
方
向
入
力
時
の
ボ
ル
ト
に
発
生
す
る
せ
ん
断
応
力
を
検
討
し
た
結

果
，
水
平
２
方
向
地
震
に
お
け
る
最
大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ

と
に
よ
り
，
影
響
は
軽
微
で
あ
る
。
 

３
号
補
助
復
水
 

貯
蔵
タ
ン
ク
 

△
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
せ
ん
断

＊
）
 

×
 

―
 

水
平
２
方
向
入
力
時
の
ボ
ル
ト
に
発
生
す
る
せ
ん
断
応
力
を
検
討
し
た
結

果
，
水
平
２
方
向
地
震
に
お
け
る
最
大
応
答
の
非
同
時
性
を
考
慮
す
る
こ

と
に
よ
り
，
影
響
は
軽
微
で
あ
る
。
 

１
号
復
水
貯
蔵
 

タ
ン
ク
 

△
 

胴
板
 

（
座
屈
）
 

×
 

―
 

評
価
部
位
は
円
形
の
一
様
断
面
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
水
平
地
震
動
の
方
向

ご
と
に
最
大
応
力
点
が
異
な
る
。
し
た
が
っ
て
，
水
平
２
方
向
の
地
震
力

を
組
み
合
わ
せ
た
場
合
で
も
水
平
２
方
向
入
力
の
影
響
は
軽
微
で
あ
る
。
 

注
記
＊
：
ボ
ル
ト
に
つ
い
て
は
，「

Ⅵ
-2
-別

添
2-
2 

溢
水
源
と
し
な
い
Ｂ
，
Ｃ
ク
ラ
ス
機
器
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
書
」
の
表

2
.
4－

1
及
び
表

2
.
4－

2
に
示
す
算
出

応
力
と
許
容
応
力
を
踏
ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
応
力
を
記
載
す
る
。
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
6/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

配
管
 

（
制
御
棒
駆
動

系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
原
子
炉
浄
化

系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
原
子
炉
補
機
冷

却
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
7/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

配
管
 

（
燃
料
プ
ー
ル
冷

却
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
高
圧
炉
心
ス
プ

レ
イ
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
原
子
炉
隔
離
時

冷
却
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
8/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

配
管
 

（
液
体
廃
棄
物
処

理
系
（
機
器
ド
レ

ン
系
）
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

冷
却
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
空
調
換
気
設
備

冷
却
水
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
9/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

配
管
 

（
復
水
輸
送
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
消
火
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
タ
ー
ビ
ン
ヒ
ー

タ
ド
レ
ン
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
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S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
10
/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

配
管
 

（
タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
補
給
水
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

配
管
 

（
中
央
制
御
室
 

空
調
換
気
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

17



   

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2
-8
 R
0 

表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
11
/
12
）
 

(1
)
 
構
造
強
度
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

配
管
 

（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

発
電
機
建
物
 

消
火
系
）
 

△
 

配
管
本
体
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

〇
 

―
 

配
管
系
は
，
従
来
評
価
に
て
水
平

2
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
を
考
慮

済
み
で
あ
る
。
 

配
管
系
は

3
次
元
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
に
よ
り
，
従
来
評
価
よ
り
ね
じ

れ
モ
ー
ド
を
考
慮
し
た
耐
震
評
価
を
実
施
し
て
い
る
た
め
，
水
平
方
向
と

そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
に
よ
る
影
響
は
考
慮
済
み
で
あ

る
。
 

△
 

支
持
構
造
物
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

被
水
防
護
カ
バ
ー
 

○
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
引
張
）
 

×
 

○
 

評
価
結
果
は
表

2－
３
参
照
 

通
水
扉
 

○
 

丁
番
 

一
次
応
力
（
せ
ん
断
）
 

×
 

○
 

評
価
結
果
は
表

2－
3
参
照
 

△
 

ラ
ッ
チ
ボ
ル
ト
 

一
次
応
力
（
せ
ん
断
）
 

×
 

－
 

水
平
２
方
向
の
地
震
力
を
受
け
た
場
合
で
も
，
構
造
に
よ
り
水
平
１
方
向

の
地
震
力
し
か
負
担
し
な
い
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表
2－

2 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
評
価
部
位
の
抽
出
結
果
（
12
/
12
）
 

(2
)
 
機
能
維
持
評
価
 

設
備
名
称
 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
影
響
の
可
能
性
 

2.
3.
1(
1)
 
重
畳
の
観
点
 

 
〇
：
影
響
あ
り
 

△
：
影
響
軽
微
 

2.
3.
1(
2)
 
ね
じ
れ

振
動
等
の
観
点
 

×
：
発
生
し
な
い
 

〇
：
発
生
す
る
 

2.
3.
1(
3)

 
増
分

の
観
点
 

○
：
影
響
あ
り
 

－
：
該
当
な
し
 

抽
出

結
果

 

大
型
タ
ン
ク
 

遮
断
弁
 

△
 

×
 

―
 

従
来
評
価
で
２
方
向
合
成
応
答
加
速
度
が
試
験
に
て
確
認
し
た
機
能
確
認

済
加
速
度
以
下
で
あ
る
こ
と
及
び
構
造
強
度
評
価
を
満
足
す
る
こ
と
を
確

認
し
て
い
る
。
 

燃
料
プ
ー
ル
 

冷
却
系
弁
 

△
 

×
 

―
 

従
来
評
価
で
２
方
向
合
成
応
答
加
速
度
が
試
験
に
て
確
認
し
た
機
能
確
認

済
加
速
度
以
下
で
あ
る
こ
と
及
び
構
造
強
度
評
価
を
満
足
す
る
こ
と
を
確

認
し
て
い
る
。
 

循
環
水
ポ
ン
プ
 

出
口
弁
 

△
 

×
 

―
 

従
来
評
価
で
２
方
向
合
成
応
答
加
速
度
が
試
験
に
て
確
認
し
た
機
能
確
認

済
加
速
度
以
下
で
あ
る
こ
と
及
び
構
造
強
度
評
価
を
満
足
す
る
こ
と
を
確

認
し
て
い
る
。
 

復
水
器
水
室
 

入
口
弁
 

△
 

×
 

―
 

従
来
評
価
で
２
方
向
合
成
応
答
加
速
度
が
試
験
に
て
確
認
し
た
機
能
確
認

済
加
速
度
以
下
で
あ
る
こ
と
及
び
構
造
強
度
評
価
を
満
足
す
る
こ
と
を
確

認
し
て
い
る
。
 

復
水
器
水
室
 

出
口
弁
 

△
 

×
 

―
 

従
来
評
価
で
２
方
向
合
成
応
答
加
速
度
が
試
験
に
て
確
認
し
た
機
能
確
認

済
加
速
度
以
下
で
あ
る
こ
と
及
び
構
造
強
度
評
価
を
満
足
す
る
こ
と
を
確

認
し
て
い
る
。
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表 2－3 水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果 

(1) 構造強度評価 （単位：MPa） 

設備名称  

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

評価部位 応力分類 
１方向入力

発生値＊1 

２方向想定

発生値＊2 
許容値 判定 

通水扉 

丁番（本体） せん断 14 20 101 ○ 

丁番（小扉） せん断 7 10 118 ○ 

被水防護カバー 基礎ボルト 引張 3 5 135 ○ 

注記＊1：基準地震動Ｓｓによる地震力において発生する応力値を記載している。 

  ＊2：「１方向入力発生値」に対して，√2を乗じた値を記載している。 
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3. 土木構造物の影響評価 

3.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

3.3.1 構造形式の分類 

      図 3－1に土木構造物の配置図を示す。また，表 3－1に土木構造物の構造形式を示す。 

      土木構造物は，その構造形式より 1)箱型構造物，2)円筒状構造物の 2つに大別される。 

 

 

図 3－1 土木構造物の配置図 

  

復水貯蔵タンク

遮蔽壁 

補助復水貯蔵タンク

遮蔽壁 

トーラス水受入 

タンク遮蔽壁 

輪谷貯水槽（西側） 輪谷貯水槽（東側） 

非常用ろ過水タンク 

21



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2-
8 
R0
 

 

表 3－1 土木構造物の構造形式 

構造物名称 

要求機能 

1)箱型 

構造物 

2)円筒状 

構造物 

輪谷貯水槽（西側） ○  

輪谷貯水槽（東側） ○  

復水貯蔵タンク遮蔽壁  ○ 

補助復水貯蔵タンク遮蔽壁  ○ 

トーラス水受入タンク遮蔽壁  ○ 

非常用ろ過水タンク  ○ 
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3.3.2 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

     表 3－2に従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。従来設計手

法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧及び動水圧，摩擦力，慣性力

が挙げられる。 

 

表 3－2 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ＊ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価対

象断面に対して，平行に配置さ

れる構造部材に作用する動土

圧及び動水圧 

 

 

 

②摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生じ

る相対変位に伴い発生する摩

擦力 

 

 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 

 

 

 

注記＊：作用荷重のイメージ図は平面図を示す。 
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3.3.3 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

     表 3－3に，3.3.1で整理した構造形式ごとに，3.3.2で整理した荷重作用による影響程度

を示す。 

評価対象構造物の地震時の挙動は，躯体が主に地中に埋設されることから，周辺地盤の挙

動に大きく影響される。3.3.2で整理した荷重のうち「②摩擦力」や「③慣性力」は，「①動

土圧及び動水圧」と比較するとその影響は小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響検討の対象とする構造物の抽出では，「①動土圧及び動水圧」による影響を考

慮する。ただし，「2)円筒状構造物」のうち，地上に設置されている構造物の場合，「③慣性

力」の影響が大きくなることから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対

象とする構造物の抽出では，「③慣性力」による影響を考慮する。 

「1)箱型構造物」は，妻壁（評価対象断面に対して平行に配置される壁部材）等を有する

ことから，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する「①動土圧及び動水圧」が

作用する。 

「2)円筒状構造物」のうち地上に設置されている構造物については，従来設計手法におけ

る評価対象断面に対して直交する「③慣性力」が作用することによる応力の集中が考えられ

る。  

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式として，「1)箱型構造

物」，「2)円筒状構造物」を抽出する。 
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表
3
－
3 

水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
評
価
対
象
構
造
物
の
抽
出
 

構
造
形
式
の
分
類

 

1
)箱

型
構
造
物

 

・
輪
谷
貯
水
槽
（
西
側
）
 

・
輪
谷
貯
水
槽
（
東
側
）
 

2
)円

筒
状
構
造
物

 

・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
遮
蔽
壁

 

・
補
助
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
遮
蔽
壁

 

・
ト
ー
ラ
ス
水
受
入
タ
ン
ク
遮
蔽
壁

 

・
非
常
用
ろ
過
水
タ
ン
ク
 

     荷
重
の
作
用
状
況
 

      

 

 

  

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
 

妻
壁
に
作
用
 

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
 

作
用
し
な
い
 

②
摩
擦
力
 

側
壁
に
作
用
 

②
摩
擦
力
 

作
用
し
な
い
 

③
慣
性
力
 

す
べ

て
の

部
材

に
作
用
 

③
慣
性
力
 

す
べ

て
の

部
材

に
作
用
 

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

 

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対

し
て
平
行
に
配
置
さ
れ
る
構
造
部
材
（
妻
壁
）
を

有
し
，「

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
」
に
よ
る
荷
重

が
作
用
す
る
た
め
影
響
大
。
 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

耐
震

評
価

に
対

し
て
，
直
交
す
る
荷
重
と
し
て
「
①
動
土
圧
及
び
動

水
圧
」
又
は
「
③
慣
性
力
」
に
よ
る
荷
重
が
作
用

す
る
た
め
影
響
大
。
 

抽
出
結
果
 

○
 

○
 

 

（
注
）
③
慣
性
力
は
す
べ
て
の
構
造
部
材
に
作
用

 

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

 

（
注
）
③
慣
性
力
は
す
べ
て
の
構
造
部
材
に
作
用

 

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
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3.3.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

     3.3.1，3.3.2及び 3.3.3の検討を踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

影響評価を検討すべき構造形式として，構造及び作用荷重の観点から，箱型構造物及び円筒

状構造物を抽出した。以下に，構造形式ごとの選定結果を示す。 

 

(1) 箱型構造物 

箱型構造物については，輪谷貯水槽（西側）及び輪谷貯水槽（東側）に対して，水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。箱形構造物の平面図及び断面図

を図 3－2～図 3－7に示す。 

 

 

 

図 3－2 輪谷貯水槽（西側） 平面図 

 

 

 

図 3－3 輪谷貯水槽（西側） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

図 3－4 輪谷貯水槽（西側） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

Ａ Ａ 

Ｂ
 

Ｂ
 

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 

EL 53.3m 

EL 46.0m 
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図 3－5 輪谷貯水槽（東側） 平面図 

 

 

 

図 3－6 輪谷貯水槽（東側） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

図 3－7 輪谷貯水槽（東側） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

Ａ Ａ 

Ｂ
 

Ｂ
 

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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(2) 円筒状構造物 

円筒状構造物については，復水貯蔵タンク遮蔽壁，補助復水貯蔵タンク遮蔽壁，トーラ

ス水受入タンク遮蔽壁，非常用ろ過水タンクに対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響評価を行う。箱形構造物の平面図及び断面図を図 3－8～図 3－15 に示

す。 

 

 

図 3－8 復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

 

 

図 3－9 復水貯蔵タンク遮蔽壁 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

（単位:mm） 
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図 3－10 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

 

           

図 3－11 補助復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図（Ａ－Ａ断面） 

  

遮蔽壁 

基礎 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－12 トーラス水受入タンク遮蔽壁 平面図 

 

       

図 3－13 トーラス水受入タンク遮蔽壁 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

基礎 

遮蔽壁 
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図 3－14 非常用ろ過水タンク 平面図 

図 3－15 非常用ろ過水タンク 断面図（Ａ－Ａ断面 ） 

（単位:mm） 

Ａ Ａ 

（単位:mm）

（単位:mm） 

EL 50.0m 

EL 59.8m 
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3.3.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

(1) 箱型構造物

 ａ．評価方法 

箱型構造物については，輪谷貯水槽（西側）の評価結果を示す。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構造物の弱軸

方向断面及び強軸方向断面におけるそれぞれの 2 次元地震応答解析にて，互いに干渉し合

う断面力や応力を選定し，弱軸方向加振における部材照査において，強軸方向加振の影響を

考慮し評価する。 

強軸方向加振については，箱型構造物の隔壁・側壁が，強軸方向加振にて耐震壁としての

役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，「鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」（以下「ＲＣ規準」という。）に準拠

し耐震評価を実施する。 

ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリートのみで負

担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいずれか大きい方を鉄筋コン

クリートのせん断耐力として設定する。したがって，壁部材に生じるせん断力がコンクリー

トのみで負担できるせん断力以下であれば，鉄筋によるせん断負担はなく鉄筋には応力が

発生しないものとして取り扱う。 

一方，強軸方向加振にて生じるせん断力を，箱型構造物の隔壁・側壁のコンクリートのみ

で負担できず，鉄筋に負担させる場合，図 3－16に示すとおり，強軸方向加振にて発生する

側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸方向における構造部材の照査に影響を及ぼす可能性が

ある。 

したがって，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価においては，強軸方

向加振にて発生する応力を，弱軸方向における構造部材の照査に付加することで，その影響

の有無を検討する。 

弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地震動Ｓｓを用いる。 

図 3－17に水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フローを示す。 

なお，輪谷貯水槽（東側）については，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器

の耐震性についての計算書」において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した

耐震評価を実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 
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図 3－16 強軸方向加振及び弱軸方向加振において発生する断面力・応力 
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 ｂ．評価条件 

箱型構造物である輪谷貯水槽（西側）の評価条件については，その構造物に対応する地震

応答計算書に記載の解析手法，解析モデルの設置とする。なお，すべての基準地震動に対し，

地盤物性が平均値のケース（ケース①）を実施し，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び基

礎地盤の支持力照査の各照査項目に照査値が 0.5 を超える照査項目に対して，最も厳しい

（許容限界に対する裕度が最も小さい）地震動を用いて地盤物性のばらつき（±１σ）を考

慮したケース（ケース②（平均値＋１σ）及び③（平均値－１σ））を実施する。 

すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しくなる地震

動を用いてケース②及び③を実施する。 

 ｃ．評価条件 

許容限界は，ＲＣ規準を参考に，以下の式で求まるコンクリートの許容せん断力（Ｑ１）

から算定する短期許容せん断応力度τＡとする。 

Ｑ１＝ｔ・ｌ・ｆｓ 

ここで， 

  ｔ：壁の厚さ 

  ｌ：壁部材の幅 

  ｆｓ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

（（Ｆｃ/30かつ 0.5＋Ｆｃ/100以下）の 1.5倍） 
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d. 評価結果

(a) 輪谷貯水槽（西側）

強軸方向断面（Ａ－Ａ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－4に示すとおり

最大で 0.55（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による許容限界である短期許容せん断応

力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0を下回ることから強軸方向加振にて壁部材に

生じるせん断応力は，弱軸方向断面の耐震評価に影響を与えることはない。 

表 3－4 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.52 

1.11 

0.47 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.40 0.37 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.36 0.33 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.38 0.35 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 
＋＋ 0.43 0.39 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 
＋＋ 0.43 0.39 

② Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.47 0.43 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.55 0.50 

(2) 円筒状構造物

円筒状構造物については，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性に

ついての計算書」において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を

実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 
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3.3.6 機器・配管系への影響 

 土木構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象として抽出

した構造物について，機器・配管系への影響の可能性について検討した。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響については，構造物にね

じれが発生する場合，応答に影響を与えると考えられる。 

(1) 箱型構造物

箱型構造物については，鉄筋コンクリート部材の底版や側壁が厚く，全体の剛性が大きい

ことから，地震力によるねじれが発生し難い構造となる。そのため，直交するそれぞれの方

向の加振の影響は互いに顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

(2) 円筒状構造物

円筒状構造物については，機器・配管系を支持していないことから影響はない。
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3.3.7 まとめ 

  土木構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける可能性がある施設

（部位）について，従来設計手法における保守性も考慮したうえで抽出し，水平１方向及び

鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を評価した。その結果，水平２方向及び鉛

直方向地震力を想定した発生応力が許容値を満足し，施設が有する耐震性に影響のないこ

とを確認した。 
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1. 概要 

本資料は，漂流防止装置が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する

規則」第 6条及び 51条並びに「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する

解釈」に適合する設計とするため，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象

等による損傷の防止に関する基本方針」のうちⅥ-1-1-3-2-5「津波防護に関する施設の

設計方針」にて設定している漂流防止装置が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震

性を有することを確認するための耐震計算方針について説明するものである。漂流防止

装置への基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震性の要求は，技術基準規則の第 5 条

及び第 50条の対象ではない。 

漂流防止装置の耐震計算結果は，Ⅵ-2-別添 6-2「漂流防止装置の耐震性についての計

算書」に示すとともに，動的地震力の水平 2 方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備

の影響評価結果はⅥ-2-別添 6-3「漂流防止装置に係る施設の水平 2 方向及び鉛直方向地

震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 
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2. 耐震評価の基本方針 

耐震評価は，「2.1 評価対象施設」に示す評価対象施設を対象として，「3.1 荷重及

び荷重の組合せ」で示す基準地震動Ｓｓによる地震力と組み合わせるべき他の荷重によ

る組合せ荷重により生じる応力又は荷重が，「3.2 許容限界」で示す許容限界内にある

ことを「4. 耐震評価方法」に示す評価方法を使用し，「5．適用規格・基準等」に示す

適用規格・基準等を用いて確認する。 

漂流防止装置及び基礎は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その機能を維持で

きる設計とすることを踏まえ，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を適切に組み合わせて評

価を実施する。影響評価方法は「4.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の考慮」に示す。 

 

2.1 評価対象施設 

評価対象施設は，漂流防止装置を構成する漂流防止装置（係船柱）を対象とする。漂

流防止装置の構造を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造概要（漂流防止装置（係船柱）） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

漂流防止装置（係船

柱）は，アンカーボル

トにより基礎に据え付

ける構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漂流防止装置（係船

柱）は，係船柱及び

アンカーボルトから

構成する。 

 

アンカー板 

アンカー板 
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3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界 

漂流防止装置の耐震評価に用いる荷重及び荷重の組合せを「3.1 荷重及び荷重の組

合せ」に，許容限界を「3.2 許容限界」に示す。 

 

3.1 荷重及び荷重の組合せ 

3.1.1 荷重の種類 

耐震評価において考慮する荷重は以下のとおり。 

(1) 常時作用する荷重（Ｄ)，固定荷重（Ｇ) 

常時作用する荷重又は固定荷重は，持続的に生じる荷重であり，当該設備の自

重や土圧とする。 

(2) 地震荷重（Ｓｓ) 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力とする。 

 

3.1.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す荷重の組合せを踏ま

えて設定する。 

 

3.2 許容限界 

許容限界は，漂流防止装置を構成する設備ごとに設定する。 

漂流防止装置を構成する漂流防止装置（係船柱）及び基礎の荷重の組合せ及び許容

限界を表 3－1に示す。 
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表 3－1 漂流防止装置（係船柱）の荷重の組合せ及び許容限界 

施設名称 
荷重の 

組合せ 
評価部位 

要求 

機能 
機能維持のための考え方 許容限界 

漂流防止

装置（係

船柱） 

Ｇ＋ 

Ｓｓ 

係船柱 
漂流防止 

機能 

・発生する応力（曲げ軸力）が許容限界以下であることを確認 

・許容限界には短期許容応力度を採用 

短期許容 

応力度 

アンカー 

ボルト 

支持機能 

・発生する応力（引張力，せん断力）が許容限界以下であることを

確認 

・許容限界には短期許容応力度を採用 

短期許容 

応力度 

アンカー板 
・発生する応力（曲げ軸力）が許容限界以下であることを確認 

・許容限界には短期許容応力度を採用 

短期許容 

応力度 

漂流防止

装置基礎 

Ｇ＋ 

Ｓｓ 

基礎 

（荷揚護

岸，多重鋼

管杭） 

支持機能 
・地震後においても構造を保持し，係船柱を支持する必要がある

ことから，残留変形量が許容限界以下であることを確認 
残留変形量 
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4. 耐震評価方法 

漂流防止装置の耐震評価は，「4.1 地震応答解析」,「4.2 耐震評価」に従って実施

する。 

 

4.1 地震応答解析 

漂流防止装置の地震応答解析は「4.1.1 入力地震動」に示す入力地震動及び

「4.1.2 解析方法及び解析モデル」に示す解析方法に従い実施する。漂流防止装置の

耐震評価に用いる地震応答解析フローを図 4－1に示す。 

 

図 4－1 漂流防止装置の地震応答解析フロー 

 

 

4.1.1 入力地震動 

漂流防止装置の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤面で定義される

基準地震動Ｓｓをもとに，対象構造物の地盤条件を適切に評価したうえで，必要

に応じて２次元ＦＥＭ解析または１次元波動理論により，地震応答解析モデルの

入力位置で評価した地震動を設定する。 

 

4.1.2 解析方法及び解析モデル 

漂流防止装置の解析方法については，構造物と地盤の相互作用を考慮できる連

成系の地震応答解析手法とし，地盤及び構造物の地震時における非線形挙動の有

無や程度に応じて，線形，等価線形，非線形解析のいずれかにて行う。 

評価手法は，ＪＥＡＧ４６０１に基づき実施することを基本とする。 

 

（漂流防止装置（係船柱）） （漂流防止装置基礎） 
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4.2 耐震評価 

漂流防止装置は,「3.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示す荷重の組合せに対して，

「4.1 地震応答解析」で示した地震応答解析により変形量等を算出し,「3.2 許容

限界」にて設定している許容限界内であることを確認する。 

 

4.2.1 耐震評価方法 

漂流防止装置（係船柱）及び基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）の評価方法につい

て示す。 

 

(1)  漂流防止装置（係船柱） 

評価対象の漂流防止装置（係船柱）については，日本港湾協会の標準設計に

準拠した評価方法により評価を行う。 

評価については，漂流防止装置基礎の地震応答解析で評価された評価対象位

置の加速度を抽出し，設計用水平加速度及び設計用鉛直加速度として設定し，構

造強度評価を行う。 

(2)  基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭） 

評価対象の基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）については，時刻歴応答解析法等を

用いた解析により，変形性能評価を行う。 

 

4.3 水平 2方向及び鉛直方向地震力の考慮 

漂流防止装置に関する水平 2方向及び鉛直方向地震動の影響評価については，Ⅵ-2-

1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の評価方針及び

評価方法に基づき行う。 
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5. 適用規格・基準等 

適用する規格としては，既工事計画で適用実績がある規格のほか，最新の規格基準に

ついても技術的妥当性及び適用性を示したうえで適用可能とする。適用する規格，基

準，指針等を以下に示す。 

 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版（（社）日本電気協

会） 

・日本産業規格（ＪＩＳ) 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002年制定） 

・道路橋示方書・同解説 I共通編・Ⅳ下部構造編（（社）日本道路協会，平成 14年 3

月） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会， 2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂） 

・港湾構造物標準設計（第 1 集）（（社）日本港湾協会，1971 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，平成 19年 7月） 
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Ⅵ-2-別添 6-2 漂流防止装置の耐震性についての計算書 
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漂流防止装置の耐震性についての計算書 

 

1. 漂流防止装置（係船柱）の耐震性についての計算書 

2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性についての計算書 

3. 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震性についての計算書 
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1.  漂流防止装置（係船柱）の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能保持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）が設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることを説明するものである。 

漂流防止装置（係船柱）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，応力評価に

基づく，構造部材の健全性評価を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

漂流防止装置（係船柱）及び基礎の位置を図 2－1 に示す。漂流防止装置（係船柱）

の設置位置の詳細は「2.2 構造概要」で示す。 

 

 

図 2－1 漂流防止装置位置図 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置は，燃料等輸送船の係留索を固定材である係船柱と接続し，係船柱と基

礎をアンカーボルトで固定する構造である。漂流防止装置の概要図を図 2－2 に示す。 

 

 

 

図 2－2 漂流防止装置の概要図 

  

（平面図） 

1

EL 7.0 

（断面図） 

Ｎ

凡例
漂流防止装置（係船柱）

― 係留索
EL 7.0 

EL 6.0 
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2.3 構成要素の構造計画 

漂流防止装置は，係船柱，アンカーボルト及びアンカー板から構成される。 

漂流防止装置の構造図を図 2－3 に示す。 

 

 

 

図 2－3(1) 漂流防止装置の構造図 

  

 

 

コンクリート打上げ面  

EL 7.0 

係船柱 

アンカーボルト 

アンカー板 

アンカーボルト アンカー板 

コンクリート打上げ面 
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漂流防止装置基礎（多重鋼管杭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸） 

 

図 2－3(2) 漂流防止装置の構造図 
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2.4 評価方針 

漂流防止装置の耐震評価は，基準地震動Ｓｓによる慣性力が係留索を介して漂流防止

装置に作用することにより評価対象部位に生ずる応力が「3.4 許容限界」に収まるこ

とを「3.6 評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて計

算し，「5. 評価結果」にて確認する。 

漂流防止装置の耐震評価フローを図 2－4 に示す。 

 

図 2－4 漂流防止装置の耐震評価フロー 

  

設計用地震力

許容限界の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

評価対象部位の設定

評価方法の設定
・応力算定方法
・断面算定方法

耐震評価

評価条件の設定

基準地震動Ｓｓ

Ⅵ-2-別添6-2「漂流防止装置の耐震計算書」
2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）についての

耐震計算書
3. 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）についての

耐震計算書
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・港湾技研資料 NO.102 けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 

年） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会， 2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(（社）土木学会，2002 年） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・港湾構造物標準設計（第 1 集）（（社）日本港湾協会，1971 年） 
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3. 耐震評価 

3.1 記号の定義 

漂流防止装置の耐震評価に用いる記号を表 3―1 に示す。 

 

表 3－1(1) 漂流防止装置の耐震評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

σｓ  N/mm2 係船柱の胴部縁応力度 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の胴部転倒モーメント 

Ｄ ㎜ 係船柱の胴部径 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 

Ｐｖ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 

σｃ1 N/mm2 底板下面のコンクリートの支圧応力度 

Ｒ1 mm 中心軸から底板端までの距離 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 

ｎ － アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ mm3 
引張側アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モ

ーメント 

Ｇｃ mm3 
圧縮側コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モー

メント 

σｃ2 N/mm2 底板前面のコンクリートの支圧応力度 

ＰＨ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分 

μ － 底板とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ N/mm2 コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ） 

Ｈ1 mm 底板厚さ 

σｓ2 N/mm2 アンカーボルト１本に生じる引張応力度 

Ｒ1’ mm 中心軸からアンカーボルト位置までの距離 

τｓ N/mm2 アンカーボルト１本に生じるせん断応力度 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 

ｐ N/mm2 

アンカーボルト１本に基準地震動Ｓｓによる慣性力の

鉛直成分ＰＶが作用した時にアンカー板に働く等分布荷

重 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 

σｓｔ N/mm2 アンカー板の応力度 
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表 3－1(2) 漂流防止装置の耐震評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

ｂ mm ナット二面幅 

ａ mm アンカー板幅 

ｔ mm アンカー板厚 

τｃ N/mm2 アンカー板コンクリートのせん断応力度 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 
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3.2 評価対象部位 

漂流防止装置の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す構造上の特性を踏まえ選定

する。 

漂流防止装置に生じる基準地震動Ｓｓによる慣性力に伴う荷重は係船柱，アンカーボ

ルト及びアンカー板を介して基礎に伝達されることから，評価対象部位を係船柱，アン

カーボルト及びアンカー板とする。評価対象部位を図 3－1 に示す。 

図 3－1 評価対象部位 

 

  

 

 

コンクリート打上げ面  

EL 7.0 

係船柱 

アンカーボルト 

アンカー板 

アンカーボルト アンカー板 

コンクリート打上げ面 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

3.3.1 荷重の設定 

耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，漂流防止装置（係船柱）の自重を考慮する。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.5 設計用地震力」で設定した設計

震度を用いて次式により算出する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで， 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ；設計震度（G） 

 

3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－2 に示す。なお，その構造から風荷重及び積雪荷重は考慮

しない。 

 

表 3－2 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時 Ｓｓ Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ  ：漂流防止装置（係船柱）の固定荷重 

        Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重 
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3.4 許容限界 

(1) 使用材料 

漂流防止措置を構成する係船柱，アンカーボルト及びアンカー板の使用材料を表

3－3 に示す。 

また，漂流防止装置の基礎で使用するコンクリートは設計基準強度 24N/mm2 とす

る。 

 

表 3－3 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

係船柱 SC450 φ350 

アンカーボルト SS400 M56×1150 

アンカー板 SS400 □225×t45 

 

(2) 許容限界 

a. 係船柱 

係船柱の許容応力度は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，2005 年改訂）」及び「ＪＩＳ Ｇ ５１０１ 炭素鋼鋳鋼品」を踏ま

えて表 3－4 の値とする。 

 

表 3－4 係船柱の許容応力度 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ・引張 せん断 

SC450 205 － 
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b. アンカーボルト及びアンカー板 

アンカーボルト及びアンカー板の許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解

説（（社）日本建築学会， 2010 年改定）」（以下「各種合成構造設計指針・同

解説」という。）に基づき算定した，表 3－5 の値とする。 

 

表 3－5 アンカーボルト及びアンカー板の許容応力度 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ・引張 せん断 

SS400 
t≦40 234 136 

40＜t≦100 215 124 

 

c. コンクリート 

漂流防止装置（係船柱）の周囲に打設するコンクリートの許容限界は，「コン

クリート標準示方書[構造性能照査編]」（（社）土木学会，2002 年）に基づき,

表 3－6 に示す許容応力度とする。 

 

表 3－6 漂流防止装置（係船柱）の基礎の許容応力度 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

支圧 せん断 

コンクリート（設計基準強度 24N/mm2） 17.5 0.67 
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3.5 設計用地震力 

漂流防止装置（係船柱）の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-別添 6-2「漂流防止装

置の耐震計算書」の「2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）についての耐震計算書」，「3. 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）についての耐震計算書」に示す漂流防止装置（係船柱）

設置位置の最大応答加速度に基づき設定した表 3－7 の値とする。地震応答解析に用い

た断面位置の平面図及び解析モデル図を図 3－2～3 に示す。 

 

表 3－7 設計用地震力 

地震動 
設置場所及び 

設置高さ (m) 

地震による設計震度 

水平方向

ｋＨ 

鉛直方向

ｋＵＤ 

基準地震動Ｓｓ 

漂流防止装置基礎（荷揚護

岸）：EL 6.0m 

漂流防止装置基礎（多重鋼管

杭）：EL 7.0m 

2.3 0.5 

 

 

図 3－2 地震応答解析に用いた断面位置図 

  

Ｎ

漂流防止装置
（基礎（多重鋼管杭））

250 500m0

漂流防止装置
（基礎（荷揚護岸））
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図 3－3(1) 地震応答解析モデル（漂流防止装置基礎（荷揚護岸）） 

 

 

 

図 3－3(2) 地震応答解析モデル（漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）） 

  



 

16 

 

S2
 補

 Ⅵ
-２

-別
添

6-
2 
R0
 

 

3.6 評価方法 

当該漂流防止装置を構成する係船柱，アンカーボルト及びアンカー板に発生する応力

より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 係船柱 

係船柱 の応力度の評価対象を図 3－4 に示す。 

 

a. 係船柱 

係船柱に生じる応力は，係船柱を片持ち梁として次式により算出し，係船柱の

許容限界以下であることを確認する。なお，保守的に転倒モーメントを算出する

ため，慣性力の作用点は直胴部の上端とする。 

 

σｓ＝Ｍｓａ／Ｚｓａ＋Ｐｖ／Ａｓａ 

 

σｓ  ：係船柱の胴部縁応力度（N/mm2） 

Ｍｓａ  ：係船柱の胴部転倒モーメント（N・mm） 

（Ｍｓａ＝ＰＨ・0.9Ｄ） 

Ｚｓａ  ：係船柱の断面係数（mm3） 

Ｐｖ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ａｓａ  ：係船柱の断面積（mm2） 

 

図 3－4 係船柱の応力度の評価対象 

 

  

PH  

Pv  

：評価対象 

0.9D D 直胴部 
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b. 係船柱底板下面のコンクリートの支圧応力度 

係船柱底板下面のコンクリートの支圧応力度については，底板下面外のコンク

リートを考慮せず，コンクリートの偏心荷重を心外に受けた円形梁の計算式を準

用する。係船柱に作用する転倒モーメントにより生じる底板下面のコンクリート

の支圧応力度を算出し，許容限界以下であることを確認する。 

係船柱底板下面のコンクリートの支圧応力度の作用箇所を図 3－5 に示す。 

 

σｃ1＝Ｐｖ・（Ｒ1－ｙ）／（ｎ・Ｇｓ－Ｇｃ） 

 

σｃ1 ：底板下面のコンクリートの支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｒ1 ：中心軸から底板端までの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ  ：引張側アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ  ：圧縮側コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

 

 

 

図 3－5 係船柱底板下面のコンクリートの支圧応力度の作用箇所 

 

  

PH  

Pv  
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c. 係船柱底板前面のコンクリートの支圧応力度 

係船柱底板前面のコンクリートの支圧応力度はアンカーボルトの水平力を考

慮せず算出し，許容限界以下であることを確認する。 

係船柱底板前面のコンクリートの支圧応力度の作用箇所を図 3－6 に示す。 

 

σｃ2＝（ＰＨ－μ・Ｐｖｃ）／（Ｈ1・２Ｒ1） 

 

σｃ2 ：底板前面のコンクリートの支圧応力度（N/mm2） 

ＰＨ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

μ  ：底板とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ  ：コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ）（N/mm2） 

Ｈ1  ：底板厚さ（mm） 

Ｒ1  ：中心軸から底板端までの距離（mm） 

 

 

図 3－6 係船柱底板前面のコンクリートの支圧応力度の作用箇所 

 

  

PH  

Pv  

▽コンクリート仕上げ面 
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(2) アンカーボルト 

アンカーボルトのせん断力度の評価対象を図 3－7 に示す。 

 

a. アンカーボルトに生じる引張応力度 

アンカーボルトの引張応力度については，底板下面外のコンクリートを考慮せ

ず，コンクリートの偏心荷重を心外に受けた円形梁の計算式を準用する。係船柱

に作用する転倒モーメントにより生じるアンカーボルトの引張応力度を算出し，

許容応力度以下であることを確認する。 

 

σｓ2＝Ｐｖ・（Ｒ1’＋ｙ）／（Ｇｓ－Ｇｃ／ｎ） 

 

σｓ2 ：アンカーボルト１本に生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｐｖ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｒ1’ ：中心軸からアンカーボルト位置までの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

Ｇｓ  ：引張側アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ  ：圧縮側コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

 

b. アンカーボルトに生じるせん断応力度 

アンカーボルトのせん断応力度については，底板前面のコンクリートの支圧応

力及び摩擦抵抗力を考慮せず計算し，許容応力度以下であることを確認する。 

 

τｓ＝（ＰＨ／Ｎ）／（π／４・φｂ
2） 

 

τｓ  ：アンカーボルト１本に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ＰＨ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

Ｎ  ：アンカーボルトの本数（本） 

φｂ ：アンカーボルトの谷径（mm） 
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図 3－7 アンカーボルトのせん断力度の評価対象 

 

  

PH  

Pv 
：評価対象 
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(3) アンカー板 

a. アンカー板の応力度 

アンカー板の応力は，アンカーボルト１本に基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛

直成分ＰＶが作用した時にアンカー板に等分布荷重ｐが働くとしてアンカー板の

曲げモーメントを計算し，許容限界以下であることを確認する。 

アンカー板の応力度の評価対象を図 3－8 に示す。 

 

ｐ＝ＰＶ／｛π／4・（4・φａ）2－（π／4×φａ
2）｝ 

 

ｐ  ：等分布荷重（N/mm2） 

ＰＶ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

φａ  ：アンカーボルトの呼び径（mm） 

 

σｓｔ＝β・ｐ・（ａ／2）2／ｔ2
 

 

σｓｔ  ：アンカー板の応力度（N/mm2） 

β ：最大応力係数（＝ｂ／ａ） 

ｂ ：ナット二面幅（mm） 

ａ ：アンカー板幅（mm） 

ｔ ：アンカー板厚（mm） 

 

図 3－8 アンカー板の応力度の評価対象 

  

Pv  

PH  

：評価対象 
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b. アンカー板上面のコンクリートの支圧応力度 

アンカーボルトの引張力によるアンカー板上面のコンクリートの支圧応力度

を計算し，許容限界以下であることを確認する。 

アンカー板上面のコンクリートの支圧応力度の評価対象を図 3－9 に示す。 

 

σｃ＝Ｐｖ・（π／4）・ａ2
 

 

σｃ  ：アンカー板上面コンクリートの支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

 

図 3－9 アンカー板上面のコンクリートの支圧応力度の評価対象 

  

PH  

Pv  
：評価対象 
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c. アンカー板上方のコンクリートのせん断応力度 

アンカーボルトの引張力によるアンカー板上方のコンクリートのせん断応力

度を計算し，許容限界以下であることを確認する。アンカーボルトの引張力によ

るアンカー板上方のコンクリートのせん断応力度の評価対象を図 3－10 に示す。 

 

τｃ＝Ｐｖ／（Ｌ・π・ａ） 

 

τｃ  ：アンカー板上方のコンクリートのせん断応力度（N/mm2） 

Ｐｖ  ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｌ  ：アンカーボルトの埋込み長さ（mm） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

 

図 3－10 アンカー板上方のコンクリートのせん断応力度の評価対象 

  

PH  

Pv  
：評価対象 
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4. 評価条件 

「3． 耐震評価」に用いる評価条件を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 値 

係船柱 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の胴部転倒モーメント 2524410 

ＰＶ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分 5411 

Ｄ mm 係船柱の胴部径 350 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 2055972.3 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 27397.8 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 115.9 

Ｒ1 mm 中心軸から底板端までの距離 420.0 

ｎ － 
アンカーボルトとコンクリートの弾性係数

比 
15 

Ｇｃ mm3 
圧縮側コンクリートの中立軸のまわりの 

断面 1 次モーメント 
17289181.7 

Ｇｓ mm3 
引張側アンカーボルトの中立軸のまわりの

断面 1 次モーメント 
2108687.8 

ＰＨ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分 8014 

μ － 底板とコンクリートの摩擦係数 0.3 

Ｈ1 mm 底板厚さ 70 

アンカー

ボルト 

Ｒ1’ mm 中心軸からアンカーボルト位置までの距離 350.0 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 6 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 50.0 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 56.0 

アンカー

板 

β － 最大応力係数 3 

ｂ mm ナット二面幅 85.0 

ｔ mm アンカー板厚 45.0 

ｐ N/mm2 

アンカーボルト１本に基準地震動Ｓｓによ

る慣性力の鉛直成分ＰＶが作用した時にアン

カー板に働く等分布荷重 

0.15 

ａ mm アンカー板幅 225.0 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 850.0 
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5. 評価結果 

漂流防止装置の耐震評価結果を表 5－1 に示す。漂流防止装置の各部材の断面検定を行

った結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下であることから，漂流防止装置が構造健全

性を有することを確認した。 

 

表 5－1 漂流防止装置の照査結果 

評価対象部位 発生値（応力度） 許容限界 照査値 

係船柱 

胴部縁応力度 1.43 N/mm2 205 N/mm2 0.007 

底版下面のコンクリ

ートの支圧応力度 
0.11 N/mm2 17.5 N/mm2 0.007 

底版前面のコンクリ

ートの支圧応力度 
0.11 N/mm2 17.5 N/mm2 0.007 

アンカー

ボルト 

引張応力度 2.64 N/mm2 215 N/mm2 0.013 

せん断応力度 0.68 N/mm2 124 N/mm2 0.006 

アンカー

板 

アンカー板の 

応力度 
2.75 N/mm2 215 N/mm2 0.013 

コンクリートの 

支圧応力度 
0.14 N/mm2 17.5 N/mm2 0.008 

コンクリートの 

せん断応力度 
0.01 N/mm2 0.67 N/mm2 0.015 
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2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性についての計算書 
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概要 

  本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）を設置する漂流防止装置基礎（荷

揚護岸）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認するものであ

る。 

  漂流防止装置基礎（荷揚護岸）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，地震

応答解析に基づく施設の変形性評価を行う。 
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基本方針 

 2.1 位置 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の位置を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2―1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）位置 

 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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 2.2 構造概要 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の構造図を図 2－2 に示す。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は岩盤上に設置され，基礎コンクリート，セルラー

ブロック及び上部工からなる。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，上部に漂流防止装置（係船柱）を設置する。 

 

 

図 2－2 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の構造図 

  

埋戻土（掘削ズリ）

上部工（無筋）

岩盤

▽H.W.L.

上部工（有筋）

セルラーブロック

荷揚場（コンクリート舗装）

基礎コンクリート

漂流防止装置（係船柱）
設置箇所
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 2.3 評価方針 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，漂流防止装置（係船柱）を支持する。 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の役割を表 2－1 に示す。 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価として，地震応答解析の結果に基づき，

表 2－2 に示すとおり，施設の変形性能評価を行い，構造強度を有することを確認す

る。 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価フローを図 2－3 に示す。 

 

表 2－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の役割 

名称 地震時の役割 津波時の役割 

漂流防止装

置基礎（荷

揚護岸） 

・漂流防止装置基礎として係留

機能を喪失するような変形を

抑止する。 

・役割に期待しない。 

 

表 2－2 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設の 

変形性能 

漂流防止装置

基礎（荷揚護

岸） 

漂流防止装置基礎（荷揚

護岸）の残留水平変形量

が許容限界を超えないこ

とを確認 

残留変形量 
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図 2－3 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価フロー 

  

評価開始

評価方針

解析モデル及び諸元の設定
（地盤物性のばらつきを考慮）

変形量の算定

施設の変形性評価

評価終了

許容限界の設定

入力地震動の算定
（一次元波動論による

地震応答解析）

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

基準地震動ＳＳ

常時応力解析

２次元動的有限要素法解析
（有効応力解析）
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 2.4 適用規格・基準等 

   適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987 (（社）日本電気協会） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 19 年 7 月） 
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耐震評価 

 3.1 評価対象断面 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価対象断面は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

の構造上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。図 3－1 に漂流防止装置基礎（荷

揚護岸）の評価対象断面位置図を，図 3－2 に⑥－⑥断面の横断図を示す。 

 

 

図 3－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価対象断面位置図 

 

 

 

図 3－2 ⑥－⑥断面横断図 

 

  

⑥

Ｎ

基礎（荷揚護岸）

⑥

漂流防止装置（係船柱）設置範囲

改良地盤

▽EL 8.5 ▽ 地下水位

▽ 海水位

▽EL 15.0

（単位：m）漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

漂流防止装置（係船柱）

防波壁

改良地盤
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 3.2 解析方法 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実

施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時

間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化

に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。 

構造部材については，線形はり要素及び平面ひずみ要素でモデル化する。また，地盤

については地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

  3.2.1 施設 

     漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，平面ひずみ要素としてモデル化する。 

 

3.2.2 減衰係数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 
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3.2.3 解析ケース 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震時の応答は周辺地盤との相互作用によるこ

とから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 3－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

図 3－2 に示すとおり，動的変形特性にひずみ依存性がある地盤が分布してお

り，これらの地盤のせん断変形が，地震時に漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の応答

に与える影響が大きいと考えられる。このうち，広範囲に分布しており，応答に与

える影響が大きいと考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきに

ついて影響を確認する。 

耐震評価における解析ケースを表 3－2 に示す。耐震評価においては，全ての評

価対象断面及び基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を実施する。

全ての基準地震動Ｓｓに対して実施したケース①の解析において，各照査値が最も

厳しい地震動を用いて，解析ケース②及び③を実施する。 

 

 

表 3－1 有効応力解析における解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 
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表 3－2 耐震評価における解析ケース 

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」 

は位相を反転させたケースを示す。 

  

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本 

ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮した

解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮した

解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，残留変形量の照査値が 0.5 を超える
照査項目に対して，最も厳しい（許容限
界に対する裕度が最も小さい）地震動を
用いてケース②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース②及び③を
実施する。 
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 3.3 荷重及び荷重の組合せ 

   荷重及び荷重の組合せを以下に示す。 

 

  3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

     漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解折において，地震以外に考慮する

状態を以下に示す。 

   (1) 運転時の状態 

     発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし,運

転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

   (2) 設計基準事故時の状態 

     設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

   (3) 設計用自然条件 

     積雪荷重を考慮する。 

   (4) 重大事故等時の状態 

     重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

  3.3.2 荷重 

     漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下

に示す。 

   (1) 固定荷重（Ｇ） 

     固定荷重として，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の自重を考慮する。 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

     基準地震動Ｓｓの荷重を考慮する。 

   (3) 積雪荷重（Ｐｓ） 

      積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）で

の観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年２

月４日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とす

る。積雪荷重については，松江市建築基準法施工細則により,積雪量１cm ごとに

20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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  3.3.3 荷重の組合せ 

     荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

 

     Ｇ  ：固定荷重 

Ｓｓ ：地震時荷重 

     Ｐｓ  ：積雪荷重 
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 3.4 入力地震動 

   地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ

を，一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。な

お，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る

基本方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

   図 3－3 に入力地震動算定の概念図を，図 3－4～図 3－15 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨ

ＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

 

図 3－3 入力地震動算定の概念図 

  

反射波
(F2)

▽EL-50m
(解析モデル下端位置)

▽EL-10m
(解放基盤表面)

▽ EL-215m

基準地震動
(2E0)

反射波
(F1)

入射波
(E1)

▽EL-215m

地表面
▽EL 8.5m
(地表面)

▽ EL-50m

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル

入力地震動
(2E2)

地震応答解析モデル

一次元波動論に
よる応答計算

一次元波動論に
よる応答計算

EL 8.5m

入射波
(E1)

反射波
(F1’)

入射波
(E2)

荷揚護岸
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

   使用材料，材料の物性値及び地下水位については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」で設定したものを用いる。解析モデル及び地盤の物性値について以下に

示す。 

 

  3.5.1 解析モデル 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析モデルを図 3－17 に示す。 

（1）解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう，十分広い領域とする。 

（2）境界条件 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。 

（3）構造物のモデル化 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）はコンクリート造であり，平面ひずみ要素でモデ

ル化する。漂流防止装置（係船柱）は，基礎に比較し十分に重量が小さいことから

考慮しない。 

（4）地盤のモデル化 

地盤は，マルチスプリング要素および間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効

応力の変化に応じた非線形せん断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

（5）ジョイント要素の設定 

地震時の「荷揚護岸と埋戻土」及び「荷揚護岸の構造間」の接合面における剥離

及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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  3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

     耐震評価に用いる使用材料を表 3－4 に，材料の物性値を表 3－4 及び表 3－5 に

示す。 

 

表 3－4 使用材料 

材料 部位 諸元 

コンクリート 

パラペット（有筋） 設計基準強度 20.6N/mm2 

上部コンクリート（無筋） 設計基準強度 14.7N/mm2 

セルラー 

ブロック 

気中 設計基準強度 20.6N/mm2 

水中 設計基準強度 20.6N/mm2 

基礎コンクリート 設計基準強度 14.7N/mm2 

 

表 3－5 材料の物性値 

材料 部位 

単位体積重量

（kN/m3） 
ヤング係数 

（kN/mm2） 

ポアソン

比 
飽和，湿潤 水中 

コンクリート 

パラペット（有筋） 24.0 - 23.3 0.2 

上部コンクリート

（無筋） 
22.6 - 20.4 0.2 

セルラーブロック 

（コンクリート詰） 
23.0 12.9 23.3 0.2 

セルラーブロック 

（栗石詰） 
22.0 11.9 23.3 0.2 

基礎コンクリート 22.6 12.5 20.4 0.2 

 

  3.5.3 地盤及び改良地盤の物性値 

     地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 
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 3.5.4 地下水位 

設計用地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計用地下水位を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 設計用地下水位 

施設名称 設計用地下水位 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸） 
防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.58m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とす 

る。 

 

3.6 評価対象部位 

評価対象部位は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）とする。  

 

3.7 許容限界 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界は，「港湾の施設の技術上の基準・同解

説（日本港湾協会，平成 19 年 7 月）」の耐震強化岸壁に求められる耐震性能（0.3～

1m）を許容残留変形量とし，1m と設定する。表 3－7 に漂流防止装置基礎（荷揚護

岸）の許容限界を示す。 

 

表 3－7 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界 

断面 
許容残留変形量 

（m） 

⑥―⑥断面 1.0 

 

  

 3.8 評価方法 

   漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価では，地震応答解析に基づいて算定した

残留変形量が「3.7 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 
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4. 耐震評価結果 

基準地震動Ｓｓから得られる漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の残留変形量について

照査を行った。漂流防止装置基礎（荷揚護岸）天端の残留変形量に対する照査値を表

4－1 に示す。  

この結果から，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）天端の残留変形量が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 4－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の変形量評価結果 

地震動 
解析 

ケース 

残留変形量 

δ（m） 

許容 

残留変形量 

δa（m） 

照査値 

δ/δa 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ③ 0.04 1.0 0.04 

 

 

図 4－1 残留変形量図（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース：③地盤物性のばらつきを考慮し

た解析ケース（平均値－１σ）） 

地震前

地震後

X

Y
水平残留変形量：-4cm
鉛直残留変形量：-1cm
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3. 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震性に関する計算書 
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概要 

  本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）が基準地震動Ｓｓに対

して十分な構造強度を有していることを確認するものである。 

  漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，地

震応答解析に基づく施設の変形性能評価を行う。 
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基本方針 

 2.1 位置 

   漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の位置を図 2－1 に示す。 

 

図 2―1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）位置図 

 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図を図 2－2 及び図 2－3 に，漂流防止装置基

礎（多重鋼管杭）への漂流防止装置（係船柱）の設置時の概要を図 2－4 に示す。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート及びモ

ルタルで充填した多重鋼管構造とする。鋼管杭は岩盤に支持させる構造（根入れ深さ：

13.0m ）とし，上部に漂流防止装置として係船柱を設置する。 

 

（単位：mm） 

図 2－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図（南側） 

  

外管：φ2,200＊t50

（
根
入
れ
深
さ
）

内管：φ2,000＊t50

2200



 

4 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 
R0
 

 

（単位：mm） 

図 2－3 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図（北側） 

 

図 2－4 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）への漂流防止装置（係船柱）設置図 
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2.3 評価方針 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，漂流防止装置（係船柱）を支持する。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の役割を表 2－1 に示す。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価として，地震応答解析の結果に基づき，

表 2－2 に示すとおり，施設の変形性能評価及び基礎地盤の支持性能評価を行い，構造

強度を有することを確認する。なお，施設の変形性能評価にあたっては，保守的に施設

がおおむね弾性状態に留まることを確認する。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価フローを図 2－5 に示す。 

 

表 2－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

漂流防止装置基礎

（多重鋼管杭） 

・漂流防止装置基礎として係留

機能を喪失するような変形を

抑止する。 

・役割に期待しない。 

岩盤 ・多重鋼管杭を鉛直支持する。 ・役割に期待しない。 

 

表 2－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

変形性能 

漂流防止装置

基礎（多重鋼

管杭） 

発生する応力（曲げ，軸

力，せん断力）が許容限

界以下であることを確認 

降伏モーメント

（曲げ）及びせ

ん断応力度（せ

ん断） 

基礎地盤の 

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）

が許容限界以下であるこ

とを確認 

極限支持力度 
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図 2－5 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価フロー 

  

評価開始

評価方針

評価対象断面及び解析手法の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

解析モデル及び諸元の設定

（地盤物性のばらつきを考慮）

常時応力解析

２次元動的有限要素法解析

（有効応力解析）

基準地震動Ｓｓ

入力地震動の算定

（１次元波動論による地震応答解析）

施設の応答値算定

施設の健全性評価

評価終了

支持力の算定

基礎地盤の支持性能評価
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・道路橋示方書（I 共通編・IV 下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会 平成 14 年 

3 月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987 (（社）日本電気協会） 
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耐震評価 

3.1 評価対象断面 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面は，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

の構造上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

の評価対象断面位置図を図 3－1 に，各横断図を図 3－2 及び図 3－3 に示す。以下の理

由から，①－①断面を評価対象断面として選定する。 

・②－②断面，①－①断面の多重鋼管杭及び係船柱において，岩盤の根入れ深さ等構

造上の差異はない。 

・①－①断面は②－②断面と比べ岩盤深さが深いため，土圧が大きくなると考えられ

ることから，評価対象断面として選定した。 

 

図 3－1 漂流防止装置の基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面位置図 

  

漂流防止装置
（基礎（多重鋼管杭））

Ｎ

漂流防止装置
（基礎（多重鋼管杭））

250 500m0

漂流防止装置
（基礎（荷揚護岸））

①

② ②

①
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図 3－2 漂流防止装置の基礎（多重鋼管杭）の横断図（①－①断面） 

 

図 3－3 漂流防止装置の基礎（多重鋼管杭）の横断図（②－②断面） 

  

防波壁

EL 15.0

EL 7.0

改良地盤①・②

改良地盤③

杭根入れ深さ L=13.0m

EL -11.0

海水位

施設護岸

消波ブロック

漂流防止装置基礎
(多重鋼管杭)

海水位

防波壁

漂流防止装置基礎
(多重鋼管杭)

EL 15.0

EL 7.0

施設護岸

改良地盤①～②

消波ブロック

被覆石

基礎捨石 改良地盤③

捨石

EL -18.0

改良地盤①～③

海底堆積物・風化岩

杭根入れ深さ L=13.0m
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3.2 解析方法 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本

方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて

実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時

間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化

に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。 

構造部材については，線形はり要素及び平面ひずみ要素でモデル化する。また，地盤

については地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

3.2.1 施設 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，線形はり要素としてモデル化する。 

 

3.2.2 減衰係数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 
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3.2.3 解析ケース 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震時の応答は周辺地盤との相互作用による

ことから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 3－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

図 3－2に示すとおり，動的変形特性にひずみ依存性がある地盤が分布しており，

これらの地盤のせん断変形が，地震時に漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の応答に

与える影響が大きいと考えられる。このうち，広範囲に分布しており，応答に与え

る影響が大きいと考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきにつ

いて影響を確認する。 

耐震評価における解析ケースを表 3－2 に示す。耐震評価においては，全ての基

準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を実施する。全ての基準地震動

Ｓｓに対して実施したケース①の解析において，各照査値が最も厳しい地震動を用

い，解析ケース②及び③を実施する。 

 

表 3－1 有効応力解析における解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 
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表 3－2 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」 

は位相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を
考慮した地震動（6 波）を加えた全 12
波に対し，ケース①（基本ケース）を
実施し，曲げ・軸力系の破壊，せん断
破壊及び基礎地盤の支持力照査の各照
査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照
査項目に対して，最も厳しい（許容限
界に対する裕度が最も小さい）地震動
を用いてケース②及び③を実施する。 
全ての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳し
くなる地震動を用いてケース②及び③
を実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せを以下に示す。 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解折において，地震以外に考慮する

状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし,運転

時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪荷重を考慮する。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下

に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体の自重を考慮する。 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓの荷重を考慮する。 

(3) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年２月４

日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪

荷重については，松江市建築基準法施工細則により,積雪量１cm ごとに 20N/㎡の積

雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ ：地震時荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 
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3.4 入力地震動 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを，

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力

地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－4 に入力地震動算定の概念図を，図 3－5～図 3－16 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡ

ＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

 

図 3－4 入力地震動算定の概念図 

  

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル 

▽EL 6m 

(地表面) 地表面 

基準地震動 

(2E0) 
▽EL-10m 

(解放基盤表面) 

一次元波動論 

による応答計算 

▽EL-215m 

反射波 

(F1) 

入射波 

(E1) 

反射波 

(F1 ’) 

入射波 

(E1) 

▽EL-215m ▽EL-215m 

▽EL -50m 

反射波 

(F2) 

入射波 

(E2) 

一次元波動論 

による応答計算 

入力地震動 

(2E2) 

▽EL-50m 

(解析モデル下端位置) 

▽EL 6m 

漂流防止装置基礎 

(多重鋼管杭) 

地震応答解析モデル 
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 (a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 

  



 

22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 
R0
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 

  



 

25 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 
R0
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

使用材料，材料の物性値及び地下水位については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る

基本方針」で設定したものを用いる。解析モデル及び地盤の物性値について以下に示す。 

3.5.1 解析モデル 

評価対象断面（①－①断面）の地震応答解析モデルを図 3－17 に示す。 

(1) 解析領域

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう，十分広い領域とする。 

(2) 境界条件

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。 

(3) 構造物のモデル化

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，線形はり要素でモデル化する。漂流防止装

置（係船柱）は，付加重量として考慮する。 

(4) 地盤のモデル化

地盤は，マルチスプリング要素及び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効応

力の変化に応じた非線形せん断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

(5) ジョイント要素の設定

地震時の「荷揚護岸と埋戻土」及び「荷揚護岸の構造間」の接合面における剥離

及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。使用材料を表 3－4

に，材料の物性値を表 3－4 及び表 3－5 に示す。 

 

表 3－4 使用材料 

材料 諸元 

多重鋼管杭 
鋼管杭 

（SM570） 

外管：φ2200＊t50，内管：φ2000＊t50，L=25.0m 

中詰コンクリート 

 

表 3－5 材料の物性値 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

多重鋼管杭 
鋼管杭 

（SM570） 
77.0＊ 2.0×105＊ 0.3＊ 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会， 

平成 14 年 3 月） 

 

3.5.3 地盤及び改良地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

 

3.5.4 地下水位 

設計用地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計用地下水位を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 設計用地下水位 

施設名称 設計用地下水位 

漂流防止装置基礎 

（多重鋼管杭） 

防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.58m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とす 

る。 
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3.6 評価対象部位 

評価対象部位は，構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

3.6.1 施設の健全性評価 

施設の健全性評価に係る評価対象部位は，多重鋼管杭とする。 

 

3.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，多重鋼管杭を支持する多重鋼管

杭直下の基礎地盤とする。 
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3.7 許容限界 

3.7.1 多重鋼管杭（曲げ・軸力，せん断力） 

鋼管杭の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，降伏基準点より算定される降伏モー

メント及び短期許容せん断応力度とする。表 3－7 に鋼管杭の許容限界を示す。

表 3－7 鋼管杭の許容限界 

断面 鋼種 
降伏曲げモーメント 

(kN・m) 

短期許容せん断 

応力度（N/mm2） 

①―①断面 SM570 134667 210 

3.7.2 基礎地盤 

基礎地盤に発生する軸力に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る

基本方針」に基づき設定する。基礎地盤の許容限界を表 3－8 に示す。 

表 3－8 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 

3.8 評価方法 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価では，地震応答解析に基づいて算定した

発生応力が「3.7 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 
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4. 耐震評価結果

4.1 曲げ・軸力照査 

多重鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断

面力図を図 4－1 に，曲げ・軸力系の破壊に対する照査値を表 4－1 に示す。 

この結果から，多重鋼管杭の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

図 4－1 多重鋼管杭の曲げ・軸力系に対する照査における 

最大照査値の評価時刻での断面力 

（①－①断面，Ｓｓ－Ｎ１（－＋），t＝7.68s）

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋１σ） 

表 4－1 多重鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（①－①断面）

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 

降伏曲げ 

モーメント

Ｍy(kN・m)

照査値 

Ｍ/Ｍｙ 

曲げ 

モーメント

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ② 85630 2733 134667 0.64 

-20

-15

-10

-5

0

5

10

-50000 0 50000 100000

標
高
(m
)

曲げモーメント(kN・m)

杭上端(係船柱設置箇所)

岩盤上面

-20

-15

-10

-5

0

5

10

-1000 0 1000 2000 3000 4000

標
高
(m
)

軸力(kN)

杭上端(係船柱設置箇所)

岩盤上面

2733
-20

-15

-10

-5

0

5

10

-50000 -25000 0 25000 50000

標
高
(m
)

せん断力(kN)

岩盤上面

杭上端(係船柱設置箇所)

-32470
85630



34 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 
R0
 

4.2 せん断力照査 

多重鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力図

を図 4－2 に，せん断破壊に対する照査値を表 4－2 に示す。 

この結果から，多重鋼管杭の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

図 4－2 多重鋼管杭のせん断破壊に対する照査における 

最大照査値の評価時刻での断面力 

（①－①断面，Ｓｓ－Ｎ１（－＋），t＝7.69s）

解析ケース①：地盤物性のばらつきを考慮しない解析ケース（平均値） 

表 4－2 多重鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

τs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

τｓａ (N/mm2) 

照査値 

τs/τｓａ 
せん断力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ① 32310 51 210 0.25 
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4.3 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 4－3 に，支持地盤の軸力分布図を図 4－3 に示す。 

この結果から，多重鋼管杭直下の基礎地盤に生じる軸力が極限支持力以下であること

を確認した。 

表 4－3 基礎地盤の支持性能評価結果（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 

軸応力度 

Ｐ(N/mm2)

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 
杭先端軸力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ① 4425 1.2 9.8 0.12 

図 4－3 支持地盤の軸力分布図（①－①断面） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

解析ケース①：地盤物性のばらつきを考慮しない解析ケース（平均値） 
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Ⅵ-2-別添 6-3 漂流防止装置の水平 2 方向及び 

鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」の「4.4 水平 2 方向及

び鉛直方向地震力の考慮」に基づき，漂流防止装置について，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して，耐震性を有することを確認しているため，水平 2 方向及び鉛直方向の組

合せに関する影響評価について説明するものである。 

 

2. 機器・配管系の影響評価 

2.1 基本方針 

漂流防止装置に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価につ

いては，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」

の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評価方法を踏まえて，設備が有する耐震性に

及ぼす影響を評価する。 

 

2.2 評価条件及び評価方法 

Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 

各施設における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」を踏

まえて，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来

の設計手法における水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算（以下「従

来の計算」という。）に対して，設備の構造特性から水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響の可能性があるものを抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす影響

を評価する。影響評価のフローを図 2－1 に示す。 

 

(1) 評価対象となる設備の整理 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して構造強度又は機能維持を確認する設備を評

価対象とする。（図 2－1①） 

 

(2) 構造上の特徴による抽出 

構造上の特徴から水平 2 方向の地震力が重畳する観点，若しくは応答軸方向以外

の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討を行い，水平 2 方向の地震力

による影響の可能性がある設備を抽出する。（図 2－1②） 

 

(3) 発生値の増分による抽出 

水平 2 方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平 2 方向の地震

力が各方向 1：1 で入力された場合に各部位に作用する荷重や応力を求め，従来の水

平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念さ
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れる設備を抽出する。 

また，土木構造物の検討において，機器・配管系への影響の可能性がある部位が

抽出された場合は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性への影響が懸念される

設備を抽出する。（図 2－1③） 

 

(4) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

「(3) 発生値の増分による抽出」の検討において算出された荷重や応力を用いて，

設備が有する耐震性への影響を検討する。（図 2－1④） 
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図 2－1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した影響評価フロー  
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2.3 評価結果 

2.3.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

漂流防止装置の評価対象設備を表 2－1 に示す。Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直

方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設における水平 2 方向

及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の

評価設備（部位）抽出方法を踏まえ，評価対象設備の各評価部位，応力分類に対

し構造上の特徴から，水平 2 方向の地震力による影響を以下の項目により検討し

影響の可能性がある設備を抽出した。抽出結果を表 2－2 に示す。 

 

(1) 水平 2 方向の地震力が重畳する観点 

評価対象設備は，水平 1 方向の地震に加えて，更に水平直交方向に地震力が重

畳した場合，水平 2 方向の地震力による影響検討が必要となる可能性があるもの

として抽出した。なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生

応力への影響に着目し，その増分が 1 割程度以下となる設備を分類しているが，

水平 1 方向地震力による裕度（許容応力／発生応力）が 1.1 未満の設備について

は，個別に検討を行うこととする。 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生

じる可能性がある設備を抽出した。 

(3) 水平 1 方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力の増分

の観点 

(1)及び(2)にて影響の可能性がある設備について，水平 2 方向の地震力が各方

向 1:1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の計算による発

生値と比較し，その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念され

る設備を抽出した。 

 

2.3.2 土木構造物の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の抽出 

3.3.2 項における土木構造物の影響評価において機器・配管系への影響を検討

した結果，耐震性への影響が懸念される設備は抽出されなかった。  

 

2.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 2－2 にて抽出された設備について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定し

た発生値を，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評

価方針」の「4.2 機器・配管系」の方法にて算出した。 
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2.3.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

「2.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価」の影響評価条件

にて算出した発生値に対して，設備が有する耐震性への影響を評価した。影響評

価結果を表 2－3 に示す。 

 

2.3.5 まとめ 

漂流防止装置について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定した場合でも，

耐震性への影響がないことを確認したため，従来の水平 1 方向及び鉛直方向地震

力の組合せによる設計手法に加えて更なる設計上の配慮が必要な設備はない。 

 

表 2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備 

設備名称 評価対象部位 

漂流防止装置（係船柱） 
係船柱，アンカーボルト， 

アンカー板 
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表 2－3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果 

評価対象部位 発生値（応力度） 許容限界 照査値 

係船柱 

胴部縁応力度 1.43 N/mm2 205 N/mm2 0.007＜0.70 

底版下面のコンクリ

ートの支圧応力度 
0.11 N/mm2 17.5 N/mm2 0.007＜0.70 

底版前面のコンクリ

ートの支圧応力度 
0.11 N/mm2 17.5 N/mm2 0.007＜0.70 

アンカー

ボルト 

引張応力度 2.64 N/mm2 215 N/mm2 0.013＜0.70 

せん断応力度 0.68 N/mm2 124 N/mm2 0.006＜0.70 

アンカー

板 

アンカー板の 

応力度 
2.75 N/mm2 215 N/mm2 0.013＜0.70 

コンクリートの 

支圧応力度 
0.14 N/mm2 17.5 N/mm2 0.008＜0.70 

コンクリートの 

せん断応力度 
0.01 N/mm2 0.67 N/mm2 0.015＜0.70 

注：基準地震動Ｓｓによる地震力において発生する応力値を記載している。水平１方   

向及び鉛直方向地震力に対する照査値が，基準値 1/√2(0.70)以下であることを 

確認する。 
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3. 土木構造物の影響評価 

3.1 基本方針 

漂流防止装置に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価につ

いては，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」

の「4.3 屋外重要土木構造物等」の評価方針及び評価方法を踏まえて，設備が有する

耐震性への影響を評価する。 

 

3.2 評価条件及び評価方法 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計

手法における水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して，設備

の構造特性から水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるも

のを抽出し，影響を評価する。 

 

3.3 評価結果 

3.3.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性のある設備を

抽出する。抽出した設備を表 3－1 に示す。 

また，影響評価結果を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性のある設備 

設備 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響 影響評価の必要性 

基礎（多重鋼管

杭） 

基礎（多重鋼管杭）については，土木構造物であ

る多重鋼管杭の上部に係船柱を設置することか

ら，直交する水平 2 方向の地震力により，応力が

集中作用することにより水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の影響を受ける。 

要 
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表 3－2(1) 基礎（多重鋼管杭）の水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果 

（曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

降伏曲げ 

モーメント 

Ｍy(kN・m) 

照査値 

Ｍ/Ｍｙ 

曲げ 

モーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ② 85630 2733 134667 
0.64 

＜0.70 

 

 

表 3－2(2) 基礎（多重鋼管杭）の水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果 

（せん断破壊に対する照査における最大照査値） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 せん断 

応力度 

τs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τｓａ (N/mm2) 

照査値 

τs/τｓａ 
せん断力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ①  32310 51 210 
0.25 

＜0.70 

注：基準地震動Ｓｓによる地震力において発生する応力値を記載している。水平１方向及 

び鉛直方向地震力に対する照査値が，基準値 1/√2(0.70)以下であることを確認する。 
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3.3.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

土木構造物の影響評価において，機器・配管系への影響がある部位として漂流

防止装置基礎（多重鋼管杭）が抽出されたが，漂流防止装置基礎に支持される設

備（係船柱，アンカーボルト，アンカー板）は 2.3 項に示す通り評価結果に十分

な裕度を有しており耐震評価に影響がないことを確認した。 

3.3.3 まとめ 

漂流防止装置の土木構造物について，水平 2 方向及び鉛直方向の組合せを考慮

した評価を行い，全ての評価対象部位で，許容値以下となることを確認した。 
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Ⅵ-3-3 強度計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
 
R
0
 



Ⅵ-3-3-3 原子炉冷却系統施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-3-6 原子炉補機冷却設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-6-1 原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-6-1-6 管の強度計算書 

（原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系） 
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Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2　管の応力計算書

（原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系）
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(1) 原子炉補機冷却系
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 RCW-R-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 1.37 85 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 1.37 85 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 1.37 85 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

 RCW-R-6

 RCW-R-4

 RCW-R-3

配管モデル
既設
or
新設

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1) R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 1.37 85 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 RCW-R-8 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-9 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-10 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-11 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 1.37 85 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

 RCW-R-12

 RCW-R-7

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1) R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 RCW-R-13 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-14 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-15 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-16 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-17 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 1.37 85 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-21 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

 RCW-R-18

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1) R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 RCW-R-22 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-36 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-37 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-38 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-39 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-40 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RCW-R-41 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 85 1.37 85 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1) R0
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における 大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全25モデルのうち，各応力区分における 大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が 小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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RCW-R-6

RCW-R-6RCW-R-1

A-原子炉補機冷却水ポンプA-3原子炉補機
冷却系熱交換器

A-2原子炉補機
冷却系熱交換器

A-1原子炉補機
冷却系熱交換器

RCW-R-3

RCW-R-3

RCW-R-1

 注記＊：原子炉補機代替冷却系との兼用範囲である。

RCW-R-3

M 原子炉補機冷却系

概略系統図

（その３）より

RCW-R-1

RCW-R-1

 
＊

 
＊

RCW-R-3

原子炉補機冷却系概略系統図（その１）

原子炉補機代替冷却系より

原子炉補機代替冷却系へ

 ＊

C-原子炉補機冷却水ポンプ

 ＊

 ＊

A-原子炉

補機冷却系

サージタンク

原子炉補機冷却系

概略系統図

（その３）へ

原子炉補機冷却系

概略系統図（その２）へ

RCW-R-6RCW-R-1

RCW-R-6RCW-R-21

RCW-R-9

RCW-R-15

原子炉補機冷却系

概略系統図（その２）より
＊

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

3

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



RCW-R-15RCW-R-14

R
CW
-
R-
15

RCW-R-13

A-燃料プール冷却系

熱交換器

RCW-R-38 RCW-R-16

R
CW
-
R-
16RCW-R-13

RCW-R-11

RCW-R-11RCW-R-36

原子炉補機冷却系

概略系統図

（その５）へ
M

M

原子炉補機冷却系

概略系統図

（その５）より

原子炉補機冷却系概略系統図（その２）

A-中央制御室空調換気

設備冷却水系冷凍機より
A-中央制御室空調換気

設備冷却水系冷凍機へ

 
＊
3

 
＊
3

R
CW
-
R-
9

RCW-R-15RCW-R-9

A-残留熱除去系

熱交換器

M MV214-7A

原子炉補機冷却系

概略系統図（その１）より

原子炉補機冷却系

概略系統図（その１）へ

RCW-R-6

RCW-R-15

 注記＊1：原子炉補機冷却系概略系統図（その４）の＊1より（へ）

　　 ＊2：原子炉補機冷却系概略系統図（その４）の＊2より（へ）

　　 ＊3：原子炉補機代替冷却系との兼用範囲である。

RCW-R-3

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

 
＊
3

 ＊3

 ＊3  ＊3

 ＊1

 ＊2

4

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



B-3原子炉補機
冷却系熱交換器

B-2原子炉補機
冷却系熱交換器

B-1原子炉補機
冷却系熱交換器

RCW-R-4

RCW-R-4

RCW-R-2RCW-R-12

原子炉補機冷却系

概略系統図（その６）へ

RCW-R-10

RCW-R-7

原
子
炉
補
機
冷
却
系

概
略
系
統
図
（
そ
の
１
）
よ
り

B-残留熱除去系

熱交換器

RCW-R-10 RCW-R-39

注記＊1：原子炉補機代替冷却系との兼用範囲である。
　　＊2：原子炉補機代替冷却系へ
　　＊3：原子炉浄化系非再生熱交換器及びA,B-床ドレン濃縮器復水器より

A

M

M

AA

原子炉浄化系非再生熱交換器及び

A,B-床ドレン濃縮器復水器へ

M MMV214-1A MV214-1B

MV214-7B

RCW-R-2

RCW-R-2

＊1

RCW-R-4

原子炉補機冷却系概略系統図（その３）

＊1

 ＊1

原子炉補機代替冷却系より

 
＊
1

 ＊1

 ＊1

原子炉補機冷却系

概略系統図

（その４）より

原
子
炉
補
機
冷
却
系

概
略
系
統
図

（
そ
の
１
）
へ

M

RCW-R-2

RCW-R-2

RCW-R-8

RCW-R-8

 ＊1

原子炉補機冷却系

概略系統図（その４）へ

B-原子炉補機冷却水ポンプ

D-原子炉補機冷却水ポンプ

RCW-R-10

RCW-R-7

RCW-R-17

B-原子炉

補機冷却系

サージタンク

RCW-R-8 RCW-R-22
＊2

RCW-R-4

RCW-R-8RCW-R-7
 
＊
1

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

A

＊3

5

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



原子炉補機冷却系概略系統図（その４）

R
CW
-
R-
17

R
CW
-
R-
14

RCW-R-41

R
CW
-
R-
14

RCW-R-13

原子炉補機冷却系

概略系統図

（その６）より

RCW-R-14

B-燃料プール冷却系

熱交換器

＊4

M

M 原子炉補機代替

冷却系より

＊3

B-中央制御室空調換気設備

冷却水系冷凍機より

B-中央制御室

空調換気設備

冷却水系冷凍機へ

原子炉浄化系

補助熱交換器

M

原子炉補機冷却系

概略系統図

（その３）より

R
CW
-
R-
10

注記＊1：原子炉補機冷却系概略系統図（その２）の＊1より（へ）

　　＊2：原子炉補機冷却系概略系統図（その２）の＊2より（へ）

　　＊3：原子炉補機代替冷却系との兼用範囲である。
　　＊4：原子炉補機代替冷却系へ

RCW-R-12

R
CW
-
R-
12

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

 
＊
3

 ＊3

R
CW
-
R-
17

R
CW
-
R-
7

原子炉補機冷却系

概略系統図

（その３）へ

RCW-R-18

 ＊2

 ＊1

6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



A-非常用ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（Ｌ列）

A-非常用ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（Ｒ列）

A-非常用ディーゼル発電設備

潤滑油冷却器

A-非常用ディーゼル発電設備

１次水冷却器

R
CW
-
R-
38

R
CW
-
R-
38

原子炉補機冷却系

概略系統図（その２）より

RCW-R-11

R
CW
-
R-
36

原子炉補機冷却系

概略系統図（その２）へ

RCW-R-16

R
CW
-
R-
38

原子炉補機冷却系概略系統図（その５）

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

RCW-R-36

RCW-R-37 RCW-R-36

7

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



原子炉補機冷却系概略系統図（その６）

RCW-R-39

R
CW
-
R-
41

R
CW
-
R-
41

RCW-R-10

R
CW
-
R-
39

RCW-R-18

R
CW
-
R-
41

原子炉補機冷却系

概略系統図（その３）より

原子炉補機冷却系

概略系統図（その４）へ

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

B-非常用ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（Ｌ列）

B-非常用ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（Ｒ列）

B-非常用ディーゼル発電設備

潤滑油冷却器

B-非常用ディーゼル発電設備

１次水冷却器
RCW-R-40 RCW-R-39

8

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　統の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であっ

　て解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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RCW-R-4(SA)(1/4)鳥瞰図

1
0

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0

71273550
多角形



RCW-R-4(SA)(2/4)鳥瞰図

1
1

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0

71273550
多角形



RCW-R-4(SA)(3/4)鳥瞰図

1
2

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0

71273550
多角形



RCW-R-4(SA)(4/4)鳥瞰図

1
3

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RCW-R-4

管
番
号

対応する評価点

高
使用
圧力
(MPa)

高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

   1N～4,3～11N

    9～14,16～2201

 2203～26,30～35

   37～42N,40～48N

   46～49,57～62

   64～69N,67～75N

   73～76

  2  2201～2203 1.37  85  406.4  12.7 STPT410

   27～29,29～53

   98～105A

  4    29～30,56～57 1.37  85  406.4  12.7 SM41C

  5    54～56,56～98 1.37  85  711.2  12.7 SM41C

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  1 1.37  85  406.4  12.7 STPT42

  3 1.37  85  558.8  12.7 SM41C
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RCW-R-4

質量 対応する評価点

   1N～4,3～11N,9～14,16～26,29～35

   37～42N,40～48N,46～49,56～62,64～69N

   67～75N,73～76

   27～29,29～53,98～105A

   54～56,56～98
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71273550
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　RCW-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   14～16,35～37    62～64
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71273550
長方形

71273550
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RCW-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

14～16 35～37

62～64
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71273550
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RCW-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

     11N

19

22

32

     42N

     48N

52

59

     69N

     75N

80

80

89

    105A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の 高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  85 ― ― ― 103

STPT410  85 ― ― ― 103

SM41C  85 ― ― ― 100

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の 高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  85 ― ― ― 103

SM41C  85 ― ― ― 100

材    料
 許容応力(MPa)
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4. 評価結果

下表に示すごとく 大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

RCW-R-4   56 Ｓｐｒｍ
＊1 142 150

RCW-R-4   56 Ｓｐｒｍ
＊2 174 180

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
 大 応 力

評  価  点

 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

2
1

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



  　評価結果

　　下表に示すごとく 大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.2・Ｓｈ

RCW-R-4   56 Ｓｐｒｍ
＊1 75 100

RCW-R-4   56 Ｓｐｒｍ
＊2 75 120

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。なお，保守的な評価とな

る告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を記載してもよいものとする。

　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
 大 応 力

評  価  点

 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

2
2

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの 大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度 小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   18 76 150 1.97 ―   18 80 180 2.25 ―

告示第５０１号   18 44 100 2.27 ―   18 44 120 2.72 ―

設計・建設規格   16 141 150 1.06 ―   16 144 180 1.25 ―

告示第５０１号   16 62 100 1.61 ―   16 62 120 1.93 ―

設計・建設規格   31 87 150 1.72 ―   31 90 180 2.00 ―

告示第５０１号   47 47 100 2.12 ―   47 47 120 2.55 ―

設計・建設規格   56 142 150 1.05 ○   56 174 180 1.03 ○

告示第５０１号   56 75 100 1.33 ―   56 75 120 1.60 ―

設計・建設規格    9 120 150 1.25 ―    9 148 180 1.21 ―

告示第５０１号   28 74 100 1.35 ―   28 74 120 1.62 ―

設計・建設規格  129 104 150 1.44 ―  129 107 180 1.68 ―

告示第５０１号   76 51 100 1.96 ―   76 51 120 2.35 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

4 RCW-R-4

評価点 裕度 代表

1 RCW-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

RCW-R-2

評価点 裕度 代表

2

6 RCW-R-7

3 RCW-R-3

5 RCW-R-6

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2
3

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの 大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度 小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   50 112 150 1.33 ―   50 114 180 1.57 ―

告示第５０１号   50 48 100 2.08 ―   50 48 120 2.50 ―

設計・建設規格  101 75 150 2.00 ―  101 76 180 2.36 ―

告示第５０１号  101 51 100 1.96 ―  101 51 120 2.35 ―

設計・建設規格   37 90 150 1.66 ―   37 93 180 1.93 ―

告示第５０１号   37 59 100 1.69 ―   37 59 120 2.03 ―

設計・建設規格   21 48 154 3.20 ―   21 50 185 3.70 ―

告示第５０１号  24A 41 103 2.51 ―  24A 41 123 3.00 ―

設計・建設規格   33 51 154 3.01 ―   33 52 185 3.55 ―

告示第５０１号   33 30 103 3.43 ―   33 30 123 4.10 ―

設計・建設規格  126 42 154 3.66 ―  126 44 185 4.20 ―

告示第５０１号  174 34 103 3.02 ―  174 34 123 3.61 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

9 RCW-R-10

10 RCW-R-11

裕度 代表

7 RCW-R-8

8 RCW-R-9

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

12 RCW-R-13

11 RCW-R-12

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
4

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの 大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度 小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   89 65 154 2.36 ―   89 66 185 2.80 ―

告示第５０１号   89 40 103 2.57 ―   89 40 123 3.07 ―

設計・建設規格   56 89 150 1.68 ―   56 92 180 1.95 ―

告示第５０１号   56 46 100 2.17 ―   56 46 120 2.60 ―

設計・建設規格  110 27 154 5.70 ―  110 28 185 6.60 ―

告示第５０１号   96 24 103 4.29 ―   96 24 123 5.12 ―

設計・建設規格   18 51 150 2.94 ―   18 56 180 3.21 ―

告示第５０１号  42A 44 100 2.27 ―  42A 44 120 2.72 ―

設計・建設規格   74 29 154 5.31 ―   74 30 185 6.16 ―

告示第５０１号   82 26 103 3.96 ―   82 26 123 4.73 ―

設計・建設規格   23 34 154 4.52 ―   23 36 185 5.13 ―

告示第５０１号   58 26 103 3.96 ―   58 26 123 4.73 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

15 RCW-R-16

16 RCW-R-17

裕度 代表

13 RCW-R-14

14 RCW-R-15

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

18 RCW-R-21

17 RCW-R-18

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
5

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの 大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度 小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   38 34 154 4.52 ―   38 34 185 5.44 ―

告示第５０１号   38 23 103 4.47 ―   38 23 123 5.34 ―

設計・建設規格 112N 18 154 8.55 ―   33 21 185 8.80 ―

告示第５０１号   13 16 103 6.43 ―   13 16 123 7.68 ―

設計・建設規格   35 32 154 4.81 ―   35 32 185 5.78 ―

告示第５０１号   35 23 103 4.47 ―   35 23 123 5.34 ―

設計・建設規格   27 26 154 5.92 ―   27 28 185 6.60 ―

告示第５０１号   25 17 103 6.05 ―   25 17 123 7.23 ―

設計・建設規格   12 24 154 6.41 ―   12 26 185 7.11 ―

告示第５０１号   12 21 103 4.90 ―   12 21 123 5.85 ―

設計・建設規格   35 32 154 4.81 ―   35 32 185 5.78 ―

告示第５０１号   35 23 103 4.47 ―   35 23 123 5.34 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

21 RCW-R-37

22 RCW-R-38

裕度 代表

19 RCW-R-22

20 RCW-R-36

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

24 RCW-R-40

23 RCW-R-39

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの 大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度 小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   58 30 154 5.13 ―   58 32 185 5.78 ―

告示第５０１号   73 21 103 4.90 ―   73 21 123 5.85 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

裕度 代表

25 RCW-R-41

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
7

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(1)(重) R0E



(2) 原子炉補機海水系
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 RSW-R-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-R-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-R-3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-R-4 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-T-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-T-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-T-3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-T-4 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2) R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 RSW-I-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-I-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.98 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.98 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 RSW-Y-1C 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-Y-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-Y-1

 RSW-Y-1A

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2) R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 RSW-Y-2 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.98 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.98 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 RSW-Y-2C 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 RSW-Y-2A

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2) R0



重大事故等対処設備
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全16モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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原子炉補機海水系概略系統図

A-原子炉補機

海水ストレーナ

R
SW
-
R-
1

R
SW
-
I-
2

B-原子炉補機

海水ストレーナ

原子炉建物

タービン建物

屋外

R
SW
-
R-
2

R
SW
-
I-
2

R
SW
-
I-
1

A-原子炉補機

海水ポンプ

R
SW
-
T-
2

R
SW
-
T-
1

C-原子炉補機

海水ポンプ

B-原子炉補機

海水ポンプ

D-原子炉補機

海水ポンプ

RSW-R-2

RSW-R-2

RSW-R-2

 注記＊1：高圧炉心スプレイ補機海水系の申請範囲

であるが，計算結果は本系統に含めて示す。

　　＊2：高圧炉心スプレイ補機冷却系との兼用範囲
  である。

RSW-R-4

RSW-R-4

RSW-R-4

RSW-R-1

RSW-R-1

RSW-R-1

RSW-R-3

RSW-R-3

RSW-R-3

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

M M M M

R
SW
-
I-
1

M M

R
SW
-
T-
3

原子炉建物

屋外

R
SW
-
Y-
1

R
SW
-
R-
4

R
SW
-
T-
4

＊1

R
SW
-
R-
3

高圧炉心

スプレイ補機

海水系より

A-1原子炉補機
冷却系熱交換器

A-2原子炉補機
冷却系熱交換器

A-3原子炉補機
冷却系熱交換器

B-1原子炉補機
冷却系熱交換器

B-2原子炉補機
冷却系熱交換器

B-3原子炉補機
冷却系熱交換器

放水槽

タービン

建物 ＊
2

RSW-Y-2

RSW-Y-1A

RSW-Y-1C

RSW-Y-2A

RSW-Y-2C

3

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　統の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であっ

　て解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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RSW-I-1(SA)(1/2)鳥瞰図

5

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0

71273550
多角形



RSW-I-1(SA)(2/2)鳥瞰図

6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RSW-I-1

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1    1N～100,4207～43N 0.98  40  558.8   9.5 SM41C

    2～4,5～6

    7～12,15～37

   38～39,40～42

  3    13～34N 0.98  40  711.2   9.5 SM41C

SM41C0.98  40

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  2  508.0   9.5
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　RSW-I-1

質量 対応する評価点

   1N,43N

    4,5,6,7,37,38,39,40

  701,1001,3601

 1301,1701,1901,2101,2401,26,29,3101

  34N
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　RSW-I-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    4～5,39～40  6001,3701

 6003,3703  6004,3704

 6002,3702
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RSW-I-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

4～5 6～6001

6001～6003 6003～6004

6004～6002 6001～7

37～3701 3701～3703

3703～3704 3704～3702

3701～38 39～40
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RSW-I-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

 **   1N **

 **   1N **

    2005   

 ** 2005 **

 **    8 **

 **    8 **

11

17   

 ** 1902 **

 ** 1902 **

    2102

24

    2501

    3102

    3102

     34N

36

    4205   

 ** 4205 **

     43N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RSW-I-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  43N **

 **  43N **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SM41C  40 ― ― ― 100

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SM41C  40 ― ― ― 100

材    料
 許容応力(MPa)
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4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

RSW-I-1   15 Ｓｐｒｍ
＊1 100 150

RSW-I-1   15 Ｓｐｒｍ
＊2 102 180

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
5

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0



  　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.2・Ｓｈ

RSW-I-1   15 Ｓｐｒｍ
＊1 54 100

RSW-I-1   15 Ｓｐｒｍ
＊2 54 120

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。なお，保守的な評価とな

る告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を記載してもよいものとする。

　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   52 51 150 2.94 ―   52 52 180 3.46 ―

告示第５０１号    8 36 100 2.77 ―    8 36 120 3.33 ―

設計・建設規格   59 63 150 2.38 ―   59 65 180 2.76 ―

告示第５０１号   59 39 100 2.56 ―   59 39 120 3.07 ―

設計・建設規格   15 65 150 2.30 ―   15 68 180 2.64 ―

告示第５０１号   44 41 100 2.43 ―   44 41 120 2.92 ―

設計・建設規格   55 81 150 1.85 ―   55 83 180 2.16 ―

告示第５０１号   55 56 100 1.78 ―   55 56 120 2.14 ―

設計・建設規格   24 70 150 2.14 ―   24 71 180 2.53 ―

告示第５０１号   12 52 100 1.92 ―   12 52 120 2.30 ―

設計・建設規格 250F 47 150 3.19 ― 250F 51 180 3.52 ―

告示第５０１号   26 42 100 2.38 ―   26 42 120 2.85 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2

6 RSW-T-2

3 RSW-R-3

5 RSW-T-1

4 RSW-R-4

評価点 裕度 代表

1 RSW-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

RSW-R-2

評価点 裕度 代表

1
7

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   29 84 150 1.78 ―   29 87 180 2.06 ―

告示第５０１号  28F 60 100 1.66 ―  28F 60 120 2.00 ―

設計・建設規格   10 59 150 2.54 ―   10 62 180 2.90 ―

告示第５０１号   10 44 100 2.27 ―   10 44 120 2.72 ―

設計・建設規格   15 100 150 1.50 ○   15 102 180 1.76 ○

告示第５０１号   15 54 100 1.85 ―   15 54 120 2.22 ―

設計・建設規格   25 41 150 3.65 ―  31N 44 180 4.09 ―

告示第５０１号   25 34 100 2.94 ―   25 34 120 3.52 ―

設計・建設規格   606 60 150 2.50 ―   606 60 180 3.00 ―

告示第５０１号   802 30 70 2.33 ―   802 30 84 2.80 ―

設計・建設規格   503 36 105 2.91 ―   503 36 126 3.50 ―

告示第５０１号   812 28 70 2.50 ―   812 28 84 3.00 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

12 RSW-Y-1A

11 RSW-Y-1

一次応力(1)＊1
一次応力(2)

＊2

評価点 裕度 代表 評価点

9 RSW-I-1

10 RSW-I-2

裕度 代表

7 RSW-T-3

8 RSW-T-4

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

1
8

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   508 36 105 2.91 ―   508 36 126 3.50 ―

告示第５０１号    6 28 70 2.50 ―    6 28 84 3.00 ―

設計・建設規格   511 45 105 2.33 ―   511 45 126 2.80 ―

告示第５０１号   511 35 70 2.00 ―   511 35 84 2.40 ―

設計・建設規格   506 38 105 2.76 ―   506 38 126 3.31 ―

告示第５０１号   814 28 70 2.50 ―   814 28 84 3.00 ―

設計・建設規格   507 36 105 2.91 ―   507 36 126 3.50 ―

告示第５０１号    6 28 70 2.50 ―    6 28 84 3.00 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

15 RSW-Y-2A

16 RSW-Y-2C

裕度 代表

13 RSW-Y-1C

14 RSW-Y-2

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

1
9

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-1-6-2(2)(重) R0E



Ⅵ-3-3-3-6-2 高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ 

補機海水系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-6-2-6 管の強度計算書 

（高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ補機海水系） 
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Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2　管の応力計算書

（高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ補機海水系）
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(1) 高圧炉心スプレイ補機冷却系
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 HPCW-R-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 66 0.98 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPCW-R-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 66 0.98 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPCW-R-3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 66 0.98 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPCW-R-4 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 66 0.98 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPCW-R-5 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 66 0.98 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPCW-R-6 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 66 0.98 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無
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　　　重大事故等対処設備
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全6モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ補機海水系概略系統図（その１）

原子炉建物

屋　外

高圧炉心スプレイ

補機海水ストレーナ
高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ

高圧炉心スプレイ
補機冷却系熱交換器

M

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

タービン建物

放水槽

原子炉補機

海水系より

原子炉建物

タービン建物

屋　外

タービン建物

高圧炉心スプレイ

補機冷却水ポンプ

高圧炉心スプレイ補機

冷却系サージタンク

ＨＰＣＳポンプ電動機軸受冷却器

ＨＰＣＳポンプメカニカルシール冷却器

ＨＰＣＳポンプ室冷却器

高圧炉心スプレイ補機冷却系

及び高圧炉心スプレイ補機海水系

概略系統図（その２）より

HPCW-R-6HPCW-R-3

高圧炉心スプレイ補機冷却系

及び高圧炉心スプレイ補機海水系

概略系統図（その２）へ

HPCW-R-2HPCW-R-4

H
P
C
W
-
R-
2

HPCW-R-3 HPCW-R-1

H
P
C
W
-
R-
3

＊
3

＊
3

＊
2

＊
3

＊
2

＊
1,
＊
2

注記＊1：原子炉補機海水系との兼用範囲である。

　　＊2：計算結果は原子炉補機海水系に含めて示す。

　　＊3：計算結果は「（２）高圧炉心スプレイ補機海水系」に含めて示す。
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高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ補機海水系概略系統図（その２）

HPCW-R-6

高圧炉心スプレイ補機

冷却系及び高圧炉心

スプレイ補機海水系

概略系統図（その１）へ

HPCW-R-3 HPCW-R-6

高圧炉心スプレイ補機

冷却系及び高圧炉心

スプレイ補機海水系

概略系統図（その１）より

HPCW-R-4 HPCW-R-2

HPCW-R-4 HPCW-R-4

HPCW-R-6

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

１次水冷却器

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

潤滑油冷却器

HPCW-R-5

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（L列）

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（R列）

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

HPCW-R-6 HPCW-R-4

4
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　統の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であっ

　て解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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HPCW-R-3(SA)(1/3)鳥瞰図

6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(1)(重) R0

71273550
多角形



HPCW-R-3(SA)(2/3)鳥瞰図
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S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(1)(重) R0

71273550
多角形



HPCW-R-3(SA)(3/3)鳥瞰図
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S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(1)(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPCW-R-3

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1    1A～2 0.98  66  165.2   7.1 STPT42

    3～48,49～53N

   42～57

  3    58～84N 0.98  66  114.3   6.0 STPT42

 216.3   8.2 STPT42

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  2 0.98  66
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　HPCW-R-3

質量 対応する評価点

   1A～2,3～48,49～53N,42～57

   58～84N
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　HPCW-R-3

質量 対応する評価点

   51,52

  53N

  84N
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　HPCW-R-3

質量 対応する評価点

   48～49
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　HPCW-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

48～49
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　HPCW-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

    8001

11

17

22

28

35

50

     53N

61

68

73

77

     84N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  66 ― ― ― 103

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  66 ― ― ― 103

材    料
 許容応力(MPa)
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4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

HPCW-R-3   59 Ｓｐｒｍ
＊1 39 154

HPCW-R-3   59 Ｓｐｒｍ
＊2 39 185

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
7
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  　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.2・Ｓｈ

HPCW-R-3   50 Ｓｐｒｍ
＊1 28 103

HPCW-R-3   50 Ｓｐｒｍ
＊2 28 123

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。なお，保守的な評価とな

る告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を記載してもよいものとする。

　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
8
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5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   14 22 154 7.00 ―   14 23 185 8.04 ―

告示第５０１号   14 23 103 4.47 ―   14 23 123 5.34 ―

設計・建設規格   22 39 154 3.94 ―   22 39 185 4.74 ―

告示第５０１号   38 26 103 3.96 ―   38 26 123 4.73 ―

設計・建設規格   59 39 154 3.94 ―   59 39 185 4.74 ―

告示第５０１号   50 28 103 3.67 ○   50 28 123 4.39 ○

設計・建設規格   16 17 154 9.05 ―   16 17 185 10.88 ―

告示第５０１号   1A 17 103 6.05 ―   1A 17 123 7.23 ―

設計・建設規格   38 26 154 5.92 ―   38 27 185 6.85 ―

告示第５０１号  361 21 103 4.90 ―  361 21 123 5.85 ―

設計・建設規格   39 17 154 9.05 ―   39 17 185 10.88 ―

告示第５０１号 115A 17 103 6.05 ― 115A 17 123 7.23 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2

6 HPCW-R-6

3 HPCW-R-3

5 HPCW-R-5

4 HPCW-R-4

評価点 裕度 代表

1 HPCW-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

HPCW-R-2

評価点 裕度 代表

1
9

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(1)(重) R0E



(2) 高圧炉心スプレイ補機海水系

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-
3
-
3
-
6
-
2
-
6
-
2
(
2
)
 
R
0



まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 HPSW-R-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPSW-R-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPSW-T-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 HPSW-I-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 0.98 40 0.98 40 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(2) R0



重大事故等対処設備
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全4モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ補機海水系概略系統図（その１）

原子炉建物

屋　外

H
P
S
W
-
R-
1

H
P
S
W
-
T-
1

HPSW-I-1

高圧炉心スプレイ

補機海水ストレーナ
高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ

高圧炉心スプレイ
補機冷却系熱交換器

M

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

タービン建物

放水槽

原子炉補機

海水系より

原子炉建物

タービン建物

屋　外

HPSW-R-2

タービン建物

＊
2

高圧炉心スプレイ

補機冷却水ポンプ

高圧炉心スプレイ補機

冷却系サージタンク

ＨＰＣＳポンプ電動機軸受冷却器

ＨＰＣＳポンプメカニカルシール冷却器

ＨＰＣＳポンプ室冷却器

高圧炉心スプレイ補機冷却系

及び高圧炉心スプレイ補機海水系

概略系統図（その２）より

高圧炉心スプレイ補機冷却系

及び高圧炉心スプレイ補機海水系

概略系統図（その２）へ
＊

3
＊

3 ＊
2

＊
1,
＊
2

注記＊1：原子炉補機海水系との兼用範囲である。

　＊2：計算結果は原子炉補機海水系に含めて示す。

　＊3：計算結果は「（１）高圧炉心スプレイ補機冷却系」に含めて示す。
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高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ補機海水系概略系統図（その２）

高圧炉心スプレイ補機

冷却系及び高圧炉心

スプレイ補機海水系

概略系統図（その１）へ

高圧炉心スプレイ補機

冷却系及び高圧炉心

スプレイ補機海水系

概略系統図（その１）より

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

１次水冷却器

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

潤滑油冷却器

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（L列）

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

機関付空気冷却器（R列）
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　統の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であっ

　て解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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HPSW-T-1(SA)(1/3)鳥瞰図
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多角形



HPSW-T-1(SA)(2/3)鳥瞰図
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71273550
多角形



HPSW-T-1(SA)(3/3)鳥瞰図
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPSW-T-1

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1    1N～106A 0.98  40  267.4   9.3 STPT42

3. 計算条件

 3.1　計算条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　HPSW-T-1

質量 対応する評価点

   9S～106A
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　HPSW-T-1

質量 対応する評価点

   1N

  301,401,601,1111,1201,1301,1701,2101,2601,2801,3101,3601

 3901,4101,4301,4401,4601,4801,4901,5101,5501,5801,6001,6201

 6301,6501,68,7201,7601,8001,8301,8501,8601,8801,8901,9101

 9401,9601,1011,1021,1041

 1001

11

S
2
 
補
 
Ⅵ

-
3
-
3
-
3
-
6
-
2
-
6
-
2
(
2
)
(
重
)
 
R
0

70492315
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　HPSW-T-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

    1102

    1202

14

16

18

20

22

26

29

34

38

44

52

56

63

69

73

77

81

89

94

    1042

    106A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  40 ― ― ― 103

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  40 ― ― ― 103

材    料
 許容応力(MPa)

14
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4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

HPSW-T-1 8001 Ｓｐｒｍ
＊1 34 154

HPSW-T-1 8001 Ｓｐｒｍ
＊2 35 185

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
5

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(2)(重) R0



  　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.2・Ｓｈ

HPSW-T-1 8001 Ｓｐｒｍ
＊1 32 103

HPSW-T-1 8001 Ｓｐｒｍ
＊2 32 123

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。なお，保守的な評価とな

る告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を記載してもよいものとする。

　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(2)(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   16 23 154 6.69 ―   16 24 185 7.70 ―

告示第５０１号   20 21 103 4.90 ―   20 21 123 5.85 ―

設計・建設規格   20 27 139 5.14 ―  35F 28 167 5.96 ―

告示第５０１号   20 28 93 3.32 ―   20 28 111 3.96 ―

設計・建設規格 8001 34 154 4.52 ― 8001 35 185 5.28 ―

告示第５０１号 8001 32 103 3.21 ○ 8001 32 123 3.84 ○

設計・建設規格    2 24 154 6.41 ―    2 26 185 7.11 ―

告示第５０１号   1N 23 103 4.47 ―   1N 23 123 5.34 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2

3 HPSW-T-1

4 HPSW-I-1

評価点 裕度 代表

1 HPSW-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

HPSW-R-2

評価点 裕度 代表

1
7

S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-6-2(2)(重) R0E



Ⅵ-3-3-7 原子炉格納施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-7-5 圧力逃がし装置の強度計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
7
-
5
 
R
0
 



Ⅵ-3-3-7-5-1 格納容器フィルタベント系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-7-5-1-2 管の強度計算書 

（格納容器フィルタベント系） 
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Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2　管の応力計算書

（格納容器フィルタベント系）
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FCVS-R-1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-2 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-3 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-4 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-5 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-6 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-7 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-8 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FCVS-R-9 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-10 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-11 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-12 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-13 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-14 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-15 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-16 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FCVS-R-17 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-18 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-19 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-20 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-21 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-22 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-1SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.93 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-2SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.93 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

 

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 R0                                                              



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FCVS-R-3SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.93 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-4SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.93 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.93 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-11SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.93 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-R-12SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.93 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SGT-R-1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SGT-R-6 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

 FCVS-R-5SP

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FCVS-F-1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-F-5 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.853 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

 FCVS-F-2

 FCVS-F-3

 FCVS-F-4

配管モデル
既設
or
新設

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FCVS-F-5 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 FCVS-F-6 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 大気圧 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 大気圧 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 大気圧 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

 FCVS-F-5SP

 FCVS-F-6SP

 FCVS-F-7SP

配管モデル
既設
or
新設

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 大気圧 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.427 200 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 大気圧 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

 FCVS-F-8SP

 FCVS-F-9SP

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2 R0



重大事故等対処設備
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全42モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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原子炉格納容器

ドライウェル

サプレッションチェンバ

F
CV
S
-R
-2

SGT-R-6

F
CV
S
-F
-1格納容器フィルタベント系

概略系統図（その２）へ

FCVS-R-1

X-241

X-81

注記＊1：窒素ガス制御系との兼用範囲である。

　　＊2：非常用ガス処理系との兼用範囲である。

　　＊3：計算結果は非常用ガス処理系に含めて示す。
格納容器フィルタベント系概略系統図（その１）

屋外原子炉建物

FCVS-R-3SP FCVS-R-2SP

非常用ガス
処理系へ

原子炉棟

空調換気系へ

＊2,＊3＊1,＊3

F
CV
S
-R
-
5S
P

＊
2,
＊
3

非常用ガス
処理系へ

M

M

M

M

M

FCVS-R-1SP FCVS-R-12SP

＊
1,
*3

格納容器フィルタ

ベント系窒素ガス

供給用接続口（南）

格納容器フィルタ

ベント系窒素ガス

供給用接続口（屋内）

FCVS-R-11SPFCVS-R-5SP FCVS-R-4SP

MV217-23

SGT-R-1

A M

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

M

A

AM

＊
2,
*3

MV217-4

MV217-5

MV217-18

3

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



格納容器フィルタベント系概略系統図（その２）

屋外

原子炉建物

格納容器フィルタベント系

概略系統図（その１）より

F
CV
S
-F
-5

F
CV
S
-F
-1

F
CV
S
-F
-1

F
CV
S
-R
-2

第１ベントフィルタ

銀ゼオライト容器

D-第１ベントフィルタ

スクラバ容器

第１ベントフィルタ格納槽

F
CV
S
-F
-5

F
CV
S
-F
-4

F
CV
S
-F
-6

F
CV
S
-F
-4

F
CV
S
-F
-3

F
CV
S
-F
-3

F
CV
S
-F
-2

F
CV
S
-F
-2

格納容器
フィルタベント系

概略系統図

（その３）へ

F
CV
S
-F
-1

F
CV
S
-F
-1

F
CV
S
-F
-1

FCVS-F-6

FCVS-F-2

第１ベント

フィルタ格納槽 屋外

C-第１ベントフィルタ

スクラバ容器

B-第１ベントフィルタ

スクラバ容器

A-第１ベントフィルタ

スクラバ容器

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

FCVS-F-4

FCVS-F-5

4

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



格納容器
フィルタベント系

概略系統図

（その２）より

放出口

F
CV
S
-R
-7

F
CV
S
-F
-6

F
CV
S
-R
-6

F
CV
S
-R
-5

F
CV
S
-R
-4

F
CV
S
-R
-3

F
CV
S-
R-
12

F
CV
S-
R-
11

F
CV
S-
R-
10

F
CV
S
-R
-9

F
CV
S
-R
-8

F
CV
S-
R-
17

F
CV
S-
R-
16

F
CV
S-
R-
15

F
CV
S-
R-
14

F
CV
S-
R-
13

F
CV
S-
R-
22

F
CV
S-
R-
21

F
CV
S-
R-
20

F
CV
S-
R-
19

F
CV
S-
R-
18

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

窒素ガス

排出口
F
CV
S
-F
-
7S
P

F
CV
S
-F
-
6S
P

F
CV
S
-F
-
8S
P

F
CV
S
-F
-
5S
P

F
CV
S
-F
-
9S
P

窒素ガス

排出口

窒素ガス

排出口

窒素ガス

排出口

窒素ガス

排出口

格納容器フィルタベント系概略系統図（その３）

5

 

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0                                                            



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　統の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であっ

　て解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(1/9)

7

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(2/9)

8

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(3/9)

9

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(4/9)

1
0

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(5/9)

1
1

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(6/9)

1
2

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(7/9)

1
3

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(8/9)

1
4

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SGT-R-6(SA)(9/9)

1
5

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　SGT-R-6

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1   414～425A,414～505 0.853 200  267.4   9.3 STPT410

  2  5051～506F,507F～530A 0.853 200  318.5  10.3 STPT410

3. 計算条件

 3.1　計算条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　SGT-R-6

質量 対応する評価点

 5051～506F,507F～530A

  414～425A,414～505

17

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-
3
-
7
-
5
-
1
-
2
-
2
(
重
)
 
R
0

71273550
長方形



フランジ部の質量

鳥  瞰  図　SGT-R-6

質量 対応する評価点

 506F,507F

18

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-
3
-
7
-
5
-
1
-
2
-
2
(
重
)
 
R
0

70492315
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　SGT-R-6

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

 5061  5062

 5063  5065

19
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71273550
長方形

71273550
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　SGT-R-6

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

506F～5061 5061～5062

5062～5063 5063～5064

5064～5065 5061～507F

20
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長方形

71273550
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　SGT-R-6

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

    425A

 ** 5064 **

    5064

     512

     514

     517

     527

    530A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)

21
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410 200 ― ― ― 103

材    料
 許容応力(MPa)
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4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

SGT-R-6  423 Ｓｐｒｍ
＊1 53 154

SGT-R-6  423 Ｓｐｒｍ
＊2 53 185

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

2
3

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   65 34 154 4.52 ―   65 35 185 5.28 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格    3 22 154 7.00 ―    3 23 185 8.04 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

4 FCVS-R-4

評価点 裕度 代表

1 FCVS-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

FCVS-R-2

評価点 裕度 代表

2

6 FCVS-R-6

3 FCVS-R-3

5 FCVS-R-5

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2
4

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格    5 16 154 9.62 ―    5 16 185 11.56 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格    5 16 154 9.62 ―    5 16 185 11.56 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

9 FCVS-R-9

10 FCVS-R-10

裕度 代表

7 FCVS-R-7

8 FCVS-R-8

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

12 FCVS-R-12

11 FCVS-R-11

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
5

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格    5 16 154 9.62 ―    5 16 185 11.56 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

15 FCVS-R-15

16 FCVS-R-16

裕度 代表

13 FCVS-R-13

14 FCVS-R-14

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

18 FCVS-R-18

17 FCVS-R-17

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
6

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  702 17 160 9.41 ―  702 18 192 10.66 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格    5 16 154 9.62 ―    5 16 185 11.56 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  21W 14 189 13.50 ―  21W 15 226 15.06 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  54W 30 154 5.13 ―  54W 32 185 5.78 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

21 FCVS-R-21

22 FCVS-R-22

裕度 代表

19 FCVS-R-19

20 FCVS-R-20

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

24 FCVS-R-2SP

23 FCVS-R-1SP

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
7

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  76W 14 154 11.00 ―  76W 15 185 12.33 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  76W 9 154 17.11 ―  76W 9 185 20.55 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  27W 24 154 6.41 ―  27W 24 185 7.70 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  13W 21 154 7.33 ―  13W 22 185 8.40 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  25W 20 154 7.70 ―  25W 20 185 9.25 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格 1155 35 154 4.40 ― 1155 36 185 5.13 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

27 FCVS-R-5SP

28 FCVS-R-11SP

裕度 代表

25 FCVS-R-3SP

26 FCVS-R-4SP

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

30 SGT-R-1

29 FCVS-R-12SP

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
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S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  423 53 154 2.90 ○  423 53 185 3.49 ○

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  110 42 160 3.80 ―  110 44 192 4.36 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   10 34 166 4.88 ―   10 35 199 5.68 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   12 40 166 4.15 ―   12 41 199 4.85 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   13 38 166 4.36 ―   13 39 199 5.10 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   59 27 166 6.14 ―   59 27 199 7.37 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

33 FCVS-F-2

34 FCVS-F-3

裕度 代表

31 SGT-R-6

32 FCVS-F-1

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

36 FCVS-F-5

35 FCVS-F-4

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

2
9

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  314 24 154 6.41 ―  314 26 185 7.11 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  102 12 154 12.83 ―  102 12 185 15.41 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  102 12 154 12.83 ―  102 12 185 15.41 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   2W 10 154 15.40 ―   2W 10 185 18.50 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   7W 8 160 20.00 ―   7W 8 192 24.00 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   3W 47 154 3.27 ―   3W 47 185 3.93 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

39 FCVS-F-6SP

40 FCVS-F-7SP

裕度 代表

37 FCVS-F-6

38 FCVS-F-5SP

No.
配管

モデル
適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

42 FCVS-F-9SP

41 FCVS-F-8SP

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

評価点 裕度 代表 評価点

3
0

S2 補 Ⅵ-3-3-7-5-1-2-2(重) R0E
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Ⅵ-3-別添 3-2-1-1 防波壁（波返重力擁壁）の 

強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示すと

おり，防波壁（波返重力擁壁）が地震後の繰返しの来襲を想定した津波荷重，余震，漂流

物の衝突，風及び積雪を考慮した荷重に対し，施設・地盤の構造健全性を保持すること，

十分な支持性能を有する地盤に設置していること及び主要な構造体の境界部に設置する

部材が有意な漏えいを生じない変形にとどまることを確認するものである。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

防波壁（波返重力擁壁）の位置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 防波壁（波返重力擁壁）の位置図 
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2.2 構造概要 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 に，概略配筋図

を図 2－4 に，止水目地の配置位置図を図 2－5 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は，入力津波高さ（EL 11.9m）に対して余裕を考慮した天端

高さ（EL 15.0m）とする。 

防波壁（波返重力擁壁）は，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）等を介し

て堅固な地山の岩盤に支持され，鉄筋コンクリート造のケーソン及び重力擁壁から構成

されるケーソン設置部と，重力擁壁が岩盤に直接支持される岩盤直接支持部に分類され

る。 

構造体の境界には，止水性を保持するための止水目地を重力擁壁の陸側に設置する。 

なお，構造概要図にはグラウンドアンカを示しているが，その効果を期待しない設計

とする。 
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図 2－2 防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図  

岩盤

グラウンドアンカ＊

防波壁（波返重力擁壁）

埋戻土

消波ブロック

海

陸EL 15.0m

ケーソン設置部

岩盤直接支持部

岩盤

重力擁壁
（鉄筋コンクリート造）

埋戻土H形鋼

←海 陸→

EL 15.0m

注記＊：防波壁（波返重力擁壁）は，グラウンドアンカの効果を期待しない設計とする。

岩盤

埋戻土

←海 陸→
EL 15.0m

ＭＭＲ

▽H.W.L.
グラウンドアンカ＊

消波ブロック

ケーソン
重力擁壁（鉄筋コンクリート造）
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（単位：mm） 

図 2－3(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（ケーソン設置部） 

（単位：mm） 

図 2－3(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（ケーソン設置部） 

海 ← → 陸
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（単位：mm） 

図 2－3(3) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（岩盤直接支持部） 

（単位：mm） 

図 2－3(4) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（岩盤直接支持部） 

海 ← → 陸
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（単位：mm） 

図 2－4(1) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（ケーソン設置部(1)） 

（単位：mm） 

図 2－4(2) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（ケーソン設置部(2)） 
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（単位：mm）     

 

 

図 2－4(3) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（岩盤直接支持部） 
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2.3 評価方針 

防波壁（波返重力擁壁）はＳクラス施設である津波防護施設に分類される。 

防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な

施設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」

において設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて実施する。強度

評価では，「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件

を用いて評価し，「5. 評価結果」より，防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位の発

生応力度，すべり安全率及び発生変形量が許容限界を満足することを確認する。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震荷

重の作用方向や伝達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用いる荷重及

び荷重の組合せは，津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に伴う

荷重と余震に伴う荷重作用時（以下「重畳時」という。）について行う。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，設計基準対象施設として表 2－3 の防波壁（波

返重力擁壁）の評価項目に示すとおり，施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持性能

評価及び施設の変形性評価を行う。 

施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び施設の変形性評価を実施する

ことにより，構造強度を有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価フローを図 2－6 に示す。 
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表 2－1 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

重力擁壁 
・止水目地及び漂流物対策工を

支持する。 

・止水目地及び漂流物対策工を

支持するとともに，遮水性を

保持する。 

止水目地 
・重力擁壁間の変形に追従す

る。 

・重力擁壁間の変形に追従し，

遮水性を保持する。 

ケ－ソン 

・重力擁壁を支持するととも

に，遮水性を保持する。 

・重力擁壁を支持する。 

・重力擁壁及び漂流物対策工を

支持するとともに，遮水性を

保持する。 

・重力擁壁を支持する。 

Ｈ形鋼 ・重力擁壁を支持する。 ・重力擁壁を支持する。 

漂流物対策工 ・役割に期待しない。 

・漂流物衝突荷重を分散して防

波壁（波返重力擁壁）に伝達

する。 

・漂流物衝突荷重による防波壁

（波返重力擁壁）の局所的な

損傷を防止する。 

地
盤 

ＭＭＲ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。 

・基礎地盤のすべり安定性に寄

与する。 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。 

・難透水性を保持する。 

改良地盤⑥ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。 

・基礎地盤のすべり安定性に寄

与する。 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。 

・難透水性を保持する。 

岩盤 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。 

・基礎地盤のすべり安定性に寄

与する。 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。 

埋戻土， 

砂礫層 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに取り込み，防波壁（波返

重力擁壁）への相互作用を考

慮する）。 

・津波荷重に対して地盤反力と

して寄与する。 

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。 
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表 2－2 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

鉛直支持 すべり安定性 耐震性 
耐津波性 

（透水性，難透水性） 

施

設

重力擁壁 

－ － 

構造部材の健全性を保持

するために，重力擁壁が

おおむね弾性状態にとど

まること。 

止水目地の支持機能を喪失

して重力擁壁間から有意な

漏えいを生じないために，

重力擁壁がおおむね弾性状

態にとどまること。 

止水目地 

重力擁壁間から有意な漏

えいを生じないために，

止水目地の変形性能を保

持すること。 

重力擁壁間から有意な漏え

いを生じないために，止水

目地の変形・遮水性能を保

持すること。 

ケ－ソン 

構造部材の健全性を保持

するために，ケ－ソンが

おおむね弾性状態にとど

まること。 

構造部材の健全性を保持

し，有意な漏えいを生じな

いために，ケ－ソンがおお

むね弾性状態にとどまるこ

と。 

Ｈ形鋼 

構造部材の健全性を保持

するために，Ｈ形鋼がお

おむね弾性状態にとどま

ること。 

構造部材の健全性を保持す

るために，Ｈ形鋼がおおむ

ね弾性状態にとどまるこ

と。 

漂流物 

対策工 
－ － － 

漂流物衝突荷重を分散し

て，防波壁（波返重力擁壁）

に伝達するために，鉄筋コ

ンクリート版がせん断破壊

しないこと。 

地

盤

ＭＭＲ 

ケ－ソン及び重力擁

壁を鉛直支持するた

め，十分な支持力を

保持すること。 

基礎地盤のすべり安

定性を確保するた

め，十分なすべり安

全性を保持するこ

と。 

－ 

地盤中からの回り込みによ

る流入を防止（難透水性を

保持）するため，ＭＭＲ及び

改良地盤⑥が破壊しないこ

と。（内的安定を保持） 
改良地盤⑥ 

岩盤 － 
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表 2－3 防波壁(波返重力擁壁)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

重力擁壁 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

ケ－ソン 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力（面内，面外））が許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

Ｈ形鋼 
発生する応力度（せん断力）が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 
すべり安全率 

1.2以上 

改良地盤⑥ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 
すべり安全率 

1.2以上 

漂流物対策工 
発生する応力度（押抜きせん断力）が許

容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

基礎地盤の

支持性能 基礎地盤 
発生する応力度（接地圧）が許容限界以

下であることを確認 

極限支持力度＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 

重力擁壁 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

ケ－ソン 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力）が許容限界以下であることを確認 
短期許容応力度 

材料強度 

Ｈ形鋼 
発生する応力度（せん断力）が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 
すべり安全率 

1.2以上 

改良地盤⑥ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 
すべり安全率 

1.2以上 

漂流物対策工 － － 

基礎地盤の

支持性能 基礎地盤 
発生する応力度（接地圧）が許容限界以

下であることを確認 

極限支持力度＊ 

施設の 

変形性 
止水目地 

発生変形量が許容限界以下であること

を確認 

有意な漏えいが生じ

ないことを確認した

変形量 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－6 防波壁（波返重力擁壁）の強度評価の検討フロー 

  

評価開始

評価方針

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

２次元有限要素法モデル
及び諸元の設定

常時応力解析

照査時刻の選定

津波，重畳時荷重の算定

３次元構造解析

施設（ケーソン）の健全性評価

３次元構造解析モデル
及び諸元の設定

施設（ケーソン）の応答値算定

弾性設計用地震動Ｓd－Ｄ

入力地震動の算定
（一次元波動論による地震応答解析）

施設（重力擁壁，Ｈ形鋼）
・地盤の健全性評価

基礎地盤の支持性能評価 施設の変形性評価

施設（重力擁壁，Ｈ形鋼）
・地盤の応答値算定

変位量の算定接地圧の算定

評価終了

２次元動的有限要素法 ２次元静的有限要素法

重畳時 津波時



15 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリ－ト標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定）

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号）

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年

3 月）

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 (日本電気協会）

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号）

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，H19 年版））

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センタ－，平成 19 年 3 月）

・コンクリ－ト標準示方書[ダムコンクリート編](土木学会，2013 年制定）
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

強度評価に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐ kN/m2 積載荷重 

Ｐt kN/m2 遡上津波荷重 

ＫSd － 余震荷重 

Ｐc kN/m 衝突荷重 

Ｐk kN/m2 風荷重 

Ｐs kN/m2 積雪荷重 

γｗ kN/m3 海水の単位体積重量 

ρ ton/m3 海水の密度 

σca N/mm2 コンクリートの許容曲げ圧縮応力度 

τa1 N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度 

σsa N/mm2 鉄筋の許容曲げ引張応力度 

τ1 N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度(面内) 

f’ak N/mm2 コンクリートの圧縮強度 

ftk N/mm2 コンクリートの引張強度 

τca N/mm2 コンクリートのせん断強度 

τsa N/mm2 Ｈ形鋼の許容せん断応力度 

δx mm 止水目地の x 方向の変位 

δy mm 止水目地の y 方向の変位 

δz mm 止水目地の z 方向の変位 

δx(T) mm 止水目地の x 方向の最大相対変位 

δy(T) mm 止水目地の y 方向の最大相対変位 

δz(T) mm 止水目地のｚ方向の最大相対変位 

P N/mm2 最大接地圧 

Pu N/mm2 極限支持力度 
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3.2 評価対象断面及び部位 

3.2.1 評価対象断面 

防波壁（波返重力擁壁）の評価対象断面は，防波壁（波返重力擁壁）の構造上の

特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。防波壁（波返重力擁壁）の評価対象断面

位置図を図 3－1 に，縦断面図を図 3－2 に，防波壁（波返重力擁壁）の各区分にお

ける横断面図を図 3－3～図 3－8 に示す。以下の理由から，②－②断面，③－③断

面，④－④断面，⑤－⑤断面及び⑦－⑦断面を評価対象断面として選定する。 

 

・②－②断面は，支持構造がケ－ソンとなる断面のうち，ケ－ソン高さに対するケ

－ソン幅が狭く，地表面から岩盤上面までの深さが最も深いことに加え，ケ－ソ

ン直下に改良地盤⑥が配置されているため，評価対象断面として選定した。 

・③－③断面は，ケーソンに開口部（放水路）を有するため，評価対象断面として

選定した。 

・④－④断面は，地表面高さが最も高いため，評価対象断面として選定した。 

・⑤－⑤断面は，重力擁壁が岩盤上に直接設置され，支持構造がＨ形鋼であり，重

力擁壁の天端幅及び下端幅が狭いため，評価対象断面として選定した。 

・⑦－⑦断面は④－④断面に直交する縦断方向の断面である。④－④断面位置にお

ける縦断方向の止水目地の変形量を求めるため，変形性評価の評価対象断面に選

定した。 
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図 3－3 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（①－①断面） 

 

 

図 3－4 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（②－②断面） 

  

▽ 海水位

▽ 地下水位 EL 8.5

▽ 海水位

▽ 地下水位 EL 8.5

（単位：ｍ） 

（単位：ｍ） 
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図 3－5 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（③－③断面） 

 

 

図 3－6 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（④－④断面） 

  

▽ 海水位

地下水位
EL8.5

▽ 海水位

▽ 地下水位 EL 8.5

（単位：ｍ） 

（単位：ｍ） 
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図 3－7 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（⑤－⑤断面） 

図 3－8 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（⑥－⑥断面） 

▽ 地下水位 EL 5.5

▽ EL 8.5

▽ 海水位

地下水位 EL 6.5
▽ 海水位

（単位：ｍ） 

（単位：ｍ） 
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3.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は，防波壁（波返重力擁壁）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

（1）施設・地盤の健全性評価 

２次元動的有限要素法による施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，重

力擁壁，Ｈ形鋼，ＭＭＲ及び改良地盤⑥とする。 

３次元構造解析による施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，ケーソン

とする。 

 

（2）施設の変形性評価 

２次元動的有限要素法による施設の変形性評価に係る評価対象部位は，構造物間

に設置する止水目地とする。 

 

（3）基礎地盤の支持性能評価 

２次元動的有限要素法による基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防

波壁（波返重力擁壁）を支持する基礎地盤（ＭＭＲ，改良地盤⑥及び岩盤）とする。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び

荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.3.1 荷重 

強度評価には，以下の荷重を用いる。 

 

(1) 常時作用する荷重（Ｇ，Ｐ） 

常時作用する荷重は持続的に生じる荷重であり，固定荷重及び積載荷重とする。 

 

(2) 遡上津波荷重（Ｐｔ） 

敷地高以上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深の 3

倍で作用する水圧として算定する。 

敷地高以深については，谷本式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水面上の波圧作用高さは入射津

波高さの 3 倍とし，静水面における波圧は入射津波高さに相当する静水圧の 2.2 倍

として算定する。 

 

(3) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄによる地震力及び動水圧を考慮する。 

 

(4) 衝突荷重（Ｐｃ） 

衝突荷重は，津波漂流物による衝突荷重を選定し，設定する。 

衝突荷重は表 3－2 に示すとおり，施設の延長に応じて設定する。 

衝突荷重を施設に作用させる際は，漂流物対策工による荷重分散を考慮する。 

 

表 3－2 施設に作用する漂流物衝突荷重 

 

 

 

 

 

 

  

評価対象断面 衝突荷重(kN/m) 

②－②断面 430 

③－③断面 450 

④－④断面 430 

⑤－⑤断面 810 
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(5) 風荷重（Ｐｋ）

風荷重は，平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基

準風速 30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及

び建設省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

(6) 積雪荷重（ＰＳ）

積雪荷重は，発電所に最も近い気象官署である松江地方気象台（松江市）での観

測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4 日）

に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した値を基本とし，積雪量１

cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し，各施設の積雪面積を乗じて

設定する。 

3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。強度評価に用いる荷重の組合せは津波時及び重

畳時に区分し，荷重の作用図を図 3－9 に示す。 

表 3－3 荷重の組合せ 

区分 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐ＋Ｐｔ＋Ｐｃ＋Ｐｋ＋Ｐｓ 

重畳時 Ｇ＋Ｐ＋Ｐｔ＋Ｋｓｄ＋Ｐｋ＋Ｐｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｐｔ  ：遡上津波荷重 

Ｋｓｄ ：余震荷重 

Ｐｃ  ：衝突荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｐｓ  ：積雪荷重 
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図 3－9(1) 防波壁（波返重力擁壁）の荷重作用図（津波時） 

図 3－9(2) 防波壁（波返重力擁壁）の荷重作用図（重畳時） 

←海 陸→

津波荷重

風荷重
積雪荷重

▽H.W.L.

漂流物衝突荷重
▽

積載荷重

砂礫改良地盤
岩盤

埋戻土

積雪慣性力（余震時）

施設慣性力（余震時）

←海 陸→

津波荷重

風荷重
積雪荷重施設慣性力

（余震時）

積雪慣性力
（余震時）

動水圧
（余震時）▽H.W.L.

▽

改良地盤 砂礫 岩盤

埋戻土
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3.4 許容限界 

許容限界は，「3.2 評価対象断面及び部位」にて設定した評価対象部位の応力や変

形の状態を考慮し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

3.4.1 重力擁壁 

重力擁壁の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，

2002 年制定）」に基づき，表 3－4 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3－4 重力擁壁の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊1 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τa1
＊2 0.45 0.67 

コンクリート 許容せん断応力度τa1
＊3 0.43＊4 0.64 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊1：短期許容応力度は，コンクリート標準示方書より許容応力度に対して 

1.5 倍の割増を考慮する。 

＊2：④－④断面の評価に用いる。 

＊3：設計基準強度の異なるコンクリートが重力擁壁に混在している②－② 

断面及び③－③断面の評価に用いる。 

＊4：設計基準強度 21N/mm2 及び 24N/mm2 の各々の許容せん断応力度を用い， 

評価断面の面積案分により算定 
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3.4.2 ケーソン 

(1) ②－②断面及び④－④断面 

ケーソンの許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，

2002 年制定）」及び「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987」に

基づき，表 3－5 に示す短期許容応力度とする。 

せん断破壊（面内）に対しては，図 3－10 に示すＪＥＡＧ４６０１－1987 に規定

されているスケルトンカーブの第１折点の許容せん断応力度（面内）を下回ること

を許容限界とし，（式１）に基づき設定する。 

 

表 3－5 ケーソンの許容限界 

種別 許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τa1 0.45 0.67 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊：短期許容応力度は，コンクリートの標準示方書より許容応力度に対して 

1.5 倍の割増を考慮する。  
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図 3－10 耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブ（τ－γ関係）と評価式 

（ＪＥＡＧ４６０１－1987 に加筆） 

𝜏1 = √0.31√𝐹𝑐(0.31√𝐹𝑐 + 𝜎𝑣)    （式１） 

ここに， 

τ1：許容せん断応力度（面内）(N/mm2) 

Fc ：設計基準強度(N/mm2)  

σv：鉛直方向軸応力度(N/mm2) 
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(2) ③－③断面 

ケーソンの許容限界は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学

会，2002 年制定）」及び「コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（土木

学会，2013 年制定）」に基づき，表 3－6 に示す強度とする。 

 

表 3－6 ケーソンの許容限界 

 算定式 強度（N/mm2） 準拠図書 

圧縮強度 f'ak ηf’ck 24.0 コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（土木学会，2002

年制定） 
引張強度 ftk 0.23f’ck2/3 1.91 

せん断強度τca 1/5f’ck 4.8 

コンクリート標準示方書［ダム

コンクリート編］（土木学会，

2013 年制定） 

注記＊1：圧縮強度の算定に用いる係数ηは保守的に 1 とする。 

＊2：ここで f’ck はコンクリートの設計基準強度 

 

3.4.3 Ｈ形鋼 

Ｈ形鋼の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（日本

道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，表 3－7 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3－7 Ｈ形鋼の許容限界 

種別 
許容せん断応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

Ｈ形鋼 

(SM490) 
許容せん断応力度τsa 105 157 

注記＊：短期許容応力度は，道路橋示方書の許容応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 

 

3.4.4 ＭＭＲ 

ＭＭＲの施設・地盤の健全性評価に用いる許容限界は，「耐津波設計に係る工認

審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号）」を準拠し，すべり安

全率とする。表 3－8 にＭＭＲの許容限界を示す。 

 

表 3－8 ＭＭＲの許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 
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3.4.5 改良地盤⑥ 

改良地盤⑥の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 

6 月 19 日，原管地発第 1306196 号）」を準拠し，すべり安全率とする。表 3－

9 に改良地盤⑥の許容限界を示す。 

表 3－9 改良地盤⑥の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

3.4.6 止水目地 

止水目地の許容限界は，メーカ規格，漏水試験及び変形試験により，有意な漏え

いが生じないことを確認した変形量とする。評価対象断面である④－④断面及び⑦

－⑦断面位置における止水目地の変形量に対する許容限界を表 3－10 に示す。 

表 3－10 止水目地の許容限界 

評価項目 許容限界（mm） 

変位量 1960 

3.4.7 基礎地盤 

基礎地盤のうち岩盤及び改良地盤⑥に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-

2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，岩盤は支持力試験，改良地盤⑥

は一軸圧縮試験により設定する。 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（土木学会，2002 年制定）」に基づき，コンクリートの支圧強度とす

る。 

基礎地盤の許容限界を表 3－11 に示す。 

表 3－11 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 
岩盤 

CH 級 
9.8 

CM 級 

改良地盤⑥ 3.0 

支圧強度 ＭＭＲ 24.0 
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3.5 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

防波壁（波返重力擁壁）の各部位のうち，重力擁壁，Ｈ形鋼，ＭＭＲ及び改良地盤⑥

の健全性評価，止水目地の変形性評価並びに基礎地盤の支持性能評価については，２次

元静的有限要素法（有効応力解析及び全応力解析）による強度評価を行う。津波時の２

次元静的有限要素法において，②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，津波時にお

ける地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とし，

⑤－⑤断面は，地下水位以深に液状化対象層が分布しないことから，解析方法は全応力

解析とする。 

ケーソンについては，ケーソンが複数の隔壁を有しており，その影響を考慮する必要

があることから，３次元構造解析により健全性評価を行う。 

 

3.5.1 津波時 

（1）２次元静的有限要素法 

a. 解析方法 

津波時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を

作用させて２次元静的有限要素法により算定する。なお，衝突荷重は入力津波高

さ EL 11.9m に余裕を考慮した津波高さ EL 12.6m に作用させる。 

２次元静的有限要素法のうち有効応力解析に用いる解析コードは「ＦＬＩＰ」

を使用し，全応力解析に用いる解析コードは，「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。解析

コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析

コード）の概要」に示す。 

 

b. 施設 

重力擁壁及びケーソンは，線形平面ひずみ要素でモデル化する。 

漂流物対策工は，重力擁壁及びケーソン壁に固定して設置することから，機器

荷重として考慮する。 
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c. 解析モデル

評価対象断面のうち②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面の地

震応答解析モデルは，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算

書」に示した解析モデルを用いる。 

(a) 解析領域

解析領域は，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及ぼさな

いよう，十分広い領域とする。 

(b) 境界条件

境界条件は，2 次元有限要素法における半無限地盤を模擬するため，粘性境

界を設ける。 

(c) 構造物のモデル化

重力擁壁は，線形平面ひずみ要素としてモデル化する。

ケーソンは，構造部材を線形平面ひずみ要素でモデル化し，３次元構造解析

モデルとの変位を整合させるためのヤング係数の調整を行い，３次元構造モデ

ルと等価な剛性となるようモデル化する。また，地盤については地盤のひずみ

依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

機器・配管荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

(d) 地盤のモデル化

イ 有効応力解析

岩盤及びＭＭＲは線形平面ひずみ要素でモデル化する。

地盤はマルチスプリング要素及び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有

効応力の変化に応じた非線形せん断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

消波ブロック，基礎捨石及び被覆ブロックはモデル化しない。 

ロ 全応力解析

岩盤及びＭＭＲは線形平面ひずみ要素でモデル化する。

地盤はマルチスプリング要素にてモデル化する。 

消波ブロック，基礎捨石及び被覆ブロックはモデル化しない。 
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(e) 海水のモデル化 

イ 有効応力解析 

海水は液体要素でモデル化する。なお，遡上津波荷重は別途考慮する。 

 

ロ 全応力解析 

海水はモデル化しない。 

 

(f) ジョイント要素 

津波時の施設及び地盤の接合面における剥離及びすべりを考慮するため，こ

れらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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d. 使用材料及び材料の物性値

強度評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。構造物の使用材料

を表 3－12 に，材料の物性値を表 3－13 に示す。 

表 3－12 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート

重力擁壁 

（基部コンクリート） 

設計基準強度 

18.0 N/mm2

重力擁壁 

ケーソン

設計基準強度 

24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

Ｈ形鋼 SM490 

表 3－13 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊ 2.5×104＊ 0.2＊ 

無筋コンクリート 22.6＊ 2.2×104＊ 0.2＊ 

注記＊：コンクリ－ト標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 



36 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

e. 地盤及び改良地盤の物性値

地盤の物性値は,Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 

地盤のうち改良地盤⑥及びＭＭＲの残留強度及び引張強度を表 3－14 のとお

り設定する。 

表 3－14 改良地盤⑥及びＭＭＲの残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 引張強度 

σt（N/mm2） c’（N/mm2） φ ’（°） 

改良地盤⑥ 0.0 48.80 436 

ＭＭＲ 4.8 0.00 1.91 

f. 地下水位

設計用地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計用地下水位を表 3－15 に示す。 

表 3－15 設計用地下水位 

施設名称 設計用地下水位 

防波壁（波返重力擁壁） 

（②－②断面，③－③断面，④－④断面）
EL 8.5m＊

防波壁（波返重力擁壁） 

（⑤－⑤断面）
EL 5.5m

注記＊：地表面が 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。 
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g. 評価方法

防波壁（波返重力擁壁）の津波時の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮

が必要な施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

(a) 重力擁壁

重力擁壁の評価は，曲げモーメント及び軸力より算定される曲げ圧縮応力度，

曲げ引張応力度及びせん断力により算定されるせん断応力度が許容限界以下

であることを確認する。 

重力擁壁の応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。な

お，解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。

イ 曲げ・軸力照査

コンクリート及び鉄筋の発生応力度が許容限界以下であることを確認す

る。 

ロ せん断照査

コンクリートの発生応力度が許容限界以下であることを確認する。

(b) Ｈ形鋼

Ｈ形鋼の評価は，⑤－⑤断面において，擁壁下端に発生するせん断力から算

定されるせん断応力度が許容限界以下であることを確認する。 

(c) ＭＭＲ

ＭＭＲの評価は，②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，すべり

線のすべり安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定し

たすべり線上の応力状態をもとに，すべり線上のせん断抵抗力の和をせん断力

の和で除した値を時々刻々求め，最小すべり安全率を算定する。 
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(d) 改良地盤⑥

改良地盤⑥の評価は，②－②断面において，改良地盤⑥を通るすべり面のす

べり安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定したすべ

り面上の応力状態をもとに，すべり面上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で

除した値を求め，最小すべり安全率を算定する。 

(e) 止水目地

止水目地の津波時の評価は，④－④断面において，防波壁（波返重力擁壁）

の縦断方向及び横断方向ともに，津波荷重による最大変位が許容限界以下であ

ることを確認する。 

x 方向（法線直交方向）及び z 方向（深度方向）の変位は，図 3－11 に示す

とおり，重力擁壁天端とケーソン下端における相対変位量とし，保守的に各ケ

ーソンの位相が逆になったことを考慮し，最大の変位量を 2 倍したものを算定

する。 

y 方向（法線方向）の変位は，隣接する重力擁壁の天端間の相対変位とする。 

相対変位の抽出位置を図 3－12 に示す。 

x 方向（法線直交方向）の変位 δx：δx＝|δx(T)|×2 

y 方向（法線方向）の変位   δy：δy＝|δy(T)| 

z 方向（深度方向）の変位   δz：δz＝|δz(T)|×2 

ここで， 

δx(T)：x 方向の最大相対変位 

δy(T)：y 方向の最大相対変位 

δz(T)：z 方向の最大相対変位 

法線直交方向，法線方向及び深度方向の変位量を用い，下式のとおり合成方

向（3 方向合成）の変位量を求め，止水目地の津波荷重による最大変位とする。 

最大変位δ：δ = √δ
x

2
＋δ

y

2
＋δ

z

2
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図 3－11 地震時の変位の概念図 

 

 

図 3－12 相対変位抽出位置 

 

 (f) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価は，②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－

⑤断面において，ＭＭＲ，改良地盤⑥及び防波壁直下の岩盤に生じる設置圧の

最大値が許容限界以下であることを確認する。 

 

 

  

④

δx(T)

δx(T)

δy(T)

④

⑦

⑦

法線直交方向

防波壁の延長方向
（以下「法線方向」という。）

δz(T)：④－④断面・⑦－⑦断面の

変位量の大きい方を採用 
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（2）３次元構造解析

a. 解析方法

②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，隔壁を有したケーソンが設置され

ており，ケーソンは複雑な構造をしていることから，３次元構造解析によりケー

ソンの構造部材の健全性評価を行う。

津波時にケーソンに発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基

づく荷重を作用させて３次元構造解析により算定する。衝突荷重は入力津波高さ

EL 11.9m に余裕を考慮した津波高さ EL 12.6m に作用させる。 

３次元構造解析に用いる解析コードは，「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を使用し，解

析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

b. 施設

(a) ②－②断面及び④－④断面

ケーソンは線形シェル要素でモデル化する。

(b) ③－③断面

ケーソンは線形ソリッド要素でモデル化する。

c. 解析モデル

防波壁（波返重力擁壁）の３次元構造解析における解析モデルを図 3－13～図

3－15 に示す。 

(a) 構造物のモデル化

②－②断面及び④－④断面の３次元構造解析モデルにおいて，ケーソンの壁

は線形シェル要素でモデル化し，その他は線形ソリッド要素でモデル化する。 

③－③断面の３次元構造解析モデルにおいて，ケーソン及び重力擁壁は線形

ソリッド要素でモデル化する。

(b) 地盤ばね

３次元構造解析モデルのうち，構造物とＭＭＲの境界には地盤ばねを設置す

る。 
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図 3－13 ３次元構造解析モデル（②－②断面） 

  

モデル全体図（陸側） モデル全体図（海側）

ケーソンのモデル図（海側）＊ケーソンのモデル図（陸側）＊

注記＊：ケーソンはシェル要素のみ表示
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図 3－14 ３次元構造解析モデル（③－③断面） 
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図 3－15 ３次元構造解析モデル（④－④断面） 

モデル全体図（陸側） モデル全体図（海側）

ケーソンのモデル図（海側）＊ケーソンのモデル図（陸側）＊

注記＊：ケーソンはシェル要素のみ表示
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d. 使用材料及び材料の物性値

ケーソンの使用材料を表 3－16 に，材料の物性値を表 3－17 に示す。重力擁壁

の使用材料は，「(1) ２次元静的有限要素法」に示したものを用いる。 

表 3－16 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

表 3－17 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2） 
ポアソン比 

コンクリート 24.0* 2.5×104* 0.2* 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

e. 評価方法

防波壁（波返重力擁壁）の津波時の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮

が必要な施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

(a) ケーソン

イ ②－②断面及び④－④断面

②－②断面及び④－④断面のケーソンの評価は，曲げモーメント及び軸力よ

り算定される曲げ圧縮応力度，曲げ引張応力度及びせん断力より算定されるせ

ん断応力度が許容限界以下であることを確認する。応力度算定には，解析コー

ド「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，解析コードの検証，妥当性確認等の

概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

ロ ③－③断面

③－③断面のケーソンの評価は，３次元構造解析に基づいて算定した圧縮応

力度，引張応力度及びせん断応力度が許容限界以下であることを確認する。 
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3.5.2 重畳時 

（1）２次元動的有限要素法 

a. 解析方法 

重畳時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を

作用させて２次元動的有限要素法により算定する。 

２次元動的有限要素法において，②－②断面，③－③断面及び④－④断面の解

析方法は有効応力解析とする。 

２次元動的有限要素法に用いる解析コードは，「ＦＬＩＰ」を使用し，解析コ

ードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 

 

b. 施設 

施設のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

 

c. 減衰定数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰（α＝0，β＝0.002）を設

定する。 

 

d. 解析ケース 

重畳時においては，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算

書」に基づき，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して，ケース①（基本ケース）を

実施する。 

 

e. 入力地震動 

入力地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄについて，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁

（波返重力擁壁）の地震応答計算書」に基づき設定する。 

 

f. 解析モデル 

解析モデルは，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

g. 使用材料及び材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

h. 地盤の物性値 

地盤の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様である。 
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i. 地下水位

地下水位については，「3.5.1 津波時」と同様である。

j. 評価方法

防波壁（波返重力擁壁）の重畳時の強度評価は，「3.5.1 津波時」と同様であ

る。 

（2）３次元構造解析

a. 解析方法

重畳時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を作

用させて３次元構造解析により算定する。 

３次元構造解析に用いる解析コードは，「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を使用し，解

析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は構造的特徴を踏まえ，部材の評価

が厳しくなる時刻を地震応答解析の結果から選定する。 

b. 施設

施設のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。

c. 解析モデル及び諸元

(a) 構造物のモデル化

解析モデル及び構造物のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様であ

る。 

(b) 地盤ばね

地盤ばねについては，「3.5.1 津波時」と同様である。

d. 使用材料及び材料の物性値

使用材料及び材料の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様である。

e. 評価方法

防波壁（波返重力擁壁）の重畳時の強度評価は，「3.5.1 津波時」と同様であ

る。 
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4. 評価条件 

「3. 強度評価方法」に用いる評価条件を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

4.1 津波時 

表 4－1(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 3237 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重 3122 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 430 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

 

表 4－1(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 1967 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重 2449 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 450 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 
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表 4－1(3) 強度評価に用いる条件（④－④断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 491 kN 

固定荷重（ケーソン） 3542 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重 3097 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 430 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

 

表 4－1(4) 強度評価に用いる条件（⑤－⑤断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 固定荷重（重力擁壁） 383 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重 39 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 1.764 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 810 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 
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4.2 重畳時 

表 4－2(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 3237 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重 888 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

 

表 4－2(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 1967 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重 662 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 
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表 4－2(3) 強度評価に用いる条件（④－④断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 491 kN 

固定荷重（ケーソン） 3542 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重 831 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 
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5. 評価結果

5.1 津波時 

5.1.1 重力擁壁 

（1） 曲げ・軸力照査

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，重力擁壁のコン

クリート及び鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査を行った。

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－1 に，鉄筋の曲げ・

軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－2 に示す。 

この結果から，重力擁壁のコンクリート及び鉄筋における発生応力度が許容限界

以下であることを確認した。 
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表 5－1(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5200 793 3.3 13.5 0.25 

 

表 5－1(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（③－③断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5182 846 3.1 13.5 0.24 

 

表 5－1(3) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-3113 666 2.5 13.5 0.19 

 

表 5－1(4) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（⑤－⑤断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-4066 707 3.6 13.5 0.27 
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表 5－2(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5200 793 123.2 294 0.42 

表 5－2(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5182 846 105.9 294 0.36 

表 5－2(3) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-3113 666 89.2 294 0.31 

表 5－2(4) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-4066 707 135.7 294 0.47 
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（2） せん断照査

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，重力擁壁のコン

クリートのせん断破壊に対する照査を行った。

コンクリートのせん断破壊に対する照査結果を表 5－3 に示す。

この結果から，重力擁壁のコンクリートにおける発生応力度が許容限界以下であ

ることを確認した。 

表 5－3(1) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1232 0.32 0.64 0.50 

表 5－3(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1218 0.31 0.64 0.49 

表 5－3(3) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1060 0.31 0.64 0.46 

表 5－3(4) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1128 0.36 0.67 0.63 
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5.1.2 ケーソン 

（1） ②－②断面及び④－④断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，前壁，

後壁，側壁，隔壁，底版及びフーチングとした。評価対象位置図を図 5－1 に示す。 

 

  

図 5－1(1) 評価対象位置図（②－②断面） 

 

  

図 5－1(2) 評価対象位置図（④－④断面） 
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a. 構造部材の健全性に対する評価結果

②－②断面及び④－④断面において，ケーソンのコンクリート及び鉄筋の曲

げ・軸力系の破壊に対する照査を行った。 

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－4 に，鉄筋の曲

げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－5 に，コンクリートのせん断破壊（面

外）に対する照査結果を表 5－6 に，コンクリートのせん断破壊（面内）に対す

る照査結果を表 5－7 に示す。 
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表 5－4(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 52 -55 1.1 13.5 0.09 

フーチング 36 8 0.3 13.5 0.03 

前壁 -4 -6 0.2 13.5 0.02 

後壁 -2 761 1.5 13.5 0.12 

側壁① 11 619 1.5 13.5 0.11 

側壁② 11 619 1.5 13.5 0.11 

隔壁① 1 -23 0.5 13.5 0.04 

隔壁② 1 -8 0.5 13.5 0.05 

隔壁③ 0 261 0.9 13.5 0.07 

隔壁④ 0 359 1.3 13.5 0.10 

隔壁⑤ 0 365 1.3 13.5 0.10 

隔壁⑥ 0 359 1.3 13.5 0.10 

 

表 5－4(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 47 -40 0.7 13.5 0.05 

前壁 13 20 0.4 13.5 0.03 

後壁 0 601 1.2 13.5 0.09 

側壁① 17 453 1.3 13.5 0.09 

側壁② 17 453 1.3 13.5 0.09 

隔壁① 0 161 0.6 13.5 0.04 

隔壁② 1 229 0.9 13.5 0.07 

隔壁③ 0 314 1.0 13.5 0.08 

隔壁④ 0 322 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑤ 0 314 1.0 13.5 0.08 
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表 5－5(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 52 -55 84.0 294 0.29 

フーチング 50 -105 38.9 294 0.14 

前壁 2 -177 60.7 294 0.21 

後壁 4 -110 36.2 294 0.13 

側壁① 1 -162 70.4 294 0.24 

側壁② 1 -162 70.4 294 0.24 

隔壁① 0 -34 28.0 294 0.10 

隔壁② 0 -57 48.2 294 0.17 

隔壁③ 0 -71 57.1 294 0.20 

隔壁④ 0 -54 22.1 294 0.08 

隔壁⑤ 0 -48 19.8 294 0.07 

隔壁⑥ 0 -54 22.1 294 0.08 

 

表 5－5(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 47 -43 46.7 294 0.16 

前壁 7 -93 35.9 294 0.13 

後壁 6 -117 41.0 294 0.14 

側壁① 1 -29 10.0 294 0.04 

側壁② 1 -29 10.0 294 0.04 

隔壁① 0 -63 40.7 294 0.14 

隔壁② 0 -75 47.1 294 0.17 

隔壁③ 0 -4 1.1 294 0.01 

隔壁④ 0 -1 0.3 294 0.01 

隔壁⑤ 0 -4 1.1 294 0.01 
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表 5－6(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Q(kN) 

底版 54 0.12 0.67 0.18 

フーチング 60 0.07 0.67 0.12 

前壁 10 0.02 0.67 0.04 

後壁 18 0.05 0.67 0.08 

側壁① 28 0.07 0.67 0.10 

側壁② 28 0.07 0.67 0.10 

隔壁① 3 0.03 0.67 0.05 

隔壁② 7 0.06 0.67 0.10 

隔壁③ 3 0.03 0.67 0.04 

隔壁④ 3 0.02 0.67 0.04 

隔壁⑤ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 3 0.02 0.67 0.04 

 

表 5－6(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Q(kN) 

底版 51 0.11 0.67 0.17 

前壁 23 0.06 0.67 0.09 

後壁 24 0.06 0.67 0.09 

側壁① 17 0.05 0.67 0.07 

側壁② 17 0.05 0.67 0.07 

隔壁① 4 0.03 0.67 0.06 

隔壁② 3 0.03 0.67 0.04 

隔壁③ 2 0.02 0.67 0.04 

隔壁④ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑤ 2 0.02 0.67 0.04 
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表 5－7(1) コンクリートせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 45 0.07 1.51 0.05 

フーチング 138 0.14 1.51 0.10 

前壁 15 0.03 1.51 0.02 

後壁 170 0.34 1.98 0.18 

側壁① 156 0.31 1.52 0.21 

側壁② 156 0.31 1.52 0.21 

隔壁① 16 0.06 1.51 0.05 

隔壁② 47 0.19 1.73 0.11 

隔壁③ 76 0.30 1.93 0.16 

隔壁④ 74 0.30 1.56 0.20 

隔壁⑤ 76 0.31 1.57 0.20 

隔壁⑥ 74 0.30 1.56 0.20 

 

表 5－7(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 68 0.11 1.51 0.08 

前壁 27 0.05 1.54 0.04 

後壁 96 0.19 1.89 0.11 

側壁① 83 0.17 1.60 0.11 

側壁② 83 0.17 1.60 0.11 

隔壁① 53 0.21 1.78 0.12 

隔壁② 75 0.30 1.87 0.17 

隔壁③ 42 0.17 1.62 0.11 

隔壁④ 41 0.16 1.62 0.11 

隔壁⑤ 42 0.17 1.62 0.11 
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（2） ③－③断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，頂版，

底版，側壁及び隔壁とした。評価対象位置図を図 5－2 に示す。 

 

 

図 5－2 評価対象位置図（③－③断面） 

 

a. 構造部材の健全性に対する評価結果 

③－③断面において，ケーソンのコンクリートの圧縮応力度，引張応力度及び

せん断応力度に対する照査を行った。 

コンクリートの圧縮応力度に対する照査結果を表 5－8 に，コンクリートの引

張応力度に対する照査結果を表 5－9 に，コンクリートのせん断応力度に対する

照査結果を表 5－10 に示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリートにおける発生応力度が，構造部材の健

全性に対する許容限界以下であることを確認した。 

 

  

陸

海 底版②

底版①

側壁①

側壁②

頂版①

頂版②

隔壁
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表 5－8 コンクリートの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 
圧縮強度 

f'ak(N/mm2) 

照査値 

σc/f'ak 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① 2.6 24.0 0.11 

底版② 2.6 24.0 0.11 

側壁① 4.2 24.0 0.18 

側壁② 4.2 24.0 0.18 

隔壁 5.6 24.0 0.24 

頂版① 1.5 24.0 0.07 

頂版② 1.5 24.0 0.07 

 

表 5－9 コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 
引張強度 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.50 1.91 0.27 

底版② 0.50 1.91 0.27 

側壁① 0.64 1.91 0.34 

側壁② 0.64 1.91 0.34 

隔壁 1.28 1.91 0.68 

頂版① 0.67 1.91 0.36 

頂版② 0.67 1.91 0.36 

 

表 5－10 コンクリートのせん断応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 
せん断強度 

ca(N/mm2) 

照査値 

c/ca 
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 1.2 4.8 0.25 

底版② 1.2 4.8 0.25 

側壁① 0.8 4.8 0.17 

側壁② 0.8 4.8 0.17 

隔壁 0.9 4.8 0.20 

頂版① 0.7 4.8 0.14 

頂版② 0.7 4.8 0.14 
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5.1.3 Ｈ形鋼 

（１）せん断照査

⑤－⑤断面に設置しているＨ形鋼のせん断破壊に対する照査を行った。

Ｈ形鋼のせん断破壊に対する照査値を表 5－11 に示す。 

この結果から，Ｈ形鋼に発生する応力度が許容限界以下であることを確認した。 

表 5－11 Ｈ形鋼のせん断破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

s(N/mm2)

短期許容 

応力度 

sa(N/mm2)

照査値 

s/sa
せん断力 

Q(kN) 

1128 84.8 157 0.55 



 

64 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

5.1.4 ＭＭＲ 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，ＭＭＲのすべり安全率による

評価を行った。 

ＭＭＲのすべり安全率による評価結果を表 5－12 に，最小すべり安全率となるす

べり線及び局所安全係数分布図を図 5－3 に示す。 

この結果から，ＭＭＲのすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－12(1) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

70.17 

 

表 5－12(2) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（③－③断面） 

最小すべり安全率 

100.00 

 

表 5－12(3) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（④－④断面） 

最小すべり安全率 

60.80 
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図 5－3(1) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面）

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－3(2) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（③－③断面）

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－3(3) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（④－④断面） 

 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.1.5 改良地盤⑥ 

②－②断面において，改良地盤⑥のすべり安全率による評価を行った。 

改良地盤⑥のすべり安全率による評価結果を表 5－13 に，最小すべり安全率とな

るすべり線及び局所安全係数分布図を図 5－4 に示す。 

これらの結果から，改良地盤⑥のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－13 改良地盤⑥のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

25.00 

 

 

図 5－4 改良地盤⑥の最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.1.6 止水目地 

③－③断面において，止水目地の相対変位量に対する照査を行った。

止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 5－14 に示す。 

止水目地の相対変位量に対する照査を行った結果，相対変位量が許容限界以下で

あることを確認した。 

表 5－14 止水目地設置個所の津波時相対変位量 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：③－③断面 

（横断方向） 
106.55 － 

δｚ：③－③断面 

（横断方向） 
0.62 － 

合成方向 

（３方向合成） 
106.55 1960 

5.1.7 基礎地盤 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，基礎地盤の支持

性能評価を行った。 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－15～表 5－18 に，支持地盤の接地圧分布図

を図 5－5～図 5－8 に示す。 

この結果から，防波壁（波返重力擁壁）の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支

持力度以下であることを確認した。 

表 5－15(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.9 24.0 0.04 

表 5－15(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，改良地盤⑥） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.2 3.0 0.08 
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表 5－15(3) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.3 9.8 0.04 

表 5－16(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.2 24.0 0.01 

表 5－16(2)  基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.7 9.8 0.07 

表 5－17(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.7 24.0 0.03 

表 5－17(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.5 9.8 0.05 

表 5－18 基礎地盤の支持性能評価結果（⑤－⑤断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.5 9.8 0.16 
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図 5－5(1) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，ＭＭＲ） 

 

 

 

図 5－5(2) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，改良地盤⑥） 
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図 5－5(3) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，岩盤） 

 

 

図 5－6(1) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，ＭＭＲ） 
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図 5－6(2) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，岩盤） 

 

図 5－7(1) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，ＭＭＲ） 
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図 5－7(2) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，岩盤） 

図 5－8 支持地盤の接地圧分布図（⑤－⑤断面，岩盤） 
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5.2 重畳時 

5.2.1 重力擁壁 

（1） 曲げ照査 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，重力擁壁のコンクリート及び

鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査を行った。 

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－19 に，鉄筋の曲げ・

軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－20 に示す。 

この結果から，重力擁壁のコンクリート及び鉄筋における発生応力度が許容限界

以下であることを確認した。 

 

表 5－19(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2791 965 1.9 13.5 0.15 

 

表 5－19(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（③－③断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2848 1034 1.9 13.5 0.15 

 

表 5－19(3) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2495 1083 2.1 13.5 0.16 
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表 5－20(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2791 965 61.8 294 0.21 

 

表 5－20(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2848 1034 57.3 294 0.20 

 

表 5－20(3) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2495 1083 62.5 294 0.22 
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（2） せん断照査

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，重力擁壁のコンクリートのせ

ん断破壊に対する照査を行った。 

コンクリートのせん断破壊に対する照査結果を表 5－21 に示す。

この結果から，重力擁壁のコンクリートにおける発生応力が許容限界以下である

ことを確認した。 

表 5－21(1) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2)

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断力 

Q(kN) 

610 0.16 0.64 0.25 

表 5－21(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2)

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断力 

Q(kN) 

506 0.13 0.64 0.21 

表 5－21(3) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2)

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断力 

Q(kN) 

461 0.13 0.64 0.20 
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5.2.2 ケーソン 

（1） ②－②断面及び④－④断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，前壁，

後壁，側壁，隔壁，底版及びフーチングとした。評価対象位置図を図 5－9 に示す。 

 

図 5－9(1) 評価対象位置図（②－②断面） 

 

 

図 5－9(2) 評価対象位置図（④－④断面） 

  

陸

海

フーチング

側壁①隔壁④

後壁

前壁

隔壁②

隔壁③
隔壁⑤

隔壁⑥

陸

海

隔壁①

側壁②

陸

海

中詰材

側壁②

側壁①

隔壁①

後壁
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a. 構造部材の健全性に対する評価結果 

②－②断面及び④－④断面において，ケーソンのコンクリート及び鉄筋の曲

げ・軸力系の破壊に対する照査を行った。 

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－22 に，鉄筋の曲

げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－23 に，コンクリートのせん断破壊（面

外）に対する照査結果を表 5－24 に，コンクリートのせん断破壊（面内）に対す

る照査結果を表 5－25 に示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリート及び鉄筋における発生応力度が，構造

部材の健全性に対する許容限界以下であることを確認した。 
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表 5－22(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 45 -48 1.0 13.5 0.08 

フーチング -7 61 0.2 13.5 0.02 

前壁 1 525 1.0 13.5 0.08 

後壁 4 567 1.2 13.5 0.10 

側壁① 15 439 1.2 13.5 0.09 

側壁② 15 439 1.2 13.5 0.09 

隔壁① 3 208 1.0 13.5 0.08 

隔壁② 5 222 1.2 13.5 0.09 

隔壁③ 4 224 1.2 13.5 0.09 

隔壁④ 2 255 1.1 13.5 0.08 

隔壁⑤ 0 290 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑥ 2 255 1.1 13.5 0.08 

 

 

表 5－22(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 73 53 1.4 13.5 0.11 

前壁 8 874 2.0 13.5 0.15 

後壁 28 822 2.2 13.5 0.17 

側壁① 29 787 2.2 13.5 0.17 

側壁② 29 787 2.2 13.5 0.17 

隔壁① 6 396 1.9 13.5 0.14 

隔壁② 5 381 1.8 13.5 0.14 

隔壁③ 2 483 1.8 13.5 0.14 

隔壁④ 0 483 1.6 13.5 0.12 

隔壁⑤ 2 483 1.8 13.5 0.14 
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表 5－23(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 45 -48 72.4 294 0.25 

フーチング -3 -218 36.9 294 0.13 

前壁 1 -78 25.5 294 0.09 

後壁 5 -98 33.7 294 0.12 

側壁① -2 -63 31.4 294 0.11 

側壁② -2 -63 31.4 294 0.11 

隔壁① 0 -38 30.6 294 0.11 

隔壁② 0 -57 44.8 294 0.16 

隔壁③ 0 -63 50.3 294 0.18 

隔壁④ 0 -13 5.6 294 0.02 

隔壁⑤ 0 -12 5.1 294 0.02 

隔壁⑥ 0 -13 5.6 294 0.02 

 

 

表 5－23(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Mmax(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 77 -47 72.0 294 0.25 

前壁 0 -122 41.1 294 0.14 

後壁 6 -147 49.0 294 0.17 

側壁① 2 -50 18.1 294 0.07 

側壁② 2 -50 18.1 294 0.07 

隔壁① 0 -95 58.7 294 0.20 

隔壁② 0 -95 58.8 294 0.20 

隔壁③ 0 -28 17.9 294 0.07 

隔壁④ 0 -33 20.3 294 0.07 

隔壁⑤ 0 -28 17.9 294 0.07 
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表 5－24(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 

 

せん断力 

Q(kN) 

底版 46 0.10 0.67 0.16 

フーチング 44 0.05 0.67 0.09 

前壁 24 0.07 0.67 0.11 

後壁 40 0.10 0.67 0.15 

側壁① 25 0.06 0.67 0.09 

側壁② 25 0.06 0.67 0.09 

隔壁① 2 0.02 0.67 0.03 

隔壁② 5 0.05 0.67 0.07 

隔壁③ 5 0.04 0.67 0.07 

隔壁④ 2 0.02 0.67 0.04 

隔壁⑤ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 2 0.02 0.67 0.04 

 

表 5－24(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 

 

せん断力 

Q(kN) 

底版 77 0.17 0.67 0.26 

前壁 36 0.09 0.67 0.14 

後壁 37 0.09 0.67 0.14 

側壁① 26 0.07 0.67 0.10 

側壁② 26 0.07 0.67 0.10 

隔壁① 8 0.07 0.67 0.11 

隔壁② 7 0.06 0.67 0.10 

隔壁③ 3 0.03 0.67 0.05 

隔壁④ 0 0.00 0.67 0.01 

隔壁⑤ 3 0.03 0.67 0.05 
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表 5－25(1) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 122 0.20 1.51 0.14 

フーチング 128 0.13 1.51 0.09 

前壁 53 0.11 1.84 0.06 

後壁 147 0.29 1.93 0.16 

側壁① 199 0.40 1.80 0.23 

側壁② 199 0.40 1.80 0.23 

隔壁① 40 0.16 1.85 0.09 

隔壁② 63 0.25 1.89 0.14 

隔壁③ 69 0.27 1.89 0.15 

隔壁④ 105 0.42 1.82 0.23 

隔壁⑤ 102 0.41 1.82 0.23 

隔壁⑥ 105 0.42 1.82 0.23 

 

表 5－25(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 162 0.27 1.51 0.18 

前壁 135 0.27 2.09 0.13 

後壁 152 0.30 2.15 0.15 

側壁① 251 0.50 2.00 0.26 

側壁② 251 0.50 2.00 0.26 

隔壁① 106 0.42 2.11 0.21 

隔壁② 110 0.44 2.06 0.22 

隔壁③ 148 0.59 2.02 0.30 

隔壁④ 149 0.60 2.01 0.30 

隔壁⑤ 148 0.59 2.02 0.30 
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（2） ③－③断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，頂版，

底版，側壁及び隔壁とした。評価対象位置図を図 5－10 に示す。 

 

 

図 5－10 評価対象位置図（③－③断面） 

 

a. 構造部材の健全性に対する評価結果 

③－③断面において，ケーソンのコンクリートの圧縮応力度，引張応力度及び

せん断応力度に対する照査を行った。 

コンクリートの圧縮応力度に対する照査結果を表 5－26 に，コンクリートの引

張応力度に対する照査結果を表 5－27 に，コンクリートのせん断応力度に対する

照査結果を表 5－28 に示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリートにおける発生応力度が，構造部材の健

全性に対する許容限界以下であることを確認した。  

陸

海 底版②

底版①

側壁①

側壁②

頂版①

頂版②

隔壁
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表 5－26 ケーソンの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 
圧縮強度 

f'ak(N/mm2) 

照査値 

σc/f'ak 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① 2.0 24.0 0.09 

底版② 2.0 24.0 0.09 

側壁① 3.4 24.0 0.15 

側壁② 3.4 24.0 0.15 

隔壁 4.6 24.0 0.20 

頂版① 1.4 24.0 0.06 

頂版② 1.4 24.0 0.06 

 

表 5－27 コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
引張強度 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.47 1.91 0.25 

底版② 0.47 1.91 0.25 

側壁① 0.57 1.91 0.30 

側壁② 0.57 1.91 0.30 

隔壁 1.16 1.91 0.61 

頂版① 0.67 1.91 0.35 

頂版② 0.67 1.91 0.35 

 

表 5－28 コンクリートのせん断応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
せん断強度 

ca(N/mm2) 

照査値 

c/ca 
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.9 4.8 0.19 

底版② 0.9 4.8 0.19 

側壁① 0.5 4.8 0.12 

側壁② 0.5 4.8 0.12 

隔壁 0.7 4.8 0.16 

頂版① 0.6 4.8 0.13 

頂版② 0.6 4.8 0.13 
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5.2.3 ＭＭＲ 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，ＭＭＲのすべり安全率による

評価を行った。 

ＭＭＲのすべり安全率による評価結果を表 5－29 に，最小すべり安全率となる時

刻における局所安全係数分布図を図 5－11 に示す。 

これらの結果から，ＭＭＲのすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

表 5－29(1) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

15.86 

表 5－29(2) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（③－③断面） 

最小すべり安全率 

29.49 

表 5－29(3) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（④－④断面） 

最小すべり安全率 

13.73 
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図 5－11(1) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－11(2) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（③－③断面） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－11(3) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（④－④断面） 

 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.2.4 改良地盤⑥ 

②－②断面において，改良地盤⑥のすべり安全率による評価を行った。 

改良地盤⑥のすべり安全率による評価結果を表 5－30 に，最小すべり安全率とな

る時刻における局所安全係数分布図を図 5－12 に示す。これらの結果から，改良地

盤⑥のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－30 改良地盤⑥のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

3.40 

 

 

図 5－12 改良地盤⑥の最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.2.5 止水目地 

④－④断面において，止水目地の相対変位量に対する照査を行った。 

止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 5－31 に示す。 

止水目地の相対変位量に対する照査を行った結果，相対変位量が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 5－31 止水目地設置個所の重畳時変位量 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：④－④断面 

（横断方向） 
64.94 － 

δｚ：⑦－⑦断面* 

（縦断方向） 
81.97 － 

δｚ：⑦－⑦断面 

（鉛直方向） 
0.49 － 

合成方向 

（３方向合成） 
104.58 1960 

注記＊：縦断方向の残留変位及び重畳時変位増分は保守的に地震時 

の最大相対変位量を考慮する。 
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5.2.6 基礎地盤 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，基礎地盤の支持性能評価を行

った。 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－32～表 5－34 に，支持地盤の接地圧分布図

を図 5－13～図 5－15 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度以下であ

ることを確認した。 
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表 5－32(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.2 24.0 0.06 

 

表 5－32(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，改良地盤⑥） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.5 3.0 0.49 

 

表 5－32(3) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.9 9.8 0.09 

 

表 5－33(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.5 24.0 0.03 

 

表 5－33(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.1 9.8 0.11 

 

表 5－34(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.5 24.0 0.07 

 

表 5－34(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.3 9.8 0.14 
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図 5－13(1) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，ＭＭＲ） 

 

 

図 5－13(2) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，改良地盤⑥） 
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図 5－13(3)  支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，岩盤） 

 

 

図 5－14(1) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，ＭＭＲ） 
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図 5－14(2) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，岩盤） 

 

 

図 5－15(1) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，ＭＭＲ） 
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E 図 5－15(2) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，岩盤） 
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Ⅵ-3-別添 3-2-8 隔離弁，機器・配管の強度計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に基づき，

浸水防止設備のうち隔離弁，機器・配管が津波荷重及び余震を考慮した荷重に対し，十分な構造

健全性を有していることを説明するものである。 

隔離弁，機器・配管の構成を表 1－1に示す。また，概要図を図 1－1に示す。 

表 1－1 隔離弁，機器・配管の構成 

図 1－1 隔離弁，機器・配管の概要図 

機器名称 据付場所 

隔離弁 

タービン補機海水ポンプ出口弁 取水槽 

タービン補機海水ポンプ第二出口弁 取水槽 

タービン補機海水系逆止弁 屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽) 

液体廃棄物処理系逆止弁 屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽) 

機器 
循環水ポンプ 取水槽 

タービン補機海水ポンプ 取水槽 

配管 

原子炉補機海水系配管 原子炉補機冷却系熱交換器～放水槽 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器～

原子炉補機海水系配管合流部 

循環水系配管 循環水ポンプ～取水槽 

タービン補機海水系配管 タービン補機海水ポンプ～タービン補機

海水ポンプ第二出口弁 

タービン補機海水系逆止弁～放水槽

液体廃棄物処理系配管 液体廃棄物処理系逆止弁～放水槽 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

T

R

R

R

R

H

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交換器

：液体廃棄物処理系配管

，

：浸水防止設備の範囲
：隔離弁（電動弁，逆止弁）
：浸水防護重点化範囲
：原子炉補機海水系配管（ポンプ～熱交換器）
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（ポンプ～熱交換器）

：原子炉補機海水系放水配管（熱交換器～）
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（熱交換器～）
：タービン補機海水系配管
：循環水系配管

R

H

T

C

：原子炉補機海水ポンプ
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ
：タービン補機海水ポンプ
：循環水ポンプ

【凡例】

1
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2.　タービン補機海水ポンプ

2.1 概要

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」にて設定し

ている強度評価に示すとおり，タービン補機海水ポンプが津波の流入に伴う津波荷重に対して，

主要な構造部材が構造健全性を有することを説明するものである。 

2.2 一般事項 

2.2.1 配置概要 

タービン補機海水ポンプの配置図を図2.2－1に示す。

図 2.2－1 タービン補機海水ポンプ配置図 

タービン補機海水ポンプ

ＰＮ 

2
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2.2.2 構造計画 

タービン補機海水ポンプは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本

方針」で設定している荷重を踏まえ鋼製とし，基礎ボルトで基礎に据え付ける構造としてい

る。 

タービン補機海水ポンプの構造計画を表 2.2－1に示す。

3
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表
2.
2－

1 
構
造
計
画
 

計
画
の
概
要
 

概
略
構
造
図
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・
支
持
構
造
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体
構
造
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機
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固
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付
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ト
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礎
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え
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ボ
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立

形
ポ

ン
プ

（
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水
ポ
ン
プ
））
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機
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ベ
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ス
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礎
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原
動
機
取
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ト

 

デ
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チ
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シ
ン
グ
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ン
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ト
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ト
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軸
受
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マ
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2.2.3 評価方針 

タービン補機海水ポンプの強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の基本方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，応力評価

を実施する。応力評価では，タービン補機海水ポンプの評価部位に作用する応力等が許容限界

以下であることを「2.5 構造強度評価」にて示す方法により，「2.5.5 計算条件」に示す評

価条件を用いて確認する。確認結果を「2.6 評価結果」に示す。 

タービン補機海水ポンプの強度評価フローを図 2.2－2に示す。

タービン補機海水ポンプの強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震に伴う荷

重の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の

組合せは，津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に伴う荷重と余震に伴

う荷重の作用時（以下「重畳時」という。）を考慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳

時における余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」

に示す津波荷重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とする。 

図 2.2－2 タービン補機海水ポンプの強度評価フロー

地震時及び津波時における応力 

ポンプの構造強度評価 

津波に伴う荷重 設計用地震力 

Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性

についての計算書作成の基本方針」 

（固有周期） 

評価部位の設定 

地震応答解析 
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2.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂａｓ 津波荷重を受ける面積  m2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｄ ディスチャージケーシングの断面積 mm2 

ＣＤ 抗力係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｃｍｏ コラムパイプ外径 mm 

Ｄｄ ディスチャージケーシングの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 MPa 

Ｆａ ポンプ据付部の反力 N 

Ｆｂ 地震による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂｔ 津波による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ＦＤ 水平津波荷重による単位長さ当たりの流体抗力 N/mm 

Ｆｕ 津波による静水圧荷重 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈ 津波最大到達レベル m 

Ｌ ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ mm 

Ｍａ ポンプ据付部の曲げモーメント N･mm 

Ｍｃｐ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向のポンプ振動による転

倒モーメント 

N･mm 

Ｍｄ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向地震によるモーメント 

N･mm 

ＭｄＣｐ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向のポンプ振動によるモーメント 

N･mm 

Ｍｆｂ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平津波荷重による転倒モーメ

ント

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

7



S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R0
 

記号 記号の説明 単位 

Ｍｐｍ ディスチャージケーシングに作用する水平津波荷重によるモーメ

ント

N･mm 

Ｍ0 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向地震による転倒モーメ

ント

N･mm 

ｍ 据付面の運転時質量 kg 

ｍｄ ポンプ床下部質量 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｄ ディスチャージケーシングの内圧 MPa 

Ｑｂ 水平方向地震及び水平方向のポンプ振動により基礎ボルトに作用

するせん断力 

N 

Ｑｂｔ 水平津波荷重による基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｄａ ディスチャージケーシングの許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

ｔｄ ディスチャージケーシングの厚さ mm 

Ｖ 津波流速 m/s 

Ｚｄ ディスチャージケーシングの断面係数 mm3 

ｚ 評価対象部位のレベル m 

π 円周率 ― 

ρ 海水の密度 kg/m3 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｄ ディスチャージケーシングの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｄＣＨ１ ポンプ振動による震度によりディスチャージケーシングに生じる

水平方向の応力 

MPa 

σｄＣＨ２ 水平方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＣＶ１ 自重及びポンプ振動による震度によりディスチャージケーシング

に生じる鉛直方向の応力 

MPa 

σｄＣＶ２ 鉛直方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＺＰ ディスチャージケーシングの内圧による軸方向応力 MPa 

σｄθＰ ディスチャージケーシングの内圧による周方向応力 MPa 

σｐｍ 水平津波荷重によりディスチャージケーシングに生じる曲げ応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

8



S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R0
 

2.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2.2－2に示すとおりである。 

表 2.2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁未満となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 

9



S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R0
 

2.3 評価部位 

タービン補機海水ポンプは，浸水防止設備であるため，耐震評価上及び津波に伴う荷重評価上

で厳しくなる基礎ボルト及びディスチャージケーシングについて構造強度の評価を行う。 

2.4 固有周期 

2.4.1 固有値解析方法 

タービン補機海水ポンプの固有値解析方法は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」の「4.1 固有値解

析及び構造強度評価方法」による。 

2.4.2 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【タービン補機海

水ポンプの強度についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

2.4.3 固有値解析結果 

取水槽が満水状態の固有値解析の結果を表 2.4－1，振動モード図を図 2.4－1に示す。固有

周期は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2次モード

以降で卓越し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 2.4－1 固有値解析結果 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.252 2.048 2.048 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 2.4－1 振動モード（1次モード 水平方向 0.252s） 
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

(1) 地震力に対する構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料

-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき行う。

(2) 津波荷重は，ポンプ据付部より下のディスチャージケーシング，コラムパイプ等に作用す

るものとする。 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ 

タービン補機海水ポンプの強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1

「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に

示す荷重及び荷重の組合せを用いる。タービン補機海水ポンプの荷重の組合せを表 2.5－

1に示す。 

2.5.2.2 許容応力 

タービン補機海水ポンプの許容応力は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算の基本方針」の「4.2許容限界」にて設定している許容応力に基づき表 2.5－2

及び表 2.5－3のとおりとする。 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

タービン補機海水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 2.5－4に示す。 
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表
2.
5－

1 
荷
重
の
組
合
せ
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

浸
水
防
止

設
備
 

タ
ー
ビ
ン
補
機
海
水
ポ
ン
プ

Ｓ
 

そ
の
他
の
ポ
ン
プ

＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

ｔ
＋
Ｐ

ｈ
＋
Ｓ
ｄ
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
ポ
ン
プ
の
支
持
構
造
物
を
含
む
。
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表
2.
5－

2 
許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
ポ
ン
プ
））

 

許
容
応
力

状
態
 

許
容
限
界
 

一
次
一
般

膜
応
力
 

一
次
膜
応
力
＋
 

一
次
曲
げ
応
力
 

一
次

＋
二
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
＋
 

ピ
ー
ク
応
力
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｓ
ｙ
と

0.
6・

Ｓ
ｕ
の
小
さ
い
方
 

た
だ
し
，
オ
ー
ス
テ
ナ
イ
ト
系
ス

テ
ン
レ
ス
鋼
及
び
高
ニ
ッ
ケ
ル
合

金
に
つ
い
て
は
上
記
値
と

1.
2・

Ｓ

と
の
大
き
い
方
 

左
欄
の

1.
5
倍
の
値
 

＊

弾
性
設
計
用

地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
の
み
に
よ
る
疲
労
解

析
を
行
い
，
疲
労
累
積
係
数
が

1
.
0
以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

た
だ
し
，
地
震
動
の
み
に
よ
る
一
次
＋
二
次
応
力
の
変
動
値
が

2
・
Ｓ

ｙ

以
下
で
あ
れ
ば
，
疲
労
解
析
は
不
要
 

注
記
＊
：

2・
Ｓ

ｙ
を
超
え
る
場
合
は
弾
塑
性
解
析
を
行
う
。
こ
の
場
合
，
設
計
・
建
設
規
格

 
PV
B-
33
00
（
PV
B-
3
31
3
 を

除
く
。
Ｓ

ｍ
は

2
/3
・
Ｓ

ｙ
と
読
み
替
え
る
。）

の
簡
易
弾
塑
性
解
析
を
用
い
る
。
 

表
2.
5－

3 
許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
支
持
構
造
物
））

 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，
＊
2

（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次

応
力
 

引
張
 

せ
ん
断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

ｆ
ｔ

 
1
.
5・

ｆ
ｓ

 

注
記
＊
1：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
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表
2.

5－
4 

使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

機
器
名
称
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(Ｒ

Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ポ
ン
プ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

―
 

1
9
8 

5
0
4 

2
0
5 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ

 
最
高
使
用
温
度
 

30
 

―
 

2
4
5 

4
0
0 

―
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2.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2.5－5に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定す

る。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 2.5－5 タービン補機海水ポンプ 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.252＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

NS 方向 EW方向 

1 次 0.252 2.84 3.34 ―

動的震度＊5，＊6 0.80 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに対

しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）

を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 津波荷重の計算方法 

(1) 津波による静水圧荷重

ポンプに作用する静水圧荷重の計算式は下式になる。

Ｆｕ = ρ・g・(ｈ－ｚ)・Ａｂａｓ 

(2) 津波による水平津波荷重

水平津波荷重によるポンプが受ける単位長さ当たりの流体抗力（等分布荷重）は下式にな

る。 

ＦＤ =
1

2
ＣＤ・ρ・Ｖ

2
・(

Ｄｃｍｏ

1000
)／1000 

この流体抗力によりポンプ据付部を固定端とする片持ちはりに等分布荷重が作用するの

で反力と曲げモーメントは下式となる。 

反力と曲げモーメント計算式 

Ｆａ=ＦＤ・Ｌ 

Ｍａ =
1

2
ＦＤ・Ｌ

2

2.5.4.2 基礎ボルトの応力計算方法 

(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳しい

条件として転倒支点から最も離れた基礎ボルトについて計算する。 

地震による引張力 

Ｆｂ=

√Ｍ02＋(Ｃｖ・ｍ・g・
Ｄ
2 )

2

＋Ｍｃｐ＋(Ｃｐ－1)・ｍ・g・
Ｄ
2

3
8・ｎｆ・Ｄ

ここで，Ｍ0及びＭｃｐは解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，次式

で求める。 

Ｃｐ =

1
2・

Ｈｐ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000

津波による引張力 

Ｆｂｔ =
Ｍｆｂ＋

3
8Ｆｕ・Ｄ

3
8
・ｎｆ・Ｄ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.3) 
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引張応力 

σｂ =
Ｆｂ＋Ｆｂｔ

Ａｂ

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ =
π

4
・ｄ

2

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わな

い。 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。なお，基

礎ボルトについては，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

せん断力は地震応答解析により求めるＱｂ，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐ及

び水平津波荷重による反力を考慮して求める。 

せん断応力 

τｂ =
Ｑｂ＋2・Ｍｐ／Ⅾ＋Ｑｂｔ

ｎ・Ａｂ

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

Ｍｐ = (
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ 

（1kW＝106N･mm/s） 

2.5.4.3 ディスチャージケーシングの応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，ディスチャージケーシング

に生じる応力を次式で求める。 

(1) ポンプ振動による震度による水平方向の応力

σｄＣＨ１＝
ＭｄＣｐ

Ｚｄ

(2) 水平方向地震による応力

σｄＣＨ２＝
Ｍｄ

Ｚｄ
 

(3) 自重及びポンプ振動による震度による鉛直方向の応力

σｄＣＶ１＝
（1＋Ｃｐ）・ｍｄ・g

Ａｄ
 

(4) 鉛直方向地震による応力

σｄＣＶ２＝
ＣＶ・ｍｄ・g

Ａｄ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.7) 
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(5) 内圧による応力

σｄθＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

2・ｔｄ

σｄＺＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

4・ｔｄ

(6) 水平津波荷重による応力

σｐｍ =
Ｍｐｍ

Ｚｄ

以上の(1)～(6)の各応力から，一次一般膜応力は 

σｄ＝Max(σｄＣＨ１＋σｄＣＶ１＋√(σｄＣＨ２)
2
＋(σｄＣＶ２)

2

 ＋σｐｍ＋σｄＺＰ，σｄθＰ)  

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.8) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.7) 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ポンプの強度についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

2.5.4.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  

せん断応力τｂは，せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5・√3
・1.5

2.5.6.2 ディスチャージケーシングの応力評価 

2.5.4.3 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓｄａ以下であること。ただ

し，Ｓｄａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓｄａ 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については上記値と 1.2・Ｓとの大きい方とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.6.1.1) 
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2.6 評価結果 

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機海水ポンプの設計基準対象施設としての強度評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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1.5.2 耐震モデル関連 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

27



S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
2-
8 
R0
 

(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 1 4.909×106 

2 2-3 1 4.909×106 

3 3-4 1 4.528×106 

4 4-5 1 4.528×106 

5 5-6 1 4.909×106 

6 6-7 1 4.909×106 

7 46-8 1 7.187×106 

8 8-9 1 7.187×106 

9 9-10 1 1.018×107 

10 10-11 1 1.018×107 

11 11-12 1 4.528×106 

12 12-13 1 4.528×106 

13 13-14 1 4.909×106 

14 14-15 1 4.909×106 

15 15-16 4 5.750×107 

16 16-17 6 3.221×106 

17 17-18 6 1.886×107 

18 18-19 6 1.886×107 

19 19-20 6 1.018×107 

20 21-22 1 2.195×109 

21 22-23 1 3.578×109 

22 23-24 1 3.578×109 

23 24-25 3 8.896×108 

24 25-26 3 8.896×108 

25 26-27 3 8.896×108 

26 27-28 3 8.896×108 

27 47-29 3 8.896×108 

28 29-30 3 8.896×108 

29 30-31 3 8.896×108 

30 31-32 3 8.896×108 

31 32-33 2 8.127×108 

32 33-34 2 8.127×108 

33 34-35 2 8.127×108 

34 44-36 4 5.075×1011 

35 36-37 2 9.799×109 

36 37-38 2 9.799×109 

37 38-39 2 9.799×109 

38 39-40 5 2.246×109 

39 40-41 5 2.246×109 

40 41-42 5 2.246×109 

41 42-43 5 9.684×108 

42 7-46 1 7.187×106 

43 28-47 3 8.896×108 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

2 23 

6 27 

10 31 

17 40 

19 42 

19 42 

33 36 

33 36 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

46 

47 

31



S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
2-
8 
R0
 

(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.02×105 0.3 

4 2.01×105 0.3 

5 －  1.98×105 0.3 

6 －  2.00×105 0.3 
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3.　循環水ポンプ

3.1 概要

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」にて設定し

ている強度評価に示すとおり，循環水ポンプが津波の流入に伴う津波荷重に対して，主要な構造

部材が構造健全性を有することを説明するものである。 

3.2 一般事項 

3.2.1 配置概要 

循環水ポンプの配置図を図3.2－1に示す。 

図 3.2－1 循環水ポンプ配置図 

循環水ポンプ 

ＰＮ 
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3.2.2 構造計画 

循環水ポンプは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」で設

定している荷重を踏まえ鋼製とし，基礎ボルトで基礎に据え付ける構造としている。 

循環水ポンプの構造計画を表 3.2－1に示す。
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3.2.3 評価方針 

循環水ポンプの強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本

方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，応力評価を実施す

る。応力評価では，循環水ポンプの評価部位に作用する応力等が許容限界以下であることを

「3.5 構造強度評価」にて示す方法により，「3.5.5 計算条件」に示す評価条件を用いて確

認する。確認結果を「3.6 評価結果」に示す。 

循環水ポンプの強度評価フローを図 3.2－2に示す。 

循環水ポンプの強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震に伴う荷重の作用方

向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，

津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に伴う荷重と余震に伴う荷重の作

用時（以下「重畳時」という。）を考慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳時における

余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示す津波

荷重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とする。 

図 3.2－2 循環水ポンプの強度評価フロー 

地震時及び津波時における応力 

ポンプの構造強度評価 

津波に伴う荷重 設計用地震力 

Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性

についての計算書作成の基本方針」 

（固有周期） 

評価部位の設定 

地震応答解析 
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3.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

38



S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R0
 

3.2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂａｓ 津波荷重を受ける面積  m2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｄ ディスチャージケーシングの断面積 mm2 

ＣＤ 抗力係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｃｍｏ コラムパイプ外径 mm 

Ｄｄ ディスチャージケーシングの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 MPa 

Ｆａ ポンプ据付部の反力 N 

Ｆｂ 地震による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂｔ 津波による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ＦＤ 水平津波荷重による単位長さ当たりの流体抗力 N/mm 

Ｆｕ 津波による静水圧荷重 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈ 津波最大到達レベル m 

Ｌ ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ mm 

Ｍａ ポンプ据付部の曲げモーメント N･mm 

Ｍｃｐ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向のポンプ振動による転

倒モーメント 

N･mm 

Ｍｄ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向地震によるモーメント 

N･mm 

ＭｄＣｐ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向のポンプ振動によるモーメント 

N･mm 

Ｍｆｂ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平津波荷重による転倒モーメ

ント

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｐｍ ディスチャージケーシングに作用する水平津波荷重によるモーメ

ント

N･mm 

Ｍ0 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向地震による転倒モーメ

ント

N･mm 

ｍ 据付面の運転時質量 kg 

ｍｄ ポンプ床下部質量 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｄ ディスチャージケーシングの内圧 MPa 

Ｑｂ 水平方向地震及び水平方向のポンプ振動により基礎ボルトに作用

するせん断力 

N 

Ｑｂｔ 水平津波荷重による基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｄａ ディスチャージケーシングの許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

ｔｄ ディスチャージケーシングの厚さ mm 

Ｖ 津波流速 m/s 

Ｚｄ ディスチャージケーシングの断面係数 mm3 

ｚ 評価対象部位のレベル m 

π 円周率 ― 

ρ 海水の密度 kg/m3 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｄ ディスチャージケーシングの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｄＣＨ１ ポンプ振動による震度によりディスチャージケーシングに生じる

水平方向の応力 

MPa 

σｄＣＨ２ 水平方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＣＶ１ 自重及びポンプ振動による震度によりディスチャージケーシング

に生じる鉛直方向の応力 

MPa 

σｄＣＶ２ 鉛直方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＺＰ ディスチャージケーシングの内圧による軸方向応力 MPa 

σｄθＰ ディスチャージケーシングの内圧による周方向応力 MPa 

σｐｍ 水平津波荷重によりディスチャージケーシングに生じる曲げ応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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3.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 3.2－2に示すとおりである。 

表 3.2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁未満となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3.3 評価部位 

循環水ポンプは，浸水防止設備であるため，耐震評価上及び津波に伴う荷重評価上で厳しくな

る基礎ボルト及びディスチャージケーシングについて構造強度の評価を行う。 

3.4 固有周期 

3.4.1 固有値解析方法 

循環水ポンプの固有値解析方法は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」の「4.1 固有値解析及び構造

強度評価方法」による。 

3.4.2 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【循環水ポンプの

強度についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

3.4.3 固有値解析結果 

取水槽が満水状態の固有値解析のうち NS方向モデルの結果を表 3.4－1に，EW方向モデル

の結果を表 3.4－2に示す。振動モード図のうち NS方向モデルの図を図 3.4－1，図 3.4－2及

び図 3.4－3に，EW方向モデルの図を図 3.4－4，図 3.4－5及び図 3.4－6に示す。固有周期

は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 7次モード以降

で卓越し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 3.4－1 固有値解析結果（NS方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.145 9.347 ― ― 

2次 水平 0.129 2.638 ― ― 

3次 水平 0.073 1.871 ― ― 

4次 水平 0.059 0.538 ― ― 

5次 水平 0.051 -0.072 ― ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 3.4－1 振動モード（NS方向モデル）（1次モード 水平方向 0.145s） 

図 3.4－2 振動モード（NS方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 
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図 3.4－3 振動モード（NS方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 
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表 3.4－2 固有値解析結果（EW方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.146 ― 9.345 ― 

2次 水平 0.129 ― 2.586 ― 

3次 水平 0.073 ― 1.857 ― 

4次 水平 0.059 ― 0.517 ― 

5次 水平 0.051 ― -0.068 ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

図 3.4－4 振動モード（EW方向モデル）（1次モード 水平方向 0.146s） 
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図 3.4－5 振動モード（EW方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 

図 3.4－6 振動モード（EW方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 
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3.5 構造強度評価 

3.5.1 構造強度評価方法 

(1) 地震力に対する構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料

-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき行う。

(2) 津波荷重は，ポンプ据付部より下のディスチャージケーシング，コラムパイプ等に作用す

るものとする。 

(3) 基礎ボルトの構造強度評価において，水平方向の地震荷重，ポンプ振動によりポンプベー

スに作用する荷重及び津波による荷重は，ポンプベースのリブを介して基礎に伝達されるた

め基礎ボルトに作用しない。また，循環水ポンプは電動機とポンプが独立した基礎を有する

構造であることから，ポンプ回転により作用するモーメントを考慮して基礎ボルトの評価を

行う。 

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.5.2.1 荷重の組合せ 

循環水ポンプの強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への

配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」の「4.1荷重及び荷重の組合せ」に示す荷重及

び荷重の組合せを用いる。循環水ポンプの荷重の組合せを表 3.5－1に示す。 

3.5.2.2 許容応力 

循環水ポンプの許容応力は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

基本方針」の「4.2許容限界」にて設定している許容応力に基づき表 3.5－2及び表 3.5－

3のとおりとする。 

3.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

循環水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 3.5－4に示す。 
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表
3.
5－

1 
荷
重
の
組
合
せ
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

浸
水
防
止

設
備
 

循
環
水
ポ
ン
プ
 

Ｓ
 

そ
の
他
の
ポ
ン
プ

＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

ｔ
＋
Ｐ

ｈ
＋
Ｓ
ｄ
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
ポ
ン
プ
の
支
持
構
造
物
を
含
む
。
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表
3.
5－

2 
許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
ポ
ン
プ
））

 

許
容
応
力

状
態
 

許
容
限
界
 

一
次
一
般

膜
応
力
 

一
次
膜
応
力
＋
 

一
次
曲
げ
応
力
 

一
次

＋
二
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
＋
 

ピ
ー
ク
応
力
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｓ
ｙ
と

0.
6・

Ｓ
ｕ
の
小
さ
い
方
 

た
だ
し
，
オ
ー
ス
テ
ナ
イ
ト
系
ス

テ
ン
レ
ス
鋼
及
び
高
ニ
ッ
ケ
ル
合

金
に
つ
い
て
は
上
記
値
と

1.
2・

Ｓ

と
の
大
き
い
方
 

左
欄
の

1.
5
倍
の
値
 

＊

弾
性
設
計
用

地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
の
み
に
よ
る
疲
労
解

析
を
行
い
，
疲
労
累
積
係
数
が

1
.
0
以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

た
だ
し
，
地
震
動
の
み
に
よ
る
一
次
＋
二
次
応
力
の
変
動
値
が

2
・
Ｓ

ｙ

以
下
で
あ
れ
ば
，
疲
労
解
析
は
不
要
 

注
記
＊
：

2・
Ｓ

ｙ
を
超
え
る
場
合
は
弾
塑
性
解
析
を
行
う
。
こ
の
場
合
，
設
計
・
建
設
規
格

 
PV
B-
33
00
（
PV
B-
3
31
3
 を

除
く
。
Ｓ

ｍ
は

2
/3
・
Ｓ

ｙ
と
読
み
替
え
る
。）

の
簡
易
弾
塑
性
解
析
を
用
い
る
。
 

表
3.
5－

3 
許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
支
持
構
造
物
））

 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，
＊
2

（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次

応
力
 

引
張
 

せ
ん
断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

ｆ
ｔ

 
1
.
5・

ｆ
ｓ

 

注
記
＊
1：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
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表
3.

5－
4 

使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

機
器
名
称
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(Ｒ

Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

循
環
水
ポ
ン
プ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

―
 

1
9
8 

5
0
4 

2
0
5 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ

 
最
高
使
用
温
度
 

30
 

―
 

2
3
5 

4
0
0 

―
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3.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力のうち NS方向を表 3.5－5に，EW方向を表 3.5－6に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を

用いる。 

表 3.5－5 循環水ポンプ 設計用地震力（設計基準対象施設）（NS方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.145＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

NS 方向 EW方向 

1次 0.145 4.04 ― ― 

2次 0.129 4.04 ― ― 

3次 0.073 2.44 ― ― 

4次 0.059 1.48 ― ― 

5次 0.051 1.13 ― ― 

動的震度＊5，＊6 0.80 ― 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）

を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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表 3.5－6 循環水ポンプ 設計用地震力（設計基準対象施設）（EW方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.146＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

NS方向 EW方向 

1 次 0.146 ― 4.80 ― 

2 次 0.129 ― 4.70 ― 

3 次 0.073 ― 2.38 ― 

4 次 0.059 ― 1.60 ― 

5 次 0.051 ― 1.28 ― 

動的震度＊5，＊6 ― 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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3.5.4 計算方法 

3.5.4.1 津波荷重の計算方法 

(1) 津波による静水圧荷重

ポンプに作用する静水圧荷重の計算式は下式になる。

Ｆｕ = ρ・g・(ｈ－ｚ)・Ａｂａｓ 

(2) 津波による水平津波荷重

水平津波荷重によるポンプが受ける単位長さ当たりの流体抗力（等分布荷重）は下式にな

る。 

ＦＤ =
1

2
ＣＤ・ρ・Ｖ

2
・(

Ｄｃｍｏ

1000
)／1000 

この流体抗力によりポンプ据付部を固定端とする片持ちはりに等分布荷重が作用するの

で反力と曲げモーメントは下式となる。 

反力と曲げモーメント計算式 

Ｆａ=ＦＤ・Ｌ 

Ｍａ =
1

2
ＦＤ・Ｌ

2

3.5.4.2 基礎ボルトの応力計算方法 

(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳しい

条件として転倒支点から最も離れた基礎ボルトについて計算する。 

地震による引張力 

Ｆｂ=

√Ｍ02＋(Ｃｖ・ｍ・g・
Ｄ
2 )

2

＋Ｍｃｐ＋(Ｃｐ－1)・ｍ・g・
Ｄ
2

3
8・ｎｆ・Ｄ

ここで，Ｍ0及びＭｃｐは解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，次式

で求める。 

Ｃｐ =

1
2・

Ｈｐ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000

津波による引張力 

Ｆｂｔ =
Ｍｆｂ＋

3
8Ｆｕ・Ｄ

3
8
・ｎｆ・Ｄ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.3) 
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引張応力 

σｂ =
Ｆｂ＋Ｆｂｔ

Ａｂ

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ =
π

4
・ｄ

2

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わな

い。 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力は地震応答解析により求めるＱｂ，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐ及

び水平津波荷重による反力を考慮して求める。 

せん断応力 

τｂ =
Ｑｂ＋2・Ｍｐ／Ⅾ＋Ｑｂｔ

ｎ・Ａｂ

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

Ｍｐ = (
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ 

（1kW＝106N･mm/s） 

3.5.4.3 ディスチャージケーシングの応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，ディスチャージケーシング

に生じる応力を次式で求める。 

(1) ポンプ振動による震度による水平方向の応力

σｄＣＨ１＝
ＭｄＣｐ

Ｚｄ

(2) 水平方向地震による応力

σｄＣＨ２＝
Ｍｄ

Ｚｄ
 

(3) 自重及びポンプ振動による震度による鉛直方向の応力

σｄＣＶ１＝
（1＋Ｃｐ）・ｍｄ・g

Ａｄ
 

(4) 鉛直方向地震による応力

σｄＣＶ２＝
ＣＶ・ｍｄ・g

Ａｄ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.7) 
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(5) 内圧による応力

σｄθＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

2・ｔｄ

σｄＺＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

4・ｔｄ

(6) 水平津波荷重による応力

σｐｍ =
Ｍｐｍ

Ｚｄ

以上の(1)～(6)の各応力から，一次一般膜応力は 

σｄ＝Max(σｄＣＨ１＋σｄＣＶ１＋√(σｄＣＨ２)
2
＋(σｄＣＶ２)

2

 ＋σｐｍ＋σｄＺＰ，σｄθＰ)  

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.8) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.7) 
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3.5.5 計算条件 

3.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプの耐震性についての計算結果】，

の設計条件及び機器要目に示す。 

3.5.6 応力の評価 

3.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

3.5.4.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  

せん断応力τｂは，せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5・√3
・1.5

3.5.6.2 ディスチャージケーシングの応力評価 

3.5.4.3 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓｄａ以下であること。ただ

し，Ｓｄａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓｄａ 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については上記値と 1.2・Ｓとの大きい方とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.6.1.1) 
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3.6 評価結果 

3.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

循環水ポンプの設計基準対象施設としての強度評価結果を以下に示す。循環水ポンプは NS 方

向及び EW方向で解析モデルが異なるため，各方向に対する強度評価結果を記載する。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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1.5.2 耐震モデル関連 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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4 

ƒ
ｓ
ｂ
＝
 1
18
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以

下
で
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＝
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ｏ
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デ
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応
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：
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一
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般
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力
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出

応
力
 

許
容
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ス
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Ｓ
ｄ
 

σ
ｄ
＝
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4 

Ｓ
ｄ
ａ
＝
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器
要
目
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5.
1 

津
波

関
連
 

項
目
 

記
号
 

単
位
 

入
力

値
 

抗
力
係
数
 

Ｃ
Ｄ
 

─
 

1
.2
 

海
水
の
密
度
 

ρ
 

k
g/
m
3  

1
03
0 

津
波
流
速
 

Ｖ
 

m
/s
 

2 

津
波
最
大
到
達
レ
ベ
ル

 
ｈ

 
m 

1
1.
3 

評
価

対
象
部
位
の
レ
ベ
ル

 
ｚ

 
m 

1
.4
5 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
外
径

Ｄ
ｃ
ｍ
ｏ
 

m
m 

2
64
4 

ポ
ン

プ
据
付

部
か
ら
ベ
ル
マ
ウ
ス
先
端
ま
で
の
長
さ
 

Ｌ
 

m
m 

9
85
0 

津
波

荷
重
を
受
け
る
面
積
 

Ａ
ｂ
ａ
ｓ
 

m
2  

8
.5
5
3 
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2.5.2 耐震モデル関連 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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4. 配管及び隔離弁

 4.1　概要

　　 本計算書は，Ⅵ-3-別添3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」にて設定

　 している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，浸水防護施設のうち配管及び隔離弁が

　 津波によって生じる静水圧及び余震を考慮した荷重に対して十分な構造強度を有し，浸水防

 　止機能を保持することを説明するものである。

 　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

浸水防護施設の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル

 　　単位に記載する。また，全24モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許容値

　 　／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条

 　　件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評

　 　価結果を4.4.2(3)に記載する。

(2) 隔離弁

水圧試験により確認した圧力の弁本体に想定される算出圧力に対する裕度が最小となる

 　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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4.2　配置概要，概略系統図及び鳥瞰図

 4.2.1　配置概要

図4.2－1に示すとおり，浸水防護重点化範囲への津波の流入を防止するため，隔離

弁を設置するとともに，バウンダリ機能を保持する配管を設置する。

図4.2－1　配置概要

：液体廃棄物処理系配管（Ｃクラス）

：Ｓクラスとする範囲

：隔離弁（電動弁，逆止弁）

：浸水防護重点化範囲

：原子炉補機海水系配管（Ｓクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（Ｓクラス）

：原子炉補機海水系放水配管（Ｃクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（Ｃクラス）

：タービン補機海水系配管（Ｃクラス）

：循環水系配管（Ｃクラス）（点線部は埋設配管を示す）

R

H

T

C

注）浸水防護機能を除く耐震クラスを記載

：原子炉補機海水ポンプ（Ｓクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（Ｓクラス）

：タービン補機海水ポンプ（Ｃクラス）

：循環水ポンプ（Ｃクラス）

，

【凡例】

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

T

R

R

R

R

H

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交
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 4.2.2　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　浸水防護施設の管

（破線） 　浸水防護施設以外の管であって系統の概略を示すため

　に表記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]
DB1 クラス１管
DB2 クラス２管
DB3 クラス３管
DB4 クラス４管
SA2 重大事故等クラス２管
SA3 重大事故等クラス３管

DB1/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス１管
DB2/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス２管
DB3/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス３管
DB4/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス４管
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原
子

炉
補

機
海

水
系

概
略
系
統
図

A
-
原
子
炉
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

B
-
原
子
炉
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

原
子
炉
建
物

タ
ー
ビ
ン
建
物

屋
外

A
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

C
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

B
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

D
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

R
SW
-
R-
4

R
SW
-
R-
4

R
SW
-
R-
4

R
SW
-
R-
3

R
SW
-
R-
3

R
SW
-
R-
3

M
M

M
M

M
M

RSW-T-3

原
子
炉
建
物

屋
外

RSW-R-4 RSW-T-4

RSW-R-3

高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ

補
機
海
水
系

概
略
系
統
図
よ
り

A
-
1
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

A
-
2
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

A
-
3
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

B
-
1
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

B
-
2
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

B
-
3
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

放
水
槽

タ
ー
ビ
ン

建
物 R
SW
-
Y-
2

R
SW
-
Y-
2B

R
SW
-
Y-
2A

R
SW
-
Y-
2

R
SW
-
Y-
1

R
SW
-
Y-
1B

R
SW
-
Y-
1A

R
SW
-
Y-
1
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高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

補
機

海
水
系
概
略
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統
図

原
子
炉
建
物

屋
　
外

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

補
機
海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

補
機
海
水
ポ
ン
プ

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

補
機
冷
却
系
熱
交
換
器

M

タ
ー
ビ
ン
建
物

原
子
炉
補
機
海
水
系

概
略
系
統
図
へ

原
子
炉
建
物

タ
ー
ビ
ン
建
物

H
PS
W
-R
-2

RSW-T-3
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循
環

水
系

概
略
系
統
図

（
取

水
槽

廻
り
）

タ
ー
ビ
ン
建
物

取
水
槽

M M M

A
-
循
環
水
ポ
ン
プ

B
-
循
環
水
ポ
ン
プ

C
-
循
環
水
ポ
ン
プ

C
SW
-
I-
1C

C
SW
-
T-
1C

C
SW
-I
-1
PC

C
SW
-
I-
1B

C
SW
-
T-
1B

C
SW
-I
-1
PB

C
SW
-
I-
1A

C
SW
-
T-
1A

C
SW
-I
-1
PA

復
水
器
へ

復
水
器
へ

復
水
器
へ
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タ
ー

ビ
ン

補
機

海
水

系
及

び
液

体
廃

棄
物
処
理
系
概
略
系
統
図

M

A
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

放
水
槽

A
-
タ
ー
ビ
ン
補
機
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水
ポ
ン
プ

B
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ポ
ン
プ

C
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ポ
ン
プ

M

B
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

A
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

タ
ー
ビ
ン
建
物

屋
外

B
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

C
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

M M M

TSW-I-2-1

タ
ー
ビ
ン
建
物

屋
外

TS
W-
I-
2-
2

TS
W-
I-
2-
1

M
M

M
V2
4
7-
1A

M
V2
4
7-
1B

M
V2
4
7-
1C

TSW-I-2-1

M
V2
4
7-
3

RWL-Y-1

TSW-Y-2

液
体
廃
棄
物
処
理
系
よ
り

V
25
2-
60
00

V
24
7-
5

[
注
]
 
太
線
範
囲
の
管
ク
ラ
ス
：
DB
3

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
別

添
3
-
2
-
8
 
R
0

90



4.2.3　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

　　（太線） 　浸水防護施設の管

　（破線） 　浸水防護施設以外の管であって解析モデルの概略を示すために表

  記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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4.3　計算条件

 4.3.1　計算方法

管の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資

料-6　管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。解析コードは「ＨＩＳＡＰ」又は「ＭＳＡＰ」を使用し，解析コードの検

証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。

また，隔離弁は，弁体に想定される算出圧力が，水圧試験で確認された水圧以

下であることを確認する。

なお，津波によって生じる静水圧Ｐｈは，基準津波による水位を考慮する。津

波によって生じる静水圧Ｐｈは以下の式により算出する。ここで，ρは海水密度，

gは重力加速度，ｈは津波評価高さを示す。

Ｐｈ＝ρ・g・ｈ
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施
設
名
称

設
備
名
称

系
統
名
称

機
器
等

の
区
分

耐
震

重
要
度

分
類

荷
重
の
組
合
せ

＊
1

許
容
応
力

状
態

＊
2

原
子
炉
補
機
海
水
系

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
海
水
系

循
環
水
系

タ
ー
ビ
ン
補
機
海
水
系

液
体
廃
棄
物
処
理
系

の
組
合
せ
が
，
静
水
圧
に
よ
る
荷
重
を
緩
和
す
る
方
向
に
作
用
す
る
場
合
は
，
保
守
的
に
こ
れ
ら
を
組
合
せ
な
い
評
価
を
実
施
す
る
。

　
　
＊
2：

管
の

許
容
限
界
は
，
Ⅵ
-3
-別

添
3-
1「

津
波
へ
の
配
慮
が
必
要
な
施
設
の
強
度
計
算
の
基
本
方
針
」
に
基
づ
き
，
許
容
応
力
状
態
Ⅲ

Ａ
Ｓ
を
用
い
る
。
な
お
，

浸
水
防
護
施
設

(浸
水
防
止
設
備
)

―
ク
ラ
ス
３
管

Ｓ
Ｄ
＋
Ｐ
ｈ
＋
Ｓ
ｄ

4.
3.
2　

荷
重
の

組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態

本
計
算
書
に
お
い
て
考
慮
す
る
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
を
下
表
に
示
す
。
 

注
記
＊
1：

Ｄ
は

自
重
荷
重
，
Ｐ
ｈ
は
津
波
に
よ
る
静
水
圧
荷
重
，
Ｓ
ｄ
は
余
震
荷
重
（
動
水
圧
含
ま
な
い
。
）
を
示
す
。
自
重
荷
重
（
Ｄ
）
及
び
余
震
荷
重
（
Ｓ
ｄ
）

隔
離
弁
の
許
容
限
界
は
，
水
圧
試
験
に
よ
り
確
認
し
た
圧
力
と
す
る
。
水
圧
試
験
で
は
，
隔
離
弁
の
閉
状
態
に
対
し
て
，
静
水
圧
を
負
荷
し
，
有
意
な
変
形

及
び
著
し
い
漏
え
い
が
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

Ⅲ
Ａ
Ｓ
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点

番号を示す。

鳥  瞰  図　RSW-R-3

管
番
号

対応する評価点

最高
使用

圧力
＊

(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

   1N～12,15～73N

   22～79N

  2    13～19 0.98  40  558.8   9.5 SM41A

  3    20～52F,60F～67A 0.98  40  711.2   9.5 SM41A

  4   55F～60F 0.98  40  711.2   9.5 SM400A

注記＊：最高使用圧力が運転圧力と津波による静水圧が同時に作用する場合の圧力を包絡して

いるため，最高使用圧力を適用する。

SM41A0.98  40

 4.3.3　設計条件

  1  457.2   9.5
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点

   1N～12,15～73N,22～79N

   13～19

   20～52F,55F～67A
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点

   1N,73N,79N

   5F,8F,10F,69F,75F

  14F,17F

  21F,24F,27F,30F,34F,37F,40F,43F,46F,49F,63F,66F

  52F

  55F

  60F
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   53   540

 5401    54
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RSW-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

52F～53 53～540

540～5401 5401～54

53～55F
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RSW-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

     401

 ** 6001 **

11

18

    2201

29

33

42

50

58

64

     67A

     73N

     79N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 4.3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

SM41A 40 ― 245 ― ―

SM400A 40 ― 245 ― ―

隔離弁の許容限界を下表に示す。

弁番号 型式  評価部位

MV247-1A 電動弁 弁本体

MV247-1B 電動弁 弁本体

MV247-1C 電動弁 弁本体

MV247-3 電動弁 弁本体

V247-5 逆止弁 弁本体

V252-6000 逆止弁 弁本体

0.81

1.47

2.10

0.81

材    料
 許容応力（MPa）

水圧試験圧力（MPa）

0.81

0.81
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Ｓｄ Ｓｓ

RSW-R-3 原子炉建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数
(％)

等価繰返し回数
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 4.3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル

及び等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき設定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本

方針」に記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき設定したものを用いる。
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鳥  瞰  図　RSW-R-3

応答鉛直

震度
＊3

応答鉛直
震度

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：余震条件として弾性設計用地震動Ｓｄを考慮する。

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊4，＊5

適用する地震動等 弾性設計用地震動Ｓｄ
＊2 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊3 応答水平震度
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4.4　解析結果及び評価

 4.4.1　固有周期及び設計震度
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RSW-R-3

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥
瞰

図
Ｒ

Ｓ
Ｗ

－
Ｒ

－
３

代
表

的
振

動
モ

ー
ド

図
 
(
1
次

)
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鳥
瞰

図
Ｒ

Ｓ
Ｗ

－
Ｒ

－
３

代
表

的
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動
モ

ー
ド

図
 
(
2
次

)
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鳥
瞰

図
Ｒ

Ｓ
Ｗ

－
Ｒ

－
３

代
表

的
振

動
モ

ー
ド

図
 
(
3
次

)
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下
表

に
示

す
と

お
り

最
大

応
力

は
許

容
値

以
下

で
あ

る
。

ク
ラ

ス
３

管

計
算
応

力
（

M
Pa
）

許
容

応
力

（
M
P
a
）

Ⅲ
Ａ
Ｓ

一
次

応
力

　
Ｓ

ｐ
ｒ

ｍ
(
Ｓ

ｙ
＊
)

 
R
S
W
-
R
-
3

 
 
2
2

1
4
8

2
4
5

注
記

＊
：

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

つ
い

て
は

，
Ｓ

ｙ
と

1
.
2
・

Ｓ
の

う
ち

大
き

い
方

と
す

る
。

応
力

評
価

鳥
瞰

図
番

号
最

大
応

力
評

価
点

4
.
4
.
2
 
 
評

価
結

果

(
1
)

管
の

応
力

評
価

結
果

許
容

応
力

状
態

最
大

応
力

区
分

(
許

容
応

力
)
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(2) 弁の健全性評価結果

下表に示すとおり発生圧力が，有意な変形及び著しい漏えいがないこと

を確認した水圧試験圧力以下であることを確認した。

弁番号 型式 評価部位
発生圧力
(MPa)

水圧試験圧力
(MPa)

MV247-1A 電動弁 弁本体 0.17 0.81

MV247-1B 電動弁 弁本体 0.17 0.81

MV247-1C 電動弁 弁本体 0.17 0.81

V247-5 逆止弁 弁本体 0.31 0.81
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類

ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記

載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価を示す。

クラス３管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度 代表

1  RSW-R-3   22 148 245 1.65 ○

2  RSW-R-4   16 113 245 2.16 －

3  RSW-T-3   66 92 215 2.33 －

4  RSW-T-4   10 56 245 4.37 －

5  RSW-Y-1  411 50 245 4.90 －

6  RSW-Y-1A  813 35 245 7.00 －

7  RSW-Y-1B  816 47 245 5.21 －

8  RSW-Y-2  511 48 245 5.10 －

9  RSW-Y-2A  814 34 245 7.20 －

10  RSW-Y-2B    2 35 245 7.00 －

11  HPSW-R-2   36 71 215 3.02 －

12  CSW-T-1A   8A 32 235 7.34 －

13  CSW-T-1B   8A 32 235 7.34 －

14  CSW-T-1C   8A 32 235 7.34 －

15  CSW-I-1A   1A 16 235 14.68 －

16  CSW-I-1B   1A 16 235 14.68 －

17  CSW-I-1C   1A 16 235 14.68 －

18  CSW-I-1PA   4A 33 235 7.12 －

19  CSW-I-1PB   4A 33 235 7.12 －

20  CSW-I-1PC   4A 33 235 7.12 －

21  TSW-I-2-1  441 62 245 3.95 －

22  TSW-I-2-2  401 57 245 4.29 －

23  TSW-Y-2    7 63 245 3.88 －

24  RWL-Y-1  852 44 231 5.25 －

許容応力状態ⅢＡＳ

(3) 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号
一次応力評価
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Ⅵ-5 計算機プログラム（解析コード）の概要 
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1. はじめに 

本資料は，添付書類において使用した計算機プログラム（解析コード）TDAPⅢについて説明

するものである。 

本解析コードを使用した添付書類を示す使用状況一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅵ-2-2-18 

 

Ⅵ-2-2-20 

 

 

Ⅵ-2-2-22 

 

Ⅵ-2-2-24 

 

 

Ⅵ-2-2-26 

 

Ⅵ-2-2-28 

 

Ⅵ-2-2-29 

 

 

Ⅵ-2-2-30 

 

Ⅵ-2-2-32 

 

Ⅵ-2-2-34 

 

Ⅵ-2-2-37 

 

 

Ⅵ-2-10-2-5 

 

Ⅵ-2-11-2-3 

 

Ⅵ-2-11-2-12 

 

Ⅵ-2-別添2-2 

 

 

 

 

Ⅵ-2-別添2-8 

 

 

Ⅵ-2-別添3-2 

 

 

Ⅵ-2-別添4-2 

 

Ⅵ-2-別添4-3-5 

 

取水槽の地震応答計算書 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の地震応答計

算書 

 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の地震応答計算書 

 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建

物）の地震応答計算書 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の地震応答計算書 

 

取水管の耐震性についての計算書 

 

取水口の耐震性についての計算書 

 

 

第１ベントフィルタ格納槽の地震応答計算書 

 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書 

 

緊急時対策所用燃料地下タンクの耐震性についての計算書 

 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガ

スタービン発電機）の地震応答計算書 

 

１号機取水槽の地震応答計算書 

 

免震重要棟遮蔽壁の耐震性についての計算書 

 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性についての計算書 

 

溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書 

 

 

 

 

溢水防護に係る施設の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せに関する影響評価結果 

 

可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力地震

動 

 

地下水位低下設備の地震応答計算書 

 

揚水井戸の耐震性についての計算書 

Ver.3.08 

 

Ver.3.08 

Ver.3.12 

 

Ver.3.08 

 

Ver.3.08 

 

 

Ver.3.08 

 

Ver.3.12 

 

Ver.3.08 

Ver.3.13 

 

Ver.3.12 

 

Ver.3.12 

 

Ver.3.12 

 

Ver.3.08 

 

 

Ver.3.13.01 

 

Ver.3.04 

 

Ver.3.04 

 

Ver.3.04 

Ver.3.05 

Ver.3.11 

Ver.3.12 

 

Ver.3.11 

Ver.3.12 

 

Ver.3.04 

 

 

Ver.3.12 

 

Ver.3.12 
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使用添付書類 バージョン 

Ⅵ-2-別添4-3-6 

 

Ⅵ-3-別添1-13-5 

 

Ⅵ-3-別添2-9 

ドレーンの耐震性についての計算書 

 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の強度計算書 

 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室及びＢ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク格納槽の強度計算書 

Ver.3.12 

 

Ver.3.04 
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2. 解析コードの概要 

2.1 TDAPⅢ Ver.3.04 

コード名 

項目 
TDAPⅢ 

使用目的 ２次元有限要素法による地震応答解析 

開発機関 
大成建設株式会社 

株式会社アーク情報システム 

開発時期 1994年 

使用したバージョン Ver.3.04 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下「本解析コード」）は，２次元及び３次元有限要素

解析の汎用プログラムである。 

主として，地盤～構造物連成系の地震応答解析を行うものであ

る。 

また，土木・建築分野に特化した要素群，材料非線形モデルを数

多くサポートしており，日本国内では，建設部門を中心として，官

公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。 

本解析の主な特徴は，以下のとおりである。 

① ２次元及び３次元有限要素プログラムである。 

② 地盤～構造物連成系モデルの相互作用解析が可能である。 

③ 線形要素，平面要素，立体要素等を用いることができる。 

④ 静的解析を引き継いだ動的解析を行うことができる。 

⑤ 地盤及び構造物の非線形性を考慮できる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当

性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

・橋梁，橋脚，地盤～構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・関西電力株式会社高浜発電所第３号機において，海水ポンプ

室，海水管トレンチ，海水取水トンネル，燃料油貯油そう基

礎の２次元有限要素法解析による地震応答解析に本解析コー

ド（Ver.3.05）が使用された実績がある。 

・本工事計画において使用するバージョンは，高浜発電所第３

号機の既工事計画において使用されているものと異なるが，

バージョン変更において解析機能に影響のある変更が行われ

ていないことを確認している。 

・本工事計画における構造に対して行う地震応答解析の使用目

的に対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の

妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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コード名 

項目 
TDAPⅢ 

使用目的 静的応力解析  

開発機関 
大成建設株式会社  

株式会社アーク情報システム  

開発時期 1994 年 

使用したバージョン Ver.3.04 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下「本解析コード」という）は，２次元及び３次元の

有限要素解析の汎用プログラムである。  

主として，地盤～構造物連成系の地震応答解析を行うものであ

る。  

また，土木・建築分野に特化した要素群，材料非線形モデルを数

多くサポートしており，日本国内では，建設部門を中心として，官

公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。  

本解析コードの主な特徴は，以下のとおりである。  

① ２次元及び３次元有限要素プログラムである。 

② 地盤～構造物連成系モデルの相互作用解析が可能である。 

③ 線形要素，平面要素，立体要素等を用いることができる。 

④ 静的解析を引継いだ動的解析を行うことができる。 

⑤ 地盤及び構造物の非線形を考慮できる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当

性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

・橋梁，橋脚，地盤～構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・日本原子力発電株式会社東海第二発電所において，常設代替

高圧電源装置用カルバート（立坑部），常設低圧代替注水系

ポンプ室，代替淡水貯槽の静的応力解析に本解析コード

（Ver.3.08）が使用された実績がある。 

・本工事計画において使用するバージョンは，東海第二発電所

の既工事計画において使用されているものと異なるが，バー

ジョン変更において解析機能に影響のある変更が行われてい

ないことを確認している。 

・本工事計画における構造に対して行う地震応答解析の使用目

的に対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の

妥当性確認の範囲内であることを確認している。  

 

  



 

6 

 

S2
 補

 Ⅵ
-5
-5
 R
0 

2.2 TDAPⅢ Ver.3.05 

コード名 

項目 
TDAPⅢ 

使用目的 
地震応答解析 

３次元静的線形ＦＥＭ解析 

開発機関 
大成建設株式会社 

株式会社アーク情報システム 

開発時期 1994年 

使用したバージョン Ver.3.05 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下「本解析コード」）は，２次元及び３次元有限要素

解析の汎用プログラムである。 

主として，地盤～構造物連成系の地震応答解析を行うものであ

る。 

また，土木・建築分野に特化した要素群，材料非線形モデルを数

多くサポートしており，日本国内では，建設部門を中心として，官

公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。 

本解析の主な特徴は，以下のとおりである。  

① ２次元及び３次元有限要素プログラムである。 

② 地盤～構造物連成系モデルの相互作用解析が可能である。 

③ 線形要素，平面要素，立体要素等を用いることができる。 

④ 静的解析を引き継いだ動的解析を行うことができる。 

⑤ 地盤及び構造物の非線形性を考慮できる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当

性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

・橋梁，橋脚，地盤～構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・関西電力株式会社高浜発電所第３号機において，海水ポンプ

室，海水管トレンチ，海水取水トンネル，燃料油貯油そう基

礎の２次元有限要素法解析による地震応答解析に本解析コー

ド（Ver.3.05）が使用された実績がある。 

・本工事計画における構造に対して行う地震応答解析及び 3 次

元静的線形ＦＥＭ解析の使用目的に対し，使用用途及び使用

方法に関する適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内であるこ

とを確認している。 
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2.3 TDAPⅢ Ver.3.08 

コード名 

項目 
TDAPⅢ 

使用目的 ２次元有限要素法による地震応答解析 

開発機関 
大成建設株式会社 

株式会社アーク情報システム 

開発時期 1994年 

使用したバージョン Ver.3.08 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下「本解析コード」）は，２次元及び３次元有限要素

解析の汎用プログラムである。 

主として，地盤～構造物連成系の地震応答解析を行うものであ

る。 

また，土木・建築分野に特化した要素群，材料非線形モデルを数

多くサポートしており，日本国内では，建設部門を中心として，官

公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。 

本解析の主な特徴は，以下のとおりである。  

⑥ ２次元及び３次元有限要素プログラムである。 

⑦ 地盤～構造物連成系モデルの相互作用解析が可能である。 

⑧ 線形要素，平面要素，立体要素等を用いることができる。 

⑨ 静的解析を引き継いだ動的解析を行うことができる。 

⑩ 地盤及び構造物の非線形性を考慮できる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当

性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

・橋梁，橋脚，地盤～構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・東北電力株式会社女川原子力発電所第２号機において，ガス

タービン発電設備軽油タンク室及び防潮堤（鋼管式鉛直壁）

岩盤部の２次元有限要素法解析による地震応答解析に本解析

コード（Ver.3.08）が使用された実績がある。 

・本工事計画における構造に対して行う地震応答解析の使用目

的に対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の

妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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2.4 TDAPⅢ Ver.3.11 

コード名 

項目 
TDAPⅢ 

使用目的 ２次元有限要素法による地震応答解析 

開発機関 
大成建設株式会社 

株式会社アーク情報システム 

開発時期 1994年 

使用したバージョン Ver.3.11 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下「本解析コード」）は，２次元及び３次元有限要素

解析の汎用プログラムである。 

主として，地盤～構造物連成系の地震応答解析を行うものであ

る。 

また，土木・建築分野に特化した要素群，材料非線形モデルを数

多くサポートしており，日本国内では，建設部門を中心として，官

公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。 

本解析の主な特徴は，以下のとおりである。  

⑪ ２次元及び３次元有限要素プログラムである。 

⑫ 地盤～構造物連成系モデルの相互作用解析が可能である。 

⑬ 線形要素，平面要素，立体要素等を用いることができる。 

⑭ 静的解析を引き継いだ動的解析を行うことができる。 

⑮ 地盤及び構造物の非線形性を考慮できる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当

性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

・橋梁，橋脚，地盤～構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・東北電力株式会社女川原子力発電所第２号機において，屋外

排水路逆流防止設備（防潮堤南側）の２次元有限要素法解析

による地震応答解析に本解析コード（Ver.3.11）が使用され

た実績がある。 

・本工事計画における構造に対して行う地震応答解析の使用目

的に対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の

妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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2.5 TDAPⅢ Ver.3.12，Ver.3.13，Ver.3.13.01 

コード名 

項目 
TDAPⅢ 

使用目的 ２次元有限要素法による地震応答解析 

開発機関 
大成建設株式会社 

株式会社アーク情報システム 

開発時期 1994年 

使用したバージョン Ver.3.12，Ver.3.13，Ver.3.13.01 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下「本解析コード」）は，２次元及び３次元有限要素

解析の汎用プログラムである。 

主として，地盤～構造物連成系の地震応答解析を行うものであ

る。 

また，土木・建築分野に特化した要素群，材料非線形モデルを数

多くサポートしており，日本国内では，建設部門を中心として，官

公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。 

本解析の主な特徴は，以下のとおりである。 

① ２次元及び３次元有限要素プログラムである。 

② 地盤～構造物連成系モデルの相互作用解析が可能である。 

③ 線形要素，平面要素，立体要素等を用いることができる。 

④ 静的解析を引き継いだ動的解析を行うことができる。 

⑤ 地盤及び構造物の非線形性を考慮できる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当

性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

・橋梁，橋脚，地盤～構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・東北電力株式会社女川原子力発電所第２号機において，ガス

タービン発電設備軽油タンク室及び防潮堤（鋼管式鉛直壁）

岩盤部の２次元有限要素法解析による地震応答解析に本解析

コード（Ver.3.08）が使用された実績がある。 

・本工事計画において使用するバージョンは，女川原子力発電

所第２号機の既工事計画において使用されているものと異な

るが，バージョン変更において解析機能に影響のある変更が

行われていないことを確認している。 

・本工事計画における構造に対して行う地震応答解析の使用目

的に対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の

妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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コード名 

項目 
TDAPⅢ 

使用目的 静的応力解析  

開発機関 
大成建設株式会社  

株式会社アーク情報システム  

開発時期 1994 年 

使用したバージョン Ver.3.12 

コードの概要 

TDAPⅢ（以下「本解析コード」という）は，２次元及び３次元の

有限要素解析の汎用プログラムである。  

主として，地盤～構造物連成系の地震応答解析を行うものであ

る。  

また，土木・建築分野に特化した要素群，材料非線形モデルを数

多くサポートしており，日本国内では，建設部門を中心として，官

公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。  

本解析コードの主な特徴は，以下のとおりである。  

①  ２次元及び３次元有限要素プログラムである。  

②  地盤～構造物連成系モデルの相互作用解析が可能である。  

③  線形要素，平面要素，立体要素等を用いることができる。  

④  静的解析を引き継いだ動的解析を行うことができる。  

⑤  地盤及び構造物の非線形性を考慮できる。  

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当

性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

・橋梁，橋脚，地盤～構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

・日本原子力発電株式会社東海第二発電所において，常設代替

高圧電源装置用カルバート（立坑部），常設低圧代替注水系

ポンプ室，代替淡水貯槽の静的応力解析に本解析コード

（Ver.3.08）が使用された実績がある。 

・本工事計画において使用するバージョンは，東海第二発電所

の既工事計画において使用されているものと異なるが，バー

ジョン変更において解析機能に影響のある変更が行われてい

ないことを確認している。 

・本工事計画における構造に対して行う地震応答解析の使用目

的に対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の

妥当性確認の範囲内であることを確認している。  
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1.  はじめに 

本資料は，添付資料において使用した計算機プログラム（解析コード）ANSYSについて説明す

るものである。 

本解析コードを使用した添付書類を示す使用状況一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅵ-2-3-2-1 

Ⅵ-2-6-7-3-3-5 

 

 

Ⅵ-2-4-2-5 

燃料集合体の耐震性についての計算書 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設

備のうち統合原子力防災ＮＷ用屋外アンテナの耐震

性についての計算書 

燃料プール水位（ＳＡ）の耐震性についての計算書 

Ver.13.0，Ver.14.0 

Ver.15.0 

 

 

Ver.17.2 
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2.  解析コードの概要 

2.1 ANSYS Ver.13.0 

コード名 

項目 
ANSYS 

使用目的 有限要素法による下部端栓溶接部応力評価 

開発機関 ANSYS Inc. 

開発時期 1970年 

使用したバージョン Ver.13.0 

コードの概要 

ANSYS（以下「本解析コード」という。）は，スワンソン・アナリシス・

システムズ（現，ANSYS Inc.）により開発された有限要素法による計算

機プログラムである。 

本解析コードは，広範囲にわたる多目的有限要素法による計算機プロ

グラムである。本解析コードは，伝熱，構造，マルチフィジックス，流

体，陽解法による動的，電磁界及び流体力学のシミュレーション並びに

解析を実施するものである。 

本解析コードは，ISO9001及びASME NQA-1の認証を受けた品質保証シス

テムのもとで開発され，アメリカ合衆国原子力規制委員会による10CFR50

並びに10CFR21の要求を満たしており，数多くの研究機関や企業におい

て，航空宇宙，自動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に

広く利用されている。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードは，開発元のリリースノートの例題集において，多く

の解析例に対する理論解と解析結果との比較により両者が一致す

ることで検証されている。 

・本解析コードの運用環境について，開発元から提示された要件を満

足していることを確認している。 

 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自

動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に広く利用され

ていることを確認している。 

・本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許可申請書

における応力解析等，これまで多くの構造解析に対し使用実績があ

り，９×９燃料（B型）の原子炉設置（変更）許可申請書や燃料体

設計認可申請書における下部端栓溶接部の応力評価に対し使用実

績があることを確認している。 
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2.2 ANSYS Ver.14.0 

コード名 

項目 
ANSYS 

使用目的 有限要素法による下部端栓溶接部応力評価 

開発機関 ANSYS Inc. 

開発時期 1970年 

使用したバージョン Ver.14.0 

コードの概要 

ANSYS（以下「本解析コード」という。）は，スワンソン・アナリシス・

システムズ（現，ANSYS Inc.）により開発された有限要素法による計算

機プログラムである。 

本解析コードは，広範囲にわたる多目的有限要素法による計算機プロ

グラムである。本解析コードは，伝熱，構造，マルチフィジックス，流

体，陽解法による動的，電磁界及び流体力学のシミュレーション並びに

解析を実施するものである。 

本解析コードは，ISO9001及びASME NQA-1の認証を受けた品質保証シス

テムのもとで開発され，アメリカ合衆国原子力規制委員会による10CFR50

並びに10CFR21の要求を満たしており，数多くの研究機関や企業におい

て，航空宇宙，自動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に

広く利用されている。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードは，開発元のリリースノートの例題集において，多く

の解析例に対する理論解と解析結果との比較により両者が一致す

ることで検証されている。 

・本コード配布時に同梱されたANSYS Mechanical APDL Verification 

Testing Packageを入力とした解析により，上記例題集の検証を再

現できることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発元から提示された要件を満

足していることを確認している。 

 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自

動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に広く利用され

ていることを確認している。 

・本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許可申請書

における応力解析等，これまで多くの構造解析に対し使用実績があ

り，９×９燃料（B型）の原子炉設置（変更）許可申請書や燃料体

設計認可申請書における下部端栓溶接部の応力評価に対し使用実

績があることを確認している。 
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検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

・本解析コードは，既認可の下部端栓溶接部応力解析において使用実

績のあるMARCと応力評価モデルは同一であり，同等な解析条件（有

限要素モデル，ペレットやジルカロイ被覆管の物性値，荷重条件及

び境界モデル）を設定可能なこと，MARCと本解析コードとで同等な

解析が可能であることを確認している。 
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2.3 ANSYS Ver.15.0 

コード名 

項目 
ANSYS 

使用目的 ３次元有限要素法（ソリッド要素）による固有値解析，応答解析 

開発機関 ANSYS Inc. 

開発時期 1970年 

使用したバージョン Ver.15.0 

コードの概要 

ANSYS（以下「本解析コード」という。）は，スワンソン・アナリシス・

システムズ（現，ANSYS Inc.）により開発された有限要素法による計算

機プログラムである。 

本解析コードは，広範囲にわたる多目的有限要素法による計算機プロ

グラムである。本解析コードは，伝熱，構造，マルチフィジックス，流

体，陽解法による動的，電磁界及び流体力学のシミュレーション並びに

解析を実施するものである。 

本解析コードは，ISO9001及びASME NQA-1の認証を受けた品質保証シス

テムのもとで開発され，アメリカ合衆国原子力規制委員会による10CFR50

並びに10CFR21の要求を満たしており，数多くの研究機関や企業におい

て，航空宇宙，自動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に

広く利用されている。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証の内容は次のとおりである。 

 ・本解析コードの検証は，開発元のリリースノートの例題集において，

多くの解析例に対する理論解と解析結果との比較が実施されてお

り,理論解と解析解が一致していることを確認している。 

 ・本解析コードが適正であることは，コード配布時に同梱されたANSYS 

Mechanical APDL Verification Testing Packageにより確認してい

る。 

 ・本解析コードの運用環境については，開発元から提示された要件を

満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認の内容は次のとおりである。 

 ・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自

動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に広く利用され

ていることを確認している。 

 ・本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許可申請書

における応力解析等，これまで多くの構造解析に対し使用実績があ

ることを確認している。  
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2.4 ANSYS Ver.17.2 

コード名 

項目 
ANSYS 

使用目的 ３次元有限要素法（はり要素）による固有値解析，応答解析 

開発機関 ANSYS Inc. 

開発時期 1970年 

使用したバージョン Ver.17.2 

コードの概要 

ANSYS（以下「本解析コード」という。）は，スワンソン・アナリシス・

システムズ（現，ANSYS Inc.）により開発された有限要素法による計算

機プログラムである。 

本解析コードは，広範囲にわたる多目的有限要素法による計算機プロ

グラムである。本解析コードは，伝熱，構造，マルチフィジックス，流

体，陽解法による動的，電磁界及び流体力学のシミュレーション並びに

解析を実施するものである。 

本解析コードは，ISO9001及びASME NQA-1の認証を受けた品質保証シス

テムのもとで開発され，アメリカ合衆国原子力規制委員会による10CFR50

並びに10CFR21の要求を満たしており，数多くの研究機関や企業におい

て，航空宇宙，自動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に

広く利用されている。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証の内容は次のとおりである。 

 ・本解析コードの検証は，開発元のリリースノートの例題集において，

多くの解析例に対する理論解と解析結果との比較が実施されてお

り,理論解と解析解が一致していることを確認している。 

 ・本解析コードが適正であることは，コード配布時に同梱されたANSYS 

Mechanical APDL Verification Testing Packageにより確認してい

る。 

 ・本解析コードの運用環境については，開発元から提示された要件を

満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認の内容は次のとおりである。 

 ・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自

動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に広く利用され

ていることを確認している。 

 ・本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許可申請書

における応力解析等，これまで多くの構造解析に対し使用実績があ

ることを確認している。  

 

 



 

S2
 補

 Ⅵ
-
5-
54
 R
0 

Ⅵ-5-54 計算機プログラム（解析コード）の概要 
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1. はじめに 

本資料は，添付書類において使用した計算機プログラム（解析コード）VAについて説明するも

のである。 

本解析コードを使用した添付書類を示す使用状況一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅵ-2-別添2-2 
溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計

算書 
Ver.2 
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2. 解析コードの概要 

2.1 VA Ver.2 

コード名 

項目 
VA 

使用目的 振動アドミッタンス理論に基づく地盤ばね（実部，虚部）の算定 

開発機関 大成建設株式会社 

開発時期 1991年 

使用したバージョン Ver.2 

コードの概要 

VAは，振動アドミッタンス理論により，基礎の水平，鉛直及び

回転に対する地盤の複素ばね剛性を振動数領域で計算するプログ

ラムである。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

VA（以下「本解析コード」という。）は，非常用ろ過水タンクの地震

応答解析及び3次元静的線形FEM解析における水平，鉛直及び回転に対す

る基礎底面地盤ばねを評価するために使用している。 

 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・本解析コードを用いて評価した地盤ばねが薄層法及びDGC（ダ

イナミック・グランド・コンプライアンス）（以下「DGC」

という。）で算出した結果と概ね一致していることを確認し

ている。 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用している。 

 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・検証の内容のとおり，水平，鉛直及び回転に対する地盤ばねにつ

いて検証していることから，解析の目的に照らして今回の解析に

適用することは妥当である。 

・非常用ろ過水タンクの地震応答解析における地盤ばねの算定に本

解析コードを使用することは，本解析の適用範囲に対して検証さ

れており，妥当である。 
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3. 解析手法 

3.1 一般事項 

  本解析コードは，振動アドミッタンス理論に基づき，基礎の水平，鉛直及び回転に対する

地盤の複素ばね剛性を振動数領域で計算するプログラムである。本解析コードは，非常用ろ過

水タンクの地震応答解析及び 3次元静的線形 FEM解析における水平，鉛直及び回転に対する基

礎底面地盤ばねを評価するために使用している。 

 

3.2 解析コードの特徴 

本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・振動アドミッタンス理論に基づき，底面地盤ばねを振動数領域で算定できる。 

・点加振解を用いているため，高振動数領域に対しても適用可能である。 

・任意の正方形要素を組み合わせて表現することができるため，任意の基礎形状にも

対応可能である。 

 

3.3 解析手法 

多治見の振動アドミッタンス理論においては，半無限弾性体上の基礎マット面に，

鉛直，水平，回転の動的な力 Peiωt を加えたとき，それに対応する変位 W との関係を

以下の式で表せる。 

 )()( 21 


igg
K

Pe
W

f

ti

  (3.1) 

ここで，Kf：静的地盤ばね剛性 

この g1(ω)－ig2(ω)を多治見は振動アドミッタンスと名付けている。これより地盤

ばねは振動アドミッタンスの逆数を用いて以下の式で表される。 

)()(

1
)(

21 


igg
KK f


 ・            (3.2) 

ここで，K(ω)：動的抵抗係数 

（3.2）式を変形すると，地盤ばねは複素剛性の形にすることができ，実数部を剛性

成分，虚数部を減衰成分として，以下の式で表される。 

)()()(  IR iKKK             (3.3) 

振動アドミッタンスでは点加振解が必要である。多治見は，妹沢の解として知られ

ている三次元波動方程式の解を用い，境界条件を満たす鉛直及び水平の点加振解を求

めている。図 3－1 に示すとおり，x 方向の点加振 Px eiωt が作用するときの地表面の

任意点(r,θ)における x 方向変位 ux 及び y 方向変位 uy は次式で与えられる。 
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        (3.5) 

同様に，z 方向の点加振 Pz eiωt が作用するときの z 方向変位 uz は次式のように示さ

れる。 
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図 3－1 座標系 

 

振動アドミッタンス理論では，図 3－2 に示すように基礎を小領域に分割し，小領域

に点加振した場合の変位から，基礎全体の力－変位関係を基礎の条件，基礎下の地反

力分布を一様分布（水平ばね及び鉛直ばね），三角形分布（回転ばね）とする，又は，

基礎を剛体と仮定し，変位分布を一様分布（水平ばね及び鉛直ばね），三角形分布（回

転ばね）とする条件のもとで求めるものである。 

 

 

図 3－2 基礎の分割 
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3.4 解析フローチャート 

解析フローチャートを図 3－3 に示す。 

 

 

図 3－3 解析フローチャート 
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3.5 検証（Verification）及び妥当性確認（Validation） 

3.5.1 検証 

  本解析コードの検証は，薄層法及びDGCで計算された結果と比較により行う。 

   解析モデルは 40m×40m の基礎とする。図 3－4 に振動アドミッタンス用に 12×12 に

メッシュ分割したモデル図及び地盤条件を示す。 

 

 

図 3－4 振動アドミッタンス用モデル及び地盤条件 

 

  （a）薄層法との比較 

薄層法は，水平方向には半無限状態を表現できるが，地盤下方に対しては有

限要素でモデル化されるため，基礎幅の約 2 倍にあたる 4m×21 = 84m の薄層地

盤を設け，その下に粘性境界を付けることで半無限状態を表現する。図 3－5 に

薄層法用の解析モデルを示す。 

薄層法による結果と本解析コードによる結果を比較したものを表 3－1 に示

す。両者は概ね一致していることが確認できる。 

なお，境界条件は剛体変位仮定である。 
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図 3－5 薄層法用の解析モデル 
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表 3－1 薄層法との比較（単位系：tf/m） 

(1) 水平ばね 

 

 

(2) 回転ばね 

 

 

(3) 鉛直ばね 
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  （a）DGCとの比較 

DGC は，基礎の代表変位を鉛直及び水平ばねの場合は相加平均変位，回転ば

ねについては荷重重み付平均変位とした場合の理論解である。よって，この場

合，本解析コードでは，境界条件としては，応カ一定仮定として評価する。同

じ地盤条件でも境界条件が異なるため，表 3－1 の値とは異なっている。 

表 3－2 には DGC の結果と本解析コードによる結果を比較したものを示す。

両者は概ね一致していることが確認できる。 
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表 3－2 DGC との比較（単位系：tf/m) 

(1) 水平ばね 

 

 

(2) 回転ばね 

 

 

(3) 鉛直ばね 
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3.5.2 妥当性確認 

本解析コードの検証は，水平，鉛直及び回転に対する地盤ばねに対してなされており，本解

析の適用範囲と合致している。したがって，検証結果より，本解析コードを今回の解析に使用

することは妥当である。 

 

3.5.3 評価結果 

水平，鉛直及び回転に対する地盤ばねに対する本解析コードの解析結果が，薄層法及びDGC

の理論解と概ね一致していることを確認した。 

上記，検証は，本解析の適用範囲に対して実施されたものであることから，本解析コードを

今回の解析に使用することは妥当である。 
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Ⅵ-5-64 計算機プログラム（解析コード）の概要 

・ＡｕｔｏＰＩＰＥ 
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1． はじめに 

本資料は，添付書類において使用した計算機プログラム（解析コード）AutoPIPEについて説

明するものである。 

本解析コードを使用した添付書類を示す使用状況一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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1.1 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅵ-2-別添2-2 

 

溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算

書 

 

Ver.12.00.00.14 
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2. 解析コードの概要 

2.1 AutoPIPE Ver.12.00.00.14 

コード名 

項目 
AutoPIPE 

使用目的 有限要素法（はりモデル）による機器の固有値解析及び応力解析 

開発機関 株式会社ベントレー・システムズ 

開発時期 1986年 

使用したバージョン Ver.12.00.00.14 

コードの概要 

AutoPIPE（以下「本解析コード」という。）は，静的及び動的荷重に

対する配管の応力を解析する計算機プログラムである。任意形状の3次元

モデルに対して，有限要素法により静的解析及び動的解析を行い，応力，

反力，変位等を算出することができる。 

主な解析機能として，内圧・熱膨張・強制変位・摩擦力等を考慮した

線形・非線形の静的解析，固有値解析・時刻歴応答解析等の動解析，そ

してハンガーサポートの自動選定があり，本解析コードは，工業用配管

システム設計，建築・土木工学等の分野において，多くの実績を有して

いる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証(Verification）】 

本解析コードの検証の内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当性確認

の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件を

満足していることを確認している。 

 

【妥当性確認(Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，発電，石油・

ガス，原子力等の様々な分野の配管解析に使用実績を有しており，

妥当性は十分に確認されている。 

・東北電力株式会社女川原子力発電所第２号機において，溢水源とし

ないＢ，Ｃクラスの配管の有限要素法（はりモデル）による地震応

答解析に本解析コード（Ver.12.00.00.14）が使用された実績があ

る。 

・本工事計画において使用するバージョンは，女川原子力発電所第２

号機の既工事計画において使用されているものと同じであること

を確認している。 

・開発機関が提示するマニュアルにより，本工事計画の解析の用途及

び適用範囲が妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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Ⅵ-6 図面 
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3. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 
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3.2 使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 
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3.2.1 燃料プール冷却系 
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注1 :寸法はmmを示す。
注2:特記なき寸法は公称値を示す。

工事計画認可申請1第3-2-1-4-2図

島根原子力発電所第2号殿

名
称 燃料フ

゜
ー ル冷却ポソフ

゜

構造図

中国電力株式会社
2ZOl 
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第 3-2-1-4-2 図 燃料プール冷却ポンプ構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［燃料プール冷却ポンプ］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

吸込内径 200.0 mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出内径 200.0 mm 同上 

ケーシング厚さ 20.0 
mm 

mm 
同上 

たて 540 mm 同上 

横 1000 mm 同上 

高さ 880 mm 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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4. 原子炉冷却系統施設 
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4.6 原子炉補機冷却設備 
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4.6.1 原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系 
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注1 :寸法はmmを示す。
注2:特記なき寸法は公称値を示す。

工事計画認可申請 1 第4-6-l-4-2図

島根原子力発電所第2号椴

名
称 原子炉補椴冷却水ポソプ構造図

中国電力株式会社
2Z02 
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第 4-6-1-4-2 図 原子炉補機冷却水ポンプ構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［原子炉補機冷却水ポンプ］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

吸込内径 450.0 mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出内径 400.0 mm 同上 

ケーシング厚さ 15.7 
mm 

mm 
同上 

たて 1200 mm 同上 

横 1706 mm 同上 

高さ 1340 mm 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 




